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はしがき

現在、都市自治体が直面している政策課題の一つに、いわゆる「ご

み屋敷」や樹木の繁茂、多頭飼育・給餌といった住居の荒廃（以下、

本報告書では「住居荒廃」と総称する。）の問題がある。荒廃した住居は、

周辺地域に環境衛生、防災、防犯、および景観上の支障などの悪影

響をもたらし、地域住民は最も身近な行政主体である、都市自治体

にその解決を求めることが少なくない。類似の政策課題として挙げ

られる空き家問題については、条例および法律が制定されるなど、

問題解決に向けた法制度が整備されてきている。しかしながら、「住

居荒廃」問題については、その全体像が十分に把握されておらず、

解決に資する法制度も整っているとはいいがたい。

また、「住居荒廃」問題は、空き家問題と異なり、そこに居住す

る者がいる以上、住居内への立入りや行政代執行のような強制的措

置を講ずるにあたって、財産権等の基本的人権の侵害が大きな問題

となりうる。さらに、居住者が健康上の問題を抱えていたり、セル

フ・ネグレクトの状態に陥っていたりする場合には、清掃などの物

理的な改善を促すのみでは、根本的な問題解決にはならない。その

ため、福祉的側面からの能動的なアウトリーチや居住者が抱える生

活上の課題に対する包括的な支援体制の整備、関係団体および地域

コミュニティと連携した継続的な支援が求められている。

このような状況を踏まえ、日本都市センターでは 2017 年度に、

学識者および都市自治体職員からなる「住居の荒廃をめぐる法務と

福祉からの対応策に関する研究会」（座長：北村喜宣　上智大学法学部教授）

を設置し、2 か年にわたって調査研究を進めてきた。研究会では、

都市自治体における住居荒廃とその居住者をめぐる現状と問題を明

らかにするとともに、政策法務および地域福祉等の面からの対応策

やその課題について、議論を重ねてきた。本報告書は、現地ヒアリ
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ング調査および全国 814 市区を対象としたアンケート調査の結果を

踏まえながら、研究会において積み重ねられてきた議論の成果を取

りまとめたものである。

序章では、主にアンケート調査の結果をもとに、都市自治体にお

ける「住居荒廃」問題の現状と対応状況を概観する。つづく第Ⅰ部は、

居住者が抱える生活上の課題の実態とそうした課題に対する福祉的

支援のあり方を、第Ⅱ部は、条例に基づく対応の可能性と条例制定

自治体における取組み状況をそれぞれ取り上げる。第Ⅲ部では、ア

ンケート調査の集計結果や研究会の資料を収録するほか、委員とし

て研究会にご参画いただいた、あるいは現地ヒアリング調査にご協

力いただいた都市自治体のいわゆる「ごみ屋敷条例」や運用に関わ

る要綱等の資料、さらには、研究会として取りまとめた「住居荒廃」

問題への対応に関する法制度および都市自治体条例の一覧を掲載し

ている。本報告書が、「住居荒廃」問題に携わる都市自治体職員や

関係者等にとって、少しでも参考になれば幸いである。

最後に、現地ヒアリング調査およびアンケート調査にご協力いた

だいた都市自治体のご担当者様や関係者の皆様には、ひとかたなら

ぬお力添えをいただいた。また、研究会の意見交換、総括、報告書

の執筆にあたって、北村座長をはじめ研究会委員の皆様には、多大

なるご尽力をいただいた。ここに記して厚く御礼を申し上げたい。

2019 年 3 月

公益財団法人　日本都市センター
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エグゼクティブ・サマリー

序章　都市自治体における「住居荒廃」問題の現状と対応状況

上智大学法学部教授　北村　喜宣

日本都市センター研究員　釼持　麻衣

最も住民に身近な行政主体である基礎自治体は、周辺住民や家族

から「住居荒廃」問題に関する相談あるいは苦情等を寄せられ、そ

の解決に向けた対応を求められることが少なくない。日本都市セン

ターが都市自治体を対象に実施したアンケート調査によれば、半数

以上の自治体が「住居荒廃」の存在を認識しているが、実態調査に

よる全体像の把握は進んでおらず、問題解決に向けた取組みにも消

極的な傾向が見られる。また、現在行われている取組みの多くは、

法的拘束力を有しない行政指導や見守りを兼ねた訪問が中心となっ

ている。

「住居荒廃」問題を根本的に解決するためには、居住者が抱える

生活上の課題の解決を図る必要がある。他方で、居住者が「住居荒廃」

による周囲への悪影響について問題意識がないなど、福祉的支援の

みでは解決が難しい場合もある。福祉的支援と法的規制、それぞれ

の面からどのようにアプローチし、かつ両者をいかに組み合わせる

かが、「住居荒廃」問題を解決する重要なカギとなっている。

第Ⅰ部　居住者が抱える生活上の課題と福祉的支援

第１章　いわゆる「ごみ屋敷」の実態とその背景に潜むもの

東邦大学大学院看護学研究科教授　岸　恵美子

いわゆる「ごみ屋敷」とは、ごみ集積所ではない建物で、ごみが

積み重ねられた状態で放置された建物、もしくは土地を指し、その

人たちの多くは、セルフ・ネグレクトと言われる。筆者らは、文献

検討と研究成果から、セルフ・ネグレクトを「健康、生命および社

viii
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会生活の維持に必要な、個人衛生、 住環境の衛生もしくは整備又は

健康行動を放任・放棄していること」と定義した。対応が困難な事

例は多いが、実際には、本人が「困りごと」を抱えており、「支援を

求める力が低下、あるいは欠如している人」ととらえ、単にごみを

片づけるのではなく、信頼関係を構築し、本人の「自己決定」を尊

重し、安全で健康な生活へと導くことが支援として重要である。

第２章　荒廃した住居の住人に対する精神保健福祉的介入のあり方

東京都立中部総合精神保健福祉センター副所長

（公財）東京都医学総合研究所客員研究員　菅原　誠

日本では荒廃した住宅問題が地域や行政に問題として認識され

るのは苦情化してからが多く、介入が欧米に比較して遅いことが課

題である。認識しても衛生・環境部署と障害福祉、保健担当部署が

スムーズな連携が取れずに問題解決を遅らせていることが少なくな

い。今回の自治体調査の結果、主たる発生要因について「統合失調

症やうつ病などの精神障害（疾患）」と「発達障害」、「知的障害」、「ア

ルコール関連問題」で合計すると全体の 47.4％、さらに「認知症」

22.6％を含めた「精神疾患関連群」では 70.0％という結果が得られ、

最多の要因であった。また、「精神疾患関連群」のうち、精神科入

通院歴が判明している事例の 52.4％が入通院歴無しであった。さら

に、「精神疾患関連群」では認知症が 44.7％も含まれているにもか

かわらず、「非精神疾患関連群」より若年層の割合が高い、「精神疾

患関連群」はより荒廃のレベルが高いなどの結果も明らかになった。

これらの結果は、より早い時期から部署横断で問題に対応し、精神

疾患が疑われる事例に対しては医療や福祉など専門的視点からの医

療への導入や中断を招かないための介入、継続的な多職種での支援

体制の構築が不可欠であることを示唆している。さらに、国の第 5

期障害福祉計画で示された「精神障害にも対応した地域包括ケアシ
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ステム」の推進事業の 1 つである「多職種による訪問型アウトリー

チ支援」が荒廃した住居問題の解決にも有効である可能性を示した。

第３章　脆�弱な人々を包摂する社会の構築に向けて 

－住居荒廃の問題と自律支援

法政大学大学院経済学研究科教授　菅　富美枝

日本社会において、住居の荒廃が客観的に問題化する程度にまで

達する状態にあり（例　近隣住民からの度重なる苦情がある場合）、

それに対して当該対象物の所有者あるいは占有者が何ら対処を行わ

ない場合、さらには客観的にみて不合理な態度を取り続ける場合、

当該所有者または占有者の判断能力が疑われるという実態が少なか

らずあるように思われる。そのため、住居荒廃の問題と成年後見の

問題とを関連づけて考える声が聞かれることもたしかである。しか

しながら、住居荒廃の問題を安易に成年後見の問題――すなわち、

成年後見が利用できる場面である――と考えることには慎重である

べき（むしろ、できないと考えるべき）である、というのが本稿の

基本的立場である。

そこで、①自己決定支援を徹底して本人が解決への道を自ら選択

することを待ち、その上で実現に協力する、あるいは、②もし本人

に自己の置かれた環境に対する誤解があるならば（例　ごみをごみ

と認識できず、摂取可能な食物や、保存可能な財物であると誤解し

ているような場合）、その誤解を解くことに努める、また、③本人に、

自己の置かれた環境に対する理解をする能力が欠如していると客観

的に認めれる場合には、後見人を選任し、本人に判断能力があれば

選択するであろう決定を、本人の福祉に照らし合わせながら代行す

る、ということ等が考えられよう。ただし、③については、本人に

判断能力が「ない」とする評価を極めて慎重に行うことこそが、自

己決定や自律支援を重視する立場に親和的である。その上で、本人

x
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の判断能力の存在が否定できない、すなわち、本人が意図的に不合

理な結果を継続的に選択している場合に、その不合理な結果が公共

の利益を侵害する程度に達しているならば、別途、④公法的な強制

的介入の法的根拠を探るべきである（条例制定や新法制定を含めて）

と考える。

第４章　困�窮する居住者に対する見守り・支援の取組み 

－練馬区・野洲市・豊中市社�会福祉協議会への 

ヒアリング調査をもとに－

日本都市センター研究員　釼持　麻衣

「住居荒廃」問題を生じさせている居住者の多くは、加齢や疾患

などに伴って、片付けや住居の適正な管理ができなくなったり、周

囲への気兼ねや社会的な孤立から、支援を求められなかったりする。

したがって、困窮する居住者に積極的にアウトリーチし、本人に寄

り添いながら、包括的な支援を行っていくことが重要であり、ひい

ては「住居荒廃」問題の解決につながると考えられる。

本章では、精神疾患を抱える住民などへのアウトリーチ事業を

行っている練馬区、多機関連携と地域における見守り活動の強化を

図る野洲市、ライフセーフティネットの構築といわゆる「ごみ屋敷」

問題の解決に取り組む豊中市社会福祉協議会の取組みを紹介するほ

か、包括的な支援体制の構築に向けた生活困窮者自立支援法の平成

30 年改正を概観する。こうした包括的な支援や地域における見守

り活動を進めるには、行政内部の関係部署間の連携、外部の関係機

関および地域住民との連携が不可欠である。さらに、個別事案での

支援・見守り活動の積み重ねが、多機関連携の強化と地域力の醸成

につながるという良い循環が生み出されている。
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第Ⅱ部　条例に基づく「住居荒廃」対策の可能性

第５章　条例によるごみ屋敷対応をめぐる法的課題

上智大学法学部教授　北村　喜宣

ごみ屋敷に対して直接に対応する法律がないなかで、条例を制定

して課題の解決を図る自治体がある。ごみ屋敷問題は、多くの自治

体が抱えていると思われるが、空き家条例ほどの制定ブームになら

ないのは、検討すべき点が多いことを示唆している。

地域社会において問題となるのは、家屋内および敷地内に堆積さ

れたごみに起因する生活環境への支障である。原因者には、何らか

の精神的疾病がある場合が少なくない。「困った人」は「困ってい

る人」でもある。このため、多くの条例は、最終的手段として即時

執行や行政代執行といった「措置」を規定しつつ、原因者を「要支

援者」と位置づけて、「支援」も規定している。強制手法のみを用

いるのでは、問題の解決にはつながらない。原因者が地元コミュニ

ティの一員として、他者に配慮した生活ができるように、医療福祉

的サービスは欠かせない。

第６章　足立区の「ごみ屋敷」対策

足立区環境部生活環境保全課長　祖傳　和美

2013 年 1 月 1 日、足立区が、「ごみ屋敷」に特化した「足立区生

活環境の保全に関する条例」を制定し「全国初」と注目された。本

章では、条例制定から現在まで、足立区が取り組んできた成果と課

題について解決事例とともに報告する。

「モデル 25 事例」から始まった足立区のごみ屋敷対策だが、2018

年 12 月末日までの約 6 年間で「164 事例」を解決した。この解決件

数は、単に環境部がごみを片付けただけではなく、福祉部や衛生部、

建築安全課や道路管理課等の「オール足立区」で協力した成果であ

る。また、町会・自治会、包括支援センター、介護事業所等との連
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携も欠かせない。これらの解決方式は総じて「足立区モデル」と称

されている。

このたびの発表が、ごみ屋敷対策に取り組むあるいは取り組もう

としている地方公共団体の参考になれば幸いである。どうぞ、足立

区の「魂」を込めた取り組みをご一読いただきたい。

第７章　京都市の「ごみ屋敷」対策

京都市保健福祉局保健福祉部保健福祉総務課担当係長　木本　悟

京都市において 2014 年から着手した不良な生活環境（いわゆる

「ごみ屋敷」）を解消するための取組においては、堆積物などの「事象」

のみにとらわれることなく、そこに生活する「人」の生活環境を改

善することに着眼した寄り添い支援を基本方針としている。

地域の実情や特性に即した取組を重視して区役所に拠点を置きつ

つ、全庁横断的に、また関係機関や自治組織との連携を活発に行う

取組体制や、具体的な支援手法に加えて、開始から 4 年が経過して

見えてきた支援の肝要や、今後目指していく取組の方向性について、

3 件の事例に触れながら紹介していく。

第８章　い�わゆる「ごみ屋敷条例」の制定自治体の取組み 

－世田谷区・横浜市・豊田市�・大阪市・神戸市への 

ヒアリング調査をもとに－

日本都市センター研究員　釼持　麻衣

日本都市センターは、いわゆる「ごみ屋敷条例」を制定し、「住居

荒廃」問題に積極的に取り組んでいる、世田谷区、横浜市、豊田市、

大阪市、神戸市にヒアリング調査を実施した。本章では、これら 5

自治体の「ごみ屋敷条例」について、その対象、条例に規定されて

いる措置内容などを概観するとともに、取組み体制や運用状況を明

らかにする。
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いずれの自治体でも、条例に基づく強制的な権限の行使には消極

的であり、生活上の課題を抱える居住者等への福祉的支援を通じた、

問題解決が目指されている。しかし、条例制定によって、自治体が「ご

み屋敷」問題に取り組んでいくという姿勢が明確になり、居住者等

および自治体職員の意識に変化がもたらされることで、解決が進む

といった意義が認められる。他方で、生活上の課題を抱える居住者

等の福祉と周辺住民の生活環境の保全とのバランスをいかに保つか

が、運用上の課題である。
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序章

都市自治体における
「住居荒廃」問題の現状と対応状況

上智大学法学部教授　北村　喜宣
日本都市センター研究員　釼持　麻衣
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1　自治体が直面する「住居荒廃」問題

（1）解決を求められる基礎自治体

いわゆる「ごみ屋敷」や樹木の繁茂、多頭飼育・給餌といった「住

居荒廃」問題は、周辺地域に環境衛生、防災、防犯および景観上の

支障などを生じさせることから、地域の困りごととして、しばしば

マスメディアで取り上げられてきた。問題の解決のためには、「住

居荒廃」を生じさせている居住者（以下、「本人」という。）と影響を受

けている周辺住民や家族が直接に話し合うのが基本である。しかし

ながら、多くの場合、「住居荒廃」問題を契機として、本人が地域

や家族から孤立し
1

、当事者間での話し合いによる解決が困難となっ

ている。そうした場合に、周辺住民や家族が相談あるいは苦情等を

持ち込み、解決に向けた対応を求めるのは、最も住民に身近な行政

主体である基礎自治体だろう。

（2）都市自治体が把握する「住居荒廃」問題

都市自治体における「住居荒廃」問題の実態と対応状況を把握

するため、日本都市センターは、2018 年 1 月に、全国 814 市区を

対象とするアンケート調査を実施した（回収率 45.5%）
2

。現在、行政

が把握・対応している「住居荒廃」の件数を尋ねる設問に対し、1

件以上あると回答した団体は、「ごみ屋敷」で 216 市区（回答総数の

58.4%）
3

、樹木の繁茂で 123 市区（33.2%）、多頭飼育・給餌で 100 市区

1　アンケート調査で回答があった 757 事例のうち、272 事例（35.9%）で「家族や

地域からの孤立」が生じている。また、後述のように、地域や家族からの孤立が

要因となって、「住居荒廃」問題が生じることもある。

2　本アンケート調査の設問および集計結果は、本書第Ⅲ部資料 1 として掲載して

いるので、併せて参照されたい。

3　なお、国土交通省が 2009 年に全国 1,804 市区町村を対象に実施したアンケート

調査では、250 市区町村（回答総数の 20.5%）が「ごみ屋敷」が発生していると回

答した（国土交通省『地域に著しい迷惑（外部不経済）をもたらす土地利用の実態

把握アンケート結果』（2009 年）（以下、「国交省アンケート」という）4 頁）。

2
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（27.0%）あった（Q3）。それぞれの総件数は、「ごみ屋敷」が 1,920 件、

樹木の繁茂が 3,273 件、多頭飼育・給餌が 449 件である。「住居荒廃」

に関する相談や苦情等はあるが、具体的な数字は取りまとめていな

い、あるいは行政として「住居荒廃」を“公式には”把握していない、

といった理由から、無回答や「0 件」と回答したところもあるため、

実際の発生件数は、これらの数字を上回ると考えられる。また、過

去 5 年間に「住居荒廃」の発生状況に関する実態調査を行った都市

自治体の数は 1 割にとどまり（Q5）
4

、問題の全体像の把握が進んで

いるとはいいがたい。

「住居荒廃」の具体的事例として回答が得られた 757 事例につき、

発生している影響で最も多く挙げられたのが悪臭（51.9%）である。

そのほか、景観の悪化（45.8%）、病害虫やネズミ等の発生（44.4%）、

火災発生のおそれ（40.8%）なども多く挙げられた（Q6）
5

。757 事例の

4 分の 3 以上が、「ごみ屋敷」に関する事例であったことから、これ

らの影響が多く指摘されたものと考えられる。また、当該事例を行

政が把握している期間では、5 年未満が半数以上を占める一方、「10

年以上～ 20 年未満」が 57 事例、「20 年以上」が 14 事例もあり、長

年にわたって改善がみられない場合も一定数存在する。

2　進まない「住居荒廃」対応

（1）行政指導・見守りを中心とする対応

都市自治体の多くが、「住居荒廃」問題の発生を認識している。

取組み状況を問う設問に対しては、203 市区（54.9%）が同問題を政

4　国交省アンケートでは、「ごみ屋敷」が発生していると回答した市区町村のうち、

実態調査を行ったのは 17% である（国土交通省・前掲註 (3) 資料 84 頁）。

5　国交省アンケートでも、「風景・景観の悪化」、「悪臭の発生」、「ゴミなどの不法投

棄等を誘発」「火災の発生を誘発」が多く挙げられている（国土交通省・前掲註 (3)
資料 86 頁）。
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策課題として捉えていると回答している（Q7）。一方、積極的に対応・

支援を行っている、あるいは対応・支援のあり方を検討しているの

は、93 市区（25.1%）にとどまり、「住居荒廃」問題の解決に向けた

取組みには、やや消極的な傾向が見受けられる。

対応・支援制度を整備していない理由として、そもそも対応・支

援すべき「住居荒廃」が発生していないとの回答があるほか、特に

その必要性を感じていないことが多く挙げられる（Q8-SQ2）。後者に

ついては、現行の法制度で十分に対応・支援が可能であると考えら

れている場合を含むが、そもそも「住居荒廃」に起因する現象は当

事者同士の民事問題であって、行政が介入すべきものではないとの

姿勢が貫かれている場合もある。

また、都市自治体が「住居荒廃」問題に取り組むにあたっては、

対応するための法的根拠がない、解決に向けた対応・支援のあり方

が分からない、担当部署が明確でない
6

、職員や専門的知見の不足

など取組み体制が整っていない、といったさまざまな課題がある

（Q9）。本人に状態改善の意思がないならば、命令等を通じて、改善

措置の実施を義務づけることも考えられようが、その法的根拠を欠

いていたり、適用が困難だったりする場合には、法的拘束力を有し

ない行政指導の形で働きかけざるをえない。清掃等への協力や保健・

医療・福祉サービスの導入といった支援を行うことも、問題解決に

向けた手法の一つであるが、本人が支援を拒否する場合には、見守

りを兼ねた訪問を重ねていくなかで、支援の受入れのタイミングを

探ることとなる。このように、都市自治体による「住居荒廃」問題

への対応は、行政指導の実施や見守りを兼ねた訪問が中心となって

いる
7

。

6　実際に 128 市区（34.6%）は、「住居荒廃」に関する住民等からの相談窓口を置い

たり、関係部署の取りまとめを担ったりする担当部署を特に定めていない（Q1）。
7　具体的事例への対応状況としては、「定期的な訪問見守りの実施」が約半数を占

めている（Q6）。国交省アンケートでも、「ごみ屋敷」が発生していると回答した自

4
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（2）現行法に基づく対応の可能性と限界

「住居荒廃」問題に取り組むうえでの課題として、法的根拠の欠

如が挙げられている。現行法にも、当該問題に適用しうる条文は存

在する。ここでは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下、「廃

棄物処理法」という。）、消防法、道路法、「動物の愛護及び管理に関す

る法律」（以下、「動物愛護法」という。）について簡単にみていく
8

。

廃棄物処理法は、「何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない。」

治体の約 8 割がなんらかの対応を行っていると回答したが、その大半は、行政指

導の実施やパトロールの実施であった（国土交通省・前掲註 (3) 資料 87 頁）。

8　そのほかの法律について、本書第Ⅲ部資料 2 の「居住者への支援および『住居荒

廃』対策に関する法制度」を参照。辻山幸宣「自治体における『ごみ屋敷』への対

応策とその手法」宇賀克也（編著）『環境対策条例の立法と運用』（地域科学研究会、

2013 年）1 頁以下・18 ～ 21 頁、彩の国さいたま人づくり広域連合『地域の生活環

境問題の解決に向けて～ごみ屋敷を通じて考える～』（2010 年）25 頁以下、釼持

麻衣「いわゆる『ごみ屋敷』への法的対応の可能性－現行法に基づく対処と拡がる

独自条例の制定－」都市とガバナンス 27 号（2017 年）146 頁以下・148 ～ 150 頁

を参照。

表　「住居荒廃」問題に取り組むうえでの課題（Q9）

ア）居住者に対する支援について　※上位 3 つ

1. 本人が支援を受けることを望まない　　　 ・・・ 57.0%
2. 行政が支援することの是非　　　　　　　 ・・・ 48.6%
3. 家族・親族の協力を得られない　　　　　 ・・・ 36.8%

（イ）解決に向けた法的な対応について　※上位 3 つ

1. 対応するための法的根拠がない　　　　　 ・・・ 46.8%
2. 法的な対応は根本的な解決につながらない ・・・ 31.4%
3. 法的根拠はあるが、適用することが困難　 ・・・ 15.1%

（ウ）取組み体制について　※上位 3 つ

1. 担当部署が不明確　　　　　　　　　　　 ・・・ 49.7%
2. 職員の不足　　　　　　　　　　　　　　 ・・・ 36.8%
3. 職員の専門的知見の不足　　　　　　　　 ・・・ 28.1%
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（16 条）と規定しており、これに違反した者は、5 年以下の懲役、ま

たは 1,000 万円以下の罰金に処される（25 条 1 項 14 号）。「ごみ屋敷」

の事案に同法を適用することが考えられるが、「廃棄物」への該当

性の判断の難しさが問題となる。現在の判例通説では、①その物の

性状、②排出の状況、③通常の取扱い形態、④取引価値の有無、⑤

占有者の意思などを総合的に勘案して判断するものとされる
9

。⑤

占有者の意思が判断要素に含まれている点が、該当性判断を困難に

しており、行政に同法の適用を躊躇させている
10

。

火災の発生ないし延焼・拡大に至る危険が具体的に認められる場

合には、消防法に基づき、消防長、消防署長その他の消防吏員が、

放置等された物品の整理または除去を命ずることができる（3 条 1 項

3、4 号）。火災の発生を誘発しうる「ごみ屋敷」であれば、同法の適

用対象となりうる。しかしながら、廃棄物処理法と同様に、消防法

についても、個別事案に適用しうるかの判断が問題となる。個人の

住居への立入調査には、所有者等の関係者の承諾が必要であり（4 条

1 項但書）、外観調査のみでは火災リスクの認定が難しいだろう。

道路法は、道路上への物品の堆積をはじめとした交通上の支障を

及ぼすおそれのある行為を禁止しており（43 条 2 号）、「ごみ屋敷」お

よび樹木の繁茂の事案への適用が考えられる。違反に対して、道路

管理者は物品の除却などの必要な措置の実施を命ずることができる

とされ（71 条 1 項 1 号）、都市自治体が道路管理者として命令権限を行

使する例も見受けられる。ただし、同法に基づく権限は交通上の支

障を取り除くためのものであり、「住居荒廃」による影響としてし

ばしば指摘される悪臭や景観の悪化などの解消にはつながらないと

9　最二小決平成 11 年 3 月 10 日刑集第 53 巻 3 号 339 頁。

10　なお、まさに「ごみ屋敷」の事案につき、占有者が「有価物」と主張する物品の

保管状況や「有価物」としての取扱いについての合理的な説明の有無を踏まえ、当

該物品が「廃棄物」と判断された例はある。照会を受けた環境省も、この判断を

肯定している（「廃棄物の処理及び清掃に関する法律解釈上の疑義について」（平成

18 年 6 月 5 日付環廃対 060605004 号）を参照）。
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いった限界がある。

多頭飼育・給餌の事案については、動物愛護法の適用が考えられ

る。都道府県知事および指定都市市長は、「周辺の生活環境が損な

われている事態として環境省令で定める事態が生じていると認める

とき」、その事態を除去するために必要な措置をとるべきことを勧

告、さらには命令することができる（25 条 1、2 項）。ここでいう「周

辺の生活環境が損なわれている事態」につき、同法律施行規則は、

臭気や多数のねずみ等の衛生動物の発生などが周辺住民の「日常生

活に著しい支障を及ぼしていると認められる事態であって、かつ、

当該支障が…周辺住民の間で共通の認識となっていると認められる

事態」と定める（12 条）。個別事案への適用に際しては、著しい支障

が生じているといえるか、また、その支障が周辺住民の間で共通の

認識となっているかの判断に難しさがある。

以上のように、現行法を根拠として、本人に「住居荒廃」の解決

を促す道はないではない。しかし、個別事案に適用しうるかの判断

が困難だったり、適用できたとしても、その対象が限定的だったり

することから、活用が進んでいないと思われる。こうした状況のな

かで、足立区をはじめとするいくつかの都市自治体が、「住居荒廃」

問題に正面から対応するための条例を独自に制定し、自ら法的根拠

を創り出しつつある
11

。

3　福祉と規制からのアプローチの必要性

周辺住民の生活環境に悪影響をもたらす「住居荒廃」は、その住

居に居住する本人の生活環境、場合によっては健康や生命をも脅か

すのであり、誰もが自ら好んでそうした状態を発生させているとは

11　いわゆる「ごみ屋敷条例」の分析や法的課題、制定自治体における取組みについ

ては、本書第Ⅱ部を参照。
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限らない。757 事例につき、考えられる発生要因として回答が多かっ

たのは、「家族や地域からの孤立」（25.4%）、「統合失調症やうつ病な

どの精神障害、精神疾患」（24.6%）、「経済的困窮」（24.0%）、「判断力

の低下、認知症」（21.8%）、「身体能力の低下、身体障害、身体疾患」

（20.2%）である（Q6）。法的権限の行使や清掃等への協力などにより、

一時的に状態改善を図っても、本人が抱えるこうした課題を根本的

に解決しない限り、再び「住居荒廃」が生じるおそれがある。したがっ

て、保健・医療・福祉サービスを導入するなど、本人が抱える課題

の解決を図る必要がある
12

。また、本人が複数の課題を抱えている

場合も少なくないため、包括的な支援体制の整備も求められるだろ

う
13

。

福祉的観点からの支援によって、「住居荒廃」問題が解決されれば、

本人と周辺住民双方にとって望ましい。しかし、本人が抱える課題

の解決が必ずしも状態改善に直結しなかったり、特に課題は抱えて

いないが、「住居荒廃」による周囲への悪影響について問題意識が

なかったりする場合も見受けられる。その場合には、福祉的支援の

みでは解決が難しく、法的に状態改善を本人に義務づけていくこと

も視野に入れるべきである。福祉と規制、それぞれの面からどのよ

うにアプローチし、かつ両者をいかに組み合わせるかが、「住居荒廃」

問題を解決する重要なカギである。

12　ただし、本人が保健・医療・福祉サービスの受給などの支援を望まない場合も

ある。いわゆる「セルフ・ネグレクト」の現状と対応のあり方については、岸恵美

子（編集代表）『セルフ・ネグレクトの人への支援：ゴミ屋敷・サービス拒否・孤

立事例への対応と予防』（中央法規出版、2015 年）を参照。

13　本人が抱える課題や福祉的支援のあり方、実際の取組みについては、本書第Ⅰ

部を参照。
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第１章

いわゆる「ごみ屋敷」の実態と
その背景に潜むもの

東邦大学大学院看護学研究科教授　岸　恵美子
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はじめに

いわゆる「ごみ屋敷」（以下、「ごみ屋敷」という）とは、ごみ集積所で

はない建物で、ごみが積み重ねられた状態で放置された建物、もし

くは土地を指す。悪臭やねずみ、害虫の発生等により近隣の住民に

被害が及ぶことだけでなく、火災や放火などの犯罪に遭いやすいこ

とから近年問題視されている。居住者が自ら出したごみだけでなく、

近隣のごみ集積所等からごみを運び込んだり、リサイクル業を営ん

でいると言い、ごみをため込む人がいる。

10 年ほど前のことになるが、2009 年 11 月に放映された NHK の

ドキュメンタリーでは、若者の中にも「ごみマンション」や「ごみ

アパート」等の「ごみ屋敷」が増えていることが放映され、高齢者

に限らず誰もが「ごみ屋敷」になりうることを訴える内容で多くの

反響を呼んだ。また報道では、処理業者の「500 世帯あれば 2 ～ 3

件は必ず（ごみ屋敷が）ある」との言葉も衝撃的であり、今や「ご

み屋敷」の問題は、地域や家族の崩壊、高齢化、孤立などの現実の

日本の問題を反映しているといえる。

「ごみ屋敷」の人たちは、なぜごみに執着するのか。筆者が保健

師として勤務している時に出会った人たちは、他者の介入を拒む孤

立した人たちが多く、孤独で寄り添う人がいないため、その寂しさ

や不安を物で埋めていたのではないかと思えた。

海外の研究成果や筆者らの研究結果から、「ごみ屋敷」に住む人

やその予備軍の多くは、セルフ・ネグレクトの一類型であると考え

ている。セルフ・ネグレクトに関する研究は近年急速に進み、セル

フ・ネグレクトは疫学的、公衆衛生学的問題であり、極めて重要な

健康と社会の問題であると指摘する研究者も少なくない。アメリカ

における大規模な調査では、高齢者のうちセルフ・ネグレクトは約

9% であり、年収が 150 万円より低い者、認知症、身体障害者では

第Ⅰ部　居住者が抱える生活上の課題と福祉的支援
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15% に及ぶことが報告されているⅰ。一方わが国においては、内閣

府が実施したセルフ・ネグレクト高齢者の調査ⅱでは、セルフ・ネ

グレクト状態にあると考えられる高齢者の全国推計値は、9,381 ～

12,190 人（平均値 10,785 人）と報告されており、潜在しているセ

ルフ・ネグレクト高齢者がかなり多いことが推察される。なぜなら

ば、2014 年度の調査ⅲでは、市町村高齢福祉担当部署の 6 ～ 7 割が、

地域包括支援センターの 5 割前後が、セルフ・ネグレクト状態にあ

る高齢者の人数を把握していないことが明らかにされており、把握

していない自治体への調査では推計値が妥当であるとは言い切れな

い可能性があるからである。また同調査では、地域包括支援センター

が把握したセルフ・ネグレクト状態にある高齢者の相談受付時の状

態として、「不衛生な家屋に居住」「衣類や身体の不衛生の放置」の

項目が 6 割を超えていたことから、セルフ・ネグレクトの 6 割以上

が不衛生な状態にあることが推察される。

筆者は、「ごみ屋敷」の人たちは、セルフ・ネグレクトの一類型

であるとし、本稿では、セルフ・ネグレクトの定義・概念等の基本

的なことを述べたうえで、「ごみ屋敷」に住む人々の背景、実態と

支援方法、今後の課題について述べる。

1　セルフ・ネグレクトとは

（1）セルフ・ネグレクトの定義

セルフ・ネグレクトは、「自己放任」あるいは「自己放棄」と訳

される。セルフ・ネグレクトについては、これまで様々な研究者が

それぞれの文化背景にともなった定義や概念を提唱しているが、世

界で共通の定義はない。また、日本においても、セルフ・ネグレク

トに関する法的な定義、また正式に研究者や援助専門職の中で共

通認識された定義は存在していない。全米高齢者虐待問題研究所
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（National Center for Elder Abuse：以下 NCEA）の「自分自身の健康

や安全を脅かすことになる、自分自身に対する不適切なまたは怠慢

の行為」という定義ⅳ、多々良らの「高齢者自身による、自分の健

康や安全を損なう行動」という定義も初期の議論では多く引用され

ているⅴ。津村らの「高齢者が通常一人の人として、生活において

当然行うべき行為を行わない、あるいは行う能力がないことから、

自己の心身の安全や健康が脅かされる状態に陥ること」という定義 

は、わが国の文化的背景を考慮して「生活において当然行うべき行

為を行わない」ことをもセルフ・ネグレクトに含めていることが特

徴的である。これは日本の高齢者の中に、気がねや遠慮、あるいは

自分自身のプライドから支援やサービスを受けない、つまり必要な

医療やサービスを拒否する人が少なからずいるからである。

筆者らは、国内の調査研究でよく引用されている津村らの定義ⅵ、

アメリカ合衆国の NCEA の定義ⅳ、アメリカ合衆国の APS（Adult 

Protective Service：成人保護機関（以下、APS））の全国組織である

NAAPSA（National Association of Adult Protective Service）の定義ⅶを

参考に、セルフ・ネグレクトを「健康、生命および社会生活の維持

に必要な、個人衛生、住環境の衛生もしくは整備又は健康行動を放

任・放棄していること」と定義したⅷ。この定義には、NCEA の定

義においては除外されている、「精神機能的に問題なく、自ら決定

した結果を理解できる高齢者が、意識的かつ意図的に健康や安全を

脅かす行為をしている場合」、いわゆる意図的なセルフ・ネグレク

トも含む。

（2）セルフ・ネグレクトの概念モデル

Lauder らが過去の文献をレビューし、セルフ・ネグレクトの構

成要素を、「重度な家屋の不潔さ（Severe Household Squalor）」、「ため

込み（Hoarding）」、「貧弱な栄養状態（Poor Nutrition）」、「サービスの

第Ⅰ部　居住者が抱える生活上の課題と福祉的支援
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拒否（Service Refusal）」、「不適切な身体的衛生（Inadequate Personal 

Hygiene）」、「服薬管理の問題（Medication Mismanagement）」および

「貧弱な健康行動（Poor Health Behaviors）」と述べているⅸ。筆者ら

は、これらの構成要素を参考に日本において初めて、全国の地域包

括支援センターを対象にセルフ・ネグレクトの高齢者に関する調査

を行い、セルフ・ネグレクトの状態を表す因子として「不潔で悪臭

のある身体」「不衛生な住環境」「生命を脅かす治療やケアの放置」「奇

異に見える生活状況」「不適当な金銭・財産管理」「地域の中での孤立」

の 6 因子を明らかにしたⅹ。このなかで特に、「不潔で悪臭のある身

体」と「不衛生な住環境」の因子をもつ事例が極端に悪化した場合に、

「ごみ屋敷」に住む人になる。またそこまでに至らないごみを溜め

込む人々は、「極端に不衛生な家屋で生活するセルフ・ネグレクト」

であり、セルフ・ネグレクトの一類型であると考えている。

図 1-1　セルフネグレクトの概念

セルフ・ネグレクトの概念

セルフ・ケアの不足

個人衛生の悪化

健康行動の不足

住環境の悪化

環境衛生の悪化

Hoarding（ため込み）

Domestic Squalor
（家庭内の不潔・散らかり）

不十分な住環境の整備

社会からの孤立

サービスの拒否

財産管理の問題

主
要
な
概
念

悪化およ
びリスク
を高める
概念

出典：岸恵美子（編集代表）：セルフ・ネグレクトの人への支援
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この 6 因子についてさらに研究班で検討を加え、セルフ・ネグレ

クトの概念を図 1-1 のように整理した。この概念モデルでは、セル

フ・ネグレクトを構成する《主要な概念》を、『セルフケアの不足』

と『住環境の悪化』であるとしたⅴ ⅺ。そして、この概念モデルでは、

理論上セルフ・ネグレクトの《主要な概念》を構成しないが、「サー

ビスの拒否」、「財産管理の問題」および「社会からの孤立」は、セルフ・

ネグレクトの《悪化およびリスクを高める概念》として示した。

2　セルフ・ネグレクトのリスク要因

セルフ・ネグレクトの原因はまだ解明されておらず、セルフ・ネ

グレクトの要因やリスク要因についても、現段階でも明確になっ

ていない部分が多い。Pavlou らは過去のセルフ・ネグレクトに関

する 54 件の論文を分析して、次の 16 のリスクファクター（危険因

子）を挙げている。①併存症（Medical Co-Morbidity）、②認知症、

③うつ、④アルコール問題、⑤不安障害や恐怖症（anxiety disorders 

and phobias）、⑥統合失調症や妄想性障害、⑦強迫神経症、⑧人格

障害や生まれながらの人格特徴、⑨その他の精神障害、⑩感覚障害

（Sensory Impairments）、⑪身体の障害、⑫社会的孤立、⑬教育、⑭

貧困、⑮人生の困難なこと、⑯自立を維持したいというプライドⅻ

である。しかし、これらのリスクファクターとセルフ・ネグレクト

の因果関係はまだ証明されていない。Dyer らⅹⅲのセルフ・ネグレク

ト事例の調査では、セルフ・ネグレクトの要因として最も多かった

のは、循環器系疾患で 84.0% を占め、そのうち高血圧が 51.6%、糖

尿病が 25.2% であったと報告されている。Pavlou ⅹⅳは文献検討によ

り、内科的疾患、医療に対する理解力等を要因として挙げている。

また Dong らⅹⅴは、シカゴにおける 1993 ～ 2005 年のコホート調査

の結果、セルフ・ネグレクトの死亡リスクは、高齢者虐待の約 4 倍
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であることを明らかにしている。また Gibbons は看護診断名として

セルフ・ネグレクトを提案し、社会的孤立をリスク因子の一つとし

て挙げているⅹⅵ。セルフ・ネグレクトに陥った本人が血縁者や近隣

から孤立することは多くの文献で指摘されており、社会的孤立はセ

ルフ・ネグレクトのリスクを高めることはもちろんだが、筆者らの

定義でも示したようにセルフ・ネグレクトを悪化させる要因である

ともいえる。

日本におけるセルフ・ネグレクトの要因は、内閣府の調査でも少

し明らかになっており、図 1-2 は、本人に現在の状態になったきっ

かけ・理由について聞いた調査の結果であるⅻ。認知症、統合失調

症や妄想性障害、依存症、アルコール関連問題、不安障害や恐怖症、

強迫性障害、パーソナリティ障害、感覚障害など、何らかの精神・

心理的な疾患がある場合に、疾患による症状として、不安や恐怖、

あるいは人との接触を避けるために物をため込んだり、物を堆積す

図 1-2　 調査対象者が現在の状況（改善している場合は以前の状況）
になったきっかけ・理由について

 
出典：内閣府　経済社会総合研究所「セルフネグレクト状態にある高齢者に関する

調査－幸福度の視点から」平成 22 年度委託事業
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る場合がある。一方、ライフイベントである、配偶者や親しい家族

の死、病気、リストラなどの人生のショックな出来事により、生き

る意欲が低下しセルフ・ネグレクトに陥ることも少なくない。親し

い人の死は、特にため込みになりやすい例も現場では散見される。

また、日常生活に支障をきたすような病気や障害、あるいはそれに

伴う痛みによって、外出や友人との交流などが乏しくなり、生活の

意欲が低下してセルフ・ネグレクトに陥ることもある。

日本人に特徴的なこととしては、「人の世話になりたくない」と

いうプライドから、専門職が医療・福祉や介護サービスを勧めても、

医療機関の受診やサービスを受けることを拒否する高齢者が存在す

る。一方で、「人の世話になるのは申し訳ない」という遠慮・気が

ねから、サービスを拒否する高齢者もいる。将来的には、若者の引

きこもりの長期化・高齢化や SNEP（20 ～ 59 歳の無業で、知人や

友人との交流がなく、未婚の人を指す）の場合、現在は両親の存在

により生活を維持できているが、両親亡き後は生活能力が乏しい

ために、セルフ・ネグレクトに陥る可能性がある。今、40 代〜 50

代の引きこもり当事者と、70 代〜 80 代にさしかかり、精神的・経

済的に限界を迎えている親たちの問題が 8050 問題としてクローズ

アップされており、早期に支援する必要がある。

人間関係のトラブルや、もともと人との関係を取りにくい人もセ

ルフ・ネグレクトに陥りやすい。家族・近隣とのトラブルを抱えて

しまったり、主治医に対する不満からトラブルに発展したり、行政

の窓口での権威的な態度に怒りを感じるなど、人間関係でのトラブ

ルや不満から人を信頼できなくなり、人ではなく物や動物に執着す

ることがある。

留意しなければならないのは、他者から心理的虐待などを受けて

いる場合に、高齢者がパワーレスになり、セルフ・ネグレクトに陥

る事例があることである。しかし実際の事例では、他者からのネグ

第Ⅰ部　居住者が抱える生活上の課題と福祉的支援
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レクトであるのか、セルフ・ネグレクトであるのかを区別しがたい

事例も少なくない。高齢者が家族のケアを拒否し、家族がそのため

に高齢者へのケアが提供できない場合、高齢者自身はセルフ・ネグ

レクトであるといえるが、家族からの虐待（ネグレクト）であると

もいえる。このような事例では家族によるネグレクトか、本人によ

るセルフ・ネグレクトかを判断することは困難なことが多い。

3　セルフ・ネグレクトと孤立死の関係

セルフ・ネグレクトと孤立死に関する調査ⅹⅶで、孤立死に至った

事例の生前の状態は、約 8 割がセルフ・ネグレクトの状態であった

可能性があると報告されている。またセルフ・ネグレクトと社会的

孤立は密接に関連しており、先述したように、セルフ・ネグレク

トの悪化およびリスクを高める概念として、「サービスの拒否」「財

産管理の問題」「社会からの孤立」があると整理される。すなわち、

社会的孤立はセルフ・ネグレクトそのものではないが、セルフ・ネ

グレクトの背景もしくは問題を深刻化させる一つの要因としてい

る。社会的に孤立した状態にあることによって SOS を出しにくく

なってセルフ・ネグレクトに至ってしまい、セルフ・ネグレクト状

態に陥ったことにより近隣を含む他者との関係がさらに希薄になる

という、両者の間には循環的な関係があると考えられる。

実際に、全国の地域包括支援センターから収集されたセルフ・ネ

グレクト事例（1,355 件）を分析したところ、不衛生な家屋での居

住や衣類や身体の不衛生の放置、必要な介護・福祉サービスの拒否

など複数の問題が重複した類型では、より深刻な状態へと陥りやす

い傾向にあることが確認されているⅹⅷ。しかし、最も深刻な状態と

考えられる「孤立死」に関しては、そうした複数の問題が重複した

類型ではなく、サービス拒否と地域からの孤立のみに該当する類型
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だけが有意な関連を示していた。具体的には、「不衛生型」と比べて、

「拒否・孤立型」のほうが 2.68 倍、孤立死事例に該当しやすいとい

う結果（オッズ比）であった。なお、これらの傾向は、セルフ・ネ

グレクト事例の中での性、年齢、認知症自立度、寝たきり度、精神

疾患の有無、住居形態、世帯構成を調整しても大きく変わらなかっ

た。

本結果は、複合問題型のセルフ・ネグレクトと孤立死が無関係で

あるというよりも、そうしたケースは緊急度や優先度の高さから支

援の対象になりやすく、その結果として孤立死を回避できているこ

とを示唆するものと考えられる。これに対して、拒否・孤立型だけ

では、現行の体制では介入する根拠が乏しく、自己決定の尊重が優

先されやすいといった背景から専門職による支援が届きにくく、介

入時にはすでに孤立死の状態に至っていることが多いということが

考えられる。とくに、この拒否・孤立型は、複合問題型の事例と同

様に、より深刻なセルフ・ネグレクト状態に至るリスクも高い傾向

がみられた点は、孤立死対策という意味でもセルフ・ネグレクト状

態への支援という意味でも、社会的孤立やサービス利用拒否といっ

た問題のみに該当する人々へのアウトリーチも重要な課題であるこ

とを示唆するものといえる。

4　セルフネグレクトと「ごみ屋敷」

（1）セルフ・ネグレクトを構成する、「ごみ屋敷」

Lauder はセルフ・ネグレクトの構成要素として、「ため込み

（hoarding）」と「不潔（squalor）」という環境面の要素を示している

ことはすでに述べたが、「不潔（squalor）」には「ネグレクト」、「セルフ・

ネグレクト」および「hoarding」という 3 つのタイプがあると述べ

ているⅹⅸ。つまり、hoarding はいわゆるごみやガラクタを多く入
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手したり、捨てることができなくて片づけられない状況、domestic 

squalor はセルフ・ネグレクトや hoarding の結果として、家屋内が

不衛生になっているという状態を示している。この観点からすると、

「hoarding」、その結果としての「domestic squalor」は、「環境衛生の

悪化」というカテゴリーに包合され、筆者らの概念モデルではセル

フ・ネグレクトと判断される。

米国精神医学会（APA）の精神疾患の診断分類・診断基準を示し

た DSM-5 では、「強迫症および関連症候群／強迫性障害および関連

症候群」の中の一つに、ため込み症（hoarding disorder）を位置付

けているⅹⅹ。わが国における「ごみ屋敷」に居住する人々や、セル

フ・ネグレクトとされる人々がすべてため込み症であるわけではな

いが、「ごみ屋敷」に至る疾患の一つであると考えられる。ため込

み症は住環境の問題であり、支援者の目にとまりやすい特徴がある

が、ため込み症とされた高齢者も、詳細にアセスメントすれば、『セ

ルフケアの不足』が見られる場合があり、『セルフケアの不足』が

ないかを見逃さない視点が支援者には求められる。

（2）「ごみ屋敷」のタイプ

「ごみ屋敷」について、その成り立ちにより、①ごみは宝物タイ

プ、②片づけられないタイプ、③混合タイプという 3 つのタイプが

あると考えているⅷ。「ごみは宝物タイプ」は、ため込み（hoarding）

があることが多い。「ごみは宝物タイプ」の場合は、物を集めるこ

とに積極的な感情が湧き、集めることを禁止したり、捨てさせたり

することを一気に進めてしまうと、不安や罪悪感を与えてしまうこ

とがあるので対応は慎重にする必要がある。また、物への愛着がコ

ントロールできないことも特徴であるⅹⅺ。次に「片づけられないタ

イプ」であるが、これは「いつか捨てようと思ったが、なかなか捨

てられなかった」というものである。しかし「片づけられないタイ
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プ」であれば、「片づけましょう」「捨てましょう」とすぐに進めら

れるとは限らない。ごみを捨てずにため込んでしまったという恥の

意識や、人の手を借りて片づけることの遠慮や気兼ね、自分の家の

物は自分で片づけたいというプライドがあるので、やはりすぐ片づ

けようとすることは信頼関係を壊すことにもつながる。どちらにし

ても、まずは信頼関係を構築することから始め、なぜモノがたまっ

てしまったのかの理由を探る、本人の思いを傾聴することが解決の

糸口になる。

混合タイプの場合には、当初は大事なものを集めていたり、ため

ていたのだが、時間の経過とともに不要なものまで蓄積してしまっ

ていることが多い。「大事な物もあるけれど、ごみもある」などと

いうことが多いものである。どこなら片づけてよいのかを対話しな

がら焦らず進めていくことが必要である。

（3）ごみが堆積する背景

近年のコンビニエンスストアの発展、通信販売やネットショップ

の増加、100 円ショップなどの安価に購入できる流通の活性化など、

日本全体としては一昔前と比べると格段に物が手に入りやすくなっ

たと言える。一方、物を捨てることは複雑な分別を要求されるなど、

むしろ難しくなっている。高齢者は「勿体なくて捨てられない」だ

けでなく、どれを捨てて、どれをとっておくかの判断も少しずつ衰

えていく。また、心身機能の低下で足腰が弱ることもあり、ごみが

増えるほど捨てに行くことは面倒で大変になる。「いつかは使う」「誰

かが使う」「何かに使う」はなかなか現実にはならないが、家族であっ

ても他者が処分しようとすると、拒否されることが多い。申請によ

り、ごみの個別収集を行ってくれる自治体も増えているが、身体機

能の低下があるなど一定の条件に合うことが必要であったり、申請

手続きが面倒であるなど、高齢者にとっては簡単に利用できないの
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が現状である。

一方、こうした背景により「ごみ屋敷」になる人ばかりではな

く、基礎的な疾患がありながら、放置しており、ため込みの行為が

ある人もいる。個人情報の保護で他人が人の生活に容易に介入しな

くなったことや、価値観を尊重することでお互いに関心を持たな

くなってきたことなどにより、「無縁社会」ともいわれる地縁の希

薄化も背景としてあることを忘れてはならない。「向こう三軒両隣」

や「お互い様」の意識が低下したコミュニティにおいて、昔のよう

な互助・共助のコミュニティを再生することができるかは課題であ

る。

5　「ごみ屋敷」に住む人への支援のプロセス

「ごみ屋敷」への対応については、制度や条例がないなかで、自

由権と生存権の狭間でどのように対応したらよいのか、迷うことも

多いであろうが、まずは頻回に訪問して信頼関係をつくることから

始めることが近道である。

ごみをためてしまう人の中には、人への信頼がもてないために物

に執着したり、不安や寂しさなどの心の隙間を埋めるために物を集

めたり捨てない人が多いと、数多くの事例により実証されている。

「ごみ屋敷」への初期介入としては、まずはどのタイプかを見極

めるためのアセスメントが重要である。また「ごみ」「捨てる」「片

づける」という言葉を早い段階で発してしまったり、許可なく物に

触れたりすると、信頼関係が構築できないだけでなく、完全に拒否

されてしまうことになりかねないので注意が必要である。

「ごみ屋敷」への介入は、生活を再構築するための支援プロセス

と同様、大きな変化ではなく、小さな変化を受け入れてもらうこと

から始めることが重要である。片づけに承諾してもらうと、支援者
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として一気にすべてを片づけたいという焦りが出てしまうが、その

気持ちを抑えて、本人に主導権を持ってもらうことが早道である。

まずは本人に「どこなら片づけてもよいか」「どこから片づけたいか」

を聞き、居室の一部のスペースを片づけるなど、生活空間を確保す

るようにする。本人が居住したまま片づけるときは、特に本人の注

意が片づけに持続しないので、あまり最初から長時間かけないこと

もポイントである。

本人が民間事業者や NPO に依頼することに抵抗がなければ、高

齢者の支援に実績のあるところに依頼するのも一つの方法である。

特殊清掃業者の中にも、「福祉整理」と称して低額で片づけを行う

業者も増えてきている。ただし、業者に依頼する場合も、支援者が

間に立って、本人の同意のもとに本人に主導権を持たせて行わない

と、かえってこれまでの信頼を損なうことにもなりかねない。すで

に述べたように、認知症や精神疾患などの疾患や、疾患がなくても

ライフイベント等の人生のショックな出来事によりセルフ・ネグレ

クトに陥ることがあるので、なぜそのような状態になってしまった

のかをまずアセスメントすることが重要である。

また、このような支援は専門職だけが行うことには限界があり、

「互助」「共助」として、近隣住民が日頃から声を掛けたり、ちょっ

とした支援や手伝いをすることで、本人が心を開いてくれることが

期待できる。

6　事例の特徴ごとの介入・支援のポイント

（1）近隣とのトラブルを起こしている事例

近隣住民とトラブルを起こしているケースや、衛生面等で公共の

福祉や公衆衛生で周囲に悪影響を明らかに及ぼしている場合は、近

所からの苦情によって、セルフ・ネグレクトの人を発見することが
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多い。ここで注意しなければいけないのは、まずセルフ・ネグレク

トの人の人権を尊重することである。周囲への影響があると短期間

での解決を求められ、苦情が来るとついその対処を優先しがちで、

「引っ越しをさせる」ことや「入院や入所させる」ことを解決する

ことであると考えがちになる。しかし、まずは当事者の気持ちに耳

を傾けることが必要である。また近隣とのトラブルが生じているよ

うな事例は、トラブルの再発防止に備えて、警察の協力を依頼して

おくことも有効である。

（2）認知症高齢者の場合

認知症の場合、認知・判断力が低下しているので、自己決定がで

きないため、本人に何か起きるまで待つしかないと考えることがあ

るかもしれない。しかし、セルフ・ネグレクトは高齢者虐待防止法

では定義されていないので、立入調査権限が行使できず、もはや打

つ手がないとするのではなく、家族を探して協力してもらうことが

有効な場合も多くある。認知症で認知・判断力の低下の可能性があ

る場合には、専門医の受診につなげ、認知力や判断力の低下が認め

られれば、「首長申立て」という方法で、後見人を申請することが

可能である。

セルフ・ネグレクトの事例の中には、認知症状を持つ人が少なく

ないが、一方で介護認定を受けている事例は少ない。認知症の場合、

自分ができることを適切に判断することができないため、実際には

できていないことが多い。本人の望んでいる生活、本人のできてい

る部分、サポートする必要がある部分を見極めていく必要がある。

遠方や疎遠になってしまった家族を探して、まず協力を求めること

が必要である。第三者ができなくても家族ならできることは多く、

本人も家族の言うことやすることなら受け入れることがある。

しかし、認知症状の進行、精神疾患の重複により、関わる人たち
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に対して妄想が出現することがあるため、家の中を片づけるときや、

物の位置を変えるときには、環境を大きく変えることにより本人が

混乱しないよう配慮することが必要である。

（3）精神疾患がある場合

精神疾患やアルコール関連問題の事例では、医療を拒否する、あ

るいは医療を中断している場合、キーパーソンが不在の場合などは、

医療を中心としたネットワークの構築が必要である。そのためには、

保健所や保健センター、各都道府県の精神保健福祉センターとの

ネットワークにより、受診につなげることができた事例も多い。特

に、自傷他害の恐れがあるような場合には、精神保健福祉法に則り、

精神保健指定医の判断に基づいて「措置入院」の適用になることが

あるため、警察や保健所・保健センター、精神保健福祉センターと

連携して対応していく必要がある。「措置入院」とは、指定医が判

定し、都道府県知事や政令指定市長の権限で、本人の同意がなくて

も患者を入院させることができるというものである。また措置入院

とは別に、精神保健指定医は重い精神障害がある患者について、家

族などの同意を得て強制的に入院させることができる。保健所の精

神保健相談や精神保健福祉センターの専門医は、アウトリーチを行

い、対応方法の助言を行ってくれたり入院先を紹介してくれるとこ

ろが増えてきている。保健所や精神保健福祉センターと連携し、重

い精神障害の可能性がある場合には、事例検討会等で方針を決めて

いく必要がある。

（4）経済的問題に関すること

医療機関で受診したいと考えても、経済的問題（保険料未納など）

ですぐに受診できないことがある。深刻な不況で、経済的な理由か

ら食事をとれない（とらない）、必要な治療を受けられない（受けな
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い）等に陥るため、経済的困窮はセルフ・ネグレクトのリスク要因

である。また高齢者の中には“お金がない”と思いこみ、自分の出

費を抑えて家族のために少しでも財産を多く残したいという思いが

ありながら、人には伝えないことがあるため、経済状況をアセスメ

ントしておくことは必要である。一方、公共料金未払い等の問題が

起き、ライフラインを止められると、セルフ・ネグレクト高齢者の

生命のリスクが高まる。未払いや、督促の段階で把握できるよう、

ライフライン事業者と見守り契約やネットワークづくりをしておく

ことが早期発見につながる。

7　行政の取組みとしての条例化

地域に著しい迷惑（外部不経済）をもたらす土地利用の実態把握

アンケート結果ⅹⅻによれば、「ごみ屋敷」が「発生している」市区町

村は全体の 21% で、このうち「特に問題（影響）が大きい」市区町

村は、全体の 6% だったという報告がある。このような迷惑土地利

用の発生により、周辺の地域や環境に対して「風景・景観の悪化」「悪

臭の発生」「ごみなどの不法投棄等を誘発」などの影響が大きいと

回答されている。「ごみ屋敷」に対しては、市区町村の 84% が対応

していると答えており、具体的な対応としては「所有者に対して適

正な状態にするよう行政指導を行っている」「監視などのパトロー

ルを実施している」などであるが、実際にはあまり成果が上がって

いるとはいえない。

では、勝手にごみを処分してよいかというと、簡単にはいかな

い。憲法では日本国民に「自由権」と「生存権」が認められており、

身体や生命に関わることの決定は「自由権」として本人に帰属する

権利であるため、「生存権」を守るためとはいえ、強制介入ができ

るわけではない。また、客観的に見てごみであっても、本人が「ご
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みではない」と言えばごみではなく財産とみなされるため、それを

勝手に処分しようとすることは「財産権の侵害」になるという難し

さがある。一般に「ごみ」とされる物については「所有権」があり、

第三者から見て明らかにごみが堆積していても、本人が「ごみでは

ない」と主張すれば行政や近隣住民は強制的に排除できない。また

それが私有地であればなおさらで、正当な理由がなく立ち入ること

はできないし、入れば「住居侵入罪」等が成立することもある。

最近、「ごみ屋敷」が度々テレビ等のマスコミで取り上げられる

が、そうしたテレビ等でも、「行政としては何もできない」状況であっ

たり、せっかく掃除をしたり片づけたりしたのに「元の状態に戻っ

てしまった」事例が報道されている。このような状況に対して、条

例をつくるなどして「執行権」を得ようとする行政も、少しずつで

はあるが出てきた。条例化することにより、窓口が明確化されたり、

調査権が発動できたり、潜在的なセルフ・ネグレクト事例が発見さ

れて関係機関との連携が取りやすくなるなどのメリットがある。し

かし、条例化したからといって、簡単に片づけたり、病院を受診さ

せることができるわけではなく、繰り返し訪問し説得し続けたり、

本人の困りごとから介入していく必要がある。条例をつくることに

よって、主管部署が明確になり、プロセスを踏んで、システム的に

対応していく仕組みづくりがスタートしたことが評価できると言え

る。

これまで「ごみ屋敷」を片づけるように行政側が指導しても、「こ

こにあるものはごみではない。捨てていいものは一つもない」と主

張し全く片付けなかったり、仮に支援者が片づけても、すぐに元の

状態に戻ってしまう事例が少なくなかった。条例制定はごみを撤去

することが目的ではない。近隣からの苦情という形で把握できたセ

ルフ・ネグレクトの人に繰り返し訪問し、その人の困りごとを聞き

ながら生活を支援していくことを通して、自分らしい生活の再構築
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のためにごみを片づけることを自己決定してもらうプロセスを踏む

ことが重要なのである。

「ごみ屋敷」問題は、地域や家族の崩壊、高齢化、孤立などの現

実の日本の問題を反映し、今後ますます増加すると思われるが、行

政を中心に取組みを進めてもらうことを願っている。

8　今後の課題

日本都市センターが今回実施した調査では、65 歳未満が 37.0%

おり、住居荒廃の問題が決して高齢者だけの問題ではないことが明

らかとなった。また同居人がいる人も 27.7% いることから、独居だ

けでなく家族がいる場合の背景や問題を考える必要がある。さらに、

把握したきっかけが「地域住民や自治会、民生委員からの情報提供」

が 6 割を超えており、地域住民の協力を得ないと介入と糸口がつか

めないことが明らかになった。

一方、考えられる発生要因では、最も多いのは「家族や地域から

の孤立」、次いで「統合失調症やうつ病などの精神障害、精神疾患」

「経済的困窮」「判断力の低下、認知症」「身体能力の低下、身体障害、

身体疾患」「本人の気兼ね、プライド」と多岐にわたり、疾患や障害、

機能低下、経済的問題だけでなく、地域とのつながりや本人のライ

フスタイルや傾向などを踏まえて、要因にアプローチをしていくこ

とが課題解決につながると思われる。

また解消が困難な理由として、最も多いのは「本人が解消を望ん

でいない」が 47.0% で約半数を占め、次いで「本人との接触・交渉

ができない」が 23.8%、「解消をするための制度がない」が 18.0%

であった。さらに住居荒廃の問題に取り組むうえで「居住者に対

する支援について」の課題で最も多かったのは、「本人が支援を受

けることを望まない」で 57.0%、「行政が支援することの是非」が
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48.6%、「家族・親族の協力が得られない」が 36.8％であり、どこま

で介入が可能か、また支援者が介入するうえでの留意点等を研修等

で共有する必要がある。支援の根拠となるような法律や制度、サー

ビス提供の仕組みを整えることが必要だが、解消を望んでいないよ

うに見えても、支援者の介入のタイミングやアプローチ方法を粘り

強く検討することや、多職種多機関のチームで対応することにより

改善の糸口が見つかることもあると考える。

「ごみ屋敷」の事例も含め、セルフ・ネグレクトの事例では、生

活の大きな変化を期待することは難しく、時間はかかっても信頼関

係を築いて少しずつでも支援を受け入れてもらい、個人の意思を尊

重した関わりが必要であるⅹⅹⅲ。まずは小さい変化を受け入れても

らい、その変化を気持ちよいことだと実感してもらうことで、さら

に次の支援を受け入れてもらうようにすることが効果的である。ご

みを片づけることが目標ではなく、あくまでも対象者の「自己決定」

を尊重し、「その人らしい生活」へ導くことが目標である。

一方で予防的な関わりが重要であり、リスク要因をもつ高齢者を

把握し、定期的に見守りをし、意欲低下が起きていないか、生活が

破たんしていないかを確認することが必要となる。「ごみ屋敷」に

なってから対応するのではなく、「ごみを溜め込む人」、「ごみを溜め

込むリスクのある人」を早期に発見し、支援することが必要である。

また、ごみ屋敷の場合には、本人の人権を尊重するだけでなく、近

隣住民の人権にも配慮しなければならない。「ごみ屋敷」が放置され、

近隣住民の生活に悪影響を及ぼせば、本人がますます孤立しコミュ

ニティから阻害されることにもなりかねない。行政が中心となって

本人と近隣住民との調整をしていくことが必要である。
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はじめに

荒廃した住居が発生する要因は大きく分けて個体要因と社会環境

要因がある。個体要因の要素としては、身体能力、認知症やアルコー

ル依存など判断力や処理能力に影響を与える疾患の有無、精神疾患

や神経発達症群（DSM-51）：従来の「発達障害」や「知的障害」に

代わる和訳呼称
1

）の有無と程度、本人の性格特性などが含まれる。

社会環境要因としては、家族関係、ライフイベント（家事を支えて

いた家族の死亡や施設入所など）、地域医療事情、地域のコミュニ

ティーの力と本人との関わり、自治体の保健福祉サービスの充実度、

自治体の荒廃した住居解消に向けたサービスの有無、などが考えら

れる。個体要因を解決できても社会環境要因が解決されなければ問

題は解決しないし、その逆もまた然りで、車の両輪のような関係で

ある。

個体要因として、何らかの精神疾患や認知症、神経発達症群（発

達障害や知的障害）などがある場合、いわゆるごみ屋敷対策条例や

景観条例などによって強制力を伴う措置を行っても、当事者の病状

によっては事理弁識能力を欠いていて判断できない可能性もあり、

さらに行政代執行による問題解決に踏み切っても原因が解決されて

いないため、問題が短期間で再燃する可能性が高いと考えられる。

人が住んでいないことを前提とした特定空き家とは根本的に違う対

策を取る必要がある。

荒廃した住居の住人に対する精神保健福祉的介入のあり方を考え

るために、まずは個体要因に応じた荒廃した住居のパターンやその

対処法を検討し、その上で、社会環境要因に応じた個別支援計画の

1　DSM-5、ICD-11（WHO による最新の分類）では、「神経発達症群」の中に、従来

の知的障害に代わる「知的発達症」や広汎性発達障害に代わる「自閉スペクトラム

症」、学習障害に代わる「発達性学習症」、注意欠陥多動性障害に代わる「注意欠如

多動性」などが含まれる分類に変更になった。
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あり方について、検討していきたい。

なお、本論文の病名表記については原則として DSM-51）を用い

るが、DSM-5 以前に行われた研究や自治体調査で行われた際に用

いられた病名呼称についてはそのまま原文通り用いた。

1　荒廃した住居を生み出す人に見られる

精神疾患とは

荒廃した住居のうち、いわゆるごみ屋敷を形成している住人につ

いて、大きく 2 つに分類することができる。1 つ目は「片づける能

力に欠ける人」で、身体疾患などによる身体能力の低下、認知症や

アルコール依存症による判断力や処理能力の低下、精神疾患（反復

性の気分障害や慢性の統合失調症残遺状態など）、知的発達症（知

的障害）などのためである。生活を支えていた家族の喪失や、身体

疾患を含む疾病の悪化による生活スキルの喪失が契機になることが

多い。破綻した生活を見られたくない、知られたくないという思い

から、結果としてセルフ・ネグレクト（自己放任状態）に至ってい

ることが少なくない。あらゆる生活ゴミが堆積してゆく傾向があり、

ネズミや衛生害虫の繁殖、悪臭が問題になるケースが多い。行政の

介入が受け入れられれば問題が解決する可能性は高い。樹木の繁茂

や多頭飼育の場合の放置型も多くはこのタイプに分類できると思わ

れる。

2 つ目は「堆積物を不要な物だとは認識していない人」である。

このタイプには、特定の物へのこだわりが大きく、「自分にとって

は愛着がある大切な物なので捨てられない」と排出を拒否し、「ま

だ使えるのでもったいない」と近隣から収集してきたり、疾病に基

づく妄想の一環として収集してくる場合などがある。片付ける動機

がなく、本人としては困っていないため、片付けを求める他者の介
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入を嫌い、自ら積極的に社会的接触を拒絶し、セルフ・ネグレクト

の状態を作りだしていることが少なくない。多頭飼育の過剰繁殖型

もこのタイプが多いと思われる。精神医学的問題を抱えているケー

スが多く、自閉スペクトラム症や注意欠如多動症（発達障害）や、

堆積物に関わる一貫した妄想を呈する精神疾患（統合失調症スペク

トラム障害や認知症など）、DSM-51）で新たに分類された「ためこ

み症（Hoarding Disorder）」などが多い。特定の内容の物が堆積して

いく傾向があり、一時的に片付けても問題が再燃する可能性が高い。

このため、精神科医療的あるいは保健福祉的解決が求められる事例

が多い。

（1）高齢者の特徴（東京都高齢者精神医療相談班の経験から）

東京都では都内 3 カ所の精神保健福祉センターに 1988 年度から

高齢者精神医療相談班を設置し、認知症その他の精神障害が疑われ、

地域での生活が困難な高齢者に対し、区市町村、地域包括支援セン

ターの依頼に応じて精神科医師及び看護職が地域の担当者と家庭を

訪問し、面接による診立て、処遇及び対応、介護の助言など家族や

関係者から相談に応じる事業を実施している（2018 年度で事業終了

予定）。

2013 年度に東京都立中部総合精神保健福祉センターで実施した

65 歳以上の訪問ケースにおいて（対象地域は区部西南部 10 区で人

口：4,561 千人（当時））、悪臭、害虫やネズミの発生、家の中に物

が溢れ、屋内の通行が困難で、事故が懸念される、などいわゆるご

み屋敷の事例は、47 例中 27 例であった。男性は訪問 19 例中 13 例、

女性は 28 例中 14 例で男性のごみ屋敷の割合が高かった。単身生活

27 例中 20 例が、同居あり世帯では 20 例中 7 例がごみ屋敷で、単

身生活者のごみ屋敷の割合が高いという結果であった。

診断は、ごみ屋敷、非ごみ屋敷両群共に認知症が最も多く、続い
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て統合失調症であったが、ごみ屋敷群では非ごみ屋敷群より認知症

の診断が少なく、統合失調症や神経発達症群（発達障害や知的障害）

などの診断が多い傾向があった。このことから、高齢者では周囲の

判断では認知症が原因と考えられている事例でも、精神科医師の診

断の結果、実際には違う疾患や障害であるケースがかなり含まれて

いると考えられ、問題解決を考えていく上で精神科医師による医学

的診断の過程を加えることが重要であると考えられた。

一方、介護申請はごみ屋敷群では 27 例中 16 例が未申請、非ご

み屋敷群では 20 例中 10 例が未申請であった。この事業を利用する

対象者はそもそも社会的孤立状態の方が多いが、ごみ屋敷を形成し

ている人にはよりその傾向が高く、必要であるにもかかわらず行政

サービスを拒む人が多い実態が明らかとなった。

年齢別ではごみ屋敷群は 75 歳以上の男性の単身世帯で多く、さ

らに、ごみ屋敷群では、いわゆる 8050 問題と言われるような、同

居世帯で認知症や何らかの障害のある家族が認知症やその他精神障

害を有する当事者を介護する“認認介護”や“認障介護”の事例が

多く見られた。ごみ屋敷群では、年金または生活保護の受給を拒絶

し続けてライフラインが止まり、ホームレス同然の状態で路上生活

を送る事例や、介護申請自体を拒絶する事例、介護度の判定が重い

にも関わらず、サービスの導入を拒絶するなどセルフ・ネグレクト

の事例も多かった。内閣府が 2011 年 3 月に発表した「セルフネグ

レクト状態にある高齢者に関する調査」2）では 9,381 〜 12,190 人が

セルフ・ネグレクトの状態にあると推計されている。また、同調査

では、地域での見守りネットワーク（地域包括支援センター、社会

福祉協議会、民生委員など）で発見されたセルフ・ネグレクト状態

にある者の問題として、「介護サービスが必要と思われるのに受け

ていない者」が 72.7％、「医療サービスが必要と思われるのに受け

ていない者」が 56.1％、「ゴミ屋敷状態にある者」が 43.4％を占め
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ていた、と報告されている。高齢者のセルフ・ネグレクトとゴミ屋

敷は高い相関があると考えられ、また、医療や福祉サービス拒否な

どの結果、周囲から社会的に孤立し、最終的にはいわゆる孤独死に

行き着くことが想像される結果でもあり、なるべく早期からの地域

包括的な孤立対策が望まれる。

（2）統合失調症スペクトラム障害、持続性抑うつ障害

統合失調症に代表される幻覚や妄想などの何らかの病的体験を有

する統合失調症スペクトラム障害（DSM-51））で荒廃した住居を形

成している人には大きく分けて 2 つのタイプがある。1 つ目は、体

系だった妄想の形成を特徴とする妄想型の統合失調症や妄想性障害

などの統合失調症スペクトラム障害、妄想を有する認知症の方で、

妄想に基づいた内容の行動化として積極的な収集を含めた物の堆積

を行ったり、疾患のために生活水準が低下し、加えて被害関係妄想

や注察妄想などにより周囲からの支援を断ち、ゴミを排出できなく

なって結果としてセルフ・ネグレクトとなっている事例である。妄

想と現実の境界が曖昧になっていて妄想を妄想として捉えられず、

病識が欠如しているために治療に結びつけることが難しい事例も少

なくない。

2 つ目は、発病から長時間経過し、明らかな幻覚妄想は目立たな

いものの、人格水準が低下して感情の平板化や興味関心の喪失が目

立つ、一見うつ病に見えるような陰性症状が前景の残遺型の統合失

調症である。慢性化したうつ病（持続性抑うつ障害（気分変調症）：

DSM-51））もこのタイプに似ている。このタイプは加齢と人格水準

の低下や抑うつ状態による意欲や気力の減退や精神運動抑制により

日常生活がままならなくなり、地域のルールに従ってごみを捨てる

ことが難しくなった結果、生活ゴミが堆積していくもので、一般的

な認知症のごみ屋敷の形成の傾向と似ている。1 つ目と 2 つ目のタ
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イプを明確に分けることは難しく、1 つ目のタイプから 2 つ目に移

行したり、病状によって両タイプが合併している事例もある。

二つのタイプとも目指すべきは、安定的な精神科医療の導入であ

る。しかし、未受診あるいは治療中断の事例の場合、保健師や家族

などの促しで速やかに受診に至る事例は稀である。強引な手法を取

ると精神医療不信に陥ってより医療拒否が強くなる場合も少なくな

い。

本人に接近できるキーパーソンを軸に、粘り強く接し、まずは

身体的健康の話題について触れられるようになることが第一歩であ

る。精神科受診は拒否しても身体科（内科や外科など）受診には結

びつけられる事例は少なくない。身体科受診を突破口に、身体科主

治医から精神科受診の必要性や入院を勧めてもらう、総合病院の場

合には身体科入院を契機に精神科にも併診してもらうなど、検討す

る。東京都では、主に未受診や医療中断事例への精神科医師を含む

多職種アウトリーチチームを 3 カ所の（総合）精神保健センターで

も組織している。また、最近では区市あるいは病院単位で同様のチー

ムが活動している地域も増えている。こういったチームを活用する

ことも問題解決には有効である。

（3）神経発達症群

神経発達症群（発達障害や知的障害）の中で荒廃した住居の問題

に主に関係してくるのは、注意欠如多動症（ADHD）と自閉スペク

トラム症（ASD）である。典型的な両パターンについて若干の説明

と考察を加えたい。

①注意欠如多動症（ADHD）

ADHD の特性として、他の人に比べて「不注意」「多動」「衝動

性」が目立つ。そもそも持ちものを整理するには広範囲への注意
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が必要であり、不注意や多動の間題は、散らかしや片付けができ

ない事態を引き起こす 3）と言われている。

対応として、空間認識が苦手なため、どこに何を片付けたら

良いか図示する、注意の維持が苦手で片付けている最中に別のこ

とをはじめたり、片付ける順番がわからなくなって動作が止まっ

てしまうことがしばしばあるため、手伝う人を付けて段取りを指

示し、片付けに集中できるよう促すなどの方法が考えられる。不

注意かつ多動な特性のため、ルールを作ってもそのこと自体を忘

れたり、悪意はないがそのことに注意が向かず守れない場合が多

いことに留意し、根気よく忍耐強く支援する必要がある。

支援者の心がけとして、出来ないことへの焦点付けをやめ、い

いとこ探しをして褒める、出来たことを褒めるのではなく、やろ

うとした努力を評価し、諦めずにやり続けることをサポートする

ことが大事である。情報過多になると処理しきれなくなるので、

支援者は多くない方が良い。複数で関わるのであれば、それぞれ

の役割分担を明確にし、本人がどの問題は誰に相談すれば良いの

か整理しておく必要がある。

②自閉スペクトラム症（ASD）

ASD の場合、①言葉でのコミュニケーションが苦手でコミュ

ニケーションの偏りがある、②相手の気持ちや場の状況を読み取

るのが苦手なため社会性（人との関わり方）の偏りがある、③こ

だわりが強く、臨機応変な対応が苦手で想像力（応用力）の偏り

があるという大きな 3 つの特徴がある。このため、歪んだ愛着と

こだわりにより集めた物を不要な物とは認識できず、他人が不要

な物とみなすと怒りの感情をぶつけてくる傾向がある。また、未

来予測が苦手であるため、「いつか何かの役に立つかも」と考え

てしまい、収集物がもたらした不利益を理解できないことが多い。

3 つの特徴の程度に加えて、知的な高さ（インテリジェンス）、元々
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の性格傾向、生育環境、「生きづらさ」の結果現れる抑うつ状態

やパニック様の発作などの二次障害の有無、本人が置かれている

環境などにより表面に現れる問題は変化する。

対応としては、まず「ゴミ」、「捨てる」のワードは NG である。

本人の物に対する愛着を尊重しつつ、片付けの手順をスモール

ステップで視覚化して示す（一気に片付けることは反発を招く）、

空間が占有されることの不利益を理解させる、新たな堆積をもた

らさないようルールを作るなどの方法が考えられる。

現実には ADHD の特性が目立つが、ASD の特性も持ち合わせて

いたり、その逆もあり、両特性がオーバーラップしている事例が少

なくない。このため、定型的な対応ではなく、事例に応じた臨機応

変な対応が必要になる。適切な対応を取るためには精神科医や精神

保健福祉士など専門職の助言は欠かせないと思われる。

ADHD でも ASD でも特性そのものは薬物療法では治療が困難だ

が、認知行動療法などの心理療法である程度の障害認知の修正と対

処法の獲得は可能である。当センターでは ASD 向け、ADHD 向け

それぞれの就労や復職、就学を目的としたパッケージ型認知行動療

法プログラム ASAP（Autism Spectrum disorder Assistance Program の

略称）を精神科デイケアで提供しており、成果を挙げている。ASD

や ADHD の障害特性に応じた専門的なプログラムを提供している

支援機関の利用も問題解決の一つの方法である。

（4）ためこみ症（Hoarding Disorder）
ためこみ症（Hoarding Disorder）は、米国精神医学会による診断

基準 DSM-51）で新たに分類された診断名である。DSM-51）ではため

こみ症の診断基準は以下のように定められている。A. 実際の価値

とは関係なく、所有物を捨てること、または手放すことが持続的に
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困難である。B. 品物を捨てることについての困難さは、品物を保

存したいと思われる欲求やそれらを捨てることに関連した苦痛によ

るものである。C. 所有物を捨てることの困難さによって、活動で

きる生活空間が物で一杯になり、取り散らかり、実質的に本来意図

された部屋の使用が危険にさらされることになる。もし生活空間が

取り散らかっていなければ、それはただ単に第三者による介入が

あったためである（例：家族や清掃業者、公的機関）。D. ためこみは、

臨床的に意味のある苦痛、または社会的、職業的、または他の重要

な分野における機能の障害（自己や他者にとって安全な環境を維持

するということも含めて）を引き起こしている。E. ためこみは他

の医学的疾患に起因するものではない（例：脳の損傷、脳血管疾患、

プラダーウィリー症候群）。F. ためこみは、他の精神疾患の症状に

よってうまく説明できない（例：強迫症の強迫観念、うつ病による

エネルギーの低下、統合失調症スペクトラム障害（統合失調症や他

の精神病性疾患）による妄想、認知症における認知機能障害、自閉

スペクトラム症における限定的興味）。

診断基準を簡潔にまとめると、①捨てられない（difficulty 

discarding）、②過剰に拾ってくる（excessive acquiring）、③散らか

す（clutter）、④ためこむことによる心理的苦痛や機能障害（distress 

and impairment due to hoarding）があり、他の精神疾患（統合失調症

スペクトラム障害や神経発達症群（発達障害や知的障害）、認知症、

うつ病、脳損傷など）では説明できない状態にある場合に診断され

る。研究からは、重症度と最も相関しているのは過剰収集といわれ

ている 3),4)。過剰収集を招く他の病態との比較では、強迫的な買い

物行為とは相関がないと言われており 3),4)、加えて、経済的推論の

問題を抱えていないかどうかをアイオワ・ギャンブルタスクを用い

て調べた結果、正常群と差がなく、ギャンブ嗜癖とも相関がないと

言われている 3),5)。これらの研究結果から、ためこみ症は病的嗜癖
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とは異なる病態であるということがわかる。

他方で、健常者と比較するとより不注意・過活動傾向が見られ、

反応時間が遅く、対象物を仕分けることが困難で、空間的注意が悪

い 6)、ためこみを有する患者の 20%がADHDの診断基準を満たす（強

迫性障害では 4%、健常者では 3%）7)、情報処理、ワーキングメモリー、

遂行機能などに障害があり、注意力が持続しないことが重症度と関

連している 8) などの報告がある。

さらに、fMRI を用いた検査で対象物へのこだわりについての研

究では、様々なアイテムが書かれた紙を提示され、それを破棄する

ような意志決定をする際に、ためこみ症の患者は、被験者が所有し

ていないようなアイテムではこれらの脳の領域の活性化は低かっ

た。しかし、逆にためこんでいるアイテムについて破棄する意志決

定をする際には、前帯状皮質と島における異常な活性化パターンを

認めたとされ、うつ病や強迫性障害とは異なったパターンを示した

ことから、意思決定のメカニズムに異常がある可能性が指摘されて

いる 9)。また、高齢のためこみ症の患者では、主に前頭連合野の障

害で現れる遂行機能障害の程度がゴミ屋敷の重症度と相関している

との報告もある 10)。

これらの研究結果を総合すると、前頭前野から前帯状回に至る広

範な前頭葉の機能障害による認知機能の問題がためこみ症の中核で

ある可能性が高い 11) と考えられ、やや ADHD の傾向に近似してい

るが、他の疾患とは独立した概念であるという考え方が現在は支持

されている。

欧米における調査ではためこみ症の時点有病率は 2-6％ 12),13),14) で、

ためこみ症の初発年齢は、21 歳までの発症が 68.1% を占め、うち

50% 以上が 11 歳以降の思春期で、40 歳以降の発症は 3.5%、73.1%

が慢性的経過をとり 15)、症状が自然に寛解することは少なく多くの

場合慢性化する 16)、と言われている。
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ためこみ症については、認知行動療法や薬物療法などの治療が試

みられているが、比較的新しい疾患概念であるためエビデンスはい

ずれも不十分で、定式化された標準治療がないことが課題である。

今後の研究成果が待たれる。

2　自治体調査の結果見えてきた課題と

解決への考察

筆者も委員として参加した「住居の荒廃をめぐる法務と福祉から

の対応策に関する研究会（事務局：（公財）日本都市センター）」に

より 2018 年 1 月に行われた全 814 市区に対する自治体調査（回答

370 市区、回収率 45.5％）（以下自治体調査と記載）は、我が国最初の荒廃し

た住居の全国の実態を調査した、極めて貴重な資料である。いわゆ

るごみ屋敷についても、海外の文献などを参考にし、持ち込み型、

ためこみ型、混合型に分類し、3 段階のレベルを設定してその実態

を詳しく調査し、さらに、考えられる発生要因や、各種サービスの

需給状況、精神科医療機関への入通院歴などの有無まで踏み込んで

調査を行ったことが大きな特徴である。

本調査における荒廃した住居（ごみ屋敷、樹木の繁茂、多頭飼育）のうち、

ごみ屋敷に該当する事例が全体の 78.5% で最も多かった。ごみ屋敷

の荒廃度合いのレベルは、レベル 1 が全体の 49.9％（無回答を除く）、

2 が 24.7％、3 が 25.4％であった。レベル 1 は英国の Self – neglect 

and hoarding Toolkit17) では moderate、レベル 2、3 は high/critical に

相当するもので、専門家の介入や片付けに専門業者の利用が必要に

なるとされている重篤なレベルに相当している。我が国では自治体

が覚知している荒廃した住居の半数近くは解決に専門家の介入を要

する状態で、欧米に比べて問題が大きくなってから表面化する傾向

がうかがわれる。
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ごみ屋敷の種類の調査からは、「持ち込み型」が 24.2％（無回答を除

く）、「ためこみ型」が 71.1％、「混合型」が 4.7％であった。レベル 2

以上の割合は、「持ち込み型」では 47.7％（無回答を除く）、「ためこみ

型」49.1％、「混合型」81.5％であった。この結果、「持ち込み型」と

「ためこみ型」の荒廃のレベルにはあまり差はないが、「混合型」で

は明らかに重篤なレベルの荒廃した住居が多いことが明らかとなっ

た。

本人の性別・年齢の調査からは、性別（不明・無回答を除く）では男

性が 62.1％、女性が 37.9％で男性が多く、年齢別（不明・無回答を除く）

では 65 歳以上が 55.9％、40-64 歳が 39.1％、30 歳代以下が 5.0％で

あった。また、同居人の有無（不明・無回答を除く）の調査では「いない」

が 65.8％で、「いる」が 34.2％であった。この結果は、従来からし

ばしば言われてきた荒廃した住居事例は高齢男性独居事例が多いと

いう意見を補強するものである一方で、半数程度は 65 歳以下であ

り、30 代以下が 5％程度含まれており、4 割近くが女性であり、1/3

程度は独居事例であるという結果もまた明らかになった。若年、女

性、同居ありといった事例が少なからず存在していることについて

も、しっかりその原因や対策について考察しなければならないと考

えられた。

考えられる発生要因・併発している課題の調査（回答個票数（無回

答を除く）主たる発生要因 730、併発課題 543）では、考えられる主たる発

生要因として「家族や地域からの孤立」が最も多く 26.3％、以下

「統合失調症やうつ病などの精神障害（疾患）」25.5％、「経済的困

窮」24.9％、「認知症」22.6％、「身体能力の低下、身体障害（疾患）」

21.0％の順番であった。選択項目のうち精神障害に関連していると

分類できる項目（WHO の診断基準 ICD-10 で F コード（精神および行動の障害）

に分類される項目）について、「統合失調症やうつ病などの精神障害（疾

患）」と「発達障害」、「知的障害」、「アルコール関連問題」で合計す
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ると全体の 47.4％、「認知症」を含めると 70.0％を占めていた（以下「精

神疾患関連群」と定義する）。荒廃した住居を招く主たる要因として、「精

神疾患関連群」は「身体障害（疾患）」や「経済的困窮」や「家族や

地域からの孤立」を上回っている結果で、併発している課題との合

計でも「精神疾患関連群」が 65.0％で最大の要因であった。これら

の結果から、住居の荒廃の最大の要因は何らかの精神疾患によるも

のであり、荒廃した住居の解決には精神科医療および精神保健福祉

的介入が欠かせないことが明らかとなった。

保健・医療・福祉サービスの受給状況についての調査では、「サー

ビスを受けている」が 57.7％（不明・無回答を除く）、「受けていない」

が 42.3％で拮抗していた。受けているサービスは「生活保護・生活

困窮者自立支援制度」が最多で、続いて「介護・高齢者福祉サービス」

であった。一方で、サービスを受給していない理由の調査では、「受

けることを本人が望まない」が最多で 64.2％（無回答を除く）、続いて「適

用しうるサービスがない」24.2％であった。また、解消が困難な理

由として一番多いのが「本人が解消を望んでいない」が 52.9％（無

回答を除く）で、次に多いのが「本人との接触・交渉ができない」で

26.7％であった。これらの結果から、セルフ・ネグレクトに陥って

いると考えられる事例が半分程度を占めている可能性があることは

興味深い結果であり、セルフ・ネグレクトへの対策が荒廃した住居

への対応を考える上で欠かせないことが明らかとなった。

精神科医療機関の入通院歴の調査では、全体の 56.4％が「不明」

で最も多く（無回答を除く）、続いて「入通院歴なし」が 25.7％、「入通

院歴あり」が 17.9％であった。この結果から、自治体の多くが精神

科入通院歴については把握していないことが明らかとなった。この

要因として、精神科通院歴は自治体は精神障害者福祉手帳の交付者

や自立支援医療制度の利用者、障害福祉サービス等の利用者、生活

保護者、保健所や地域包括支援センターなどが関わっている事例で
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あれば把握できるが、それ以外の場合把握することは難しいこと、

荒廃した住居に関する問題を所管する部署と保健福祉や障害福祉を

所管する部署の連携が良くないと情報が入手できないことがある、

などの要因が考えられる。入通院の有無が判明している（不明、無回

答を除く）事例については、「入通院歴あり」が 41.1％、「入通院歴なし」

が 58.9％であった。

さらに細かく分析するために、「精神疾患関連群」と「精神疾患関

連群以外（以下、「非精神疾患関連群」とする）」、ごみ屋敷の種類・レベル

についてクロス集計を行って検討した。「精神疾患関連群」につい

て、「持ち込み型」は 18.8％（無回答を除く）、「ためこみ型」は 74.1％、

「混合型」は 7.0％であった。「非精神疾患関連群」では「持ち込み型」

は 31.4％（無回答を除く）、「ためこみ型」は 66.5％、「混合型」は 2.0％

であった。「精神疾患関連群」では明らかに「混合型」が高く、「持

ち込み型」より「ためこみ型」が多い傾向が示された。レベルにつ

いては、「精神疾患関連群」のレベル 2 以上の割合が 59.3％（無回答

を除く）、「非精神疾患関連群」では 38.6％で明らかに「精神疾患関連

群」で荒廃のレベルが高いことがわかった。

「精神疾患関連群」と「非精神疾患関連群」の年齢について検討

した。「精神疾患関連群」は、40 歳未満の割合が 6.6％（不明、無回答

を除く）、40 歳から 64 歳が 41.8％、65 歳以上が 51.6％であった。「非

精神疾患関連群」では 40 歳未満の割合が 2.9％、40 歳から 64 歳

が 35.6％、65 歳以上が 61.5％であった。「精神疾患関連群」には認

知症が 44.7％も含まれているにもかかわらず、「非精神疾患関連群」

より若年層の割合が高い結果となっており、より早期からの関与が

必要であることが示唆された。

「精神疾患関連群」と「非精神疾患関連群」の精神科入通院歴に

ついて検討した。「精神疾患関連群」は 52.4％（不明、無回答を除く）

に精神科入通院歴があり、「非精神疾患関連群」でも 12.5％に入通
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院歴があった。精神科入通院歴のある「非精神疾患関連群」につい

ては、何らかの精神科疾患の既往はあるが、住居の荒廃の要因は別

にあると判断された事例であると考えられた。

入通院歴ありの「精神疾患関連群」について、要因で一番多いの

が「統合失調症やうつ病などの精神障害」で 72.3％（不明、無回答を除く）、

次に「認知症」で 23.5％、「発達障害」18.5％の順であった。入通院

歴なしの「精神疾患関連群」について、要因で一番多いのが「認知症」

で 61.1％、次に「統合失調症やうつ病などの精神障害」で 32.4％、「発

達障害」20.4％であった。入通院歴なしの「精神疾患関連群」で「認

知症」の割合が高かった要因としては、何らかの方法で過去に 1 回

受診し診断は受けたが規則的な通院につながらなかった、あるいは

家族等の受診や相談で認知症と推定的に診断された未治療の事例が

認知症には多かったのではないかと思われた。一方で、治療には継

続的な受診が必要である「統合失調症やうつ病などの精神障害」の

可能性を診断されたにもかかわらず定期的な受診に繋がらなかった

事例が 32.4％も含まれており、住居の荒廃を来す精神障害者には、

病識欠如や否認、受診拒否の結果医療中断となって問題発生につな

がっている事例が多いと考えられた。この問題の解決には、訪問型

の多職種チームによるアウトリーチ支援を含めた包括的な支援体制

が必要と考えられ、さらに考察を進めていきたい。

3　自治体による早期支援の取り組みと

専門職アウトリーチへの期待

今回の自治体調査の結果、取り組み体制の課題として、「担当部

署が不明確」、「職員の不足」に次いで多かったのが「職員の専門的

知見の不足」であった。荒廃した住居の問題に取り組んでいる部署

に関する調査では、「環境部局」が最も多く全体の 61.6％、次いで「特
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に定めていない」34.6％、「福祉部局」23.5％の順で、「健康部局」は

6.5％にすぎなかった。2 で述べたように、荒廃した住居の要因とし

て一番多い「精神疾患関連群」に対応するためには専門的知識を有

する「福祉部局」や「健康部局」との連携が必要であるが、業務縦

割りの中でうまく連携できていない自治体が多く、これらの現実が

「担当部署の不明確」や「職員の専門的知見の不足」につながって

いると考えられた。

「精神疾患関連群」への対応には精神科医療や障害福祉に精通し

た職員の助言が欠かせないと考えられるが、荒廃した住居の問題

に関連して審議会や審査会を設置している自治体は 37 カ所（全体

の 10％）あるが、このうち委員として医師や精神保健福祉士を選任

しているのは 8 カ所、保健医療福祉に関する学識経験者の選任は

10 カ所にすぎなかった。外部の関係機関との連携では、「地域包括

支援センター」が全体の 29.2％で最多、続いて「町内会・自治会」

27.8％、「民生委員・児童委員」27.0％、「社会福祉協議会」26.2％、「警

察」18.4％の順で、「医療機関・医師会」は 10.3％にすぎなかった。

また、審議会や審査会を設置していると回答した 37 の自治体を対

象とした調査でも、「弁護士・司法書士・行政書士」83.8％、「町内会・

自治会」59.5％に比較して、「保健医療福祉に関する学識経験者」が

27.0％、「医師・精神保健福祉士」は 21.6％にとどまっていた。荒廃

した住居の 4 割近くを占めていると考えられる「精神疾患関連群」

に対応するためには法的な枠組みや行政処分だけでは対処は困難で

あり、精神科医療や福祉の専門職や精神保健を所管する保健所や障

害福祉担当課などとの連携をより進めていかなければならないと考

えられた。

荒廃した住居の多くは行政が把握してから長期間にわたって解

決が難しく、事例が解決しない上に新たな事例が積み重なって増加

傾向にあることが自治体調査から明らかになった。3 年間の推移で
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58.7％（「無回答」、「わからない」を除く）が「ほとんど変化はない」、「大

幅に増加した」と「やや増加した」合計で 35.0％、「やや減少した」

と「大幅に減少した」合計で 6.3％であった。荒廃した住居の要因

としては、「精神疾患関連群」、自らが支援や解決を望まないセルフ・

ネグレクトによる社会的孤立、経済的困窮、身体能力低下の順に多

い結果であったが、荒廃した住居の中でも特にごみ屋敷については

「精神疾患関連群」とセルフ・ネグレクトが多くの要因を占めてい

ると考えられる。今まで主に「精神疾患関連群」への対応について

考察してきたが、セルフ・ネグレクトについても若干の考察を加え

たい。

内閣府の調査によれば、セルフ・ネグレクトの状態にある高齢者

の１年以内の死亡リスクは 5.82 倍と言われている 2）。また、ニッ

セイ基礎研究所で行われた 2013-14 年「長寿時代の孤立予防に関す

る総合研究」18）によれば、全国ではゆとり世代（23-25 歳）で 66 万

人、団塊 Jr. 世代（39-42 歳）で 105 万人、団塊世代（65-67 歳）で 33 万

人、75 ＋世代（75-79 歳）で 36 万人が、それぞれ社会的孤立が疑わ

れる状態にあり、全世代で約 240 万人が現在社会的孤立リスクの高

い状況にあると報告されており、加えて、2030 年には 200 万人が

社会的孤立状態になるとの予測もある。日本では古くからの慣習で

助けは乞うものであり「恥」とする文化がある。このため事例の訪

問先で明らかに困っている状況にあるのにかかわらず「何も困って

いない」、「放っておいてくれ」、「役所の世話になんかならない」、「保

護は末代までの恥」、「自分は常に健康だ」、「病院なんて死ぬまで行

かない」などの発言が聞かれることは日常的である。1（4）で述べ

たように「ためこみ症」が 20 代で既に発症しているケースが多い

のと同様、社会的孤立もまた 20 代から進行し、やがてセルフ・ネ

グレクトに至る経過をたどっている人が多いと推察される。孤独が

精神的、身体的な疾病や認知症のリスクを高める、1 日にタバコ 15
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本を吸うことに匹敵する健康被害があるなどの研究も報道されてい

る。このようなエビデンスを受けて英国では 2018 年１月に「孤独

担当大臣」というポストが新設された。我が国でも思春期年代から

の社会的孤立を予防するための教育が必要であり、社会的孤立を防

ぐことが新たな荒廃した住居を生まないための有効な予防策とも言

えるのではないだろうか。

未治療や医療中断状態にある「精神疾患関連群」や、おそらくは

精神障害に起因するセルフ・ネグレクトの事例に対して、専門職に

よる支援を当事者が受けに来ることを待つのではなく、積極的に必

要な支援を多職種訪問型で提供する「アウトリーチ」という手法を

一部の先進的な自治体では導入し始めている。「アウトリーチ」は

国が第 5 期障害福祉計画で示している「精神障害にも対応した地域

包括ケアシステムの構築推進事業」に挙げられている推奨すべき

10 事業の 1 つであり、今後都道府県・区市町村で整備が進んでい

くものと期待される。

自治体調査では「医師、精神保健福祉士などのアウトリーチ事業

の整備」に取り組んでいると回答した自治体はまだ 6 カ所（全体の

1.6％）にすぎないが、2019 年度からは新たに複数の自治体で同支援

の開始が予定されている。訪問事例の中にはもちろん荒廃した住居

も含まれることになろう。東京都世田谷区では、条例に基づく審査

会諮問案件について非常勤の精神科医師と精神保健福祉士が訪問、

可能であれば面接し対策に役立てている。結果として当事者が精神

科通院や入院に結びつき、荒廃した住居の問題が解決に至った事例

もあり、専門職の視点や助言が問題解決に極めて有効であると考え

られ、今後様々な自治体に拡大されていくことが期待される。
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4　まとめ

日本では、荒廃した住居が地域や行政に問題として認識されるの

は事態が進行して苦情化してからの場合が多く、地域による介入が

欧米に比較して遅すぎることが問題である。今回の自治体調査から

7 割近くが「精神および行動の障害」に起因するもので要因として

最多であり、続いて社会的孤立状態（セルフ・ネグレクト）が要因

になっていることが判明した。対応についても、行政の縦割りの中

で衛生・環境部署と障害福祉部署と保健担当部署などがスムーズな

連携が取れず、根本的な問題解決に必要な医療や福祉的な対応が優

先されていない実態も判明した。こうした中で、関連部署横断で多

角的にごみ屋敷問題に対応するための取り組みを開始し、荒廃した

住居に対応するための新たな条例を制定して問題解決を目指す自治

体が増えてきていることは、今後に向けて注目すべき傾向であり、

今後全国に広がることが期待される。

精神疾患や認知症、神経発達症群（発達障害や知的障害）など「精

神および行動の障害」が原因である場合には医師や保健師など多職

種によるアウトリーチチームによる訪問支援が有効であると考えら

れる。アウトリーチ支援は国が第 5 期障害福祉計画で示した「精神

障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業」でも取り

上げられている注目の事業である。各地域の保健所や精神保健福祉

センター等に、今後より一層アウトリーチチームが整備され、医療・

保健・福祉の公的・民間の各サービスの適切な利用が促進され、精

神科のみならず身体科疾患も含めた未受診や医療中断が防止され、

さらに多彩なサービスが入っていくことでセルフ・ネグレクトが改

善し、その結果、荒廃した住居の問題解決にも役立つことを期待し

たい。
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1　はじめに－本報告の基本的立場

日本社会において、住居の荒廃が客観的に問題化する程度にまで

達する状態にあり（例　近隣住民からの度重なる苦情がある場合）、

それに対して当該対象物の所有者あるいは占有者が何ら対処を行わ

ない場合、さらには客観的にみて不合理な態度をとり続ける場合、

当該所有者または占有者の判断能力が疑われるという実態が少なか

らずあるように思われる。そのため、住居荒廃の問題と成年後見の

問題とを関連づけて考える声が聞かれることもたしかである。しか

しながら、住居荒廃の問題を安易に成年後見の問題――すなわち、

成年後見が利用できる場面である――と考えることには慎重である

べき（むしろ、できないと考えるべき）である、というのが本稿の

基本的立場である
1

。

その理由は、現在、わが国が批准している「国連障害者権利条約

（UN Convention on the Rights of Persons with Disabilities）」に象徴さ

れるように、国際的な成年後見法の潮流は、「自己決定支援（supported 

decision-making）」を貫く立場をとっており、本人の意思に代えて

他者（私人たる後見人、あるいは公的権力（例　裁判所や行政機関）

を含む）が決定を行う「代行決定（substituted decision-making）」は、

条約上禁止されているとみるか、少なくとも各加盟国の国内法にお

いて、将来的な縮減・廃止の方向にあるからである
2

。

そこで、住居荒廃の問題への対応を考える場合には、「代行決定」

が全面的に禁止されるべきであるという最も革新的な立場をとらな

いまでも、少なくとも、個人の領域への例外的な介入であると厳粛

1　同様に、住居荒廃の問題解決のために事務管理論の利用を提唱する見解につい

ても、本稿は否定的な立場をとる。拙稿「判断能力の不十分な人々をめぐる事務

管理論の再構成――本人中心主義に立った成年後見制度との統合的解釈の試み」

『民事法学の歴史と未来』（成文堂、2014 年）481-511 頁参照。

2　詳細については、法政大学大原社会問題研究所・菅富美枝編『成年後見制度の

新たなグランド・デザイン』（法政大学出版局、2013 年）を参照。
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に認識することが重要であると考える。すなわち、住居荒廃の問題

を考えるにあたっては、まずは本人――いわゆるごみ屋敷問題を生

じさせている対象物の所有者あるいは占有者――には判断能力が

「ある」と推定することから始め、問題の解決のためには自己決定

支援を実現する試みを徹底的に行うべきであり、本人に「明らかに

判断能力がない」と慎重に評価されない限り代行決定は行えない、

という基本的な姿勢を確認する必要があろう。こうした姿勢は、知

的、精神的、認知的障害があろうとも、その程度が実際の意思決定

を不可能にするものでない限りは、なされた自己決定の結果が尊重

されるべきであり、特に、決定の結果が客観的に見て不合理なもの

となることの一事をもって本人に判断能力がないことを推定して

はならない、とするイギリス「2005 年意思決定能力法（the Mental 

Capacity Act 2005）」に顕著である。同法は、外国法であるとはいえ、

自己決定権を最大限に重んじる哲学への共鳴や、それと同時に、同

じく島国にあって自己決定を他者との関係性の中で構築する文化

（自己の希望を述べることを遠慮する文化）が日本社会と類似して

いる点などから参照に値するとして、これまでわが国における障害

者法に多くの影響を与えてきた。

それでは、以上のような立場に立って、住居荒廃の問題を法的に

解決する理論的可能性を探るとき、いかなる手法が考えられるだろ

うか。やや結論的に述べるならば、①自己決定支援を徹底して本人

が解決への道を自ら選択することを待ち、その上で実現に協力する、

あるいは、②もし本人に自己の置かれた環境に対する誤解があるな

らば（例　ごみをごみと認識できず、摂取可能な食物や、保存可能

な財物であると誤解しているような場合）、その誤解を解くことに

努める、また、③本人に、自己の置かれた環境に対する理解をする

能力が欠如していると客観的に認められる場合には、後見人を選任

し、本人に判断能力があれば選択するであろう決定を、本人の福祉
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に照らし合わせながら代行する、ということ等が考えられよう。た

だし、③については、本人に判断能力が「ない」とする評価を極め

て慎重に行うことこそが、自己決定や自律支援を重視する立場に親

和的である。その上で、本人の判断能力の存在が否定できない、す

なわち、本人が意図的に不合理な結果を継続的に選択している場合

に、その不合理な結果が公共の利益を侵害する程度に達しているな

らば、別途、④公法的な強制的介入の法的根拠を探るべきである（条

例制定や新法制定を含めて）というのが、私法学者としての筆者の

見解である。

こうした本稿の立場と共通する部分が多いことから、次節では、

判断能力の存在が疑われる成年者に対する法のあり方を示すものと

して、イギリス 2005 年意思決定能力法の概要を紹介する。自己決

定支援を徹底して追求し、代行決定の実行を必要最小限に留めよう

とする法のあり方が明らかとなろう。

第 3 節では、自己決定権の尊重を議論の出発点（基軸）に据えた

上で、住居荒廃問題の解決を、周囲の気づき、本人に対する説明、

説得、本人によって選択された決定を実行するための支援、本人の

自立や自尊心の回復、等を通して実現する可能性を探りたい。そこ

で、一例として、消費者被害の発覚を端緒とした解決の可能性（シ

ナリオ）を紹介する。

さらに、住居荒廃の問題は、セルフネグレクトの問題と密接な関

連性を有していると考える。この点については、イギリス法におい

ては、「2014 年ケア法（the Care Act 2014）」が規定するが、筆者の

力の及ぶところではないため、本稿では割愛する。ただし、住居荒

廃の中に暮らし続ける状況をセルフネグレクトの問題と捉える際に

も、本人の判断能力の有無を慎重に探り、自己決定支援を徹底的に

試みることから始めるべきであると考える。

最終節では、以上の考察を通して、今後の日本社会への若干の示
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唆を試みたいと考えている。その際、筆者がワーキンググループ委

員を務めて作成に携わった「認知症の人の日常生活・社会生活にお

ける意思決定支援ガイドライン」（認知症の人の日常生活・社会生

活における意思決定支援事業（2017 年度老人保健事業推進費等補

助金事業））も参考にする。

2　「自己決定支援」の追求と

「代行決定」に対する法的防御

－イギリス 2005 年意思決定能力法を参考に

（1）2005 年意思決定能力法と「自己決定支援」体制

本節では、2005 年意思決定能力法の概要を、本稿の趣旨に必要

な限りで紹介する
3

。

同法の基本姿勢を端的に表しているのは、第 1 条 2 項から 6 項に

掲げられた 5 つの基本原則である。以下、順に紹介する。

第 1 に、「人は、意思決定能力を有していないという確固たる

証拠がない限り、意思決定能力があると推定されなければならな

い」として「意思決定能力存在の推定の原則」を明記する（2005 年

意思決定能力法 1 条 2 項）。第 2 に、「人は、自ら意思決定を行うべく可

能な限りの支援を受けた上で、それらが功を奏しなかった場合の

み、意思決定ができないと判断される」として「エンパワーメント

（empowerment）の原則」を挙げる（2005年意思決定能力法 1条 3項）。第 3に、

「客観的には不合理にみえる賢明でない（unwise）意思決定を行った

ということだけで、本人には意思決定能力がないと判断されること

はない」ことを確認する（2005 年意思決定能力法 1 条 4 項）。

以上の 3 つの原則から、本人に意思決定能力がないと法的に判

3　詳しくは、拙著『イギリス成年後見制度にみる自律支援の法理』（ミネルヴァ書房、

2010 年）を参照。
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断することに対して極めて慎重であるべきとする 2005 年意思決定

能力法の姿勢がうかがえる
4

。住居荒廃の問題に関わるのは、特に、

第 3 の原則であろう。ごみを収集、堆積させている状況は、客観的

にみれば不合理であり、そこに暮らし続けることは賢明な選択では

ないと見えるからである。だが、同法が規定するのは、そのような

場合であっても、本人には判断能力があると期待し、望ましいと考

えられる解決が導き出されるよう、本人への状況説明、情報支援、

説得が徹底して行われなければならないということである。すなわ

ち、安易に、本人に判断能力がないことにしてしまい、代行決定へ

と動いてはならないということである。

こうした基本的立場を確認した上で、同法は、本人に意思決定能

力がないと判断せざるをえない例外的状況において、他者関与のあ

り方を厳格に規律する規定を置いている。具体的には、「意思決定

能力がないと法的に評価された本人に代わって行為をなし、あるい

は、代行決定するにあたっては、本人のベスト・インタレストに適

うように行わなければならない」と定め、代行決定を行う際の基準

として「ベスト・インタレストの原則」を定める（2005 年意思決定能力

法 1 条 5 項）。さらに、「代行行為や代行決定をなすにあたっては、本

人の権利や行動の自由を制限する程度がより少なくてすむような 

選択肢が他にないかが考慮されなければならない」として、「必要

最小限の介入の原則」を定める（2005 年意思決定能力法 1 条 6 項）。

4　詳しくは、拙著・注 (2) 第 2 章を参照。本人に意思決定能力があることを積極

的に否定できない限り、たとえ客観的にみて不合理かつ本人に回復不可能な害を

与えうるものであったとしても、本人の自己決定を尊重し、強いて周囲は介入を

躊躇しなければならないことについて、「訓練によって保護的な本能を磨いてき

た」プロフェッショナルが感じ得るディレンマに配慮しながらもなおその重要性

を説くものとして、元高等法院判事による Hedley, M., „“ The ‘right’ to take foolish 
decisions” Elderly Law Journal [2014]vol 4-1 , 52。さらに、同判事は、司法の役割を、

たとえ意思決定能力がない状態にあっても、すべての人に「最大限に生きる (to live 
life to the full)」ことを保障することであると述べ、そのためのリスクは不可避（甘

受すべき）であると述べる (at 53)。
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このように 5 つの基本原則の内、前半の 3 つが自己決定支援に向

けた原則を示しているのに対して、最後の 2 つの原則は、あらゆる

自己決定支援を試みても、本人による意思決定や（サービスの受領

に関する）同意の付与が現実的に不可能である場合に関わっている。

本人に意思決定能力が「ある」場合と「ない」場合について法の対

応の違いが明確に示されており、この境界線を曖昧にしてはならな

いと考えられている。

したがって、イギリス社会において住居荒廃の問題が生じた場合

には、まずは本人の判断能力の有無が医学的のみならず、精神社会

学的な見地から慎重に見極められ、さらに、周囲からの情報支援が

最大限に試みられる。その結果、能力がないと明らかに評価できな

い限り「ある」とみなされることから、住居荒廃の問題に対しては

本人に対する状況説明、危険性についての詳細な説明、改善解決へ

の手筈の紹介などが、本人への説得という形で行われることになる。

他方、周囲の努力にもかかわらず、本人が自らの置かれている状

況を全く理解できていないと考えられる状況においては、本人の保

護を図るため、例外的措置として、必要最小限の範囲で（第 5 原則参照）、

他者決定が行われることが法的に許容される。ただし、その際の厳

格な要件となるのが、第 4 原則に示された「ベスト・インタレスト」

への適合である。

（2）例外としての「代行決定」と「主観的」ベスト・インタレスト論

この点について、2005 年意思決定能力法は、「ベスト・インタレ

スト」の定義を置いていない。その理由は、その人にとっての、そ

の時点での、「個別具体的な」ベスト・インタレストを知ることこ

そが重要と考えられたことにある
5

。ここには、各人の多様な情況

5　立法過程において、ベスト・インタレストの定義の是非をめぐってなされた

議 論 に つ い て は、Law Commission, Mental Incapacity (Law Com No 231) (HMSO 
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と刻々と変化する状況に合った「パーソナルな意思決定」を実現す

るという、2005 年意思決定能力法全体を貫く基本姿勢が表れてい

る。

そこで、2005 年意思決定能力法では、抽象的な定義を排し、各

人の情況・状況における具体的なベスト・インタレストを確定す

べく、そのために必要だと考えられる要素が抽出され、7 項目の

「チェックリスト（checklist）」として提示されている（2005 年意思決定

能力法 4 条）。

第 1 項目 「本人の年齢や外見、状態、ふるまいによって、判断

を左右されてはならない」（2005 年意思決定能力法 4 条 1 項 & 

Code of Practice, paras. 5.16-5.17）

第 2 項目 「当該問題に関係すると合理的に考えられる事情につ

いては、全て考慮した上で判断しなければならない」

（2005 年意思決定能力法 4 条 2 項 & Code of Practice, paras. 5.18-5.20）

第 3 項目 「本人が意思決定能力を回復する可能性を考慮しな

ければならない」（2005 年意思決定能力法 4 条 3 項 & Code of 

Practice, paras.5.25-5.28）

第 4 項目 「本人が自ら意思決定に参加し主体的に関与できるよ

うな環境を、できる限り整えなければならない」（2005

年意思決定能力法 4 条 4 項 & Code of Practice, paras .5.21-5.24）。

1995)；Lord Chancellor’s Department, Who decides? Making decisions on behalf of 
mentally incapacitated adults (HMSO, 1997) (Cm 3803)；Law Chancellor’s Department, 
Making decisions: the Government’s proposals for making decisions on behalf of mentally 
incapacitated adults (TSO, 1999) (Cm 4465)；Draft Mental Incapacity Bill (House of 
Commons 2004) などを参照。
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第 5 項目 「尊厳死の希望を明確に文書で記した者に対して医療処

置を施してはならない。他方、そうした文書がない場合、

本人に死をもたらしたいとの動機に動かされて判断し

てはならない。安楽死や自殺幇助は、認められない」（2005

年意思決定能力法 4 条 5 項 & Code of Practice, paras.5.29-5.36）

第 6 項目 「本人の過去および現在の意向、心情、信念や価値観

を考慮しなければならない」（2005 年意思決定能力法 4 条 6 項 

& Code of Practice, paras.5.37-5.48）

第 7 項目 「本人が相談者として指名した者、家族・友人などの

身近な介護者、法定後見人、任意後見人等の見解を考

慮に入れて、判断しなければならない」（2005 年意思決定

能力法 4 条 7 項 & Code of Practice, paras. 5.49-5.57）

これらの規定から見えてくるのは、「本人を中心に位置付ける

（place the donor at the centre of any decision）」――逆の言い方をすれ

ば、本人を脇に置き、後見人の見解やその他の客観的価値観を押し

付けることを排除する――「本人を中心に置く」姿勢である
6

。特に、

代行決定者が、本人の客観的状況を外部者の視点で観察した結果、

良いと考えたに過ぎないものを、「ベスト・インタレスト」と捉え

てはならないことが明らかにされている
7

。

このように、イギリスの 2005 年意思決定能力法における代行決

定は、「主観的ベスト・インタレスト主義」に立ったものとなってい

る
8

。判断能力が不十分であるがゆえに自ら意思決定できない人のた

6　第 6 項目、第 4 項目を参照。

7　第 1 項目、第 5 項目を参照。

8　こうした「主観的ベスト・インタレスト主義」の理念的検討、特に、イギリス法

における「ベスト・インタレスト」概念の変遷、未成年者をめぐる文脈における「福
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めに、彼らに代わって決定を行う者（家族、後見人、公的機関を含む）

は、こうして導き出される「ベスト・インタレスト」に従って決定

権限を行使することが求められ、かつ、その場合にのみ、決定に正

当性が与えられる。そして、その決定内容は、本人の権利や行動の

自由を制限する程度が最も少ないものでなければならない。

代行決定者の裁量行使の方向性が法律で厳格に規律されているの

は、人格的に独立した本人の決定を他者が代行してしまうことによ

る「人格的自律（personal autonomy）への侵害」が何よりも強く危

惧されていることの表れである。

これを住居荒廃の問題に即していえば、自己決定支援がどのよ

うにしても功を奏さず、本人にはもはや判断能力がないとして代行

決定が行われる場面に移るとしても、そこでの代行決定はあくまで

本人の推定的意思と本人の福祉の向上を目指して行われるべきこと

になる。すなわち、本人に代わってごみを処分する、あるいはそう

した契約を業者と締結するにあたっても、「ごみであるか否か」に

ついては本人の主観的基準を推測することを基本としながら（例　

腐敗した食べ残しの入ったプラスチック容器に見えるものであって

も、本人が故人とした最後の食事であったような場合、それは本人

にとって「ごみ」ではない）、どうしても衛生的に問題が生じるな

ど本人の推定的意思の単なる代行では本人の福祉が即座に害されう

るときにだけ、必要最小限の範囲で客観的に合理的な手段を選ぶ（例

　腐敗物は処分せざるを得ないが、プラスチック容器は洗浄して本

人の元に残す）ということになる。ここに、「公共の利益への配慮」

という観点が入ることは、論理的に困難であると言わざるをえない。

私法の枠の範囲内で議論することの限界であると言えよう。

祉原則 (welfare principle)」との相違、医療行為をめぐって従来とられてきた「医学

上の」ベスト・インタレスト論との相違に注意しながら、2005 年意思決定能力法

体制における「ベスト・インタレスト」の概念とその特徴について詳説したものと

して、菅・注 (3) 第 3 章を参照。
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（3）自己決定支援が可能になるまでのつなぎ
4 4 4

としての代行決定のあ

り方ーー本人の意向、信条、信念、価値観を探るということ

さらに、イギリス 2005 年意思決定能力法においては、本人が意

思決定できない状態にあり、代行決定を要すると考えられる場面に

おいても、本人に対する自己決定支援を続行し、本人自身による

意思決定の可能性に期待する姿勢が貫かれている点が着目される
9

。

このように、代行決定を要する状況においても、常に「支援付き意

思決定」の実現に向けて引き返す道が確保されているのである。こ

の点に、本人自身による意思決定の可能性に期待し、そのための支

援提供を継続する「自己決定支援」体制の堅固さがみえる。

また、2005 年意思決定能力法が示すのは、たとえ自ら意思決定

を行うことが現段階において困難であろうとも、本人を意思決定の

結果だけが帰属する「客体」として扱うことなく、本人の意向、心情、

信念、価値観、その他本人が大切にしている事柄を代行決定に反映

させることによって、「本人らしい」意思決定を実現しようとする

姿勢である
10

（「本人を中心に置いた（person-centred）代行決定」）。そ

のためには、本人の現在の意向、心情などを、周囲の工夫によって

本人から取得することに努め
11

、また、それが難しい場合には、本

人を取り巻く人々から本人に関する主観的情報を集めることが重要

となろう
12

。

後者は、特に、「インクルーシブ・アプローチ」とよばれ、医療

的決定や福祉的決定が必要とされる場面において、たとえ法定後見

人が任命されている場合であっても、本人の周囲にあって本人の福

祉の向上に真摯な関心を有する人々からの、本人に関する情報の持

ち寄りが重要であることを意味する。こうした姿勢によって、本人

9　チェックリスト第 3 項目、第 4 項目を参照。

10　同第 6 項目を参照。

11　同第 4 項目を参照。

12　同第 7 項目を参照。
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をよく知る人々からできるだけ多くの情報を集めた上で多角的に考

察し、結論することが可能となるからである。ごみ堆積の問題を解

決するにあたって、この視点は重要であると考える。ごみを収集し

てしまう、あるいは堆積させたままにしてしまう理由を、本人が説

明できるだけの判断能力を有しない場合、その理由（意向、信念、

信条、価値観、感情を含む）を周囲が推測することで、ごみの撤去

後に再度同様の状況が繰り返されることも防ぐことができると考え

られるからである。

この点に関連して、イギリス社会においては、2005 年意思決定

能力法の施行に先立って「第三者意向代弁人（Independent Mental 

Capacity Advocate ：以下、IMCA と呼ぶ）」制度が新設されており、

本人の「権利擁護」機能と本人のための「意向代弁」機能を一部担っ

ている（ただし、制度上の限界もある）
13

。イギリスにおいては、判

断能力が不十分なために重要な決定を誰かに託さなければならない

状況にあって、自らの意向や感情すら表現することが困難な人々の

ために、同じ目線に立ってそれらをくみ取り代行決定者に伝える役

目を果たすプロフェッショナルについて、その社会的重要性が認識

されており、さらに、彼らの養成が、国家が国民に対して提供す

べき基本的な公的サービスと位置づけられてきた点が注目される
14

。

13　IMCA の詳細については、拙著・注 (3) 47-51 頁、258-270 頁；拙稿「イギリスの

成年後見制度―― 自己決定とその支援を目指す法制度」新井誠・赤沼康弘・大貫

正男編『成年後見法制の展望』（日本評論社、2011 年）88-126 頁；拙稿「障害（者）

法学の観点からみた成年後見制度―公的サービスとしての「意思決定支援」」大原

社会問題研究所雑誌 641 号（大原社会問題研究所、2012 年）70-73 頁を参照。本人

自身、本人を取り巻く人々・プロフェッショナル、そして本人の置かれた客観的

状況から、本人に関する情報をできるだけ多く引き出し、医療決定や福祉的決定

に際して本人のための「ベスト・インタレスト」を発見し、意思決定プロセスにの

せていくことが、彼らの主要な役割である。

14　まさに、IMCA は、こうした啓発を受けた人々の中から見出され養成されている。

この点に関連して、一般市民が互いに対等な他の市民のために、彼らが自分の「声」

を得て、その声に周囲から耳を傾けられ、周囲に聞いてもらえるように支援を提

供する「市民アドヴォカシー」という発想について、スー・リー（菅富美枝訳）「イ

ギリスにおける本人を代弁する公的サービス―IMCA の実践」『成年後見制度の新
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わが国においては、たとえば、コミュニティソーシャルワーカー

（CSW）に同様の役割を期待できるように思われ、うまく機能して

いるとみられる実践例を当研究会における現地調査（大阪府・豊中市）

で知ることができた
15

。

以上のように、イギリス社会では、2005 年意思決定能力法を基

軸として、判断能力の存在が疑われる成年者に対して、医学的な診

断を超えて、常に本人を意思決定のプロセスに関与させ続けること

に努めている。わが国において、住居荒廃の問題を検討するにあたっ

ても、同様に、本人が自己決定できるように周囲が関わり続けるこ

とが求められていると考える。法制度と社会制度との全体を通して、

判断能力がどんなに不十分な状況であろうとも、本人の決定主体性

が保障され、「本人を中心に置いた決定」が実現されることの重要

性を認識した上で、住居荒廃の管理を含む全体的な福祉的決定にお

いても、予断・憶測を排除して本人のありのままの声を聞くことが

求められている
16

。

たなグランド・デザイン』（前掲注 (2)）第 8 章参照。「市民アドヴォカシー」の伝

統こそが、IMCA の思想的基盤である。

15　本書第 4 章を参照。

16　施行後 6 年を経て、2005 年意思決定能力法の基本理念（特に、エンパワーメント・

エートス (the empowerment ethos)）の実現状況をめぐって、医療や福祉関係者から

の調査報告書がまとめられ、さらなる改善に向けた提言がなされた (House of Lords 
(Select Committee on the Mental Capacity Act 2005), Mental Capacity Act: Post-Legislative 
Scrutiny (2014) )。同報告書に対する政府の回答としては、HM Government,Valuing 
every voice, respecting every right: Making the case for the Mental Capacity Act (2014) を参

照。

 　さらに、論者の中には、2005 年意思決定能力法が、①例外的とはいえ法定後

見制度を存続させている点、②限定的とはいえ、認知上の障害を理由として法

的に「能力が無い」とする判断を下す余地を残している点、③「ベスト・インタ

レスト」の概念から本人の意思と意向以外のものを完全には排除していない点

をもって、国連障害者権利条約への抵触の可能性を指摘するものもある (Series, 
L., Arstein-Kerslake, A., Gooding P., Flynn, E., „The Mental Capacity Act 2005, the Adults 
with Incapacity (Scotland) Act 2000 and the Convention on the Rights of Persons with 
Disabilities: The Basics“ Thirty Nine Essex Street (2014), at18, 19, 20)。ただし、①②に

関連して、イギリス法の場合には、たしかに本人に判断能力がないとする法的判

断が他者に代行決定権限（代理権）を生じさせるものであるとしても、依然とし
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3　住居荒廃状況における自己決定支援の追求

－イギリス法からの示唆

（1）消費者被害との関連性

それでは、前節で紹介したような、意思決定能力存在の原則、自

己決定支援体制を貫くイギリス社会において、住居荒廃の問題はど

のように発覚し、どのように処理されうるであろうか。本節では、

筆者が専門とする消費者法における事例を紹介し、解決策の一つと

して考察を行いたいと考える。ここで紹介するのは、『成年者のセー

フガード』という著書に紹介された事例である
17

。

J 夫妻は、共に 80 代である。これまで、ソーシャルケア部にも、

取引基準局にも、警察にも、知られてはいなかった。

ある日、全国取引基準局 (NTS) スキャム詐欺対策チームから、

J 氏の居住する取引基準局に連絡が入り、J 氏の振り出した小切

手が詐欺的投資会社のかかわるスキャム関連の手紙の中に見つ

かったとの通報があった。取引基準局は、早速 J 氏と連絡をと

り、近々自宅訪問を行いたい旨を告げた。最初は渋っていた J 氏
であったが、大量の手紙が差し押さえられていることを告げると、

訪問に応じた。

自宅訪問の中で、取引基準官は、J 氏の家が寒く、基本的な修

理を必要とする状態であることに気づいた。家の中は段ボールだ

て、本人の行為能力を否定して本人が単独でなした法律行為を取り消し得るもの

とする日本法の立場とは大きく異なることに留意する必要がある。また、③に関

連して、2014 年 4 月 11 日に第 11 回国連障害者権利条約委員会によって採択され

た、同条約 12 条「法の前の平等」に関する一般的見解 (Committee on the Rights of 
Persons with Disabilities, General Comment No. 1 – Article 12: Equal Recognition before the 
Law (UN Doc. No. CRPD/C/GC/1) ) を引用（パラグラフ 18）して本人の意向への配

慮を具体的に明らかにした判決として、Re GW; London Borough of Haringey v CM 
[2014] EWCOP B23, paragraph 32 を参照。

17　Fenge. A., Lee, S., and Brown K., Safeguarding Adults (Sage 2017), at 27.
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らけであり、それらは大量の郵便物であるように見えた。J 夫人

も在宅していたが、姿を見せに出てくることはなかった。J 夫人

が移動介助を必要とする状況にあることは明らかであり、取引基

準官はさらに J 夫人の衛生状態が非常に悪いのではないかと疑っ

た。

J 氏は、常に財産管理を的確に行っており、投資についても適

切な最新情報を得ていると述べた。取引基準官は、投資詐欺につ

いて情報を提供するとともに、その中で J 氏の名前が浮上してき

たことを告げた。J 氏は、過去５年ほどにわたってダイアモンド

の投資にかなりの金額を費やしたことを認めた。だが、近いうち

に十分な見返りがあることについて確信があると述べた。取引基

準局によって証拠を見せられても、J 氏は、自分の投資がスキャ

ム詐欺であることを否定した。取引基準官は、家の修理、社会保

障給付、ソーシャルケアサービスの情報を提供した。J 氏は、妻

の健康状態の悪化のため、介助に苦労していることを認めた。J
氏も J 夫人も、取引基準官の再訪問を承諾し、また、ソーシャル

ケア部に連絡がいくことを了承した。

取引基準官は、J 夫人が虐待とネグレクトの危険性にさらされ

ており、悪化した健康状態のために自分で自分を保護することが

困難であると信じることについて、合理的な根拠を得たとして、

地域のソーシャルケア部に連絡をとった。その結果、ソーシャル

ケア部と取引基準局が共同して、自宅訪問を行う準備が整えられ

た。

２度目の自宅訪問において、ソーシャルワーカーは、J 夫人の

考えや意思決定能力を判断するため、二人だけで話す機会を設け

た。J 夫人は、夫が何もかも隠そうとしていること、部屋の暖房

をつけるなど、費用のかかる話になると途端に攻撃的になること

など、夫の行動に非常な不安を抱えていることを打ち明けた。ま
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た、J 夫人は、J 氏が財産管理を行ってきたこと、そして、家の

メンテナンスがおろそかになってきた２年前までは、夫の財産管

理手腕を信頼していたと述べた。家のメンテナンスの問題を指摘

すると、J 氏は憤慨し、年金や貯蓄がある（はず）にもかかわらず、

家の修理代を支払う余裕がないと告げた。J 夫人は、郵便物の量

の増加にも気づいていた。J 氏の不可解な行動は子供たちとの口

論をまねき、その結果、J 氏は子供たちと連絡を取るのをやめて

しまった。

J 夫人は、J 氏が意図的に自分を傷つけているとは考えていな

いが、彼自身の健康状態の悪化もあり、必要な介護をしてもらう

ことは期待できないと思っていると述べた。J 夫人は、自宅を離

れたくないとして、レスパイトケアを拒否した。ソーシャルワー

カーは、J 夫人から承諾を取り、J 夫人の家族に連絡をとること

にした。こうして、J 夫人の安全上の問題について、情報共有が

できる体制が整った。だが、J 夫人は、自宅でケアを受けること

を望んでいると話した。医学的証拠から、J夫人は 15年前にリュー

マチを発症していることが診断されたが、認識上の障害はみつか

らなかった。

ソーシャルワーカーは、J 夫人のアセスメントを完了し、身体

洗浄、着替えについて支援が必要であることに加え、火事防止サー

ビスや転倒防止サービス、付き添い看護手当などの社会的給付の

追加申請を行うにあたっての継続的な助言サービスが必要である

と結論づけた。

さらに、ソーシャルワーカーは、介護者としての J 氏のアセス

メントも行った。J 氏は、取引基準官に金銭的な問題を打ち明け、

これまでためてきた夫婦の貯蓄のすべてを、今となっては詐欺で

しかない投資に費やしたことを明かした。また、J 氏は、カタロ

グ掲載商品の購入を行ってきたが、それらは賞金に応募するため
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であったことを認めた。J 氏は、現在受け取っている郵便物の量

の多さに圧倒されており、不安を感じていると述べた。J 氏は、

スキャム詐欺の事業者に腹を立てるとともに、自分自身にも怒り

を感じていた。J 氏は、家族が J 夫人のための支援を整えようと

することを拒否してきたこと、そのために、家族との間に亀裂を

生じさせたことを認めた。J 氏は、詐欺の被害にあったことに屈

辱を感じており、大金を費やしてしまったことを子供たちに知ら

れたくはなかったのである。

以上のような公的関与の結果、J 夫人は、自分の望む場所で必

要なケアと支援サービスを受けられることになった。金銭的アセ

スメントの結果、夫婦のほぼすべての財産が枯渇しており、国に

よるケアが求められるまでになっていることが判明した。慈善団

体は、家の修理を手配し、また、関連する社会給付のすべてにつ

いて申請を確実に行えるよう援助した。J 夫妻は、家族との関係

を再構築し、そのことによって J 夫人は自信を取り戻せるように

なった。

取引基準局は、J 氏に対して、カタログ、賞金参加、宝くじに

かかわるあらゆる通信をやめるよう支援し、J 氏だけがスキャム

詐欺の被害者ではないということを認識できるよう、投資詐欺に

対する助言と教育を提供した。さらに J 氏に対して、スキャム詐

欺師に対する責任追及や刑事起訴を可能にすべく、証拠の収集に

協力するよう促した。J 氏は、「メール・マーシャル」となって、

他の被害者を援助する任についた。こうした活動によって、J 氏
は自尊心を取り戻した。

J 夫妻は、電話機に番号ブロッカーを装置することに合意し、

また、郵便選択サービスを用いて、自分たちが誰と連絡をとるの

かについてコントロールを取り戻した。

このように、取引基準局、ソーシャルケア部、その他関連諸
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機関の協働によって、J 夫妻はスキャム詐欺に気づき、自らを自

分たちの力で保護できるようになったのである。

このシナリオのポイントとして注目すべきは、問題の発見から解

決へのプロセスにおいて、本人への支援と本人の自己決定権の尊重

との調和が、地方自治体の職員間の連携（ソーシャルケア部と消費

者被害対策課）、さらには慈善団体との協働によって丁寧に実践さ

れている点であろう。J 氏や J 夫人の判断能力の有無が丁寧に評価

され、家族への支援要請についても J 夫妻の意向を確かめて理解を

求め、消費者問題の解決についても J 氏の自尊心を回復させるよう

な手法が選択されている。本人に対する助言、教育に力が入れられ

ることによって本人自身による自覚が促されているため、ここには、

本人の判断能力をあえて否定して、強制的関与を行う必要がないの

である。

（2）消費者法体制、成年後見法体制、虐待保護体制の連関 
ー消費者被害の予防・抑止≡早期発見≡被害拡大の阻止≡被害回

復のメカニズムの構築

一般的にいって、イギリスにおいても、高齢者を狙った消費者被

害の手口としては、わが国におけるのと似通ったものが多数みられ

ることもたしかである（たとえば、自宅訪問、電話勧誘、電子メー

ルの送り付け等の手法による不招請勧誘、不実の告知や霊感商法、

デート商法、原野商法〔投資詐欺〕等の詐欺的行為による契約締結、

個人情報〔例　暗証番号、口座番号、クレジットカード番号〕の不

正取得）。どんなに犯罪抑止政策に努めても、それを搔い潜ろうと

する悪質事業者の存在を否定しきれないというのも現実である。そ

こで、イギリス消費者法制は、(a) 被害の直接的な予防・抑止（例

地域の見守り、違法な取引行為の厳罰化）に加えて、(b) 間接的な
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抑止、すなわち、違法な取引手法で契約締結を強行した場合の当該

契約の有効性を否定するルートを複数用意し（例　クーリングオフ

の権利の不告知を理由とする契約解除、誤認惹起行為による契約締

結を理由とする契約の撤回や代金減額請求、交渉力の格差の濫用〔つ

けこみ〕を理由とする契約取消）、さらに、(c) 被害回復に向けての

事後的な救済制度の充実化を図ることで、「被害の予防・抑止≡早

期発見≡被害拡大の阻止≡被害回復のメカニズム」の整備に力を入

れてきた。

その具体的執行主体として、イギリス全土にわたって地域共同体

ごとに設置された「取引基準局（the Trading Standards Service (TSS)）」

の存在がある
18

。取引基準局は、上記の法制度をそのままの形で適

用することが困難な事例において、特にその機動性を発揮する。た

とえば、消費者の誤認を惹起した広告・チラシ・文書が証拠として

どこにも残っていない場合や、広告で表示されていた金額算定方法

とは異なる請求書が作成されたようにみえるがその立証が困難な場

合、または、害意の点等で詐欺の立証が困難である場合、さらには、

訪問販売の形態がとられているがクーリングオフの権利の援用ある

いは同権利の不告知の立証が困難な場合において、取引基準局は、

個々の被害消費者と加害事業者との間に入り、支払額の一部を自主

的に返還させたり、残金支払債務について業者による免除を促すこ

とに努めてきた。

筆者が 2014 年から 2018 年にかけてイギリスにおいて複数回に

亘って動向調査を行った経験からしても、こうした事件における被

害者のほとんどに認知症が見られ、自分が被害者であることが認識

できておらず、取引基準官からの丁寧な説明によってそうした自覚

が高まったとしても、裁判上の立証に用いられるような証拠の提出

18　詳しくは、拙著『新消費者法研究――脆弱な消費者を包摂する法体制と執行体制』

（成文堂、2018 年）第 6 章参照。
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や証言を行うことができない場合が多い。こうした中、取引基準官

による相手方事業者との交渉は、本人が受けた被害をインフォーマ

ルに補填する役割を担っているのみならず、家族との連携やケア提

供者との接触を架橋するなど、本人の福祉の向上に資することを実

感できた。

そして、こうした迅速な対応を可能にする前提として、被害の早

期発見にあたって、ソーシャルワーカーの活躍をはじめとした、消

費者被害の予防・発見・即応のためのネットワークの存在が重要で

あることはいうまでもない。イギリスにおいては、2014 年ケア法

の下、地方自治体を中核に据えた地域密着型のセーフガード・ネッ

トワークが存在する。同法は、2005 年意思決定能力法と連関性を

有しており、2005 年意思決定能力法では支援できない領域、すな

わち、判断能力がないわけではないが自らを保護する力が弱い人々、

すなわち、脆弱な人々への虐待の防止を目指している。「虐待」に

は、経済的搾取のほか（同法 42 条 3 項）、セルフネグレクトも含まれる。

同法によって、判断能力があっても（様々な意味で）脆弱な状況に

ある人々を捕捉できることによって、公的関与を開始するためにあ

えて「判断能力がないこと」を擬制するといった法的技巧は不要に

なっている。また、脆弱性がある以上、判断能力があるとして支援

を取りやめてしまうという事態も避けられうる。

そもそも、「脆弱性」とは、多面的・複合的な性質を有する概念

である
19

。中でも、「孤独感」は「社会的疎外」と関連しており、本

人の福利を減退させてしまう可能性を秘めている。そのため、イギ

リス社会においては、脆弱な人々の社会的包摂を試み、「認知症に

なっても住み続けやすい共同体（dementia friendly communities）」
20

の

19　拙著・前注、第 1 章、第 2 章参照。

20　Alzheimer’s Society, Building Dementia-Friendly Communities: a Priority for Everyone, 
London Alzheimer’s Society (2013).
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構築が重要と考えられてきた。そこで、消費者被害を契機として取

引基準局が犯罪調査を行うにあたっては、被害者との接し方に注

意が払われていた。具体的には、被害者を調査の客体としてしま

うのではなく、被害状況を聞き出す上で「共感している」という姿

勢をとること、一回限りでなく一定期間を費やして調査を行うこ

と、被害者を地域のグループネットワーク（例　慈善団体である

Alzheimer’s Society が運営する「認知症フレンド」）につなぐことの

重要性が認識されていた。また、こうした過程において、家族や友

人と連絡をとることも有効と考えられるが、それには本人の同意の

存在が前提であること、そして、被害者が再び自立した生活を送れ

るよう、必要なサポートに被害者が自ら手を伸ばしていくことを支

援するといった姿勢が重要視されてきた。悪質な手口で自宅を奪わ

れたような事案においても、自宅の取戻しまでには至らなかったも

のの、取引基準局の迅速な対応の結果、被害者が自宅の売却金を全

額受け取ることができたことに加え、調査を契機として、被害男性

の福祉をめぐって本人と家族を含む関係諸機関の話し合いが繰り返

された結果、男性の生活の質の向上が格段に図られたという例もあ

る。必要十分な公的介入によって、本人と家族との関係が再構築さ

れ、また本人自身が力を取り戻す―すなわち、エンパワーメントさ

れる―という可能性を示す事案であると考える。

4　結びに代えて－日本法への示唆

以上、本稿を通して、住居荒廃（特に、いわゆるごみ屋敷）の

問題を考えるにあたり、当該対象物の所有者または占有者に判断能

力の存在が疑われる場合の社会のあり方を検討してきた。社会的孤

立、判断能力の低下、消費者被害（経済的虐待）、自信喪失、セル

フネグレクト、本人の福祉の悪化といった問題は、互いに密接な関
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連性を有している。住居荒廃の問題は、こうした一連の流れの中で

捉えることが適切であると思われる
21

。その解決のためには、脆弱

な状況にある本人に寄り添うこと、見守りのネットワークを構築す

ること、そして最終的には、本人に再度自らの身を自らの力で守る

ことのできるパワーを取り戻してもらうことが求められていると考

える。

次に紹介するのは、筆者がワーキンググループ委員として作成

に関わった「認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支

援ガイドライン」（認知症の人の日常生活・社会生活における意思

決定支援事業（2017 年度老人保健事業推進費等補助金事業））から

の引用である。「ゴミ屋敷からの生活支援、医療機関への受診誘導」

として意思決定支援のプロセスが紹介されている。このシナリオ

において、住居荒廃の所有者は独居状態にある 80 代の女性であり、

家族としては他県に住む 60 代の息子があり、月に 1 回帰省して本

人の世話を行っている。具体的な日々の支援を行っているのは近隣

住民である。以下、ガイドラインを引用する
22

。

近隣住民が、もともと夕食の副菜を持参したり、買い物を手

伝うなどして生活の支援を行っていた。しかし、最近になり、家

の中の散らかりが目立つようになり、また買い物を依頼する際に

も必要以上の金銭を渡すなど、おつりの計算や金銭管理が難しく

なっていることが考えられるエピソードがでてきた。以前の彼女

21　同様の視点に立つものとして、太田晃弘「司法ソーシャルワークについて」『生

活協同組合研究』495 号（2017 年）13 頁参照。本書「コラム：司法ソーシャルワー

ク」を参照。

22　平成 29 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）日常生

活や社会生活等において認知症の人の意思が適切に反映された生活が送れるよう

にするための意思決定支援のあり方に関する研究事業『認知症の人の日常生活・

社会生活における意思決定支援ガイドライン』14-15 頁（http://search.e-gov.go.jp/
servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000175277）。
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ではありえなかったことだったため、心配した地域住民より地域

包括支援センターに支援の導入について相談がきた。

社会福祉士が訪問したところ、家の玄関先や屋内にはごみが

散乱していた。また、浴室のバスタブは汚れた水が溜まり排水溝

が詰まっている状態であり、家の管理が困難になっていることが

うかがえた。本人から日常生活をうかがうなかで、何度も同じ話

を繰り返すことがあった。また、日付の感覚が曖昧であることが

分かった。しかし、本人は病院に通院はしていなかった。

本人から、家族の連絡先を聞き出し、家族からも情報を得る

ようにした。その結果、現在の主たる介護者は長男であり、月に

1 回帰省し、掃除・買い物・金銭引き出しの支援を行っているこ

とがわかった。長男は、最近になり、本人が自宅の清掃を十分に

できなくなってきたことには気づいていたが、遠方に住んでいる

ためどのように対応したらよいのか困っていたとのことであった

（注１　家族からの情報収集、家族に関わりを促す）。

ケア担当者より、本人に今の生活をどのようにとらえている

か、尋ねた（注 2　オープンにたずね、希望が言いやすいように

配慮をする）。すると、本人は、「犬や猫と一緒に自宅で暮らしたい」

と言った。長男は「将来的には老人ホームにお世話にならないと

いけないと思っているが、現時点では本人の思いを尊重し自宅で

の生活を見守りたい」と考えていた。そこで、地域包括支援セン

ターの職員と社会福祉法人の社会福祉士は自宅を訪問し、自宅で

暮らすうえで必要なことはなにか、アセスメントを実施した。

あわせて、本人に対して、医療機関へ一度受診した方がよいこ

とを勧め、内科的な疾患の有無や認知症について相談することを

勧めた。受診の結果、内科的な問題はなかったが、アルツハイマー

型認知症の診断を受けた。地域包括支援センターの職員は、それ

らの情報を集め、介護保険サービス導入に向けてケアマネジャー
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選定及び担当者会議を実施した。社会福祉士は、家族の意向も踏

まえ、ヘルパーによる室内清掃を提案した。当初、本人は他人が

家にあがることに抵抗があると言ったが、試しをすることには納

得した。数回、ヘルパーの利用を試した後に、改めて本人の意向

を尋ねると、「親切な人で安心した」と導入の提案を承諾した（注

3　経験をした上で判断することも一つの方法である )。

このシナリオにみられるように、住居荒廃の問題を考えるにあ

たっては、今後の日本社会において益々、高齢者をはじめとして、

脆弱性を有する人々の社会生活を支えるための制度設計として、「地

域安全ネットワーク」の確立が重要になると考える
23

。そのために

既存の制度を利用できる部分も多く（例　地域住民、地域包括セン

ター、社会福祉法人の社会福祉士、ケアマネジャー等の連携、医療

機関の理解）、またいくつかのものを連携させたり（例　高齢者や

障害者の権利擁護を図る諸団体との連携）、あるいは、新たに構築

する（例　コミュニティソーシャルワーカーを補助する役割を担う

ボランティアの導入）ということも必要となろう。マンパワーが足

りない、という声が即座に聞こえてきそうではあるが、少しずつで

も、社会の中に存在するそれらを集めていく必要（と潜在的可能性）

があるのではないだろうか。今後の制度設計に向けて、先進的な自

治体などからも具体的なヒントを得たいと考える
24

。

【付記】本稿は、文部科学省研究費基金・基盤研究（C）16K03416（研

究代表者　菅富美枝）による研究成果の一部である。

23　これに関連して、筆者が 2017 年 8 月 1 日、第 252 回内閣府消費者委員会本会議

にて報告した「消費者行政における執行力の充実」の資料として、http://www.cao.
go.jp/consumer/iinkai/2017/252/doc/20170801_shiryou1_3.pdf を参照。

24　野洲市における取組みについては、本書第 4 章を参照。
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へのヒアリング調査をもとに－

日本都市センター研究員　釼持　麻衣
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1　荒廃住居の居住者への支援の必要

「住居荒廃」問題を生じさせている者や荒廃住居に居住する者は、

自ら好んでそのようにしているとは限らない。むしろ、加齢や疾患

などに伴って、片づけや住居の適正な管理ができなくなったり、周

囲への気兼ねや社会的な孤立から、支援を求められなかったりする

場合が多いだろう
1

。したがって、困窮する居住者に積極的にアウ

トリーチし、本人に寄り添いながら、包括的な支援を行っていくこ

とが重要であり、ひいては「住居荒廃」問題の解決につながると考

えられる。

本章では、精神疾患を抱える住民などへのアウトリーチ事業を進

める練馬区、多機関連携と地域における見守り活動の強化を図る野

洲市、ライフセーフティネットの構築といわゆる「ごみ屋敷」問題

の解決に取り組む豊中市社会福祉協議会（以下、「豊中市社協」という。）

の取組みについて紹介する。

2　練馬区におけるアウトリーチ事業

練馬区は、東京 23 区の北西部に位置し、約 73 万人の人口を有す

る特別区である。区内には、6 つの保健相談所があり、母子保健、

生活習慣病予防等の健康相談、精神障害者の相談、自立への支援

などを担っている。精神障害を抱える住民の数は増加傾向にあり、

2018 年 3 月時点で、自立支援医療利用者が 12,321 人、精神障害者

保健福祉手帳所持者が 6,467 人、障害福祉サービス利用者が 1,263

人となっている。

1　荒廃住居の居住者が抱える課題等の詳細については、岸恵美子「いわゆる『ごみ

屋敷』の実態とその背景に潜むもの」本書第 1 章、菅原誠「荒廃した住居の住人

に対する精神保健福祉的介入のあり方」本書第 2 章、および第Ⅲ部資料 1 を参照。
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（1）アウトリーチ事業

ア　経緯

練馬区は、未治療、治療中断、引きこもり、退院後の病状不安定

などの問題を抱える精神障害者に対し、保健師、精神科医師などが

訪問支援を行い、入院・再入院の防止や地域生活の安定化を図って

いる。従来から、区は東京都立中部総合精神保健福祉センターのア

ウトリーチ支援事業を活用していたが、2011 年より、新たに区独

自で精神科医師予算
2

を確保し、精神疾患のおそれのある住民の診

立て、支援方針の確認、さらには早期に医療につなげるための支援

を行ってきた。しかしながら、医師の訪問日程の調整が困難であっ

たり、訪問しても本人と会えないことが多かったり、継続的な訪問

ができないといった課題が見られた。

他方で、障害者自立支援法が改正され、自立支援サービスが拡充

されることを踏まえ、包括的なサービス提供を図るために、健康部

内に「精神保健施策のあり方検討会」が設置された。同検討会では、

練馬区の現状把握を行うとともに、今後の方向性について議論が重

ねられた。その結果、精神疾患発症の早い段階から治療や支援につ

なげ、重症化を予防することの重要性、および医療機関との連携を

強化し、入院から安定した地域生活への移行支援や適切な医療支援

に結びつけるアウトリーチ支援の必要性が浮き彫りとなった。そし

て、これらの課題を解決するための方針として、多職種での対応の

充実が目指された。

この解決方針のもとで、2015 年にアウトリーチ事業の拡充が図

られ、2 名の精神保健福祉士が地域精神保健相談員として任用され

ている
3

。精神科医師による医療的なケアのみならず、福祉的なケ

2　医師 12 人分の報償費として、年間約 30 万円を予算化している。

3　1 年以上の相談業務などの経験がある精神保健福祉士が募集され、月 16 日勤務

の非常勤職員である。
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アを充実させるという観点から、精神保健福祉士が任用されるに

至った。さらに、2018 年には精神保健福祉士が 2 名増員され、4 名

体制によるアウトリーチ事業の更なる充実が図られている
4

。

イ　概要

アウトリーチ事業は、精神疾患を抱えながら医療機関等で治療を

行っていない者等を、適切な医療や障害者福祉サービスにつなぎ、

本人およびその家族等が安定した地域生活を送れるようにすること

を目的とする。対象となるのは、精神疾患が疑われる未受診者、精

神科医療機関の受療中断または服薬中断により、日常生活に大きな

障害が生じている者、および精神疾患による長期の入院または入院

を頻繁に繰り返し、病状が不安定な者等である
5

。当初は、未受診

者や治療中断・服薬中断者等を対象としていた。しかしながら、保

健師が実際に対応に苦慮している事案のなかには、長期入院後の退

院者や入退院を繰り返すなど病状が不安定な者も含まれていたた

め、後にアウトリーチ事業の対象者が拡大された。

対象者は、家族、住民および関係者からの相談のほかに、各種サー

ビス申請時の面接や保健師の支援事例のなかから把握される。対象

者が把握されると、保健相談所長や地域保健係長、地域精神保健相

談員、保健師などから構成される訪問支援会議（アウトリーチ会議）

において、事案のアセスメントや対応方針の確認が行われる。その

上で、地域精神保健相談員と保健師、精神科医が訪問診療を行う。

アウトリーチの効果は、半年ごとに開催される訪問支援会議（モニ

タリング会議）で評価され、その後の支援方針が検討される。

4　アウトリーチ事業の 3 年間の実績を踏まえて、精神保健福祉士の増員が図られ

たという。区長がアウトリーチ事業の重要性について理解があることも、今回の

増員を後押しした。

5　練馬区精神疾患未治療者および治療中断者等への訪問支援事業実施要綱 2 条。
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ウ　運用状況

4 人の地域精神保健相談員のうち、2 つの大型保健相談所には 1

名ずつが配置され、残りの 2 人はそれぞれ 2 つの保健相談所を担当

している。1 年目は、アウトリーチ事業の対象となる者の選定や地

域精神保健相談員との役割分担の仕方などについて、保健師の間で

理解が進んでいなかったこともあり、活用があまり進んでいなかっ

たという。こうした課題を踏まえて、アウトリーチ事業報告会およ

びアウトリーチ担当者会議が複数回にわたって開催され、保健師と

地域精神保健相談員が一緒に対応した事案について情報共有した

り、事業の改善点などを意見交換したりしている。これにより、ア

ウトリーチ事業のもとでの訪問および所内面接・電話相談の件数は、

年々増加している。保健師の間でも、アウトリーチ事業に対する理

解が進み、積極的な活用につながっているようである。表 4-1 にお

けるアプローチ件数は、訪問支援会議においてアウトリーチ事業の

実施が決定されたものである。この他にも保健師と地域精神保健相

談員が一緒に対応しているものも少なくない。

また、半年ごとのモニタリングでは、アウトリーチ事業の成果が

見えづらいといった課題がある。これまでは、「問題解決」「継続支

援」「事業実施後他の支援が適切と判断したもの（対象外）」「その他」

図 4-1　アウトリーチ事業のフロー
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出典：練馬区提供資料。

83

第 4 章　困窮する居住者に対する見守り・支援の取組み

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



の 4 分類で件数を把握してきた。しかし、半数以上が振り分けられ

ている「継続支援」のなかには、医療サービスにつながった事案か

ら、定期的な訪問ができるようになった事案、本人と会えるように

なった事案まで、多岐にわたる事案が含まれていた。そこで、2018

年度からは、継続支援の内容をより詳細に把握することにより、ア

ウトリーチ事業の効果の見える化が図られている。

エ　意義と課題

アウトリーチ事業により、保健師のみならず、精神科医師および

地域精神保健相談員からのアプローチも可能となり、多職種での対

応が実現されている。区独自に精神科医師の予算を確保し、4 名の

表 4-1　アウトリーチ事業における取組み件数

◆　訪問によるアプローチ件数

2015 年度 2016 年度 2017 年度

支援実施数 75 119 162
訪問実施

( 延 )
地域精神保健相談員 129 243 334
精神科医 13 11 12

◆　訪問以外のアプローチ件数

2015 年度 2016 年度 2017 年度

所内面接 22 73 157
電話相談 4 72 116
訪問不在 41 69 100

計 67 214 373

◆　アウトリーチ事業の効果

2015 年度 2016 年度 2017 年度

1　問題解決 6 (8%) 14 (12%) 38 (23%)
2　継続支援 59 (79%) 63 (53%) 91 (56%)
3　事業実施後他の支援が適切
と判断したもの（対象外）

6 ( 8%) 35 (29%) 23 (14%)

4　その他 4 (5%) 7 ( 6%) 10 ( 6%)
計 75 119 162

出典：練馬区提供資料。
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地域精神保健相談員を非常勤職員として任用したことで、相談から

対応までの期間が短縮され、訪問などの回数も増えているなど、き

め細やかな対応ができるようになった。さらに、これまでは保健師

が各事案にそれぞれ取り組んできたが、地域精神保健相談員と相談

しながら、対応を進められるようになったという点で、保健師の心

強さにもつながっているようである。

アウトリーチ事業が開始されてから 3 年以上が経過し、アウト

リーチ事業報告会などを通じて、同事業への理解が保健師のなかで

広まり、実施件数が増加傾向にある。現在、区全体で対象者を明確

にする仕組みづくりが進められ、すべての保健師が共通の基準に基

づいて対象者を選定できるようにすることが目指されている。

また、対象者が高齢者であったり、「ごみ屋敷」の状態が発生し

ていたりする場合には、健康部だけでは課題の解決が困難である。

こうした場合に、庁内の他部署や外部の関係機関とも連携を図りな

がら、包括的な支援の実施が今後の課題となっている。

（2）「ごみ屋敷」に対応するための条例

練馬区が 2015 年度に実施した実態調査では、30 棟の「ごみ屋敷」

が把握されている
6

。同区は、「練馬区民の安全と安心を推進する条

例」
7

や既存法令に基づき、「ごみ屋敷」問題に対応してきたが、空き

家問題と併せて対策条例を制定する形で、2017 年 7 月に「練馬区空

家等および不良居住建築物等の適正管理に関する条例」（以下、「練馬

区条例」という。）を制定した。なお、同条例は環境部環境課が所管し

ている。

練馬区条例は、「物品が堆積、散乱等した状態、雑草および立木

6　練馬区『練馬区空き家等対策計画』（平成 29 年 2 月）7 頁。

7　「土地建物等管理者は、土地、建物およびこれらに付属する工作物等に係る安全

な環境の確保に努めるものとする。」（7 条）を根拠に、所有者や占有者、管理者に

改善を促してきた。
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竹が繁茂した状態等

であって、これらに

より周辺の生活環境

に著しい影響を及ぼ

し、またはそのお

それのある状態」に

ある居住建築物等を

「特定不良居住建築

物等」と定義する（2

条 4 ～ 6 号）。区長に

よって、当該居住建

築物等が特定不良居

住建築物等として認

定されると、助言ま

たは指導、勧告、命

令および代執行と

いった規定（18 ～ 22 条）

が適用されうる。ま

た、周辺の人の生命、

身体または財産に危害が及ぶことを避けるため、緊急の必要がある

と認められるときは、応急措置の実施が可能である（24 条）。

措置に加えて、練馬区条例には 2 つの支援に関する規定がある。

1 つ目は、特定不良居住建築物等の所有者等から、堆積物等による

不良な状態を解消するために必要な支援を希望する旨の申出があっ

た場合に、やむをえない事情により自ら解消することが困難であ

ると認められるときに実施されるものである（23 条 1 項）。2 つ目は、

特定不良居住建築物等またはそのおそれのある居住建築物等の所有

者等が、その解消のために必要な措置を自らとることができないと

図 4-2　練馬区における対応フロー

出典：練馬区『練馬区空き家等対策計画』 
（平成 29 年 2 月）16 頁。
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きに、所有者等からの依頼に基づいて、当該措置を代行しうる（同

条 3 項）。後者の場合は、措置に要する費用は、所有者等の負担となる。

このほか、練馬区条例は、所有者等に関する情報の目的外利用お

よび提供（6 条 1、2 項）や立入調査（16 条）などを規定するとともに、

区長の附属機関として、「練馬区空家等および不良居住建築物等適

正管理審議会」を設置する（25 条）。庁内組織としては、特定空家等・

特定不良居住建築物等対策検討会議と不良居住建築物等対策作業部

会などが設けられている。保健師による支援が想定される事案が検

討されるときには、検討会議に保健相談所長が、作業部会に保健相

談所地域保健係長が出席する。

（3）練馬区の取組みの特徴

「ごみ屋敷」の事案について、練馬区では、アウトリーチ事業と

練馬区条例を個別事案に応じて組み合わせながら、本人への支援を

中心とした対応が図られている。区内にある「ごみ屋敷」状態のと

ある物件では、環境課が主に堆積物の問題に対応する一方、長年に

わたって保健相談所が堆積者本人との関わりを有しており、アウト

リーチ事業の対象にもなっていた。敷地内には依然として多くの堆

積物があるが、保健師と地域精神保健相談員が堆積者と定期的に面

会を重ねながら、まずは堆積者が抱えている悩みの解決を目指して

いくという。

アウトリーチ事業の成果の一つとして、精神障害者に対し、保健

師、医師および精神保健福祉士といった多職種でのアプローチが可

能になった点が挙げられる。このことは、練馬区全体としての「ご

み屋敷」問題への対応についても共通していえる。条例に基づく対

応を行う環境課の職員のみならず、精神保健の観点から保健師など

が堆積者にアウトリーチすることで、“多部署・多職種でのアプロー

チ”が実現されている。堆積者のなかには精神障害を有する者がい
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るという認識が、以前から環境課と保健相談所との間で共有されて

いたため、条例のもとでの検討会議や作業部会についても、保健相

談所長などが出席できるように制度設計がなされた。

さらに、練馬区条例は、「ごみ屋敷」のなかでも、「周囲の生活環

境に著しい影響を及ぼし、またはそのおそれのある」ものを対象と

するが、そこに至らない事案もアウトリーチ事業の対象のなかには

多く見られる。その意味では、アウトリーチ事業を通じて、堆積者

に片づけを働きかけたり、ホームヘルプの導入につなげたりするこ

とで、条例でいう特定不良居住建築物等の発生を防止するといった

効果も期待される。周囲の生活環境に著しい影響を及ぼすほどの大

量の物品が堆積してからでは、その排出は極めて困難になり、堆積

者による自主的な解決は望めなくなる。そのため、早い段階から本

人との接触を図るアウトリーチ事業は、本人の精神疾患の重症化と

「ごみ屋敷」状態の深刻化を未然に防止するために重要なツールで

あるといえよう。

3　野洲市における多機関連携の取組みと

見守り体制の整備

野洲市は、滋賀県の南部に位置し、2004 年の旧中主町と旧野洲

町の合併により誕生した市である。人口は約 5 万 1 千人で、微増

傾向にあるが、高齢化率は 25% を超えている。旧野洲町では、多

重債務による自殺者数の増加が社会問題化しつつあった 1999 年に、

消費生活相談の窓口を新設した。その後、国における「多重債務問

題改善プログラム」の策定や貸金業法平成 18 年改正などの動きを

受けて、野洲市は 2009 年に「多重債務者包括的支援プロジェクト」

を立ち上げ、庁内の連携を図ってきた
8

。さらに、多重債務以外に

8　同プロジェクトには、市民生活相談課と税金や使用料を徴収する納税推進課、
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も、失業、心身の疾患あるいは家庭問題といった、さまざまな生活

上の課題を抱える市民に対し、より包括的な支援が必要であると

の認識に立ち、パーソナル・サポート・サービスモデル事業（2011

～ 2012 年）、生活困窮者自立促進支援モデル事業（2013 ～ 2014 年）およ

び生活困窮者自立支援法（2015 年～）のもとで、庁内外の関係機関、

NPO、地域住民などと連携した取組みが進められている
9

。

（1）多機関の協働による包括的支援体制構築事業

ア　概要

生活困窮者自立支援制度における自立相談支援事業の一環とし

て、野洲市では、2017 年度より「多機関の協働による包括的支援

体制構築事業」（以下、「包括的支援体制構築事業」という。）を行っている。

この事業は、制度の狭間となっている課題や複合的な課題を抱える

市民など、これまで適切な支援を受けられなかった、さまざまな対

象者を包括的に受けとめるための相談・支援体制を構築するもので

ある。いわゆる「たらい回し」の発生を防ぐ仕組みといえる。

具体的には、市民部市民生活相談課が、消費生活相談や法律相談、

税務相談、行政相談の各種専門相談を一元的に担うとともに、担当

部署が不明確な市民からの相談あるいは苦情の窓口となり、ワンス

トップで対応する。市役所本庁舎の市民生活相談課には、正規職員

4 名、野洲市社会福祉協議会からの研修派遣職員 1 名、嘱託職員 3

住宅課、上下水道課、学校教育課、こども課、保険年金課、および高齢福祉課が

参画した。税金等を滞納している市民に、借金を抱えていないか丁寧な聞き取り

を行い、借金が判明した場合には市民生活相談課につなぎ、法律家を紹介して債

務整理を進め、市民の生活再建を目指すという試みである。

9　以下、野洲市の取組みについて、生水裕美「野洲市生活困窮者支援事業－おせっ

かいでつながりあう仕組み」自治実務セミナー 646 号（2016 年）20 頁以下、同「おせっ

かいでつながりあう仕組みづくり～野洲市くらし支えあい条例～」地方財政 56 巻

4 号（2017 年）174 頁以下、「『くらし支えあい条例』を制定し、生活困窮者等支援

の仕組みを明文化－滋賀県野洲市」ガバナンス 190 号（2017 年）35 頁以下などを

参照。
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名
10

と臨時職員である

相談支援包括化推進

員 1 名が配置されて

いる。さらに、2018

年度からは、北部合

同庁舎内の市民サー

ビスセンターにも、

相談支援包括化推進

員 1 名が配置される

など、包括的支援体

制構築事業の拡充が図られている。

相談を受けた市民生活相談課は、相談者が抱える生活上の課題に

ついて、アセスメントを実施する。その上で、生活困窮者自立支援

制度に係るスクリーニングおよびプラン策定を行ったり、介護保険

サービスなどの他の制度や関係機関につないだりするなかで、包括

的な支援体制を構築していく。このように、包括的支援体制構築事

業のもとでは、市民生活相談課が、市民に対する総合案内窓口とし

ての役割を果たすとともに、関連する制度および庁内外の関係機関

による支援を包括的にコーディネートする役割を担っている。

イ　運用状況

自立相談支援事業における 2017 年度の新規相談受付件数は、222

件である
11

。包括的支援体制構築事業が実施されていなかった前年

度と比較すると、24% も増加しており、相談窓口の一元化による効

果があると考えられる。市民生活相談課への相談経路をみてみると、

10　生活困窮嘱託職員として、社会福祉主事とファイナンシャルプランナーが、消

費生活嘱託職員として、消費生活専門相談員が任用されている。

11　以下、野洲市『平成29年度野洲市生活困窮者支援事業実績報告書』（平成 30年5月）

を参照。

図 4-3　包括的な支援体制の構築例

出典：野洲市提供資料。
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本人からの相談が 75 件、家族または知人からの相談が 26 件である

のに対し、庁内外の関係機関・関係者からの紹介が 121 件となって

いる。庁内の関係機関では、子育て家庭支援課（32 件）、納税推進課

（18 件）、社会福祉課（13 件）からの紹介が多く、ひとり親、税金滞納

者、生活保護受給者がそれぞれ相談につながっている。また、庁外

の関係機関としては、野洲市社会福祉協議会や医療機関、介護事業

所、学校、保健所、金融機関からの紹介がある。

相談者との面談および支援対応、関係機関や支援機関、家族等

との状況確認やケース会議などの相談支援は、延べ 5,689 件実施さ

れている。このうち、庁内外の関係機関との電話照会および協議

が 1,621 件を占め、関係機関との連携が意識されている。相談者 1

人当たり 3.42 個の課題が抽出されたとのアセスメント結果からも、

相談者の生活再建には、多機関での連携による複合的な課題解決が

重要であるといえよう。

ウ　意義

包括的支援体制構築事業は、市民生活相談課が一元的な相談窓口

となることにより、とりわけ複合的な課題を抱える市民が「たらい

回し」になるのを防ぐセーフティネットとしての機能を担っている。

加えて、同事業には、関係機関にとってのセーフティネットという

機能もある。市民が抱える生活上の課題は多岐にわたり、かつ複合

的に生じている場合が少なくない。しかし、個々の自治体職員およ

び関係者が、こうした課題を解決するための制度や方策をすべて熟

知し、コーディネートするのは決して容易ではない。そこで、各関

係機関が個別事案への対応を進めるなかで、対象者がほかにも生活

上の課題を抱えていると気づいた際には、市民生活相談課への相談

を促すことで、潜在化していた課題の発見、および課題解決に向け

た適切な制度や関係機関へのつなぎが可能になっている。関係機関

91

第 4 章　困窮する居住者に対する見守り・支援の取組み

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



による気づきを活かして、市民の生活再建を図る仕組みである。ま

た、市民生活相談課が多機関連携の中核となり、ノウハウの蓄積が

進むことも期待される。

（2）野洲市くらし支えあい条例

さまざまな生活上の課題を抱える市民への包括的な支援をより一

表 4-2　自立相談支援事業のもとでの連携状況

◆　支援における連携先（庁内）

機関名 件数 機関名 件数

社会福祉課 365 子育て家庭支援課 281
地域包括支援センター 121 家庭児童相談室 83
障がい者自立支援課 39 保険年金課 150
地域生活支援室 132 納税推進課 70
健康推進課 143 税務課 36
発達支援センター 66 住宅課 48
高齢福祉課 30 上下水道課 21
こども課 9 教育委員会 16
市民課 43 商工観光課 30
環境課 5 広報秘書課 4
人権施策推進課 7

◆　支援における連携先（庁外）

機関名 件数 機関名 件数

やすワーク 773 滋賀県住宅管理センター 23
弁護士 329 障がい福祉サービス事業所 20
社会福祉協議会 217 草津保健所 12
医療機関 180 自治会 12
ハローワーク 166 民生委員児童委員 9

介護サービス事業所 100 NPO 法人滋賀県社会就労
事業振興センター

9

司法書士 87 滋賀県立精神保健福祉センター 7
社会保険労務士 86 フードバンク 6
年金事務所 72 障害者職業センター 5
働き・暮らし応援センター 23 動物病院 4
不動産事業者 25 滋賀県知的障害者更生相談所 2
出典：野洲市『平成 29 年度野洲市生活困窮者支援事業実績報告書』 

（平成 30 年 5 月）11 頁、13 頁。
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層強化するため、野洲市は 2016 年 6 月に、野洲市くらし支えあい

条例（以下、「くらし支えあい条例」という。）を制定した
12

。同条例は、長

年積み重ねられてきた取組みを制度化するとともに、訪問販売登録

制度など、必要な仕組みを新たに盛り込んだものである。

くらし支えあい条例の目的は、「消費者被害その他の市民のくら

しに関わる様々な問題の発生の背景にその者の経済的困窮、地域社

会からの孤立その他の生活上の諸課題があることを踏まえ、その解

決及び生活再建を図り、もって安全かつ安心で市民が支えあうく

らしの実現に寄与すること」である（1 条）。同条例は大きく分けて、

①消費者被害の発生・拡大防止および解決と、②生活困窮者等の支

援、という 2 本柱から構成される。消費者行政と生活困窮者支援の

2 つの政策分野を横断的に規定する条例がつくられた背景には、市

民生活相談課を核とする包括的支援の取組みが、多重債務問題を契

機にスタートし、後に生活困窮者の分野へと拡大していった点が挙

げられる。

消費者被害の発生・拡大防止および解決という観点では、野洲市

内で訪問販売を行う事業者の登録制度（9 条）が、大きな注目を集め

た。また、事業者等との協定（18 条）や事業者等への説明の求め・

改善要請（19 条、21 条）、国民生活センター等への商品テストの実施

要請（20 条）、事業者の違反行為について所管機関への処分等の求め

（22 条）などが規定されている。

他方、もう一つの柱である、生活困窮者等の支援については、こ

れまでの取組みをあらためて明文化するような規定が置かれてい

る。市は、「その組織及び機能の全てを挙げて、生活困窮者等の発

見に努める」（23 条）。ここでいう「生活困窮者等」は、「経済的困窮、

12　前掲註 (9) の論考に加えて、久保田直浩「野洲市くらし支えあい条例」自治体法

務研究 48 号（2017 年）57 頁以下、提中富和「野洲市くらし支えあい条例－消費

者安全のための法環境を条例が先導して創造する－ ( 上 )( 下 )」自治実務セミナー

670 号 56 頁以下、671 号 58 頁以下（2018 年）などを参照。
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地域社会からの孤立その他の生活上の諸課題を抱える市民」（2 条 2

項 4 号）を指す。平成 30 年改正以前の生活困窮者自立支援法は、「現

に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくな

るおそれのある者」（旧 2 条 1 項）を「生活困窮者」と定義していた
13

。

これと比較すると、くらし支えあい条例が、経済的困窮以外の生活

上の課題を抱える市民にも広く対応しようとしていることが分か

る。生活困窮者等が発見されると、市は、その者の意思を尊重しつつ、

「生活、教育、就労その他生活困窮者等が必要とするもの全てにつ

いて総合的に」支援を行う（24 条 4 項）。支援の具体的内容としては、

必要な情報の提供、助言、野洲市債権管理条例による措置
14

、生活

困窮者自立支援法等による措置などが考えられる（同条 1 ～ 4 項）。

こうした包括的な支援を可能にするため、くらし支えあい条例は、

野洲市支援調整会議と市民生活総合支援推進委員会を設置する。前

者は、専門的知見の活用による効果的かつ円滑な支援を行うため、

弁護士や司法書士などの専門家および関係機関から構成される（25

条）
15

。後者は、庁内での連携をより強化し、総合的な支援を行うため、

庁内の関係機関に属するすべての職員により構成される（26 条）。

（3）見守り活動の強化

前述の内容のほかに、くらし支えあい条例は、見守り活動を強化

13　現行法では、「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、

現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのあ

る者」となっている（3 条 1 項）。生活困窮者自立支援法の平成 30 年改正の趣旨等

については、後述する。

14　税金等の滞納者が著しい生活困窮状態にあるとき、市長は、徴収停止や債権放

棄ができる（6 条、7 条 5 号）。この野洲市債権管理条例には、「生活を壊してまで

も税金等を回収すべきではない」という市の姿勢が明確に打ち出されている。

15　市民生活相談課長が総括者となり、①生活困窮者問題に取り組む民間団体、②

草津公共職業安定所、③野洲市社会福祉協議会、④野洲市健康福祉部社会福祉課、

⑤野洲市市民部市民生活相談課、⑥その他総括者が必要と認める機関または団体

の代表者が構成員を務めている（野洲市支援調整会議要綱 3 条）。
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するための 2つの仕組みを盛り込んでいる。市が行う包括的な相談・

支援と地域における見守り活動により、さまざまな生活上の課題を

抱える市民を複層的に捉え、支援していくことが目指されている。

ア　見守りネットワークによるゆるやかな見守り

ゆるやかな見守りを行う仕組みとして、見守りネットワーク（「お

せっかいネット」）が構築されている。生活困窮者等およびこれら

の者と同様の状況に至るおそれのある市民が安心して暮らせるよ

う、市は事業者や団体と見守りについて協定を締結し、相互に連携

を図っていく（27 条）。2018 年 11 月末現在、27 事業者 9 団体が協定

を結んでいる。協定を締結した事業者・団体は、各家庭への訪問時

あるいは来店時など日常業務のなかで気付いた市民の小さな異変に

ついて、随時、市民相談課に連絡するものとされる。

図 4-4　見守りネットワークのイメージ

出典：野洲市『見守りのしおり』（平成 29 年 2 月）8 頁。
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イ　見守りリストによる重点的な見守り

見守りネットワークが対象者を限定しない見守りであるのに対

し、消費者被害に遭いやすい特性を有する市民を対象とした、重点

的な見守りも行われている。くらし支えあい条例は、消費者安全法

11 条の 3 第 1 項に基づく、消費者安全確保地域協議会を設置する（8

条）
16

。協議会は、市民生活総合支援推進委員会の構成員、すなわち

庁内の関係機関の職員と、野洲市社会福祉協議会や民生委員児童委

員などの庁外の関係機関の代表者から構成される
17

。見守り等を行

うために必要な情報を対象者ごとに集約した「見守りリスト」が作

成され、協議会の構成員間で共有される
18

。この見守りリストに基

づき、より効率的かつ重点的な見守りが実施されている。

見守りリストの作成にあたっては、過去の消費生活相談により市

が取得した情報や、見守り等を行うなかで協議会が取得した情報な

どに加え、消費者安全法 11 条の 3 に基づき消費者庁等から提供さ

れた、悪質業者等から押収した顧客名簿の情報も利用されている。

なお、この消費者庁等による顧客名簿の情報提供制度は、2016 年 4

月に導入されたものだが、実際に情報提供を受けたのは野洲市が全

国で初めてである
19

。

（4）野洲市の取組みの特徴

多機関による包括的な支援の取組みが長年にわたって積み重ねら

ていくなかで、野洲市は、支援の対象者を多重債務者からさまざま

な生活上の課題を抱える市民へと拡大させ、生活再建に必要な仕組

16　詳細は、久保田直浩「野洲市消費者安全確保地域協議会に関する取組」判例自

治 425 号（2017 年）98 頁以下を参照。

17　野洲市消費者安全確保地域協議会要綱 3 条 3 項。

18　消費者安全法 11 条の 4 第 3 項により、本人の同意を得ない個人情報の目的外提

供が可能となっている。

19　自治体が情報提供を受けるには、消費者安全確保地域協議会の設置が必要であ

るが、2018 年 11 月末時点で設置自治体数は、188 にとどまっている。
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みや体制を拡充させてきた。1 つの課が、消費者行政と生活困窮者

支援の両分野を担うのは珍しいが、そうした経緯もあって、うまく

機能していると考えられる。市民生活相談課が多重債務問題に携わ

るなかで蓄積された、債務整理などに関する知見や弁護士・司法書

士等とのつながりが、現在の生活困窮者等への支援にも活かされて

いるようである。

野洲市が、多重債務者や生活困窮者等の一人一人に対し、「おせっ

かい」を合言葉に、手厚い支援を行ってきた背景には、市長の姿勢

がある。「生活困窮者等は、社会災害の被害者である」と捉え、自

然災害の被害者と同様に、市が積極的にアウトリーチし、徹底的に

支援していく必要があると考えられている。税金等の滞納を著しい

生活困窮状態のシグナルとして捉え、市が徴収停止や債権放棄を行

いうるというのも、市民の生活再建を最優先するからである。包括

的な支援により、一人でも多くの市民が生活困窮状態から抜け出し、

将来、税負担を負えるようになれば、長期的には市のためになると

も考えられ、広く市民からの理解が得られている。

また、支援を必要とする者を早期に発見したり、生活困窮状態に

陥ることを予防したりするためには、地域における見守りも重要な

要素である。野洲市は、人口約 5 万人と小規模な自治体であるため、

行政と市民との距離が近く、かつ自治会加入率が 98.7% に達するな

ど、比較的コミュニティ機能が維持されている。こうした背景もあ

り、行政が地域住民とともに、生活困窮者等が抱える課題への解決

策を考え、連携して取り組めている。さらに、見守りリストの共有

により、庁内外の関係機関が、特に見守りを必要とする市民を把握

し、小さな異変にも気づきやすくなるという効果がみられる。支援

を拒否するような生活困窮者等についても、地域における見守り活

動を続けるなかで、本人が支援の受入れに前向きになる機会を捉え、

生活再建につなげていけるだろう。
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4　豊中市におけるライフセーフティネットと

福祉ゴミ処理プロジェクト

豊中市は、大阪府の北部に位置し、約 39 万 8 千人の人口を抱え

る中核市である。大阪市にほど近いことから、同市は、千里ニュー

タウンをはじめとした郊外住宅地として、早くから発展してきた。

他方で近年では、高齢化率が 25% を超え、自治会加入率が 41.6%
20

にとどまるなど、地域コミュニティの強化や見守り・支援体制の整

備が課題となっており、さまざまな取組みがなされている
21

。そう

した取組みにおいて、中心的な役割を担っているのが、豊中市社協

である。

（1）豊中市ライフセーフティネットの構築
22

ア　阪神・淡路大震災を契機とした体制整備

豊中市社協は、従来から、おおむね小学校区単位で組織された校

区福祉委員会
23

において、福祉のまちづくり活動を行い、「福祉のま

ちづくり」講座の開催（1988 年～）やボランティア部会の設置（1992 年～）

などを通じて、校区福祉委員会の機能強化を図ってきた。1995 年

20　豊中市「平成 30 年度（2018 年度）豊中市 自治会実態集計表（平成 30 年（2018 年）

4 月末現在）」。

21　本稿で紹介する 2 つの取組み以外に、豊中びーのびーのプロジェクト（発達障

害者等の昼間の居場所づくり、さらに社会関係づくりを目指す）や豊中あぐりプ

ロジェクト（都市型農園を拠点として、特に男性高齢者の生きがいづくりや社会

参加を促す）、豊中マンションサミット交流会（集合住宅のコミュニティづくりに

向けた情報交換会）などがある。

22　以下、豊中市社協の取組みについては、勝部麗子「社会福祉協議会の対応～豊

中市社会福祉協議会の取組み～」日本都市センター編『生活困窮者自立支援・生

活保護に関する都市自治体の役割と地域社会との連携』（日本都市センター、2014
年）58 頁以下を参照。

23　校区内の自治会や民生児童委員会、老人会、子供会、婦人会、公民分館、PTA、

当事者団体、NPO、ボランティアグループなど、さまざまな団体が参画する、自

主的なボランティア組織である。
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に発生した阪神・淡路大震災は、豊中市に甚大な被害をもたらした

が、校区福祉委員会にボランティア部会が設置されていた地域では、

見守り活動や助け合い活動が展開された。このことを契機として、

翌年から校区福祉委員会による「小地域福祉ネットワーク活動」が

本格的に推し進められるようになった。小地域福祉ネットワーク活

動では、支援を必要とする人に対し、見守りや声かけを行うととも

に、ふれあいサロンなどのグループ援助活動、あるいは通院への付

き添いといった個別援助活動が行われている。

しかし、小地域福祉ネットワーク活動には、地域社会から孤立し

ていたり、生活上の課題を抱えながら、積極的に支援を求められな

かったりする人へのアプローチが十分でないという課題もあった。

そこで、2004 年に豊中市が策定した「豊中市地域福祉計画」では、

優先的に取り組むべき重点プランとして、①地域福祉の活動拠点の

確保、②身近な相談窓口のしくみづくり、③行政と地域、事業者の

パートナーシップの構築、の 3 つが位置づけられた
24

。具体的には、

②につき、小学校区単位で身近な相談窓口となる「福祉なんでも相

談窓口」
25

の設置、介護保険生活圏域ごとに専門機関が情報交換およ

び連携を図るための「地域福祉ネットワーク会議」の開催、小学校

区での地域福祉活動と専門機関による支援の円滑な連携を図るため

のコミュニティソーシャルワーカー（以下、「CSW」という。）の配置が

挙げられる。③については、行政内部の連携および調整機能を強化

するための「地域福祉関係連絡会議」を設置するとともに、地域福

祉に関する職員研修の充実を図ることで、地域ニーズを把握し、迅

速に対応できる体制づくりが進められた。このように、阪神・淡路

大震災を契機として、豊中市ライフセーフティネットの構築が進ん

24　以下、豊中市『豊中市地域福祉計画』（平成 16 年 3 月）。

25　単に支援を必要とする者からの相談を受け付けるだけでなく、近隣住民の気づ

きなどをもとに、生活上の課題を抱える住民を掘り起こす機能も有している。
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できた。

イ　豊中市ライフセーフティネットの特徴

全国で最初に CSW を配置し、さまざまな地域課題の解決に取り

図 4-5　豊中市ライフセーフティネット

出典：豊中市社会福祉協議会提供資料。
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組んできたことから、豊中市社協は大きな注目を集めてきた。CSW

は、地域住民から相談を受けたり、福祉なんでも相談窓口をバック

アップしたりするなかで、住民が抱える課題やニーズを捉えていく。

しかし、そうして捉えられた課題やニーズに対し、各 CSW が個別

事案ごとに解決策を考え、支援していくわけではない。主に、課題

やニーズの解決策を検討したり、解決するための仕組みをつくった

りするのは、専門機関が参画する地域福祉ネットワーク会議である。

そして、個別住民に対して具体的に支援を行っていくのは、専門機

関や小地域福祉ネットワーク活動などである。CSW は、発見した

課題やニーズを地域全体のものとして、地域福祉ネットワーク会議

で共有し、専門機関による支援や地域福祉活動につなげていく役割

を担っている。いわば、「地域福祉を推進するまちのコーディネー

ター役」
26

である。

CSW によって共有された課題やニーズを受けとめ、支援方策を

検討するのは、市の福祉関係部局や豊中市社協、警察、地域包括支

援センター、福祉施設などから構成される、地域福祉ネットワーク

会議とライフセーフティネット調整会議である。行政と関係機関が

一堂に会することで、各分野の専門的知見を踏まえた情報交換およ

び連携が図られ、地域の課題やニーズに対する包括的な支援方策の

検討がなされる。また、必要に応じて、新たな支援制度が構築され

る場合もある
27

。

豊中市で先進的な取組みがなされてきた要因として、豊中市ライ

フセーフティネットの中核をなす CSW の存在のみならず、公民が

参画する 2 つの会議体によって、組織的な丸ごと支援が行われてい

26　豊中市社会福祉協議会『セーフティネット～コミュニティソーシャルワーカー

（CSW）の現場』（ブリコラージュ、2012 年）75 頁。

27　後述の福祉ゴミ処理プロジェクトもその一つである。そのほか、悪質リフォー

ム対策会議や徘徊 SOS メールプロジェクト、高次脳機能障害者の家族交流会など、

新たな連携や事業開発が行われてきた。
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る点は重視すべきだろう。組織的に受けとめる仕組みがあることに

より、CSW が一人で課題解決に取り組み、解決に至らなかったり、

CSW 自身がバーンアウト（燃え尽き）症候群になってしまったり

する事態を回避できている。

さらに、40 万人近い人口を抱える豊中市において、14 人の CSW

だけでは、住民一人一人に対し、きめ細やかな支援や見守りを行っ

ていくのは難しい。そこで、地域住民がボランティアや民生委員と

して、福祉なんでも相談窓口や小地域福祉ネットワーク活動に参加

し、支援および見守りの担い手となっている。このような形で、地

域住民が支援プロセスに加わることを通じて、支援を必要とする人

の社会的包摂につながるという効果も期待されている。

（2）福祉ゴミ処理プロジェクト
28

ア　プロジェクトの立ち上げに至る経緯

福祉なんでも相談窓口に寄せられる相談のなかには、「ごみ屋敷」

に関するものも少なくない。そうした相談に対し、CSW などが訪

問を重ね、居住者から片づけの同意が得られると、個別事案ごとに

市の関係部局やボランティアと調整しながら、片づけを行ってきた。

しかしながら、「ごみ屋敷」問題は、決して特異な事案ではなく、また、

ごみの分別、収集および処理費用などに関する課題も生じていた。

そこで、関係機関との連携体制づくり、およびごみ処理について

のルール化を図るため、2006 年 2 月に「ゴミ屋敷リセットプロジェ

クト」（現「福祉ゴミ処理プロジェクト」）が立ち上がった。同プロジェ

クトには、市の関係部署として、減量推進課、地域福祉課、生活福

祉課、障害福祉課、および保健所が参加したほか、豊中市伊丹市ク

リーンランド（ごみ処理施設の設置および管理に関する一部事務組合）、豊中

28　「市・社協・市民などの連携で『ごみ屋敷』問題を解決－大阪府豊中市」ガバナ

ンス 96 号（2009 年）36 頁以下を参照。
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環境事業協同組合、在宅介護支援センター、ボランティア、CSW

といった関係機関も参加した。そこで、市内における「ごみ屋敷」

問題の現状について意見交換がなされ、ごみ処理のフローや処理費

用に関するルールづくりが行われた。

イ　概要
29

福祉ゴミ処理プロジェクトは、ライフセーフティの観点から、ご

み処理を支援する取組みである。そのため、「高齢者や障害者など

で経済的、身体的、精神的な理由で自力によるごみ処理が困難なた

め、著しく生活スペースの確保が困難な世帯」が対象となっている。

片づけを行う民間事業者についての情報提供等により、居住者本人

が解決可能な場合は対象外である。また、ごみ処理支援後、介護保

険サービスなどの導入によって、生活の改善が見込まれるものに限

られている。

支援の実施可否は、プロジェクト会議において決定される。同会

議のメンバーは、保健所、健康づくり推進課、生活福祉課、障害福

祉課、高齢介護課、クリーンランド、廃棄物対策室、地域福祉課、

豊中市社協、中央包括支援センターと、個別事案に応じて民生委

員、校区福祉委員会、およびボランティアも加わる。支援の実施が

決定されると、居住者本人の希望をもとに、CSW が実施日などの

調整を行う。当日は、CSW やボランティア、民間事業者、市の関

係部署職員が、ごみの分別・搬出を行い、臨時ごみとしての収集お

よび処理がなされる。ごみ袋
30

1 つ当たり 170 円の処理手数料を要す

るが、生活保護世帯は減免申請の手続を、生活困窮世帯は社会貢献

費用
31

を活用するなど、本人の負担を軽減する工夫がなされている。

29　「福祉ゴミ処理プロジェクト申し合わせ事項」。

30　豊中市では、2004 年 4 月から指定ごみ袋制を実施している。

31　大阪府社会福祉協議会の社会貢献事業の一つで、生活困窮者を対象に、おおむ

ね 10 万円までの経済的援助を現物給付の形で行える。その原資は、同協議会が
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このように、片

づけ支援の対象者

や 支 援 に 至 る フ

ロー、関係機関の

役割などが、申し

合わせ事項として

明文化されたこと

により、個別事案

において、関係機

関の連携や支援に

至るまでの調整が

円滑になされるようになった。

ウ　運用状況

ごみ処理支援に関する一定のルールがつくられ、さらにマスメ

ディアでも取り上げられた結果、「ごみ屋敷」問題に関する相談が

多く寄せられるようになった。寄せられた相談のなかには、豊中市

が 2006 年 10 月から粗大ごみの処理を有料化することを受けて、有

料化実施前に粗大ごみの処理支援を希望する者もいたようである。

しかし、あくまでもライフセーフティの観点から行われる支援の仕

組みであるとして、対象者の絞り込みがなされた。実際に、福祉ゴ

ミ処理プロジェクトに基づき、ごみ処理支援が行われているのは、

年に 10 件程度であるという。

また、福祉ゴミ処理プロジェクトに端を発し、豊中市では 2007

年度から「ひと声ふれあい収集」事業が実施されている
32

。介護サー

設置および管理する社会貢献基金であり、府内の老人福祉施設から拠出された資

金からなる。

32　なお、2015 年に全国の市区町村を対象に実施されたアンケート調査によれば、

260 自治体が高齢者を対象としたごみ出し支援制度を設けている。国立環境研究所

図 4-6　福祉ゴミ処理プロジェクトのもとで 
の一般的な支援方法

出典：豊中市社会福祉協議会提供資料。
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ビスを受けている高齢者および障害者の在宅生活を支援するため、

市がごみの排出支援を行うとともに、ごみ収集時にひと声かけ、安

否確認を行う取組みである。関係機関が参画するプロジェクト会議

の開催により、個別事案への支援が円滑に行いやすくなるほか、プ

ロジェクト全体の見直しやひと声ふれあい収集のような派生的な取

組みにつながっている。

いわゆる「ごみ屋敷条例」を制定した自治体では、地域住民から

早期の解決を期待する声が、行政に寄せられる場合も少なくないよ

うである。豊中市においても、「ごみ屋敷」問題に関する相談が地

域住民から寄せられるが、コーディネーター役を担う CSW が丁寧

にコミュニケーションを図り、本人に寄り添った支援の重要性につ

いて、地域住民から理解が得られている。「困った人」を単に地域

から排除するのではなく、「ごみ屋敷」状態に至った背景などを地

域住民が理解し、「困った人は困っている人だ」との認識を共有し

ていくなかで、ごみ処理の支援やその後の見守り活動に地域を巻き

込むことができている。

（3）豊中市社協の取組みの特徴

豊中市社協による、「ごみ屋敷」問題への先進的な取組みとして、

CSW や福祉ゴミ処理プロジェクトの存在がこれまで注目されてき

『高齢者を対象としたごみ出し支援の取組みに関するアンケート調査　結果報告』

（2015 年 10 月）を参照。

表 4-3　福祉ゴミ処理プロジェクトの取組み件数

2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度

相談件数 14 件 7 件 24 件 21 件 30 件

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度

相談件数 21 件 37 件 57 件 47 件 81 件

2015 年度 2016 年度 2017 年度

相談件数 41 件 9 件 32 件

出典：豊中市社会福祉協議会提供資料をもとに筆者作成。
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た。しかしながら、この 2 つの仕組みだけでは、「ごみ屋敷」問題

の解決は難しい。前述のように、CSW が掘り起こした地域の課題

やニーズを組織的に受けとめ、解決方策を検討する仕組みと、生活

上の課題を抱える住民への支援および見守りを担いうる地域力の醸

成が不可欠である。豊中市社協がリーダーシップをとりつつ、行政

と地域住民も「他人事」ではなく「我が事」として共に取り組んで

きた経験が、豊中市における「ごみ屋敷」問題の解決につながって

いる。

さらに、豊中市ライフセーフティネットが機能しているもう一つ

の要因として、地域福祉計画
33

の策定と定期的な進捗管理が行われ

ている点も挙げられる。地域福祉計画の策定にあたっては、豊中市

と豊中市社協が緊密に連携し、地域福祉計画と豊中市社協が策定す

る地域福祉活動計画との整合性が図られている。すなわち、市の地

域福祉政策と豊中市社協による取組みが、いわば“車の両輪”となっ

て進められ、より一層の地域福祉の増進に寄与していると考えられ

る。そして、計画策定後も、豊中市健康福祉条例に基づいて設置さ

れた健康福祉審議会
34

によって、その管理および評価が定期的に行

われている。計画の評価は、住民参加や地域課題の解決手法の実施

および充実など、さまざまな観点からなされる
35

。こうした健康福

祉審議会の進捗管理によって、5 年ごとに策定される地域福祉計画

が、形骸化することなく、豊中市における地域福祉政策のロードマッ

プとなりえている。

豊中市社協ではなく、豊中市が中核となって、ライフセーフティ

33　社会福祉法 107 条および豊中市健康福祉条例 7 条に基づいて策定される。

34　健康福祉審議会の委員は、学識経験者、市民、市民団体の代表、保健医療また

は福祉の関係団体の代表、社会福祉を目的とする事業者の代表、関係行政機関の

職員、および市長が特に必要と認める者である（豊中市健康福祉審議会規則 2 条 1
項）。

35　豊中市『第 3 期豊中市地域福祉計画』（平成 26 年 3 月）51 頁。
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ネットの構築や福

祉ゴミ処理プロ

ジェクトといった

取組みを進めるこ

ともできるだろ

う。しかし、超高

齢・人口減少社会

に突入し、行政の

人 的・ 財 政 的 リ

ソースの不足が予

想される今後、す

べての地域課題の

解決を行政に依存するのは困難である。したがって、地域住民らが

自ら課題解決しうるような地域力を醸成していく必要がある。他方

で、このことを行政の側から納税者でもある住民には発信しづらい。

そこで、第三者としての豊中市社協が、行政と住民との間に立ち、

行政が担うべき制度・体制づくりを豊中市に促しながら、住民とと

もに地域課題の解決に取り組んできた。この点が、地域福祉政策の

推進において、豊中市ではなく、豊中市社協が中核となっている強

みといえる。

5　包括的な支援体制の構築に向けた

生活困窮者自立支援法の平成 30 年改正

以上のように、野洲市および豊中市社協は、包括的な支援体制の

構築や複合的な課題を抱える住民への支援、地域課題の解決におい

て、先進的な取組みを行ってきた。これらの取組みは、生活困窮者

自立支援法の見直しにおいても参考にされ、今般の平成 30 年改正

図 4-7　地域福祉計画と地域福祉活動計画の 
関係

出典：豊中市社会福祉協議会『第 3 期　豊中市地域 
福祉活動計画』（平成 26 年 3 月）。
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につながっている
36

。

（1）生活困窮者自立支援法

1990 年代初めにバブル景気が崩壊してから、生活保護の受給者

数は増加の一途をたどってきた。さらに、2008 年 9 月のリーマン・

ショックによる大幅な景気後退などもあり、生活困窮者が生活保護

の受給に至る前の段階での自立を支援する必要性が認識されるよう

になった。こうしたなか、2013 年に生活困窮者自立支援法が制定

され、2015 年 4 月 1 日より施行されている。社会保険・労働保険

制度が「第 1 のセーフティネット」、生活保護制度が「最後のセーフ

ティネット」であるのに対し、生活困窮者自立支援制度は、この間

隙を埋める「第 2 のセーフティネット」の役割を果たしている
37

。

具体的には、包括的かつ早期の相談支援を行うための自立相談支

援事業と、本人の状況に応じた支援として、住居確保給付金の支給、

就労準備支援事業、一時生活支援事業、家計相談支援事業、子ども

の学習支援事業などが行われる。これらの事業の実施主体は、都道

府県、市、特別区および福祉事務所設置町村（以下、総称して「都道府

県等」という。）であり、直営あるいは社会福祉協議会や社会福祉法人、

NPO 等への委託によって担われている
38

。

住居確保給付金の支給は、金銭、現物あるいはサービスの「給付」

を中心とした、従来の社会保障形態の一種である。しかし、こうし

た実体的給付は、物質的なニーズを満たせるが、地域社会からの孤

36　本節の執筆にあたり、丁寧なご指導を賜りました、菊池馨実委員（早稲田大学

法学学術院教授）に深く感謝いたします。

37　浜田勇「生活困窮者等の自立促進のための支援強化策－生活困窮者自立支援法

等改正案－」立法と調査 399 号（2018 年）17 頁以下・18 頁、厚生労働省社会保障

審議会『生活困窮者自立支援及び生活保護部会　報告書』（平成 29 年 12 月 15 日）

2 頁。

38　例えば、自立相談支援事業は、都道府県等の約 35.1% が直営で行っている（厚生

労働省「平成 30 年度生活困窮者自立支援制度の実施状況調査」5 頁）。
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立のような「社会的排除」
39

の側面を捉えきれないという限界がある。

そこで、一人一人が抱える生活上の課題やニーズを受けとめ、「社

会的包摂」を図っていく「相談支援」が重視されつつある。その意

味では、自立相談支援事業をはじめとして、さまざまな「事業」を

通じて行われる個別的な相談支援を中心とする、生活困窮者自立支

援制度は、画期的なものとして積極的に評価されている
40

。

（2）平成 30 年改正

ア　経緯

生活困窮者自立支援制度のもとで、複合的な課題を抱える生活困

窮者に対し、個別的かつ包括的な支援が行われるとともに、地域に

おける人と人、人と地域資源のつなぎ直し、地域づくりも進められ

てきた
41

。他方で、支援につながらない生活困窮者が依然として存

在する、あるいは就労や家族の問題、社会的孤立といった複合的な

課題を抱える生活困窮者には、経済的困窮への支援を中心とする同

制度では根本的な自立支援が困難、といった課題も生じていた。そ

こで、厚生労働省が設置した、「生活困窮者自立支援のあり方等に

関する論点整理のための検討会」や社会保障審議会の「生活困窮者

自立支援及び生活保護部会」などにおいて、生活困窮者自立支援法

の改正に向けた検討が行われてきた。

39　ヒアリング調査にご協力いただいた、豊中市社協の勝部麗子氏は、地域社会か

らの孤立を「人間関係の困窮」と表現している（第 196 回国会参議院厚生労働委員

会会議録 15 号（2018 年 5 月 24 日）2 頁［勝部麗子参考人意見］）。

40　菊池馨実「社会保障法と持続可能性－社会保障制度と社会保障法理論の新局面

－」社会保障法研究 8 号（2018 年）115 頁以下・131 ～ 131 頁。実体的給付を中心

とする従来型の制度が「20 世紀型社会保障」であるのに対し、相談支援を、従来

型の社会保障給付と有機的に関連づけて、あるいは単体として本格的に展開して

いくのが、「21 世紀福祉社会」のあるべき姿とされる（同 130 頁）。

41　以下、厚生労働省社会保障審議会・前掲註 (37) 報告書 2 ～ 7 頁。生活困窮者自

立支援のあり方に関する論点整理のための検討会『生活困窮者自立支援のあり方

に関する論点整理』（平成 29 年 3 月 17 日）も参照。
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イ　改正の概要

第 196 回国会に提出された、「生活困窮者等の自立を促進するた

めの生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律案」は、2018

年 6 月 1 日に可決・成立した
42

。改正法は、同年 10 月 1 日より既に

施行されているが、以下の⑤および⑥については、2019 年 4 月 1

日施行となっている。

①基本理念の明確化（2 条）

基本理念につき、新たに条文が追加された。まず、生活困窮

者の尊厳の保持、および就労の状況、心身の状況、地域社会から

の孤立の状況などに応じた、包括的かつ早期の支援が謳われてい

る（2 条 1 項）。そして、「生活困窮者に対する自立の支援は、地域

における ･･･ 関係機関 ･･･ 及び民間団体との緊密な連携その他必

要な支援体制の整備に配慮して行われなければならない。」と規

定される（同条 2 項）。

必ずしも文言上明確ではないものの、生活困窮者への自立の

支援と並んで、生活困窮者自立支援法のもう一つの本来のねらい

である「地域づくり」の視点が条文化された点が注目される
43

。社

会福祉法の平成 29 年改正により、市町村による包括的な支援体

制づくりの努力義務化（106 条の 3）に加えて、市町村地域福祉計

画および都道府県地域福祉支援計画策定の努力義務化（107 条、108

条）がなされたこととも相まって、生活困窮者自立支援制度をひ

とつの推進力とした地域福祉の展開が期待されている。

42　以下、法改正の趣旨等については、厚生労働省社会保障審議会・前掲註 (37) 報
告書 8 ～ 40 頁、菊池・前掲註 (40) 論文 135 頁。

43　第 196 回国会衆議院厚生労働委員会議録 7 号（2018 年 4 月 4 日）5 頁［加藤勝

信厚生労働大臣答弁］、第 196 回国会衆議院厚生労働委員会議録 12 号（2018 年 4
月 24 日）2 頁［菊池馨実参考人意見］。
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②「生活困窮者」の定義の見直し（3 条 1 項）

生活困窮者自立支援法の対象となる「生活困窮者」について、

平成 30 年改正以前は、「現に経済的に困窮し、最低限度の生活を

維持することができなくなるおそれのある者」と定義されていた

（旧 2 条 1 項）。改正法では、従来の「現に経済的に困窮し、最低限

度の生活を維持することができなくなるおそれのある者」という

文言の前に、「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性そ

の他の事情により、」という文言が加えられた。

依然として経済的困窮が前提ではあるが、経済的困窮に至る

要因と関連づけられることで、法解釈上、経済的困窮の度合いが

相対化されたと解しうる
44

。これにより、生活困窮者自立支援法

の枠組みにおいて、個々人が抱える生活上の課題などの背景事情

を踏まえながら、早期の予防的な支援が可能になった。生活困窮

者自立支援を導入するタイミングの早期化を図るという点で、「生

活困窮者」の定義の見直しは、今回の改正の重要な目玉といえる。

③利用勧奨の努力義務の創設（8 条）

早期的な支援につなげるため、都道府県等における福祉、就労、

教育、税務、住宅などの各部局は、生活困窮者を把握した場合、

自立相談支援事業等の利用を促すよう努めるものとされる。自ら

支援を求めるのが難しい生活困窮者に対するアウトリーチを強化

する仕組みとなっている。

④関係機関間の情報共有を図る会議体の設置（9 条）

生活困窮者に対する自立支援に関する情報の交換や支援体制

に関する検討を行うことを目的として、都道府県等は、関係部署

や外部の関係機関・関係者などから構成される支援会議を設置で

きる。支援会議は、必要に応じて、関係機関等に対し、生活困窮

44　第 196 回国会衆議院厚生労働委員会議録 12 号（2018 年 4 月 24 日）2 頁［菊池

馨実参考人意見］。
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者に関する資料または情報の提供などの協力を求められる。これ

により、生活困窮者への早期かつ適切な対応に寄与することが期

待される。

⑤一時生活支援事業の拡充（3 条 6 項）

これまでの一時生活支援事業では、「一定の住居を持たない生

活困窮者」を対象に、一定期間、宿泊場所や衣食の提供などが行

われていた。さらに、今般の改正により、従前に一時生活支援事

業を利用し、現に一定の住居を有する人、あるいは居住に困難を

抱え、地域社会から孤立している人を対象に、訪問による見守り

や現在の住居で日常生活を営むのに必要な支援なども行えるよう

になった。住居が、単に生活の場というハード面の機能のみなら

ず、家庭を育み、地域社会で生活していく「拠点」というソフト

面の機能も有している点に鑑み、後者の支援を強化する形で、一

時生活支援事業の拡充が図られた。

⑥子どもの学習支援事業の強化

従来、生活困窮世帯の子どもに対する支援としては、学習の

援助が中心であった。しかし、生活困窮世帯では、子どもが生活

習慣や社会性を身につけていなかったり、子育てへの親の関心が

低かったりする場合も見受けられる。そこで、生活慣習および育

成環境の改善に関する助言と、子どもの進路選択をはじめとする

教育および就労に関する相談に対する情報提供、助言、関係機関

との連絡調整が新たに盛り込まれ、子どもの学習・生活支援事業

として強化された。

このほか、⑦従来、義務的実施とされていた自立相談支援事業に

加えて、任意事業であった就労準備支援・家計相談支援も有効性が

認められたことから、自立相談支援事業・就労準備支援事業・家計

改善支援事業（従来の家計相談支援事業）の一体的実施の促進（7
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条 1 項）、⑧支援の質の向上の観点から、都道府県による市等の職員

に対する研修等事業の創設（10 条）、⑨生活困窮者に対する自立支援

を効果的に行うためには地域に近い基礎自治体が実質的に関与する

のが望ましいとの観点から、福祉事務所未設置町村による自立相談

支援事業等の実施（11 条）などが、改正法に盛り込まれている。

荒廃住居の居住者のなかには、経済的には困窮していないものの、

心身の疾患等の生活上の課題を抱えていたり、地域社会から孤立

していたりする者も少なくない。その点では、「生活困窮者」の定

義の見直しや支援制度の拡充などが行われた平成 30 年改正により、

居住者への支援や「住居荒廃」問題の解決に、生活困窮者自立支援

法を活用する可能性がより拡がったといえよう。

6　多機関連携の強化と地域力の醸成に向けて

居住者が抱える複合的な課題の解決に向けた包括的な支援や地域

における見守り活動を進めるためには、行政内部の関係部署間の連

携、外部の関係機関および地域住民との連携が不可欠である。多機

関の連携は、決して容易ではなく、本章で取り上げた 3 市において

も、職員研修やワークショップなどを通じて、関係者が問題意識を

共有し、支援制度への理解を深めながら、実現に至っている。

さらに、個別事案での支援・見守り活動を積み重ねていくなかで、

多機関連携が強化され、地域力も醸成された結果、支援・見守り活

動の更なる充実につながるという、良い循環が生み出されている。
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コラム：司法ソーシャルワーク

司法ソーシャルワークとは、「①高齢者、障碍者、生活困窮者、

外国人、DV やストーカーの被害者、虐待されている児童など、

自ら、あるいは自発的に弁護士等にアクセスすることができな

い人々に対して、②福祉・医療関係者・関係機関 ･･･、その他

の支援者との連携を、弁護士等が強化して、あるいは新たに構

築して、③全体として総合的な生活支援を継続的に行っていく

手法」である 1)。もともとは、少年事件分野において、家庭裁

判所調査官や法務教官などによるソーシャルワークを指す概念

として用いられてきた。しかし近年では、特に高齢者の生活支

援という観点から、司法と福祉の連携を図る考え方として提唱

されている。具体的に弁護士等には、単に法令などに則して、

当事者が抱えている法的課題を局所的に解決するのみならず、

当事者の生活再建および自立という観点から、福祉関係者とと

もに総合的な課題解決に取り組むことが求められる。

　当事者が自発的に

弁護士等にアクセス

できない以上、弁護

士等からのアウトリ

ーチが重要な要素と

なる。一つの手法と

しては、福祉関係者

が既に携わっている

事案のなかから、法

的課題がありそうな

図　司法ソーシャルワークによる
支援・連携のイメージ

出典：法テラスホームページより抜粋・一部加筆。
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ものを抽出することが考えられるだろう。例えば、法テラス東

京法律事務所は、2014 年 1 月に新宿区と協定を締結し、スタッ

フ弁護士を地域包括支援センター（「高齢者総合相談センター」）

に月 1 回出張させている。スタッフ弁護士は、センターの職員

とともに机を並べて仕事をし、ケース会議に参加したり、訪問

に同行したりする場合もある。定期的にスタッフ弁護士が出張

することで、職員が相談しやすい雰囲気が生まれているという。

さらに、当事者の同意を得て、これまでの支援状況などを記し

たケース記録を確認するなかで、職員では発見できなかった法

的課題を見つけ出し、早い段階で対応できるといった効果もあ

る。

いわゆる「ごみ屋敷」の事案においても、背景に居住者の認

知症や精神疾患などに加えて、消費被害や経済的虐待、多重債

務といった法的課題が生じている場合がある 3)。こうした事案

については、福祉的な支援ネットワークのなかに、弁護士等も

参加することで、本人の生活再建に寄与しうる。さらに、司法

と福祉が効果的に連携するためには、日常的な交流を通じて、

課題の早期発見につなげていくのが望ましい。

1) 濱野亮「地域連携ネットワークと司法ソーシャルワーク」『地域連携と司法

ソーシャルワーク』124 頁以下・132 頁。

2) 児童福祉法の 2016 年改正により、すべての児童相談所への弁護士の配置が

義務化された（12 条 3 項）。地域包括支援センターについても同様の制度を設

けることが考えられる。

3) 『地域連携と司法ソーシャルワーク』で紹介されているケースのなかには、「ご

み屋敷」の事案も複数含まれている。
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1　事象適合的な仕組みの必要性

環境管理に関する法律や条例が対応しようとする事象には、大

きく分けて、フロー型とストック型がある
1

。フロー型への対応は、

基本的に未来形であり、そうした事象発生の未然防止が法制度の役

割となる。これに対して、ストック型への対応は、基本的に現在完

了形であり、すでに発生している事象の改善が法制度の役割となる。

いずれの場合においても、実効的な対応のためには、課題とされる

事象の原因となる人的活動の特徴をみきわめ、それを的確に制御す

る仕組みを盛り込む必要がある。

社会問題として認識されている老朽不適正管理空き家とごみ屋

敷は、地域コミュニティに対して生活環境支障という外部性を発生

させているという点で共通する、典型的なストック型事象である
2

。

これらに起因する地域コミュニティの苦情は、身近な自治体である

市町村区（以下、「市町村」という。）の行政窓口に寄せられる。

行政は、何らかの対応を迫られる。個別の苦情への個別対応に

徹する自治体もあれば、庁内の担当部署や組織を設け、対応の一般

的仕組みを条例で規定する自治体もある。空き家対策に関しては、

2010 年 7 月に、空き家対策のみを正面から規定する条例として「所

沢市空き家等の適正管理に関する条例」が制定され、空き家条例ブー

ムの「火付け役」になった。その後、空き家条例は、燎原の火のご

とく全国に伝播し、国も反応して、2014 年 11 月の「空家等対策の

推進に関する特別措置法」（以下、「空家法」という。）の制定に至る
3

。

1　北村喜宣『環境法〔第 4 版〕』（弘文堂、2017 年）11 ～ 12 頁参照。

2　国土交通省土地・水資源局『外部不経済をもたらす土地利用状況の対策検討報

告書』（2009 年）は、「外部不経済をもたらす土地利用」のなかに、「ゴミ屋敷」と「廃

屋・廃墟」を含めて検討している。

3　空き家条例については、日本都市センター（編）『都市自治体と空き家：課題・対策・

展望』（日本都市センター、2015 年）、北村喜宣『空き家問題解決のための政策法務』

（第一法規、2018 年）参照。
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一方、ごみ屋敷を明確に念頭に置いた条例は、2008年12月制定の「荒

川区良好な生活環境の確保に関する条例」が最初であろう
4

。この条

例は、ごみ屋敷のほか、カラスやハトへの給餌規制も扱っている（む

しろ、そちらで話題になった）。本格的ごみ屋敷条例となると、おそらくは、

2012 年 10 月制定の「足立区生活環境の保全に関する条例」が最初

であろう
5

。その後、2013 年 12 月に「大阪市住居における物品等の

堆積による不良な状態の適正化に関する条例」
6

、2014 年 11 月に「京

都市不良な生活環境を解消するための支援及び措置に関する条例」

が制定される
7

。2013 年 6 月制定の「新宿区空き家等の適正管理に

関する条例」など、不適正管理家屋という観点から、無人のもの（＝

空き家）のほか有人のもの（＝ごみ屋敷）を対象にする条例も制定

されていた。しかし、全国的にみるならば、空き家条例についてあっ

たような「制定ブーム」は発生しなかった
8

。

4　荒川区条例については、山本吉毅「荒川区「良好な生活環境の確保に関する条例」

の制定経緯と運用、課題」宇賀克也（編）『環境対策条例の立法と運用』（地域科

学研究会、2013 年）67 頁以下参照。2003 年 3 月に旧条例を全部改正した「杉並区

生活安全及び環境美化に関する条例」もごみ屋敷を扱うが、「個々の問題に特化し

対応するような条例ではな〔い〕」とされる。清永雅彦「杉並区「生活安全及び環

境美化に関する条例」の内容とごみ屋敷への対応」同前 97 頁以下・97 頁。

5　足立区条例については、島田裕司「足立区「生活環境の保全に関する条例」：い

わゆる「ごみ屋敷」の事例と条例の制定・運用・特徴」宇賀（監修）・前註（4）書

29 頁以下、祖傳和美「足立区の「ごみ屋敷」対策」本書第 6 章参照。同条例は、

参考となる条例がないなかで、最低限のシンプルな内容にするという方針で制定

された。

6　大阪市条例については、提中富和「いわゆる「ごみ屋敷」対策のための条例：大

阪市の場合と京都市の場合（上）（下）：ごみの撤去か人への福祉的支援か」自治

実務セミナー 2016 年 4 月号 42 頁以下・同 5 月号 52 頁以下、釼持麻衣「いわゆる

「ごみ屋敷条例」の制定自治体の取組み：世田谷区・横浜市・豊田市・大阪市・神

戸市へのヒアリング調査をもとに」本書第 8 章参照。

7　京都市条例については、提中・前註（6）論文、岡田博史「いわゆる「ごみ屋敷」

対策のための条例について：軽微な措置による即時執行に焦点を当てて」自治実

務セミナー 2014 年 12 月号 46 頁以下、木本悟「京都市の「ごみ屋敷」対策」本書

第 7 章参照。

8　要綱による対応はほとんどない。確認できた唯一の例は、「（鹿児島県）曽於市不

良な生活環境を解消するための支援及び措置に関する要綱」（2016 年）である。
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これは、興味深い現象である。両者とも、地域コミュニティに対

して外部性を発生させる「迷惑な存在」であるにもかかわらず、市

町村の法的対応には、明確な違いが現れている。この状況をみるか

ぎり、市町村にとって、ごみ屋敷は、空き家よりも格段に「手強い」

事象のようである。その最大の理由は、問題とされる状況を創出す

る原因者個人の属性にあるように思われる。

それゆえに、そうしたことをそれほどには考える必要もなく制定

される空き家条例と、そうはいかないごみ屋敷条例とでは、制度設

計にあたっての配慮事項が大きく異なるのではないだろうか。そう

した状況のもとで制定されている現行のごみ屋敷条例規定は、どの

ような限界を認識するがゆえの結果なのだろうか。制定された条例

に対しては、どのような限界が認識されているのだろうか。本章で

は、空き家対応と適宜比較をしつつ、先行研究およびヒアリング調

査を踏まえて、制定されているごみ屋敷条例とその運用状況の分析

を通じ、行政法的対応のあり方について検討する
9

。

2　ごみ屋敷住民の状況

本書に収録されているように、日本都市センターは、2018 年 1

月に、市区を対象に全国調査を実施した（調査対象全国 814 市区（791 市、

23 特別区）、回収状況 370 件（45.5％））。そこでは多くの興味深い知見が確

認されているが、本章との関係では、ごみ屋敷の原因者の属性が注

目される。

「考えられる発生要因」として指摘されている 1,463（複数回答）（無

9　ごみ屋敷条例については、一般に、宇賀克也「環境対策条例の実効性と運用課題」

宇賀（監修）・前註（4）書 115 頁以下、板垣勝彦『「ごみ屋敷条例」に学ぶ条例づ

くり教室』（ぎょうせい、2017 年）、出石稔「いわゆる「ごみ屋敷条例」：今どきの

条例②」ガバナンス 190 号（2017 年）106 頁以下、釼持麻衣「いわゆる「ごみ屋敷」

への法的対応の可能性：現行法に基づく対処と拡がる独自条例の制定」都市とガ

バナンス 27 号（2017 年）146 頁以下参照。
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回答を除く。）の内訳は、次の通りである。対象となった原因者は、

757 名である。

①身体能力の低下、身体障害、身体疾患（153（20.2%））

②判断力の低下、認知症（165（21.8％））

③統合失調症やうつ病などの精神障害、精神疾患（186（24.6％））

④知的障害（64（8.5％））

⑤発達障害（66（8.7％））

⑥身体的・心理的虐待、ネグレクト（30（4.0％））

⑦ライフイベント（例 / 家族の死亡、失業）（98（12.9％））

⑧経済的困窮（182（24.0％））

⑨消費者被害・経済的虐待（3（0.4％））

⑩アルコール関連問題（30（4.0％））

⑪本人の気兼ね、プライド（147（19.4％））

⑫家族や地域からの孤立（192（25.4％））

⑬その他（147（19.4％））

特徴的なのは、② + ③で 351（24.0%）を占めている点である。程

度の差はあるだろうが、成年後見人が付されていないとすれば、対

応を要する原因者が法律行為をなすことができる意思能力を持って

いるかどうかが疑わしい場合が相当に存在すると思われる
10

。⑩も

含めれば 381（26.0％）である。医療的保護が必要とみられるケース

が一定数はある。① + ④ + ⑤ + ⑥ + ⑦の 411（28.1％）は、福祉的保

護が必要なケースである。いずれにも属する個人は少なくないと推

10　こうした原因者の状況については、これまでも指摘されてきた。たとえば、島田・

前註（5）論文 31 頁（「どうやら精神疾患の方が多いのではないか」）、板垣・前註（9）
書 44 頁（「収集癖や認知症など、何らかの精神疾患に罹っている可能性について

疑うべき」）参照。
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測される。とりわけ前者の状況は深刻である。事理弁識能力に不全

がある場合が少なからずあるとみられる。年齢については、「65 歳

以上」が 46.9％である一方、「40 代～ 64 歳」が 32.8％である点が注

目される。高齢者が多いというのは、思い込みであろう
11

。若年層

にも広がる現象である
12

。対象者の属性としては、空き家条例と様

相を相当に異にする状況にあるのは明白であり、それゆえに、「物」

への対応以上に「者」への対応が重要になる
13

。

3　ごみ屋敷条例の展開

本章で検討の対象とする条例は、次頁の表 5-1 の通りである。な

お、現在のところ、ごみ屋敷の問題状況に対して正面から対応する

法律は制定されていない
14

。

空き家条例の場合には、建築基準法による対応は可能であった。

しかし、それがされないために、新たに条例を制定せざるをえなかっ

た。これに対して、ごみ屋敷の場合は「何もない」状態にあるために、

何らかの侵益的措置を講じようとすれば、条例を制定するしかない
15

。

11　高齢者によるセルフ・ネグレクトという観点からの調査として、『〔報告書〕セル

フネグレクト状態にある高齢者に関する調査：幸福度の視点から』（2011 年）参照。

横浜市におけるヒアリングでも、30 ～ 50 歳代が全体の約 40％を占めていると確

認された。岸恵美子「いわゆる「ごみ屋敷」の実態とその背景に潜むもの」本書第

1 章、同『ルポゴミ屋敷に棲む人々：孤立死を呼ぶ「セルフ・ネグレクト」の実態』

（幻冬舎、2012 年）も参照。

12　65 歳未満の場合には、医療福祉的観点からの法的支援制度が存在しないため、

事態は一層深刻になる。

13　板垣・前註（9）書 45 頁参照。

14　2014 年の第 186 回国会に、議員提案として、「廃棄物の集積又は貯蔵等に起因す

る周辺の生活環境の保全上の支障の除去等に関する法律案」が提案されたが、衆

議院の解散に伴い審議未了廃案となった。釼持・前註（9）論文 151 頁参照。2017
年の第 193 回国会にも同名の法案が提出されているが（参議院）、審議された形跡

はない。

15　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理法」という。）、消防法、

道路法などはあるが、行政指導ではなくそのもとでの公式的権限行使が可能かと

なると、それぞれに難しい問題がある。北村喜宣＋釼持麻衣「都市自治体におけ
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表 5-1　ごみ屋敷条例の制定状況

条例名 公布年月日

秋田県
秋田市住宅等の適切な管理による生活環境の保全に
関する条例

2016 年 9 月 28 日

福島県
郡山市建築物等における物品の堆積による不良な状
態の適正化に関する条例

2015 年 10 月 7 日

埼玉県

八潮市まちの景観と空家等の対策の推進に関する条
例

2016 年 6 月 20 日

草加市家屋及び土地の適正管理に関する条例 2016 年 9 月 21 日

東京都

新宿区空き家等の適正管理に関する条例 2013 年 6 月 19 日

品川区空き家等の適正管理等に関する条例 2014 年 11 月 25 日

世田谷区住居等の適正な管理による良好な生活環境
の保全に関する条例

2016 年 3 月 4 日

中野区物品の蓄積等による不良な生活環境の解消に
関する条例

2017 年 6 月 21 日

荒川区良好な生活環境の確保に関する条例 2008 年 12 月 17 日

練馬区空家等および不良居住建築物等の適正管理に
関する条例

2017 年 7 月 10 日

足立区生活環境の保全に関する条例 2012 年 10 月 25 日

豊島区建物等の適正な維持管理を推進する条例 2014 年 3 月 25 日

神奈川県

横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び
発生の防止を図るための支援及び措置に関する条例

2016 年 9 月 26 日

横須賀市不良な生活環境の解消及び発生の防止を図
るための条例

2017 年 12 月 5 日

鎌倉市住居における物品等の堆積による不良な状態
の解消及び発生防止のための支援及び措置に関する
条例

2018 年 3 月 29 日

静岡県
袋井市建築物等における物品の堆積による不良な状
態の適正化に関する条例

2017 年 3 月 31 日

愛知県

豊田市不良な生活環境を解消するための条例 2016 年 3 月 30 日

名古屋市住居の堆積物による不良な状態の解消に関
する条例

2017 年 12 月 19 日

蒲郡市住居等の不良な生活環境を解消するための条
例

2018 年 3 月 22 日

京都府
京都市不良な生活環境を解消するための支援及び措
置に関する条例

2014 年 11 月 11 日

大阪府
大阪市住居における物品の堆積等による不良な状態
の適正化に関する条例

2013 年 12 月 2 日

兵庫県
神戸市住居等における廃棄物その他の物の堆積によ
る地域の不良な生活環境の改善に関する条例

2016 年 6 月 29 日

る「住居荒廃」問題の現状と対応状況」本書序章、釼持・前註（9）論文 148 ～ 150 頁、

辻山幸宣「自治体における「ごみ屋敷」への対応策とその手法」宇賀（監修）・前註（4）
書 1 頁以下・18 ～ 20 頁参照。
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現象として問題になるのは、「客観的には廃棄物としか思えないも

の」に起因する生活環境への悪影響である。そこで、先駆的な対応は、

廃棄物系条例または環境美化系条例により行われている。たとえば、

郡山市は、1995 年に制定された「郡山市廃棄物の適正管理、再利用及

び環境美化に関する条例」を 1998 年に一部改正し、持ち込み型ごみ

屋敷を念頭に置いた集積所からの持ち去り禁止や土地・建物の適正

管理義務を規定した
16

。しかし、同市は、2015 年に、新たにごみ屋敷

条例を制定している
17

。条例改正までして対応を模索した同市である

が、新規条例を制定せざるをえなかったのは、一般的な廃棄物処理・

環境美化に関する条例では「手に余る何か」がごみ屋敷問題にあるた

めであろう。

ごみ屋敷条例は、法律未制定領域における独立条例である
18

。「ごみ屋

敷対策は国の事務であり自治体の事務ではないから条例の事項的対

象外である」「法律が制定されていないのはごみ屋敷問題に対して

何もすべきではないと国会が判断しているからだ」といえないのは

いうまでもない。この事務は、きわめて地域性の強い「地域におけ

る事務」（地方自治法 2 条 2 項）であり、法律との関係において、ごみ

屋敷条例が制定できることそれ自体には問題はない。徳島市公安条

例事件最高裁判決（最大判昭和 50 年 9 月 10 日刑集 29 巻 8 号 489 頁）の法理

を持ち出すまでもない。制度設計にあたって配慮すべきは、対象者

の基本的人権の尊重、措置にあたっての比例原則の尊重である。

16　郡山市改正条例については、宇賀・前註（9）論文 121 頁以下参照。

17　そのほかの例については、釼持・前註（9）論文 151 頁参照。

18　独立条例とは、法律からは独立して、それだけで完結的に機能する条例を指す

フル装備の条例である。北村喜宣『自治体環境行政法〔第 8 版〕』（第一法規、2018 年）

34 頁以下参照。
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4　ごみ屋敷条例の基本構造

（1）目的規定

条例第 1 条に規定される目的に関して、すべての条例に共通する

のは、快適・良好な生活環境の確保である
19

。主観的要素を含む「安心」

という文言を加える条例も多い。京都市条例および神戸市条例は、

「市民が相互に支え合う地域社会の構築」という地域コミュニティ

像を明示する点で特徴的である。さらに、生活環境という保護法益

よりもやや重みのある「防災」「安全」「公衆衛生」を併記する条例

が大半である。これは、原因者の権利制約に関して、踏み込んだ対

応をする立法事実となりうる。

ごみ屋敷問題はストック型負荷であることから、その解消が規定

されるが、予防や未然防止を規定するものもある（秋田市条例、世田谷

区条例、横浜市条例、鎌倉市条例）。さらに、再発防止を明記するものも

ある（横須賀市条例、鎌倉市条例）。もっとも、明記されないからといって、

それらが無視されているわけではない。

そのほか、対応に関しては、「措置」以外に「支援」という文言を

用いる条例もある（横浜市条例、世田谷区条例、鎌倉市条例、豊田市条例、京

都市条例）。条例名称には、「支援、措置」の順に並べられている。京

都市条例は、「要支援者が抱える生活上の諸課題の解決」も目的と

している（そのほか、横須賀市条例）。この目的部分は、同条例の基本方

針に大きく影響を与えている。支援については、目的規定にその文

言はみられないものの、本則で所定の対応をするものもある（豊島区

条例）。

19　いくつかの条例の内容と実施の状況については、釼持・前註（6）論文参照。
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（2）対象

ア　定義なき「ごみ屋敷」

前出の所沢市空き家条例は、対象となる「空き家等」を、「市内に

所在する建物その他の工作物で、常時無人の状態にあるもの」（1 条）

と定義していた。施策対象を確定するうえで、定義はきわめて重要

である。

空き家法制との比較で興味深いのは、「ごみ屋敷」を条例用語と

して使用する条例がない点である
20

。条例の正式名称に「空き家」「空

家」という文言が用いられている空き家条例とは異なり、「ごみ屋敷」

を名称に冠する条例はない。条例の定義規定のなかにも、「ごみ屋敷」

はみられない。

それでは、ごみ屋敷条例は、どのようにしてその対象案件を確定

しているのだろうか。この点については、①建物・敷地、②原因、

③状態の 3 基準による場合が多い。①については、容易に判断がで

きる。問題は、②と③である。

②に関して、足立区条例は「適正な管理がされていない廃棄物」

を原因とするが（2条3号）、最近の条例においては、たんに「堆積物」「物

の堆積」という用語が用いられる傾向にある。廃棄物処理法の実施

の観点からは、置かれている物品の廃棄物性が問題となる。しかし、

20　法令についても同様である。なお、「屋敷」については、「家屋敷」（例：地方税法

20 条の 3 第 1 項 1 号）、「屋敷林」（例：「廃棄物の最終処分場事業に係る環境影響

評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法

を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」6
条 3 号ニ）の使用例はある。「ごみ」については、廃棄物処理法 2 条 1 項が定義す

る「廃棄物」の例示となっている。これらからは、「ごみ屋敷」といえば、「廃棄物

があふれる家屋」ほどの内容は示せるような気もする。もっとも、「屋敷」という

言葉の一般的なニュアンスは、新村出（編）『広辞苑〔第 7 版〕』（岩波書店、2018
年）2947 頁にいう「立派な門構えの大きな住宅。邸宅。」であると思われるから、「ご

み屋敷」という表現そのものが随分とミスリーディングといえる。なかにはその

ような大邸宅における大規模な案件があるかもしれないが、「空き家」にならえば、

一般には、「ごみ家」で十分である。「屋敷」という言葉に対して失礼である。いく

つかの定義の整理については、辻山・前註（15）論文 17 頁参照。

第Ⅱ部　条例に基づく「住居荒廃」対策の可能性

128
Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



ごみ屋敷条例は、廃棄物条例ではない。「堆積」という客観的状況に

着目するのは、廃棄物性については中立的であることを表現する趣

旨である。足立区条例のように規定すると廃棄物性認定のハードル

が問題になるため、後発の条例はそれを避けたと指摘されている
21

。

原因については、これを広くとる条例と狭くとる条例に分かれる。

広くとる条例の例は、京都市条例である。「物の堆積又は放置、多

数の動物の飼育、これらへの給餌又は給水、雑草の繁茂等」（2 条 2

号）と規定する。ごみの持ち込み・ため込みのほか、動物の多頭飼

育も含めている。一方、狭くとる条例の例は、横浜市条例である。

「不良な生活環境」について、「物の堆積等に起因する害虫、ねずみ

又は悪臭の発生、火災の発生又は物の崩落のおそれその他これに準

ずる影響」（2 条 2 号）というように、「物の堆積等」（＝物の堆積・放

置）に限定している
22

。全体としては、後者の立場をとる条例が多い。

課題とされる事象に自治体による差はないと思われるが、現実的な

行政対応の可能性による違いだろうか
23

。

③については、原因物に関しての「不良な生活環境」「管理不良

状態」などとされている。問題は③の判定基準である。次に検討し

よう。

21　板垣・前註（9）書 61 頁参照。

22　横浜市『逐条解説 横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防

止に関する支援及び措置に関する条例』（2017 年）（以下「横浜市逐条解説」とし

て引用。）4 ～ 5 頁参照。

23　足立区条例の立案過程においても、動物による被害が問題になったようである

が、「とてもそれを規制することはできない……、今回は申し訳ないが動かないも

のだけにさせてください」という方針で対象が決定された。島田・前註（5）論文

56 頁参照。多頭飼育に起因する生活環境被害に対しては、「動物の愛護及び管理に

関する法律」（以下「動愛法」という。）25 条にもとづく勧告・命令が可能であるが、

これは、都道府県知事および政令指定市長の権限である。事務処理特例制度を通

じた権限移譲を受ければ別であるが、たとえば、足立区長は、動愛法の権限を有

していない。なお、犬や猫の多頭飼育については、独立して条例規制の対象とさ

れている。動愛法 9 条を踏まえて届出制を設けるものが多い。生活環境に支障を

与える原因が「命あるもの」であるため、対応にあたって、ごみ屋敷よりもはるか

に困難な課題がある。

129

第 5 章　条例によるごみ屋敷対応をめぐる法的課題

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



イ　対応を要する状態

対応を要する状態は、いくつかの項目から把握されている。➊観

点、➋範囲、➌程度の 3 つの観点に分けて整理しよう
24

。これらに

関しては、具体的な判断の手がかりとなる基準を内規として作成す

る自治体がほとんどである。

➊の観点については、目的に規定される保護法益が用いられてい

る場合が多い。「市民の安心かつ安全で快適な生活環境の確保」を

目的とする京都市条例は、衛生、防災、防犯の観点を明示する（2 条

2 号）。

➋の範囲については、建物・敷地における本人にとっての生活環

境の問題だけにとどまる場合を対象外とするかどうかという点に差

がみられる。中野区条例は、「当該私有地等の周辺地域の生活環境」（2

条 3 号）を問題にする
25

。これに対して、京都市条例は、それに加えて、

「当該建築物等における生活環境」（2 条 2 号）も問題にする
26

。秋田市

条例（2 条 2 号）、世田谷区条例（2 条 2 号）、横浜市条例（2 条 2 号）、横

須賀市条例（2 条 2 項）、豊田市条例（2 条 4 号）も同様である。

➌の程度については、たんなる「障害」とする条例と「著しい障

害」とする条例に分かれる。もっとも、これは認定の問題であり、

決定的な違いを生み出すとは思われない。なお、ごみ屋敷の「認定」

については、特段の規定を設けない条例がほとんどである（例外とし

て、八潮市条例 15 条、練馬区条例 18 条）。対応の必要性判断にあたっては、

何らかの内部基準にもとづいているのが通例である。たとえば、横

24　釼持・前註（9）論文 153 ～ 154 頁も参照。

25　中野区環境部生活環境分野『「中野区物品の蓄積等による不良な生活環境の解消

に関する条例」運用ガイドライン』（2017 年）（以下「中野区ガイドライン」とし

て引用。）6 頁は、「支障が周辺地域にまで及び」としているため、それに至らない

場合は対象外となる。

26　提中・前註（6）（上）論文 46 頁は、周辺の生活環境への影響のみを対象とする

大阪市条例の規定について、「環境の悪化が本人にしか及ばない場合は、本人の自

己決定権（愚行権）が尊重される」と整理する。
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浜市は、「横浜市建築物等における不良な生活環境に関する判定基

準要綱」を策定している。

（3）対象者の位置づけ

前述のように、ごみ屋敷施策の対象者に関しては、医療的対応な

いし福祉的対応を要する場合が少なからずある
27

。通常の生活環境

関係条例とは相当に異なる前提があるのであって、その特徴を踏ま

えた対応が求められるのは当然である。地域において「困った人」

とは、「困っている人」でもある
28

。

京都市条例は、ごみ屋敷施策のコンテキストにおいて、「要支援者」

という概念を創出した点で特徴的である
29

。同条例はこれを、「疾病、

障害その他の理由により不良な生活環境の解消を自ら行うことがで

きない市民であって、その状態を解消するための支援を要するもの

をいう。」（2 条 3 号）と定義する。同条例は、「要支援者が抱える生活

上の諸課題の解決」（1 条）も目的に含めている。対応の内容として「支

援」を明記する条例があったが、そこでは、対象者として、同様の

状況にある「要支援者」が観念されているといえよう。

そのような把握をするとなると、講ずべき施策や配慮事項に関し

て、通常の行政とは異なる内容になると予想される。このため、対

応の基本的姿勢を明確にする必要がある。京都市条例は、不良な生

活環境解消推進にあたって 5 か条の「基本方針」（3 条 1 ～ 5 号）を、

下記のように明記している点で適切である。豊田市条例も、同様の

27　当然のことながら、対象は、自然人である。確認的であろうが、郡山市条例は、「自

然人に限る。」（2 条 4 号）と明記する。

28　横浜市健康福祉局福祉保健課『いわゆる「ごみ屋敷」対策に関する区対応マニュ

アル』（2016 年）（以下「横浜市マニュアル」として引用。）序章 5 頁参照。

29　法令用語としての「要支援者」は、社会福祉法にみられる。たとえば、介護保険

法にいう「要支援者」とは、「要介護状態にある 65 歳以上の者」（7 条 4 項 1 号）、「要

支援状態にある 40 歳以上 65 歳未満の者であって、その要介護状態の原因である

身体上又は精神上の障害が加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病であっ

て政令で定めるもの……によって生じたものであるもの」（同 2 号）である。
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基本方針を規定する（3 条）
30

。

(1)　できる限り不良な生活環境を生じさせた者が行うこと。

(2)　不良な生活環境を生じさせた者のみによっては不可能であ

ると認められるときは、本市、自治組織及び関係する行政機関

その他の関係者が協力して行うこと。

(3)　生活環境の悪化を防止するため、できる限り早期に行うこ

と。

(4)　要支援者が不良な生活環境を生じさせた背景に地域社会に

おける要支援者の孤立その他の生活上の諸課題があることを踏

まえ、これらの解決に資するように行うこと。

(5)　市民の安心かつ安全で快適な生活環境の確保及び市民が相

互に支え合う地域社会の構築に寄与するように行うこと。

何よりも本人の問題であるが（1 号）、とりあえずの対応には支援

が必要な問題であり（2 号）、それには迅速性が求められるとともに（3

号）、問題発生の経緯に遡っての解決が目指されるべきであり（4 号）、

地域コミュニティのなかでその人をケアしつつ共に暮らせるように

しよう（5 号）というのである。不安なままでの暮らしを強いられて

いる近隣住民にとっては、最後の基本方針などはきれいごとに映る

に違いない。そうであるとすれば、「排除」の論理ではなく「共生」

の論理を明記したこの条例の実施にあたる行政は、要支援者を媒介

にして、地域コミュニティとの対話も進める責務を負っている
31

。

空き家条例においては、基本方針が規定されることは稀であった

が、ごみ屋敷条例においては散見される（上述の京都市条例および豊田市

条例のほか、横浜市条例 3 条、鎌倉市条例 3 条）。ごみ屋敷条例においては、

30　豊田市条例については、瀧薫子「条例による実効性確保の実際：ごみ屋敷条例

を手がかりとして」自治実務セミナー 2018 年 3 月号 16 頁以下参照。

31　提中・前註（6）論文（上）43 頁は、「ごみ屋敷問題は現代の無縁社会の表徴」という。
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考慮事項が複雑にからみあっているため、行政は、難しい判断を要

求される。住民の要望も多様であろう。そのため、指針となる基本

的考え方について、自治体として合意をしておきたいということで

あろう。

（4）対象者と義務づけ

土地・建物の所有者や管理者（以下「所有者等」という。）に対して条

例が直接に何らかの法的義務を課しているのかどうかという観点か

ら条文をみると、興味深い違いがわかる。すなわち、「努める」と

いう訓示規定にするものと「ねばならない」「してはならない」と

いう義務づけ規定にするものがある。この点は、空き家条例におい

ても観察された違いである。

もちろん、後者であっても、義務違反に対するサンクションが規

定されていなければ、実質的には変わりはない。そうであれば、行

政指導をするにしても、後者とする方が指導の効果が高まるように

も思われるが、なぜあえて訓示規定にしているのだろうか。

いずれの場合においても、次にみる措置命令が規定されている場

合には、それによって法的義務づけが確定する。京都市条例のよう

に、立入調査が拒否の際の直罰的制裁規定とともに規定されている

場合には（16 条、19 条）、受忍義務が課されているといえる。

行政が働きかける対象は原因者であり、同者が土地・建物の所有

者なり管理者である場合がほとんどである。例外的に、権原上は所

有者でも管理者でもない同居人が原因者の場合もある。そうした者

に対しても権限行使が可能であることを明確にするために、「占有

者」「堆積者」という表現を用いる条例もある。
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（5）状況改善のための方法

ア　「支援」

原因物に起因する生活環境支障を解消する方法としては、目的規

定にある文言を用いれば、「支援
4 4

アプローチ」と「措置
4 4

アプローチ」

がある。原因物を除去するという結果の実現において同じであり、

除去するためには人力で搬出するという手段においても同じである

が、主体となるのが原因者か行政かという重点の置きどころの違い

のようにみえる。行政が措置する場合、搬出の方法は多様である。

なお、支援を明記しない条例がそれを否定する趣旨でないのは明ら

かである。一般に、措置を前面に出すと原因者の態度を硬化させる

ようであり、第 1 フェーズとしては、支援による福祉対応がとられ

ている。

京都市条例は、支援アプローチにあたっての基本的考え方として、

「本市は、要支援者の意思に従いつつ、必要に応じて自治組織及び

関係する行政機関その他の関係者と協力して、不良な生活環境を解

消するための支援を行わなければならない。」（9 条 1 項）と規定する。

この場合の「支援」は、一般的用語法である「ささえ助けること。

援助すること。」
32

というよりも狭く、実質的には「ある程度片付ける」

「費用を直接間接に補助する」ことを意味している
33

。さらに入念的

に、同条例は、「要支援者の不良な生活環境を解消するための取組は、

……支援を基本とし、これと……措置とを適切に組み合わせて行わ

なければならない。」（10 条）というベストミックス方針を規定する。

豊田市でのヒアリングでも、「福祉と環境のベストミックス」と表

現されていた。

京都市条例の構造は、「第 1 章 総則」「第 2 章 不良な生活環境を

32　新村（編）・前註（20）書 1245 頁。

33　名古屋市条例は、「経費の支出を要する支援」（7条2項）と規定する。蒲郡市条例は、

「堆積された物品等の排出その他の必要な支援」（7 条 2 項）と規定する。
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解消するための支援」「第 3 章 不良な生活環境を解消するための措

置」「第 4 章 雑則」「第 5 章 罰則」となっている。支援を措置に優

先させる条文配置は、基本的考え方を反映している。横浜市条例は、

支援（6 条）の実施のために、「横浜市建築物等における不良な生活

環境の解消のための排出の支援に関する要綱」を制定している。

なお、「支援」があくまで原因者の人格を尊重した「本人ファー

スト」の対応であるとすると、それを次にみる「措置」と条例のな

かで併存させることには、違和感がないではない。ごみ屋敷に起因

する外部性の解消を目的にする以上、本人の意に反する行政介入は

不可避であり、「本人ファースト」との間に緊張関係を生じさせる。

条例でいう「支援」は、まさにカッコつきのものとして理解すべき

なのだろう。

イ　「措置」

（ア）助言・指導、勧告、命令

措置に関しては、空き家条例に似たような仕組みが規定されるの

が通例である。典型的なものは、「助言・指導⇒勧告⇒命令⇒公表」

である。

世田谷区条例は、「勧告どまり」であり、命令は規定していない。

その理由は、行政代執行を回避するためのようである。同区によれ

ば、「①対象者の多くは、認知症等何らかの問題を抱えている人と

想定されるため、弁明等の権利を適切に行使できないと思われるこ

とから命令を出すことは不適切と考えた。（成年後見人に命令を出

す方法もあるが、全ての人に後見人がつくわけではない。）　②命令

の内容は具体的でなければならないため、物品の特定ができなけれ

ば命令を出せない。立入調査を拒否された場合には、事前にこの特

定を行うことが難しい。　③代執行は短時間に反復的に同じ状態に

なってしまうものを想定していない。「ごみ屋敷」の居住者は、ご
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みを適正に分別できない、物品を集めてくるなどの性癖あるいは、

認知症等の問題があると想定されており、代執行をしても結局、ま

た同じ状態になってしまう可能性が高い。」
34

という。

たしかに措置は、基本的には対症療法である
35

。また、強制措置

を要する状態を創出している原因者については、意思能力に欠ける

場合もあり、そのときには命令の名宛人となれるかという問題もあ

る。①の認識は、興味深い。しかし、そうした場合があるとしても、

そうでない場合もあるはずであるから、「武器」を作らない理由と

いえるのかは釈然としない。②については、少なくとも敷地内の物

品については外観目視で把握できた範囲で対応すればよいはずであ

る。

これに対して、③は重要な論点である。行政法システムは、同一

の原因者が命令および行政代執行に至るような状態を反復的に創出

し、数年に一度代執行が実施されるという行動パターンを想定して

いない。しかし、区道上に堆積されたら、世田谷区は道路法にもと

づいて対応する義務がある。したがって、③も決定的な支障とはい

えないように思われる。

ところで、措置については、典型的には「片づけ」のように、作

為を求めるものが一般的である。措置の要件は、「適正な維持管理

が行われていない状態にある」というように、一定の状態の存在が

前提となっている。このため、その改善となれば、作為しかない。

それが基本になるべきであろうが、さらなる持ち込みや支援として

の片づけ後の持ち込みを阻止するために、非悪化措置として、中止

命令のように不作為を求めうるようにしておくのが適切である。

34　世田谷区環境政策部環境保全課『世田谷区住居等の適正な管理による良好な生

活環境の保全に関する条例について 逐条解説〔第 2 版〕』（2018 年）（以下「世田

谷区逐条解説」として引用。）10 頁。

35　板垣・前註（9）書 45 頁参照。
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（イ）代執行

命令においては、物品の除去・処分や樹木の伐採といった代替的

作為義務が求められるから、履行期限内に履行がされない場合で放

置することが著しく公益に反すると認められれば、行政代執行法に

もとづいて代執行が実施される。その旨を確認的に規定する条例も

ある（草加市条例 15 条、品川区条例 12 条、中野区条例 11 条、足立区条例 12 条、

袋井市条例 8 条）。そのうえで、附属機関の意見聴取という手続の横出

しを規定するものもある（秋田市条例 9 条、郡山市条例 10 条、八潮市条例 19 条、

練馬区条例 22 条、新宿区条例 12 条、足立区条例 9 条、横浜市条例 9 条、横須賀市

条例 12 条、鎌倉市条例 10 条、名古屋市条例 10 条、蒲郡市条例 10 条、大阪市条例 9 条、

神戸市条例 12 条）。行政代執行費用に関して、中野区条例は、「……個

人であって、資力のない場合又は費用の負担が当該者の今後の生活

の再建を著しく阻害すると認められる場合」（13 条）に減免できると

規定する。

行政代執行法に関する実務的解釈によれば、法律のほか独立条例

にもとづき命じられた代替的作為義務についても、同法を根拠に代

執行が可能とされている
36

。それにもかかわらず、確認的規定を設

ける条例は、必要がある場合には粛々と代執行を実施すべきという

立法者意図を示したものといえよう。

前述のように、世田谷区条例は命令を規定しない（＝したがって、

行政代執行はされない）が、その理由のひとつは、民法 697 条が規

定する「事務管理」として必要な措置を講じうるという点にある
37

。

この点については、後で検討する。

（ウ）即時執行

「応急措置」「緊急安全措置」「応急的危険回避措置」などという

36　宇賀・前註（9）論文 138 ～ 139 頁参照。

37　世田谷区逐条解説・前註（34）10 頁参照。
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名称のもとに、即時執行を規定する条例もある。京都市条例は、「市

長は、不良な生活環境に起因して、人の生命、身体又は財産に危害

が及ぶことを避けるため緊急の必要があると認めるときは、これを

避けるために必要最小限の措置を自ら行い、又はその命じた者若し

くは委任した者に行わせることができる。」（13 条 1 項）と規定する（そ

のほか、秋田市条例 11 条、八潮市条例 20 条、世田谷区条例 11 条、中野区条例 12 条、

練馬区条例 24 条、名古屋市条例 11 条、豊田市条例 15 条、蒲郡市条例 11 条、神戸

市条例 13 条、豊島区条例 11 条）。京都市条例においては、身分証明書の

携帯と請求に応じた提示（同 2 項）は規定されるが、附属機関への諮

問は不要である。堆積物が路上に崩落しそうになっているような緊

急事態への対応であるから、当然であろう
38

。

さらに、京都市条例は、「軽微な措置」と称して、「市長が不良な

生活環境にある建築物等について、堆積している物の撤去、動物の

収容、草刈りその他の別に定める軽微な措置を採ることによりその

状態を解消し、又は改善することができると認めるとき」（14 条）に

も即時執行が可能とする（施行規則 4 条）（そのほか、八潮市条例 21 条）。こ

れは、きわめてフットワークが軽い手法である。一般に、即時執行

規定においては、相当の法益侵害が要件とされている。しかし、周

辺住民からの苦情は、もっと軽度の状態に対して寄せられ始める。

比例原則を踏まえれば、軽度の状態とのバランスがとれた措置しか

できないけれども、行政に「武器」が与えられている意義は少なく

ない
39

。なお、即時執行に要した費用の処理については、後述する。

38　板垣・前註（9）書 87 頁は、緊急対応が必要な事態はあまり想定できないから

ごみ屋敷住人の財産権保障の観点からある程度慎重な手続をとってよいとする。

これは、手続法的統制を規定すべきという趣旨か運用において配慮すべきという

趣旨か不明である。

39　もっとも、それでは京都市が「軽微な措置」を駆使しているかといえば、そうで

はない。条例案が可決される際に、議会が附帯決議を付して、実質的に 14 条を封

印したからである（http://www2.city.kyoto.lg.jp/shikai/honkaigi/H26/futaiketsugi9.html）。
どのような理由であったのかは不明である。提中・前註（6）（下）論文 55 頁は、「即

時執行の意義を減殺させてしまった」とコメントする。
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一方、即時執行をあえて規定しない条例の理由は何だろうか。横

浜市条例に関するヒアリングによれば、支援が基本であるにもかか

わらず、規定をすることにより権限発動に対する近隣住民の期待が

高まり行使に追い込まれてしまうのではないかという懸念があった

ようである。しかし、規定したとしても、要望があれば必ず発動す

る必要はない。権限発動にあたっての裁量権の合理的行使として対

応すればよいというのが行政法学の整理であるが、実務は、「そん

なに甘いものではない」のだろうか。

（エ）罰則

独立条例に規定できる罰則については、地方自治法 14 条 3 項が、

「2 年以下の懲役若しくは禁錮、100 万円以下の罰金、拘留、科料若

しくは没収の刑又は 5 万円以下の過料」を設けることができると規

定する。ごみ屋敷条例のなかには、何らかの罰則を規定するものが

ある。その内容は、ほとんどすべてが過料である
40

。賦課徴収の根拠は、

同法 231 条の 3、255 条の 3 による。非訟事件手続法の適用がある法

律にもとづく過料とは異なり、行政処分によって科すことができる。

もっとも「充実」した過料規定を置くのは、京都市条例である。

措置命令違反に対して 5 万円以下、立入調査拒否・質問不応答・虚

偽陳述に対して 3 万円以下、施策協力者における守秘義務違反に対

して 5 万円以下の過料を規定する（19 ～ 21 条）。独立のごみ屋敷条例

において過料規定を設けたのは、京都市条例が最初である。そのほ

40　唯一、荒川区条例は、罰金を規定する（13 ～ 14 条）。秩序罰である過料と比較

したうえで積極的に行政刑罰である罰金が選択されたのかどうかは定かではない。

両罰規定もあるが（15 条）、同条例が規制する「健康生活阻害行為」（2 条 1 号）とは、

不適正給餌、ごみのためこみであり、「組織犯罪」として行われるようなものでは

ない。罰金規定や両罰規定の妥当さについて十分に検討されたのかどうか、気に

かかる。もっとも、山本・前註（4）論文 71 頁には、「起訴できる証拠収集」とい

う表現があるから、積極的に選択されたようにも思われる。条例案確定にあたっ

ては、東京地方検察庁との協議が完了している。同 70 頁参照。
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か、郡山市条例（15 条）、神戸市条例（16 条）、袋井市条例（11 条）が

立入検査拒否等について、豊田市条例（20 ～ 21 条）、名古屋市条例（15

条）、蒲郡市条例（13 条）がそれに加えて命令違反について、それぞ

れ過料を規定する。

一方、罰則規定を設けない条例も多い（秋田市条例、草加市条例、八潮

市条例、足立区条例、新宿区条例、練馬区条例、横浜市条例、横須賀市条例、鎌倉

市条例、大阪市条例、品川区条例、世田谷区条例）。横浜市でのヒアリングに

よれば、人に寄り添った支援を基調とする条例のなかで罰則を規定

することのマイナスイメージが懸念されたという。

（6）実施体制

ア　附属機関の関与

長が対応を判断するに際して、専門的観点からの意見を徴すべく、

地方自治法 138 条の 4 第 3 項にもとづく附属機関の設置を規定する

条例が多い
41

。案件ごとに事情が大きく異なり、原因者の健康状態

なり精神状態を専門家の関与のもとで慎重にみきわめる必要がある

ことから、このような対応がされるのは適切である。

イ　庁内体制

地域の生活環境に影響を与える行為である一方、その原因者に

関して、何らかの医療・福祉的対応が必要なケースが通例であるこ

とに鑑みれば、ひとつの所管課の所掌範囲を超える問題であるのは

明白である。純粋な庁内事項ゆえに条例に規定されないのが通例で

あるが、現実の条例の実施においては、さまざまな工夫がされてい

る
42

。さらに、行政以外の主体とも連携した体制がつくられている
43

。

41　板垣・前註（9）書 79 ～ 81 頁参照。

42　釼持・前註（6）論文参照。

43　釼持麻衣「困窮する居住者に対する見守り・支援の取組み：練馬区・野洲市・

豊中市社会福祉協議会へのヒアリング調査をもとに」本書第 4 章参照。
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5　ごみ屋敷条例の制度設計および

実施にあたってのいくつかの論点

（1）支援から措置への重点移行の「見極め」のタイミング

措置アプローチとして、助言・指導、勧告はよいとしても、命令

や行政代執行、さらには、即時執行といった強制手法までを条例に

規定することに対しては、抵抗感もあるように感じられる。「措置

で問題が解決するわけではない」「福祉的支援が必要である」とい

う言説である。たしかに、措置は万能ではない。しかし、支援が万

能でないことも事実であり、併用は不可避である。要は、どのよう

な場合にどの方法を用いるのかがポイントになる。

堆積物に対する原因者の「想い」の一方で、それが周辺の生活環

境に与える影響や周辺住民の不満もある。「支援」は、基本的には、

行政と原因者（＝要支援者）の 2 極関係を踏まえた対応であるが、

問題の解決は、それだけを考えるわけにはいかない。3 極関係での

整理が不可避である。

横浜市条例は、指導の要件として、「支援によって建築物等にお

ける不良な生活環境（当該物の堆積等がされた建築物等の近隣にお

ける生活環境が損なわれている状態にあるものに限る。…）を解消

することが困難であると認める場合」（7 条 1 項）と規定する（ほかに、

横須賀市条例 9 条 1 項、鎌倉市条例 9 条 1 項）。支援をこれ以上継続しても

効果が期待できない客観的状況がある場合である。外部性の状況に

ついては、チェックリストなどで判定が可能であるとしても、原因

者の状況については事案のきわめて個別性が高いため、前出の附属

機関による判定に依拠することになるだろう。

（2）対象者に関する情報の把握

事案対応を進めるにあたって、原因者および問題状況に関する情
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報の収集は不可欠である。本人に関するもののほか、親族関係や経

済状態の把握が必要になる。このため、長に調査権限を与える規定

が設けられるのが通例である。収集先は、本人とそれ以外に分けら

れる。前者は報告徴収の求めになるし、後者は行政照会になる。

本人に対する場合には、公表や罰則の担保のもとに報告を義務づ

けることは可能である。一方、本人以外の場合には、報告を求めう

る権限は規定しても、回答までは義務にはできないのが実情である。

対象者は、ごみ屋敷に居住している場合がほとんどであろう。「通

い」であったとしても、通常、居所は知れている。しかし、実際には、

原因者の氏名や連絡先を知りえない場合もあるようである。この点

に関して、行政実務家からは、地方税法 22 条の守秘義務との関係で、

税務部署から、管理者に関する情報の提供を受けられない点が指摘

されている
44

。これは、空家法前の空き家条例においても指摘され

ていた点であるが、同法は、明文規定を設けてこれを可能とした（10

条 1 項）。法律がないごみ屋敷条例においてはどうであろうか。

京都市条例は、「市長は、不良な生活環境にある建築物等の所有

者又はその連絡先を確知することができない場合において必要があ

ると認めるときは、固定資産税の課税その他のこの条例に基づく事

務以外の事務のために利用する目的で保有する情報で当該建築物等

の所有者又はその連絡先を確知するために有用なものについては、

この条例の施行に必要な限度において、自ら利用し、又は提供する

ことができる。」（15 条 3 項）と規定する。当該情報は、地方税法 22

条の守秘義務の対象外という認識にもとづくものである。同市は、

空家法前の 2013 年に制定していた「京都市空き家の活用、適正管

理等に関する条例」において、固定資産税情報等の利用を可能とし

44　瀧・前註（30）論文 20 頁参照。この論点については一般に、南條友之「地方税

法 22 条と官公署等からの照会について」自治体法務 NAVI54 号（2013 年）2 頁以

下参照。
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ていた（16 条 3 項）
45

。これにならったものである
46

。

同一自治体ならばよいが、市内のごみ屋敷に関して納税管理者

が市外に居住している可能性がある場合には、そう簡単にはいかな

い。この点に関しては、古い通知がある
47

。それによれば、地方税

法 22 条および地方公務員法 34 条 1 項の「秘密」のいずれにも該当

するのは、「収入額又は所得額、税額等」であるが、「滞納者名およ

び滞納額等の一覧等」は、後者には該当するが前者には該当しない

とされる。これを踏まえれば、少なくとも、当該家屋や敷地に関す

る所有者・管理者の氏名や連絡先に関する情報を税務部署がごみ屋

敷担当部署に提供するのは可能ではないだろうか。一切の情報提供

はできないという運用をする税務部署が多いという印象を持ってい

るが、その根拠は何だろうか。「触らぬ神に祟りなし」なのかもし

れない。

対象者の同意を踏まえてごみの排出支援をする場合、処分に要す

る費用について廃棄物処理条例を適用して手数料を徴収するという

ことがある
48

。現実には、減免が検討されるだろうが、その前提と

して、所得額を把握する必要がある。しかし、連絡先情報を超えて

所得額となると、税務部署からの情報提供は難しい。情報提供に関

する対象者の同意が必要であろう。

経済状況の調査に関して、大阪市条例 6 条 6 項は、「銀行、信託

会社その他の機関」に報告を求めることができると規定している。

しかし、応答義務はない。

45　北村喜宣＋米山秀隆＋岡田博史（編）『空き家対策の実務』（有斐閣、2015 年）

82 ～ 83 頁［今崎匡裕執筆］参照。「可児市空き家等の適正管理に関する条例」6
条 3 項にも規定例がある。

46　板垣・前註（9）書 95 頁は、「空家特措法 10 条 1 項に倣った規定と推察されます」

とするが、そうではなく、旧条例の延長線上にあるものである。

47　自治省税務局長「地方税に関する事務に従事する職員の守秘義務について（通

知）」（自治府第 159 号昭和 49 年 11 月 19 日）。

48　横浜市マニュアル・前註（28）1 章 3 頁参照。
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（3）費用負担：原因者支払いへのルート

劣悪な生活環境に悩むごみ屋敷周辺住民にとっては、とにかく状

況が改善されればよいのであり、どのような方法によるかには関心

が薄い。納税者でもある立場を踏まえれば、「高い住民税を払って

いるのだから税金を使って行政が片付けてくれ」といいたいところ

であろう。この点の方針の判断は、行政にとっても悩ましい。

足立区は、「最初はごみ屋敷に補助金を出す」方針であったところ、

「「ごみ屋敷に 100 万円も補助するのか」という意見がありました。

そのようなことから、直接区が片付ける方向」で条例の制度設計を

したという
49

。これは、興味深い対応である。もっとも、費用徴収

をしないのではない。条例にもとづく指導・勧告（6 条）に応じて「そ

の気」になってはくれたが自力でできない場合に区に作業を委託し

てもらい（10 条）、委託契約を締結して作業を実施する。作業実施に

より区は債権を取得するが、無資力事案の場合には、100 万円を限

度にした「支援」（11 条）という整理で、実質的に債権放棄をする（＝

補助金を支給するのと同じ結果）という仕組みである。契約を締結

できる意思能力があることが前提であるのはいうまでもない。なお、

ごみ屋敷対策に公金を用いるべきなのかは、自治体にとって重要な

政策判断である。これを条例事項としたのは、適切な対応である
50

。

大阪市条例は、「堆積者の申出に基づき」（10 条 1 項）、必要な経済

的支援ができると規定する。指導・勧告といった措置も規定されて

いるが（7 条）、それがされていることは要件となっていない。

京都市条例は、支援アプローチにおいて、原因者からの委託とい

う形式をとらない。前述の通り、要支援者意思に従いつつも職権で

対応内容を判断する。そして支援が実施された場合には、「支援を

49　島田・前註（5）論文 32 頁参照。

50　宇賀・前註（9）論文 140 ～ 142 頁参照。
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受けた者は、別に定める場合を除き、当該支援に要した費用を負担

しなければならない。」（9 条 3 項）とされる。別に定める場合とは、

減免事由に該当する場合である。該当事案では負担が免ぜられるこ

ともあり、そうなれば、補助金支給と同じ結果になる。

（4）緩和代執行・略式代執行

撤去や処分を義務づける命令の不履行に対しては、行政代執行法

にもとづく代執行により対応できる。同法 2 条は、「法律（法律の

委任に基く命令、規則及び条例を含む。……）により直接に命ぜら

れ、又は法律に基き行政庁により命ぜられた行為（他人が代つてな

すことのできる行為に限る。）について義務者がこれを履行しない

場合、他の手段によつてその履行を確保することが困難であり、且

つその不履行を放置することが著しく公益に反すると認められると

きは、当該行政庁は、自ら義務者のなすべき行為をなし、又は第三

者をしてこれをなさしめ、その費用を義務者から徴収することがで

きる。」（下線筆者）と規定する。

条例のなかには、下線部のいわゆる公益要件を規定しないで行政

代執行法を引用するものがある。結果的に要件を緩和するために「緩

和代執行」と称されるものであるが、これは、法律に明文規定があ

る場合に可能というのが、行政実務における整理であるように思わ

れる。緩和代執行を規定する条例（八潮市条例 19 条 1 項、草加市条例 15 条、

中野区条例 11 条、横浜市条例 9 条 1 項）は、どのような解釈論を踏まえて

いるのだろうか
51

。

措置を命じようとする場合において過失なく受命者を確知できな

51　外見的には緩和代執行となっているにもかかわらず、中野区ガイドライン・前

註（25）18 頁では、公益要件を踏まえた解説がされている。条例本則において、「ま

さかの規定のし忘れ」だろうか。横浜市逐条解説・前註（22） 26 頁には、公益要

件が規定されていることを踏まえた解説があるから、どうもそのように思われる。

法制執務上のミスであろう。
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い場合に行政自ら措置をする略式代執行についても、条例単独で規

定することはできないというのが、行政実務の整理であった
52

。こ

の点に関して、豊田市条例は、略式代執行を規定している（14 条 2 項）。

同市は、条例案パブリックコメント回答において、「行政代執行法

第 1 条は、法律以外で、代執行手続についてより具体的に定めるこ

とまでも排除していません。地域の課題を踏まえ、行政上の義務履

行確保の観点から、この義務履行を確実にするためには、代執行の

範疇で、行政代執行法の執行条例としていわゆる上乗せ・横出しを

することは可能です。したがって、代執行の略式の手続である略式

代執行について、条例で規定することは可能であると考えます。」
53

と説明している
54

。略式代執行の場合には、命令による義務づけが

されていないために行政代執行との関係は生じないから、行政代執

行法 1 条にかかわらず、即時執行と同様に条例で規定することは妨

げられないのではないだろうか
55

。なお、豊田市条例は、緩和代執

行も規定するが（14 条 1 項）、同様の理由だろう。

52　宇賀・前註（9）論文 142 頁参照。

53　パブリックコメント回答は、豊田市ウェブサイトで閲覧可能である（http://www.
city.toyota.aichi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/011/343/kangae.pdf）。 瀧・ 前

註（30）論文 18 ～ 19 頁も参照。

54　空き家対策の事例であるが、略式代執行を規定する空家法以前に、「山陽小野田

市空き家等の適正管理に関する条例」が制定されていた。そこでは略式代執行が

規定されているところ（9 条 2 項）、その理由として、「単に命ずる者が確知できな

いことを理由に危険な空き家を漫然と放置することこそ、公益に反する行為であ

り、市民生活の安心安全の確保を最優先にすべきと考え、条例中に略式の代執行

を定めました。」と説明されている。筆者の照会に対する山陽小野田市生活安全課

長回答（山生第 G3206-20 号 2016 年 9 月 14 日）。

55　北村・前註（3）書 234 頁註 52 では、略式代執行を行政代執行法の特別法的制

度と整理していた。しかし、現在では、義務づけを前提としない以上、それとは

別の次元にあるとする方が適切ではないかと考えている。北村喜宣「略式代執行

の費用徴収：空家法を素材にして」北村喜宣＋山口道昭＋礒崎初仁＋出石稔＋田

中孝男（編）『自治体政策法務の理論と課題別実践』［鈴木庸夫先生古稀記念］（第

一法規、2017 年）293 頁以下・295 ～ 297 頁参照。筆者の立場からすれば、行政代

執行法との関係で上乗せ・横出しと整理するのは適切ではない。
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（5）即時執行の重要性と費用徴収

ごみ屋敷の原因者に意思能力が備わっているかどうかにかかわら

ず、問題状況は客観的に存在する。それが条例目的の実現にとって

著しい支障をもたらしている場合には、とりあえず何らかの対応を

する必要がある。その意味で、ごみ屋敷条例において、即時執行規

定は必置装備といってよいだろう
56

。抜本的解決にはならないにし

ても、地域コミュニティに対する影響を暫定的であるにせよ緩和で

きる。なお、不適正管理に起因するとはいえ人権侵害を発生させる

事実行為であるから、条例に規定する際には、要件はそれなりに厳

格である必要があるが、過重な手続（例：審議会への諮問）を設け

ると機動性が失われる点に留意すべきである
57

。

即時執行に要した費用については、特段の規定を設けない条例も

あるが（秋田市条例、世田谷区条例、中野区条例）、「負担しなければならない」

とするもの（豊田市条例 15 条 4 項、京都市条例 13 条 5 項）、「負担において」

とするもの（八潮市条例 20 条 1 項）、「負担とすることができる」とする

もの（練馬区条例 24条 4項、神戸市条例 13条 3項）がある。注意が必要なのは、

支払いが義務であるような規定ぶりであっても、これだけで債務は

発生していないことである。これは行政の想いを述べただけであり、

具体的な債権債務関係が発生しているわけではない
58

。この点につ

いては、それほど深く検討せずに規定がされているような印象を受

56　提中・前註（6）（下）論文 56 頁も参照。板垣・前註（9）書 87 頁は、老朽不適

正管理空き家との比較において、「ごみ屋敷対策の場合、直ちに付近住民等の生命・

身体が危険に晒されることはあまり想定できません。」というが、行政実務家の立

場から、岡田・前註（7）論文 46 頁は、「状況次第では、緊急に対応する必要があ

る場合がある。」とする。

57　京都市条例のもとでの緊急安全措置には、特段の手続は規定されていないが、

条例案を審議した議会の附帯決議において、審議会への意見聴取の履行が求めら

れている。前註（39）参照。

58　板垣・前註（9）書 93 頁は、明文の規定を置けば債権が発生するという。宇那

木正寛「空家対策と代執行（1）」自治体法務研究 55 号（2018 年）86 頁以下・96
頁も同様の発想である。しかし、なぜそうなるのか、筆者には理解できない。
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ける
59

。支払いを求めたいのであれば、条例で納付命令を規定して

債権として確定させ、公法上の当事者訴訟を提起して支払いを求め

るほかないように思われる
60

。豊田市は、「市は、原因者に対して説

明を尽くし、算定基準に基づく適正な金額の支払合意を得た上で請

求し、請求額全額を徴収することを予定している」
61

とする。その方

針は結構であるが、それなら「負担しなければならない」というよ

うな誤解を招く規定にする必要はない。

（6）事務管理

先にみたように、世田谷区条例の対応は勧告までであり、命令を

規定していない。しかし、何かをすることが必要な場合もあるため

に、いわば代替措置を規定した。「区長は、前条第 2 項の規定によ

る勧告を受けた居住者等が相当の期間内に同項の必要な措置を講じ

ないとき又は居住者等にやむを得ない事情があるときは、その者に

代わり、民法……その他の法令に照らして適切な範囲内において必

要な措置を講じるものとする。」（10 条 1 項）と規定する。民法にもと

づく必要な措置としては、「居住者の状況に応じて、居住者の意向

を尊重しながら代行する「事務管理」や「契約の代行」といった対

応が考えられる。」
62

とされる。豊島区条例 11 条 3 項は、「区長は、緊

急安全措置の実施により、生じた諸費用を民法…第 702 条に基づき

所有者等に償還請求するものとする。」として、事務管理によるこ

とを明言する。

不適正管理空き家対策行政の現場では、権限行使の根拠として、

59　北村喜宣「「する」「できる」「しない」「沈黙」：空き家条例にもとづく即時執

行の費用徴収」同『自治力の挑戦：閉塞状況を打破する立法技術とは』（公職研、

2018 年）112 頁以下、千葉実「空き家対策における即時執行費用の回収と相続財

産管理制度の活用等について」自治実務セミナー 2018 年 5 月号 38 頁以下参照。

60　略式代執行の費用徴収についても、同様である。北村・前註（55）論文参照。

61　瀧・前註（30）論文 19 頁。

62　世田谷区逐条解説・前註（34）10 頁。
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民法 697 条に規定される事務管理が利用できるという整理が意外

に定着していた
63

。ごみ屋敷についても同様のようである。しかし、

事務管理は、負担の事後調整法理であって行政の権限根拠法理では

ない
64

。世田谷区についていえば、勧告は管理不全状態にある住居

が周辺の生活環境に著しい影響を与えていることから、それを除去

するためになされるものである。それは区の責務なのであり、他人

の事務をしているのではない。また、かりに事務管理として実施す

るとすれば、民法上、行政にとって不合理な負担が課される結果と

なる
65

。したがって、同条例が規定する即時執行（11 条）を適宜実施

するのが適切である。

（7）居住地が他自治体の原因者

通常のごみ屋敷の場合、原因者は当該物件に居住しており、それ

が所在する自治体の住民である。ところが、住民登録はほかの自治

体でされていて、いわば「通い」による持ち込み型ごみ屋敷となっ

ている場合は、どのように考えればよいのだろうか。

この場合は、対応が難しい。当該ごみ屋敷の所有者であるから、

条例にもとづく措置は可能であるけれども、医療福祉的措置をする

ことはできない。住所地自治体においては特段の問題は発生させて

いないときには、同人に対して医療福祉的措置をする前提に欠ける

のではないだろうか。

（8）成年後見制度の利用

原因者が高齢者であり、意思能力に疑いがもたれるような場合、

状況次第では、市町村長は、成年後見人を付する審判請求が可能で

63　北村・前註（3）書 70 頁以下参照。

64　北村喜宣「行政による事務管理（1）～（3 完）」自治研究 91 巻 3 号 33 頁以下、

4 号 28 頁以下、5 号 51 頁以下（2015 年）参照。

65　岡田・前註（7）論文 48 頁参照。
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ある（高齢者福祉法 32 条）。この権限について、必要があれば利用する

旨を条例で確認的に規定するのは可能ではあるが、そうした実例は

なかった。

空き家条例のなかには、財産管理人制度の活用について規定する

ものもある
66

。問題となっている特定空家等の除却を実現するため

の方策として位置づけられている。それと比較すれば、後見人を付

けるというのは、「相当に重たい」対応なのだろう。成年後見制度

となると、当該対象者の全人格にかかわる問題であり、また、本人

の「福祉」をどのように考えるかという重大論点にもかかわるため、

軽々に利用できるものではない
67

。問題状況への対応としては、本

人への粘り強い支援のなかで本人の了解を得ての片づけを基本とし

つつ、適宜、即時執行を使うことになろうか。

なお、命令を前提とする代執行の場合、そもそも、命令にあたっ

て行政手続条例にもとづきなされる弁明機会付与通知の受領能力が

あるのかが問題になる。この点に関しては、基本的には判断能力が

あると推定してよいという見解がある
68

。それによるならば、当該

ごみ屋敷に関する命令要件充足状況を踏まえて対応すれば、少なく

とも手続違法の問題は生じない。

6　今後の展望

ごみ屋敷条例の施行により、「劇的な効果」が現れているという

わけではない。原因の特性に鑑みれば、対応にはかなりの粘り強さ

と忍耐力が求められる。ヒアリングにおいては、いくつかの改善事

例が確認できたが、そこに至るまでの関係者の苦労は相当のもので

66　北村・前註（3）書 237 頁以下参照。

67　菅富美枝「脆弱な人々を包摂する社会の構築に向けて：住居荒廃の問題と自律

支援」本書第 3 章参照。

68　同上参照。
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あると感じた。条例施行当時であれば、周辺住民に対しては、「支

援を基本にして対応しておりますので、もう少しお待ちください」

といえるとしても、5 年以上も経過すれば、「いつまで待たせるの

か」と批判されるだろう。議員などを通じた長や幹部職員への要望

もあるため、関係課は、「目に見える成果」を出すように求められ

る。支援と措置のバランスについての判断が迫られる。横須賀市は、

2018 年 8 月に、条例にもとづき、是正命令に従わなかった者の氏

名を公表したうえで、行政代執行を実施した。しかし、その後、同

一人により、堆積行為が再開されたようである。

行政にとって、ごみ屋敷条例の制定には、「寝た子を起こした」

ような面がある。住民との関係では、それまで、苦情は、「たらい

まわし」され、住民の諦めを待っていた。ごみ屋敷条例によって、

行政の担当部署が明らかになり、責任を持った対応が制度化される

ようになったことには大きな意義がある。

多くの条例は、ごみ屋敷問題を地域コミュニティの問題でもある

と位置づけている。たしかに、行政だけで解決できる問題ではない。

地域コミュニティに一定の「覚悟」が求められる。そうであるならば、

それに対応する行政の側にも、「相当の覚悟」が求められるのだろう。
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足立区の「ごみ屋敷」対策

足立区環境部生活環境保全課長　祖傳　和美

第6章
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1　足立区が「ごみ屋敷」対策に取り組んだ理由

2007 年 6 月に、近藤やよい区長が就任した。治安に課題があっ

た当区において、区長が取り組んだのが、「美しいまち」に変えて

いくことで犯罪を抑止する「ビューティフル・ウィンドウズ運動」

である。この運動のもととなったのは、ニューヨーク市の「割れ窓

（ブロークン・ウィンドウズ）理論」である。2011 年に、まちをき

れいにすることを目的に、筆者も含む道路管理担当と違反建築指導

担当により、「道路・建築監察 PT」が立ち上げられた。この PT は、「ご

み屋敷」のほか、老朽危険家屋、不法投棄など、地域住民の生活環

境を脅かす事例の把握とその解決策について検討を行った。

「道路・建築監察 PT」の中で「ごみ屋敷」問題は、住環境の美観

を損ねるほか、放火や不法投棄、悪臭や害虫の発生等、住民の生活

環境を悪化させるものと認識されていた。しかし、当時、行政とし

ては、民有地の問題として手をこまねいている状態であった。その

ため、「モデル 25 事例」を設定し、課題や解決方法を見出し、同時

にこれらの問題に対処するために、条例の制定を検討した。

2　「足立区生活環境の保全に関する条例」の

制定“全国初”

2013 年 1 月 1 日、足立区は、「ごみ屋敷」に特化した「足立区生

活環境の保全に関する条例」を公布した。同条例は、「全国初」と

注目された。条例制定から 6 年間が経過した。本章では、足立区の

取組み、成果、そして、課題を報告する。

（1）足立区の条例の特色

①命令・公表・代執行の措置
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所有者等は、その所有等にかかる土地等を不良な状態にし

てはならない（4 条 1 項）。この義務に違反した者に対しては、区

長は指導・勧告をすることができる（6 条）。指導・勧告に従わ

ない者に対しては、「命令・公表・代執行」等の厳しい措置が

できる（7 ～ 9 条）。

②「支援」を盛り込む

自ら不良状態の解消をするのが困難と認められる所有者等

に対しては、「支援」を行うことができる（11 条）。

③「審議会」の設置

第三者による専門家や地域の代表、区の職員により構成さ

れた「生活環境保全審議会」を設置し、区が、①の「命令・公表・

代執行」の措置や②の「支援」を行う際は、この審議会の意見

を聞かなければならない（7 条 2 項、9 条 2 項、11 条 2 項、12 条）。（代

執行は実績なし）

（2）「支援」とは

①区の費用負担

片付けには同意したが、自らの資金で費用を負担できない

場合に、廃棄物の処分費用や樹木の伐採経費でそれぞれ上限

50 万円、100 万円の範囲内で区が費用を負担することができる。

②謝礼金

ごみの片付けに協力してくれた、町会・自治会や NPO、ボ

ランティア団体等に対し、区が片付けに必要な物品の提供や

謝礼金を支払うことができる。

③これまでの「支援」の実施結果（2018 年 12 月 31 日現在）

①区の費用負担・・・2 件、1,013,880 円

（ 「廃棄物処分」「樹木伐採」1 件と「樹木

伐採」1 件）
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②謝礼金・・・7 件、238,000 円

（ 「廃棄物処分」3 件、「樹木伐採」3 件、「草

刈」1 件）

（3）調査権

不良状態にある土地等への立入調査のほか、住民票、戸籍、住民

税、各種保険料等を調査することができる（5 条）。

（4）年度別受付・解決件数（解決件数には過年度受付分を含む）

3　組織の連携のために

「対策会議」と「ケース診断会議」の設置

ごみ屋敷問題の解決には、「オール足立区」の取組みや部を超え

た連携が想定された。そういった対応が必要な事例に対し、各部の

課題や「ケース診断会議」での状況を話し合う「対策会議」を設定

した。部課長の会議においては、方針決定や役割分担など、即断即

決の議論が行われる。6 年間の運用を経た現在、部を超えた連携は

スムーズに行われている。組織の編成は、以下の通りである。

①対策会議：各部の部課長級が参加する会議

 福祉部、衛生部、地域のちから部、環境部、都市建

設部等

表 6-1　年度別受付・解決件数

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

累計

受付件数 55 18 35 41 30 35 10 224
解決件数 15 29 15 26 34 26 19 164
未解決件数 40 29 49 64 60 69 60 60
※ 2018 年度は、2018 年 12 月 31 日分までの統計
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②ケース診断会議： 関係機関の担当者を中心に現場対応について

協議する会議

③事務局： 環境部生活環境保全課（情報共有、課題整理、進行管

理、各課調整等）

4　制度周知

ごみ屋敷問題の解決には、住民の理解が重要である。このため、

区役所へのアクセスを容易にするべく、イラストを多用したわかり

やすいパンフレットを作成している。

5　「モデル 25 事例」を通じ、

条例に「魂」を入れた 2 事例

条例に「支援」を盛り込む契機となった 2 事例について紹介する。

（1）20 年の年月を経て解決した精神疾患の 70 代男性の場合

ア　キーパーソンとの出会い

道路管理者の記録によると、20 年の指導履歴を持つ 70 代男性の

長女との出会いは、2009 年 7 月 29 日、筆者が道路監察係長の時で

図 6-1　制度周知のためのパンフレット 
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ある。いわゆるごみに見える大量の荷物を道路上に保管していた

状態を改善させる目的で A 家を訪問した際、「何かご用ですか。」と

きつい口調で話しかけてきた 40 代の女性がこの家の長女であった。

筆者は、この家に同居人がいることを知らなかったため、大変驚い

たとともに、キーパーソンとの出会いをチャンスと捉えた。この偶

然の出会いから、指導対象は、「父と娘」になった。長女の仕事が

休みの日に区役所へ来るように約束し、その日を待った。長女の話

によると、祖父の代から、家族で商売を営んできたが、祖父母も亡

くなり、以来、父は生活費の足しにごみ（資源）を集めるようになっ

たとのことであった。

長女は、この状態を決して良いと思っておらず、近隣に迷惑をか

けていることは十分に理解していた。しかし、誰にも相談できず、

また、誰も助けてはくれなかった。

イ　庁内連携

A 家の問題を整理し、何から改善の糸口を見つけていくのかを検

討するために、「ケース診断会議」を開催した。これは、何らかの

関係がありそうな所管を集めての庁内会議である。当時、筆者が所

属していた道路管理課が事務局となり、高齢援護課、保健センター、

建築安全課、地域包括支援センターなどが参画した。

対応の方向性としては、まずは、道路上のごみの撤去と本人の医

写真 6-1　支援を通じた解決事例 1
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療機関への受診を同時に目指すこととした。道路管理課は道路上の

ごみの撤去、保健センターは本人の医療機関への受診を担当した。

高齢援護課・地域包括支援センターは介護保険制度、成年後見人制

度の手続き、建築安全課は家の耐震診断と解体時の助成制度の案内

等の役割分担を行った。

その後、長女と本人の同意が得られたことで、道路上のごみを撤

去することができた。一方、保健センターについては、医療機関を

紹介し本人を受診させることはできたが、本人は、2 時間も待って

5 分の診療に対する医療機関への不満や受け取った薬を服薬管理す

ることができず、治療が功を成すことはなかった。

ウ　再発防止策の必要性

一度は片付いたはずの道路上の荷物が、また、置かれ始めている

と近隣から通報があった。それもそのはず、収集した荷物を保管す

るスペースが無く、家の中は天井に届くまで、荷物がうず高く積み

上げられていたからである。そこで初めて筆者は、「家の中まで片

付けないとごみ屋敷は片付かないのだ。」と思い知った。

次回は、家の中の荷物（ごみ）すべてを撤去すると目標を定め、

長女と交渉を開始し了解が得られた。小さいけれど 2 階建ての家の

天井近くまで積まれた荷物（ごみ）を撤去するためには、丸 2 日間

かかった。100 万円に届く費用は、すべて長女が負担した。最初は、

本人もさすがに撤去に抵抗したが、最後はあきらめ、納得した。

これで、解決と安心したのもつかの間である。その 2 年後、道路

パトロール中に近くを通った際に、もうすぐ家がごみで満杯になり

そうな様子を発見した。どうしたものかと考えあぐねていた頃、長

女から連絡があった。「最近、父は、『夜に外国人の大勢の来客があ

り襲われる。』と妄想しており、『夜は心配で眠れない。』と言って

いる。」とのことである。早速、保健士が精神科医と訪問し、医師
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の説得で、検査入院させることとなった。その後、本人は、治療や

入院生活にも満足された。また、家に帰ると外国人が襲ってくると

の恐怖心から、家を売却し、現在は特別養護老人ホームに入所し、

ホームのリーダーとして元気に過ごしている。

（2） 水が出ず、ごみ集積所の使用も禁じられ、社会から孤立した B
一家の場合

ア　支援の拒否

区役所に、「公共施設の水道から水を盗んでいる人がいる。」「公

共施設のトイレで体を洗っている親子がいる。」と通報があった。

調査すると、隣家から樹木の越境で苦情が入っている家族と同一で

あった。住民票を調べると、70 代の母、40 代の長女、30 代の長男

の 3 人家族である。目撃情報などから、水を盗んだり、体を洗って

いたのは、どうやら母と長女の二人らしい。

近隣から、昔から生活に困窮しているようだとの情報もあり、ま

ずは、管轄の福祉事務所の職員が自宅を訪問した。何度かの訪問

で、やっと会話ができたものの「福祉は間に合っている。」との回

答であり、「もう、来るな！」と怒られる始末であった。この家庭は、

子ども達が中学校を卒業するまで、生活保護を受給していた履歴が

あり、また、当時、母は精神的な病が心配されていたことも判明した。

写真 6-2　支援を通じた解決事例 2
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福祉事務所の職員による訪問が功を成さず、この家庭への関与の

方法を模索していた頃、樹木の繁茂を担当する職員を訪問させ、様

子を見てくることになった。その一員として女性同士なら話が合う

かもと筆者が訪問することとなった。突然の訪問で、怒鳴られるこ

とを覚悟して行ったが、そうはならなかった。

「良い天気ですね。」「3.11 の地震は怖かったですね。揺れました

か？」「おいしそうなパンですね。どこで買ったの？」など、たわ

いもない会話から始めた。「何か困ったことがあったら、区役所の

祖傳（そでん）だよ。覚えてね。」と A4 サイズの紙に大きく電話

番号と名前を記入し、何でも困ったことがあったら、電話してねと

言い置いた。

イ　「支援」の必要性

5 月の連休に訪問したところ、お休みだった長男とやっと会え、

仕事の様子、家庭の様子、近隣からの苦情について話ができた。長

男からは、中学を卒業後、生活保護を打ち切られ、自分が働いて家

族を養ってきたこと、その間 20 年、この家庭は、誰からも援助を

受けず、社会から孤立して過ごしてきたことがわかった。「生活が

苦しいので、隣家への樹木の越境があっても、大きくなってしまっ

た何本もの樹木を、剪定も枝卸しもできない。」とのこと。現状は、

樹木どころか、家自体が老朽化しており、廊下の床は穴だらけ。ト

イレも汲み取り。水道は何年も前に止まっていた。電気は裸電球が

台所と寝室に 2 個ついていたが、ガスは止まっていた。煮炊きはガ

スコンロを使用。まるで、避難所のような生活を 20 年も送ってき

たと思われた。さらに、近隣から、ごみの集積所の当番やごみ出し

のルールが守れないとの理由で、集積所の利用を禁じられたため、

庭に生ごみを埋めていたことが判明した。母は精神的な病を抱え、

40 代の長女は中学を卒業以来、働いておらず、知的障害も疑われた。

161

第 6 章　足立区の「ごみ屋敷」対策

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



ウ　支援のタイミング

B 一家の生活の様子が把握できた頃、職場の電話がなった。なん

と、B 一家の長男からの電話であった。「先月に病気になり仕事を

やめた。お金が 1 万円しかない。どうしたら良いか。」というので

ある。筆者は、「すぐ、区役所に来なさい。」と区役所で待ち合わせ、

福祉事務所の相談窓口に駆け込み、生活保護の申請を行った。

B 一家は、生活保護を受給することとなったため、B 一家への支

援の在り方、苦情対応について福祉事務所、高齢援護課、社会福祉

協議会、建築安全課、生活環境調整担当課（当時の担当所管）、道

路管理課で「ケース診断会議」を行った。

まずは、老朽化している家から引っ越すためのアパート探しを社

会福祉協議会の協力を得て行い、引っ越し後、ごみの撤去と樹木の

伐採を実施するなどの方針を定めた。それから、社会福祉協議会の

職員と家族でアパートを探し、近隣のアパートに引っ越した。空き

家になった家屋の解体助成金の手続きを行い、生活環境保全審議会

の意見を聞いたうえで、2013 年 1 月 1 日から施行された「足立区生

活環境の保全に関する条例」の適用第 1 号（支援）となった。

余談だが、B 一家の長男が後日、「あの時、祖傳さんに電話して

も助けてくれなかったら、一家心中しようと思っていた。でも、最

後に一度だけ、助けを求めてみようと電話したんだ。」と筆者に言っ

た。

6　解決を困難にしているもの（分析データ）

（1）2017 年度の未解決事案 60 件の分析

2017 年度の未解決事案 60 件について、その居住実態や居住内訳、

年代別構成を分析した。その結果は、表 6-2 および図 6-2 のとおり
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である。

これらの分析の結果、明らか

になった傾向と課題は、以下の

3 点である。

① 未解決事案には、3 件の母

子世帯があり、0 ～ 9 歳 2

名、10 歳代 6 名はここに含

まれている。こども支援セ

ンター等の専門機関と密に

連携をとりつつ対策を進め

ているが、子どもの健全育

成が優先されるため、ごみ問題は解決が遅れがちとなる。

②  65 歳以上の高齢者については、高齢福祉・介護等の関係機関

と連携して対策を進めている。

③  20 歳代から 64 歳までの年齢層については、貧困や精神疾患

等の問題を抱えている事案は福祉事務所や保健センターと連

携し対応を進めている。これらに該当しない事案については、

連携可能な所管が非常に少なく、対応に苦慮している。

（2）2012 年度から 2014 年度に受付、未解決の事案（21 件）の分析

苦情の多さ・改善意識の欠如等・区の介入度合・改善状況・緊急

性の 5 指標を用い、進捗等の度合いを大・中・小に振り分けて評価

した（表 6-3 を参照）。苦情の多さについては、小が約 71％（15 件）を

占める。これは、大きな苦情はなく、近隣が区の介入を理解してい

表 6-2　居住実態・居住内訳

世帯 単身 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人 計

件数 15 件 20 件 4 件 5 件 1 件 2 件 47 件

人数 15 人 40 人 12 人 20 人 5 人 12 人 104 人

図 6-2　年代別構成

 

60歳代以上, 
50, 48%

40歳代～

50歳代,
29, 28%

20歳代～

30歳代, 
15, 14%

10歳代以下, 
10, 10%
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るためと思われる。改善意識の欠如等は、大・中あわせ約 95％（20

件）で対象者自身の課題が大きく、解決に時間を要している。区の

介入度合は、大・中あわせ約 86％（18 件）で区の介入は進行してい

るが、対象者自身の課題がある中、解決に時間を要している。改善

状況は、中・小あわせ約 86％（18 件）で少しずつ改善している。緊

急性は、大が 0 件で、約 71％（15 件）が小である。区の指導により、

道路にごみがはみ出すなど近隣に迷惑をかけている状況は改善して

いる。

さらに、ごみの収集癖・キーパーソンの不在・他者との接触拒否

の 3 指標を用いて、解決阻害要因を分析した。その結果は、表 6-4

のとおりである。

以上の分析から明らかになったことと、その結果を踏まえた今後

の対応としては、以下の 4 点が挙げられる。

① 対象者自身の改善意識の欠如等は、貧困や病気、人間関係のト

ラブルによる影響が大きい。このため、今後も粘り強い対応を

表 6-4　対象者の特性

ア　対象者にごみの収集癖がある。 8 件（約 38％）

イ　対象者にキーパーソンがいない。 18 件（約 86％）

ウ　対象者に他者との接触拒否がある。 13 件（約 62％）

エ　上記要因が 2 つ重複している。 16 件（約 76％）

オ　上記要因が 3 つ重複している。 2 件（約 10％）

表 6-3　5 指標と進捗等の度合いのクロス集計

苦情の
多さ

改善意識
の欠如等

区の
介入度合

改善状況 緊急性

大（多） 0 件 15 件 6 件 3 件 0 件

中 6 件 5 件 12 件 8 件 6 件

小（少） 15 件 1 件 3 件 10 件 15 件

※ 2018 年 3 月 31 日現在
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続け、対象者との信頼関係の構築に努めることで、改善意識の

向上を図っていく。

② ごみの収集癖と他者との接触拒否が重複する対象者には、精神

疾患や発達障害などが疑われる事案が多くみられる。このため、

医療保健・福祉分野との連携を強化していく必要がある。

③ キーパーソンの不在と他者との接触拒否が重複する対象者に

は、地域や親族間で孤立化している事案が多くみられる。この

ため、医療保健分野、孤立ゼロプロジェクトなどとの連携を強

化していく必要がある。

④ 条例に基づく支援・代執行等の実施も検討しつつ、解決の糸口

を模索していく。

7　「おせっかい行政」の始まり

このように、「モデル 25 事例」から始まったごみ屋敷対策である

が、2018 年 12 月末日までの約 6 年間で、「164 事例」を解決した。

この解決件数は、単に環境部がごみを片付けただけではなく、福祉

部や衛生部、建築安全課や道路管理課等の「オール足立区」で協力

した結果である。また、町会・自治会、地域包括支援センター、介

護事業所等との連携も欠かせない。これらの解決方式は総じて「足

立区モデル」と称され、各地の条例制定の参考にしていただいてい

る。

先に紹介した 2 事例を、当区では「教科書」と言っている。それは、

条例の中に「魂」を入れるきっかけとなった事例だからである。当

区のごみ屋敷対策は、先に述べたようにごみ屋敷の「ごみ」を片付

けたら解決ということでなく、そこに住む居住者を支援し再発防止

に取り組んだうえで「ごみ屋敷」を解消することを目標としている。

居住者との信頼関係を構築するまで何度も足を運び、居住者の生活
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改善と近隣住民の苦情解決を同時に目指している。こうした活動も

すべて行政の「支援」として実施する。民有地の問題に区は関与で

きないというスタンスから一歩踏み出し、民有地の問題であっても

区が関与することで地域の問題が解決し、地域住民の生活環境が保

全されるのであれば、積極的に支援していくとする「おせっかい行

政」の幕開けである。その後、民有地の不法投棄撤去支援、落書き

消去支援なども開始している。
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京都市の「ごみ屋敷」対策

京都市保健福祉局保健福祉部保健福祉総務課担当係長　木本　悟
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はじめに

ごみを溜めこんで処理することができない状態となっている、い

わゆる「ごみ屋敷」が、社会的に関心を集めるようになって久しい。

行政が「ごみ屋敷」に対して行う対策は、社会的課題としての関心

が高まり出した時期が近接する「空き家」への対策と並べて、課題

や対応に関する類似性や相違点が論じられることが多い。いずれの

課題も、地方自治体が主体となり対策を講じていくものであるが、

ここで取組に差異を生むのは、「空き家」への対策は国の立法（「空

家等対策の推進に関する特別措置法」が 2015 年 5 月に全面施行）

があることにより、自治体の取組の大枠や判断基準について後ろ盾

がある一方で、「ごみ屋敷」に関しては、対策が国において立法化

されていない点であるといえる。

立法的な後ろ盾や、全国統一的なガイドラインが無いことが要因

となって、各々の地方自治体における「ごみ屋敷」対策の取組は、「ご

み屋敷」状態についての定義や、対策を講じる組織・体制面の在り方、

不利益処分を含む措置に係る規定や、当事者（原因者）に対する財

政的支援の有無とその内容、また、地方自治体においてそもそも「ご

み屋敷」対策を執り行うか否か等の諸々について、各地方自治体が

試行錯誤を重ねてきて、各個において個性的、千差万別な状況があ

るのが今日である。

1　京都市「ごみ屋敷条例」前夜

さて、京都市では、現行の取組体制が整う以前において「ごみ屋

敷」について相談等が寄せられた際には、業務との関わりで相談を

受けた部署をはじめとする関係機関の職員と、地域住民が連携し、

「ごみ屋敷」の解決に取り組んできた。取組に当たっては、「ごみ屋敷」
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の定義や、業務上・組織上位置づけ（どこが責任部署となり、どの

ような関わりをどの部署と持って対応するか等）や、職員による立

入調査や指導、当事者に係る情報収集・関係者間での情報共有を可

能にする法的根拠、対応に係る具体的ノウハウの蓄積と共有、支援

に要する費用（清掃用品購入費や業者委託料）の予算措置といった

ものがなく、取組は個別的対応に留まるという頭打ち状況があった。

そうしたなか、従前の取組を発展させて、組織的に、継続的に、

効果的に、取り組んでいくことができる仕組みづくりを目指して、

2013 年 11 月に関係局区の職員で構成された「ごみ屋敷等対策検討

プロジェクトチーム」を設置した。

このプロジェクトチームでの検討を踏まえて、ごみ屋敷等、地域

の生活環境が衛生上、防災上又は防犯上不良となっている状態の解

消、及びこうした状態を発生させている「人」が抱える生活上の課

題に対する支援に関し必要な事項を定めることにより、地域の方々

と連携し、安心安全で快適な市民生活を確保することを目的として、

「京都市不良な生活環境を解消するための支援及び措置に関する条

例」を 2014 年 11 月に施行し、これに基づく組織体制、業務構築を

講じて、以後、取組を推進してきたところである。

2　基本方針「人への支援」「寄り添い支援」

京都市では、ごみ屋敷状態を生じさせている「人」に着目し、そ

の方に寄り添った支援を行っていくという考え方の下、保健福祉局

が条例を所管し、区に設置している対策事務局が取組の要となって

関係機関と連携し、人に寄り添った支援を基本として推進すること

としている。

つまり、ごみ屋敷状態を生じさせた「人」を単なる「原因者」と

しては捉えず、支援を必要としているかも知れない「要支援者」で
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あると捉えて、単にごみ屋敷状態の物的解消を目指すのではなく、

「要支援者」がどのような支援を必要としているかを見極めたうえ、

その支援を行っていく。その支援は短期的なもの、物理的側面に限

らず、状況に応じ、訪問活動等を通じた継続的な見守りや、支援拒

否があるケースにおける介入タイミングの見計らい、といった「要

支援者」に寄り添った支援により対策を推進していくとするもので

ある。

3　ごみ屋敷対策の推進体制

京都市がこのような支援を進めていく体制について説明する。

京都市は区制として、11 行政区と 3 支所により構成されており、

ごみ屋敷に係る取組においては、これら区・支所単位で地域ごとの

拠点を設置している。これは、地域の実情や特性に即し対策を講じ

ていくことを重視することに加えて、関係機関（各地域包括支援セ

ンターや各区社会福祉協議会など）や地縁団体等や近隣住民と確か

な連携を保ちつつ取組を進める狙いによるものである。

区役所・支所（以下、「区役所等」）内に、リーダーである各区長（支

所においては担当区長）の下に設けられる「ごみ屋敷対策事務局」は、

案件に係る調査や協議、ごみ屋敷状態の程度判定、要支援者への支

援・措置の方針決定を行い、清掃支援や福祉施策の適用支援を実施

していく常設の組織としている。その構成は、区役所等の総務部門

担当部署の統括の下、区役所等の高齢や障害などの各福祉担当部署、

管轄の消防署をはじめとする関係課に、事案に応じて地域の家庭ご

み収集を行う事務所や土木事務所、保健センター等を加えたもので

ある。

冒頭に述べたように、ごみ屋敷条例の施行前は、それぞれ個別の

部署で取り組んできたことに限界があったという反省に立ち、対策
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事務局内の様々な部署が分野横断的に知恵を出し合いながら対策を

進めることを目指している。

4　ごみ屋敷状態の定義

ごみ屋敷対策事務局は、通報や相談が寄せられた案件について調

査や照会により状況把握を行ったうえで、ごみ屋敷状態の程度を判

定し、原則的に「ごみ屋敷状態である」との判定があった場合に、

その状態解消・改善を目指した対策を講じていくが、この際に、ど

のような状態が「ごみ屋敷状態」かという点について、京都市の取

組上の定義を説明する。

具体的には、「場所」、「原因」、「程度」の 3 つの観点による定義で

あり、いずれにも該当する場合に「ごみ屋敷状態」であると判定する。

「場所」とは、判定を行う対象範囲として、「当該建築物等にお

ける生活環境」、つまり、ごみ屋敷とされる建築物等に住む本人の

図 7-1　ごみ屋敷対策の推進体制

区役所・支所対策事務局

区社会福祉協議会，地域あんしん支援員,
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区長・担当区長

コアメンバー
地域力推進室，健康長寿推進課，障害保健福祉課，
消防署

○廃棄物指導課 ○建築安全推進課
(廃棄物処理法) (建築基準法)

○環境指導課 ○医務衛生課
(悪臭防止法) (動物愛護法・動物マナー条例)

○消防局 ○まち再生・創造推進室
(消防法) (空家法・空家条例)

○道路河川管理課
(道路法) 等

個別法等所管所属

地域ケア会議，障害者自立支援協議会 等

学
識
経
験
の

あ
る
者
等

見守り，つながり，理解

まち美化事務所，生活福祉課，子どもはぐくみ室，
医療衛生ｾﾝﾀｰ，環境共生ｾﾝﾀｰ，土木事務所 等

＜事務職＞
担当部長
担当課長
担当係長

＜保健師＞
担当係長５名

事案に応じて対策会議に参加

対策会議での議論を踏まえ，区
長・担当区長の判断により決定

全庁横断体制
対策会議

連
携

連携

意
見
聴
取

連携

不良な生活環境を
生じさせている方

関係機関

配置

保健福祉総務課

支援及び措置

≒ 要支援者

 

171

第 7 章　京都市の「ごみ屋敷」対策

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



生活環境の範囲に係る問題であるか、又は「その周囲の生活環境」、

つまり、近隣住民等、周辺の生活環境の範囲に係る問題であるか、

いずれかに該当することを要件のひとつとするものである。

一般に、周囲の生活環境に迷惑や危険が及ぶ状態がよく見られる

ごみ屋敷だが、これに限らず、そこに住む当事者（その状態を生じ

させている原因者である場合が多く見られる。）の生活環境に支障

が発生している場合であっても、取組の対象としていることを特徴

としている。

「原因」は、どういった事象が起こっているのか、である。これ

は、①物の堆積又は放置、②多数の動物の飼育、これらへの給餌又

は給水、③雑草の繁茂を主なものとしている。①はいわゆるごみ屋

敷状態としてイメージされ易いものだが、②、③の犬や猫などの多

頭飼育や庭に生えた草木の放置による害虫発生や鳥の糞害といった

状態も含み、ごみ屋敷状態となる「原因」を広く捉えている。「原因」

については、自治体により、動物の飼育に関することはごみ屋敷の

対象に含めない場合があるなど、特に差異が生じるところと見受け

ている。

「程度」についてであるが、条例では、衛生上、防災上又は防犯

上支障が生じる程度に不良な状態となっている場合と定めている。

5　これまでの取組から見えたもの

ここまでに述べてきた方針や体制に則り進めてきた約 4 年間の取

組では、延べ 300 件を超える案件について「ごみ屋敷」として通報

等があったうち、200 件を上回る案件を「ごみ屋敷状態」と判定し、

清掃等の具体的な支援を行ったことを通じて約 170 件について「ご

み屋敷状態」が解消されるに至った。

繰り返しになるが、「人」に対する寄り添い支援をモットーとし
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た取組を通じて見えてきた事柄について述べていきたい。

（1）堆積は症状に過ぎない

「人」に対する寄り添い支援の継続的な実施というのは、単に物

を片づけただけでは再びごみ屋敷状態になってしまう恐れがあるこ

とから、要支援者の抱える問題も含めて解決することを目指す、と

いう考え方の実践である。

家屋内が堆積物であふれて要支援者の起居がままならない状態が

あるとする。ここで、外部が本人に代わって堆積物の整理・廃棄を

行うことで、物理的状況として家の中が「片付いた」とする。しかし、

その家に住む「人」がごみ屋敷状態を生じさせたのであれば、その

「人」が元のままその家に住み続けるなら、時間が経てば再び堆積

物であふれることは容易に想像される。根本原因に目を向けて、そ

れに手立てを講じることなしには問題解決に至らないわけである。

ここで具体例を示す。

具体例 1　 消防署による訪問で「室内に大量の堆積物がある」こと

が把握されたケース（90 歳代女性単身世帯）

屋内の調査で、全ての部屋でのごみの堆積が判明。しかし、「私

にとっては宝物」「生活上の困り事はない」と本人。認知症があり、

成年後見制度の利用検討段階。

関係構築のため担当職員（保健師）が訪問を重ねる中、本人か

ら昔話等が聞かれ、職員の支援で、堆積物を分別して少しずつご

みを排出できるようになる。

「エアコン修理や手すり設置のための清掃」と勧めると、必要な

箇所の清掃に同意。少しずつ物の処分への抵抗感が減り、清掃の
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手伝いに感謝の弁も。

　⇒ 訪問介護による日々のごみ出し支援で生活環境が維持できる

ようになり、以後、行政や介護保険事業者、成年後見補助人

等による、在宅生活における複層的な見守り体制が構築でき

た。

この事例では、ごみの堆積について本人の問題認識が無いことと、

単独でのごみ分別やごみ出しが困難な身体状況とが根本原因となっ

て、ごみ屋敷状態が続いていたと言える。

ここでまず目指すべきは、本人の問題認識の喚起のため、堆積が

生活スペースを狭小化し不衛生を招いていることを本人に理解させ

ることである、と方針を定め、そのために粘り強く訪問を重ねるこ

とを通じて本人との信頼関係を醸成することを支援の端緒とした。

時間を掛けて作った信頼関係を土台として清掃支援を行うととも

に、各種の福祉施策等の利用に繋ぎ、ごみを溜めない生活形態とそ

の見守りを継続できる体制を構築することで、不良な生活環境の解

消された状態を持続させる見通しが立ったことをもって、この事案

については解決できた。

ごみ屋敷状態の解消と、本人にとって必要な支援の両面を総合的

に勘案し、具体的なアプローチを行ったわけだが、ごみ屋敷状態は

その背後にある生活上の課題、不衛生に対する認識不足や、訪問介

護等を必要とする身体状況にありながらそれが届けられずにいた状

況に、ごみ屋敷状態であったことをきっかけとして光を当てること

ができたと言える。

言い換えれば、ごみ屋敷状態であることは、本人が抱えていなが

ら認識がなかった、又は、行政や地域社会などが気づくことができ

なかった「課題」が表出する「症状」であると言える。
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（2）支援の拒否、解消困難事案

いかに本人に寄り添った、福祉的視点からの支援を目指す取組で

あっても、ごみ屋敷状態の解消が進まない事例は、やはり存在する。

解消困難事案において多く見られるのが、本人による支援の拒否で

ある。

具体例 2　 近隣から「玄関前にごみが積み上げられている」との通

報があったケース（60 歳代男性単身世帯）

玄関口を塞ぐようにして本や小型家電等が積み上げられており、

家屋内に入ることができない状況。関係構築のために担当職員（保

健師）が訪問する。当初は面談時に職員に大声を出すこともあっ

たが、訪問を重ねるうち、生活状況について本人から少しずつ話

を聞くことができるようになった。

しかし、片付けの手伝いを申し出ても、本人は「他人には自分

の物に触れて欲しくない。」と片付けの支援を拒否。

さらに訪問活動を続ける中、家の中も本や雑誌などの物でふさ

がっていて、飲食店で寝泊まりしていることが分かり、「自宅で寝

られるようにしたい」との言葉を聞き出した。

横になるスペースの確保を提案したところ、自分で少しずつ清

掃を行うようになり、職員が片付けの成果を認めると、嬉しそう

な表情を見せた。

しかし、座るスペースを確保できた時点で体調を崩し清掃を中

断。一日の大半を座って過ごすようになった。職員は病院への受

診を勧めるが医療費を支払えない状態だったため、生活保護受給

に繋ぎ、医療機関で受診が可能となったが、長時間座り続けたこ

とで足に褥瘡ができ入院。低栄養状態による貧血等が判明した。
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　⇒ 入院をきっかけに、以後の支援として、退院後の単身生活を

見据え、本人や医療機関と話し合い、在宅療養ができるよう

介護保険サービス等を利用し生活環境を整えていくことに

なった。

先の事例と同様に、本人には、堆積物が自身の生活空間を圧迫

している状況について問題認識が無かった。このため、生活状況を

見る限りでは不良な生活環境が本人の心身に対して健康上の悪影響

を及ぼしていることが心配されたが、従前は保健福祉施策が適用さ

れることなく、医療機関での受診により健康状態が確認されるにも

至っていなかった。

こうした状況での支援において、まず目指したのは、やはり粘り

強い訪問活動を通じた本人との信頼関係構築であった。訪問のうえ

本人の話に耳を傾ける受容的な会話を続けることで、徐々に、担当

職員のことを、本人の生活・健康を親身になり心配してくれる「味方」

であると捉えてもらえる関係構築ができたうえで、「本当は状況を

改善したい」という思いを聞き出すに至り、このことを取っ掛かり

にして、本人が自ら片付けに着手するところまでこぎ着けることが

できたものである。

片付けの過程において、本人が体調を崩すというアクシデントが

きっかけではあったが、保健福祉施策の適用と医療機関の受診に繋

ぐことができ、行政機関と医療機関・介護保険事業所等が継続的に

本人の生活を見守る体制を構築するに至った。

性急な片付け指導では、行政（保健師）が「本人のために支援し

ている」ことが本人には伝わりにくく、回り道には感じられても、

粘り強い訪問・会話を通じて、行政と本人が同じ方向を向いて本人

の生活改善を目指していることを本人に理解してもらうことが、目
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の前にある堆積物の解消のみならず、そのさらに向こうにある生活

課題へのアプローチにつながる可能性があることを例示する事案と

言える。

（3）8050 世帯事案への支援

高齢の親と引きこもり等の状況にあって親への生活上・経済上の

依存が常態化した子が、長期の同居期間を経て親も高齢となり、収

入面や病気・介護等の課題を抱えたまま、一家が孤立・困窮する

世帯状況を指す 8050 世帯（「80 代の親と 50 代の子」を意味する。）

への支援例を紹介する。

具体例 3　 地域の消防団員から「敷地内に新聞紙等が相当量ためこ

まれている。」と相談があったケース（80 歳代父と 50

歳代息子の二人世帯）

消防署が外観調査を行い、門扉から玄関までのスペースに新聞

紙、本、食品トレイが放置されていることを確認したが、呼掛け

ても返事がないため、家屋内の様子は確認することができなかっ

た。訪問を続け、手紙を入れても返事がない状況が続いたため、

民生委員に問い合わせたところ、「息子は見掛けるが、父の姿を最

近見掛けない。」との情報を得る。

対応方針として、父の安否確認及び生活状況の把握を行うとと

もに、防火の観点から清掃を促していくこととした。

安否確認を要する世帯として、担当職員（保健師）、地域包括

支援センター、民生児童委員等による見守り体制を広げたところ、

民生委員の家族が買物をしている息子を見掛け、まずは息子の安

否が確認できた。以降も見守りを続けるうち、徐々に息子の外出
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等の行動パターンが把握できるようになり、息子と接触する機会

が増え、会話もできるようになる。

こうした中、買い物帰りの息子を見掛けた地域包括支援センター

が、息子から「父のおむつを購入した。」と聞く。地域包括支援セ

ンターは、今までおむつを使用していなかった父の体調の異変を

心配して自宅を訪問したところ、衰弱し歩行できなくなっていた

父を発見し、直ちに救急要請した。

⇒ 救急入院後、父が自宅に帰ることを希望したところ、息子が

父のために自主的に清掃を行うようになった。

　 　また、危機介入をしたことで、父・息子と関係機関の間に

信頼関係ができ、これまで拒否していた介護保険サービスを

利用するようになった。

この事例でも、不良な生活環境が「8050 世帯」への支援の入口と

なった。

支援の入口で、まずは要支援者とのコンタクトを試みた当初、や

はり容易には面接できなかった。ここで特に工夫した点は、接触を

取るための行動パターンの把握であった。日々の行動は一定、パター

ン化していると予測でき、特に食事時間は規則的になることが多い

ことから、昼食のための買い物をする時間を狙って訪問したところ、

面接できる機会が増えた。

ここで、生活状況を把握し、SOS を見逃さないために、地域で

の見守り体制を構築し孤立させないようにしたことと、関係機関と

の連携強化したことにより危機介入ができ、支援に繋がった事例で

ある。

息子は父と一緒に住むことを望んでいたため、その実現に向けて
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息子のやる気が引き出されて、自主的に清掃を行うようになったこ

とが非常に印象的であった。

親の加齢、病気・介護等の課題を抱えたまま、親子が孤立した状

況にあったところを、危機介入ののち、行政機関と介護保険事業所、

民生児童委員をはじめとする近隣住民により、継続的に生活を見守

る体制を設けることができたものである。

6　結びに

以上、3 つの事例を紹介した。京都市の不良な生活環境を解消す

る取組は、いわゆる「ごみ屋敷」状態であることを切り口として、

必要な支援を本人に届けるきっかけにすることを目指しているが、

紹介した事例は、いずれもその狙いが結実した点で通底していると

考えている。当初、社会から孤立していた要支援者に、行政に留ま

らない様々な支援者が関わり始めると、要支援者をとりまく支援と

見守りの輪が広がり、社会的孤立状態の解消、ひいては孤立死をも

防ぐことに発展していく可能性がある。

一方で、なかなか寄り添い支援が受け入れてもらえない事例も少

なくない。そうした場合、関係者で介入できる機会を捉えるための

見守りと情報共有を続け、粘り強くタイミングを見計らうことも必

要である。

7　今後目指すもの「予防的な視点」

前項で述べた視点に立ったうえで、今後、さらなる支援の充実を

図る方向性として、ごみ屋敷化の「予防」が大切であり、そのため

に何ができるか、という課題認識に至っている。

ごみ屋敷「かも知れない」案件の早期発見を目指し、従来に増し
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て様々な部署や関係者、住民に、取組について理解と協力を得て、

ごみ屋敷状態に至る前段階で把握し、連絡・相談・情報共有するこ

とでごみ屋敷状態の発生を未然に防ぐこと、ごみ屋敷状態が深刻化

する前に把握し支援につなげることができる可能性に着眼し、そこ

に期待をしているところである。
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いわゆる「ごみ屋敷条例」の
制定自治体の取組み

－世田谷�区・横浜市・豊田市・大阪市・�
神戸市へのヒアリング調査をもとに－

日本都市センター研究員　釼持　麻衣
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1　いわゆる「ごみ屋敷条例」の制定の動き

いわゆる「ごみ屋敷」や樹木の繁茂、多頭飼育・給餌といった、

住宅の不適切な維持管理に起因して、生活環境が悪化したり、交通

あるいは景観上の支障が生じたりしている場合、多くの周辺住民は

最も身近な行政主体である自治体に相談・苦情を寄せる。相談・苦

情を受けた自治体は、いかなる法的根拠に基づいて、その住宅の居

住者や所有者に、適切な維持管理を働きかけられるだろうか。現行

法としては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」や道路法、消

防法などが考えられるが、必ずしも有効な対処策であるとはいいが

たい
1

。

そうしたなか、いくつかの自治体では、既存の廃棄物処理に関す

る条例、あるいは生活環境・環境美化に関する条例を一部改正し、「ご

み屋敷」問題に対応しようとする動きが見られた
2

。さらに、足立

区が 2012 年に「ごみ屋敷」問題への対処に特化した独自条例であ

る、「足立区生活環境の保全に関する条例」を新たに制定して以降
3

、

他の自治体でも同様の条例を制定する動きが拡がりつつある。日本

都市センターが 2018 年 12 月末までに収集した限りでは、いわゆる

「ごみ屋敷条例」、あるいは「ごみ屋敷」をその対象に含める空き家

条例を制定した市および特別区は、22 ある
4

。このうち、本章では

1　北村喜宣＋釼持麻衣「都市自治体における『住居荒廃』問題の現状と対応状況」

本書序章を参照。より具体的には、北村喜宣「ごみ屋敷対策」条例政策研究会（編）

『行政課題別条例実務の要点』（第一法規、加除式）2576 頁・2577 頁以下、彩の国

さいたま人づくり広域連合『地域の生活環境問題の解決に向けて～ごみ屋敷を通

じて考える～』（2010 年）25 頁以下を参照。

2　宇賀克也（編著）『環境対策条例の立法と運用』（地域科学研究会、2013 年）、拙

稿「いわゆる『ごみ屋敷』への法的対応の可能性－現行法に基づく対処と拡がる独

自条例の制定－」都市とガバナンス 27 号（2017 年）146 頁以下を参照。

3　詳細は、祖傳和美「足立区の『ごみ屋敷』対策」本書第 6 章、島田裕司「足立区

『生活環境の保全に関する条例』～いわゆる『ごみ屋敷』の事例と条例の制定・運用・

特徴～」宇賀（編著）・前掲註（2）書 29 頁以下を参照。

4　詳細な比較分析、法的検討については、北村喜宣「条例によるごみ屋敷対応を
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ヒアリング調査にご協力いただいた 5 つの自治体について、条例の

概要、取組み体制および運用状況を紹介していく。

2　世田谷区条例とその運用

2013 年に区内のマンションの一室でミイラ化した遺体が発見さ

れたが、その部屋は「ごみ屋敷」状態であった。このことを一つの

契機として、世田谷区は同年 8 月に、迷惑空き家や老朽危険家屋と

ともに、「ごみ屋敷」を対象とした、「迷惑空き家等対策検討会」を

設置し、対応策の検討を進めてきた。その後、空き家問題について

は、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下、「空き家法」という。）

が議員立法により制定される動きが見られた
5

。この動きを受けて、

世田谷区は、空き家対策と「ごみ屋敷」対策を別個の条例体系の下

で行うものとし、後者につき、「世田谷区住居等の適正な管理によ

る良好な生活環境の保全に関する条例」（以下、「世田谷区条例」という。）

が、2016 年 3 月 8 日に制定され、同年 4 月 1 日から施行されてい

る
6

。

（1）世田谷区条例の概要

①条例の対象

世田谷区条例は、「管理不全な状態」にあると判断される住居

等を対象とする。ここでいう「管理不全な状態」とは、「物品が堆

積し、又は散乱した状態であって、当該物品が崩落し、若しくは

流出し、当該物品から悪臭が漏れ、又は当該物品にごきぶり、は

え、ねずみその他これらに類する動物が群生している状態その他

めぐる法的課題」本書第 5 章を参照。

5　同法は、2014 年 11 月 27 日に制定され、翌年 5 月 26 日に全面施行されている。

6　なお、空き家対策についても、「世田谷区空家等の対策の推進に関する条例」が、

世田谷区条例と同日に制定および施行された。
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の住居等の居住者及び地域住民の生活環境が著しく損なわれてい

る状態」と定義される（2 条 2 号）。また、「住居等」は、建築物お

よびその敷地を指すが、現に居住の用に供されているものに限ら

れる（同条 1 号）。したがって、世田谷区条例の対象は、「ごみ屋敷」

で、かつ現に居住者がいるものに限定されている。

②条例に基づく措置

区に管理不全な住居に関する苦情や相談が寄せられると、職

員による現場調査等を経て、区長は、後述の世田谷区生活環境保

全審査会の意見を聴き、当該住居等が管理不全な状態にあるか否

かを判断する（8 条）。そして、管理不全な状態にあると判断され

た場合には、その居住者等
7

に対し、堆積し、もしくは散乱した

物品の撤去、整理整頓その他の必要な措置を講じるよう指導を行

うが、当該居住者等が指導に従わないときは、相当の期間内に当

該必要な措置を講じるよう勧告する。指導または勧告を行う場合

にも、審査会の意見を聴くこととされている（9 条 1 ～ 3 項）。

世田谷区条例の特徴として、居住者等に対する命令や代執行に

7　ここでいう「居住者等」には、住居等の居住者に加えて、所有者および管理者が

含まれる（2 条 3 号）。

図 8-1　世田谷区における対応フロー

出典：世田谷区提供資料。

第Ⅱ部　条例に基づく「住居荒廃」対策の可能性

184
Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



関する規定を設けていない点が挙げられる。条例制定が検討され

た当時から、「ごみ屋敷」の居住者のなかに、疾患やセルフ・ネ

グレクトといった課題を抱えている者が少なくないとの認識を、

議会も含めた区全体が共有していた。そうした居住者に対して、

命令および代執行といった措置を講じることは適切ではないとの

考えから、条例には盛り込まれなかった。

なお、同条例は、勧告を受けた居住者等が相当の期間内に必要

な措置を講じないとき、または居住者等にやむをえない事情があ

るときは、区長がその者に代わって、適切な範囲内で必要な措置

を講じ、原則として、当該居住者等に費用の負担を求める（10 条 1

～ 2 項）
8

。「必要な措置」の実施にあたり、命令は前置されず、また、

「民法 ･･･ その他の法令に照らし」とあるため、これは「代行措置」

と位置づけられている。したがって、区は行政代執行法に基づき、

代行措置に要した費用を強制徴収することはできない。

また、管理不全な状態にある住居等が及ぼす地域住民の生活

環境への悪影響を看過できないとき、区長は当該悪影響を除去す

るための必要な措置を講じることができる（11 条 1 項）。この「緊

急措置」は、講学上の即時執行に当たる。10 条 1 項に基づく代

行措置では、原則として居住者等に費用負担を求めるが、11 条 1

項に基づく緊急措置については、居住者等への費用負担の請求は

予定されていない。なお、10 条および 11 条に基づく措置は、い

ずれも審査会の意見を聴いた上で実施される（10 条 3 項、11 条 2 項）。

③管理不全な状態等の解消に向けた支援

世田谷区条例は、管理不全な住居等の居住者等に対する指導、

勧告および必要な措置の実施について規定する一方、管理不全な

8　当該居住者等が無資力またはこれに近い状態にあり、かつ、弁済の見込みがな

いと区長が認めるときは、代行措置に要した費用の負担を免除できる（10 条 2 項

但書）。
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状態等を解消するための支援策についても定めている。支援の対

象となるのは、管理不全な状態にある住居等の居住者等のほか、

そのおそれがある住居等の居住者等も含まれる（12条1項）。さらに、

管理不全な状態にある住居等により生活環境を著しく損なわれて

いる地域住民に対しても、区長は生活環境を改善するための必要

な支援を行うことができる（同条 2 項）。

これらの規定を受けて、「世田谷区住居等の適正な管理による

良好な生活環境の保全に関する支援要綱」が定められており、必

要な清掃用具等の支給や敷地境界への薬剤等の散布が、支援策

として予定されている
9

。同要綱に基づく物理的な支援に加えて、

保健医療福祉サービス等の利用の案内も、重要な支援策の一つと

なっている。

④住居等および居住者等に関する情報の利用

相談や苦情があった住居等が、世田谷区条例にいう「管理不全

な状態」にあるかを判断するにあたっては、職員による現場調

査が不可欠であることから、同条例は立入調査権限を規定する（6

条）。また、9 条 1 項に基づく指導や 12 条 1 項に基づく支援など

を行う上で、対象となる住居等およびその居住者等の情報を収集

する必要が生じうるとともに、特に支援あるいは見守りを包括的

に実施するためには、関係機関への情報提供が望ましい場合もあ

るだろう。そこで、世田谷区条例は、「住民登録事務その他の事

務のために利用する目的で保有する情報であって氏名その他の住

居等又は居住者等に関するものについては、この条例の施行のた

めに必要な限度において、当該目的以外の目的のために利用し、

又は第 5 条の関係機関に提供することができる。」と規定する（7

条 1 項）。この条文により、区が保有する個人情報の目的外利用お

よび外部提供が、包括的に可能となっている。情報提供の相手先

9　同要綱は、本書第Ⅲ部資料 2 に収録。
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としては、保健医療福祉関係機関などと地域活動団体が想定され

ている（5 条）。

（2）取組み体制

世田谷区条例を所管しているのは、環境政策部環境保全課であり、

2 名の担当職員が配置されている。また、環境保全課のほかに、区

内 5 か所にある総合支所の地域振興課にも、「ごみ屋敷」に関する

相談および苦情が寄せられる。相談などを受けた地域振興課は、当

該住居等について現場調査を行い、管理不全な状態、あるいはその

おそれのある場合には、環境保全課に情報提供する。その上で、条

例に基づく措置や居住者等への対応は、環境保全課と地域振興課が

連携して行っている。

庁内の関係部署間で情報共有および連携を図るための体制として

は、世田谷区生活環境保全対策会議が設置されている
10

。対策会議は、

環境政策部長が委

員長を、総合支所 

支所長および保健

福祉センター所

長が副委員長を務

め、地域振興課、

環境保全課、およ

び清掃・リサイク

ル部管理課の課長

級職が委員となっ

ている。さらに、

事案に応じて、保

健福祉 3 課（保健

10　世田谷区生活環境保全対策会議設置要綱を参照。

表 8-1　世田谷区生活環境保全対策会議の構成

委員長 環境政策部長

副委員長
総合支所　支所長（代表）

総合支所　保健福祉センター所長（代表）

委員

総合支所　地域振興課長（代表）

環境政策部　環境保全課長

清掃・リサイクル部　管理課長

総合支所　地域振興課長

総合支所　保健福祉センター 生活支援課長

総合支所　保健福祉センター保健福祉課長

総合支所　保健福祉センター 健康づくり課長

危機管理室　地域生活安全課長

世田谷保健所　生活保健課長

防災街づくり担当部　建築安全課長

みどり 33 推進担当部　公園緑地課長

道路・交通政策部　道路指導課長

土木部　工事第一課長

土木部　工事第二課長

注）太字が常任のメンバー
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福祉課、健康づくり課、生活支援課）や地域生活安全課、建築安全課、道

路指導課なども委員として出席する（表 8-1）。ここでは、管理不全な

状態にある住居等について、全庁的な対応策を検討するほか、審査

会への諮問事項の調整が行われる。

それぞれの案件の対応状況などは、係長級が参加する進捗管理会

議で関係部署間の情報共有が行われる。また、庁内のみならず、医

療機関や地域包括支援センター（「あんしんすこやかセンター」）を

はじめとした関係機関との連携を図るため、事例検討会が開かれる

場合もある。

世田谷区条例は、区長の附属機関として、世田谷区生活環境保全

審査会を設置する（13 条 1 項）。その委員には、保健医療福祉あるい

は法律に関する学識経験者 5 名と、民生委員児童委員協議会および

社会福祉協議会からそれぞれ推薦を受けた 2 名が選任されている。

区長は、世田谷区条例に基づく判断や指導、勧告、必要な措置を行

う際、あらかじめ審査会に諮問し、その意見を聴くことが義務づけ

られているほか、支援の実施についての諮問もできる。

（3）運用状況

「ごみ屋敷」についての相談または苦情が区に寄せられると、①

物品の堆積、散乱の状況、および、②居住者および地域住民の生活

環境への悪影響の程度をまずチェックする。そして、①、②のいず

れも認められる場合には、当該物品が崩落もしくは流出しているか、

当該物品から悪臭が漏れているか、当該物品にごきぶりやねずみな

どが群生しているかを確認する。そうした状況を総合的に考慮し、

管理不全な状態にあるかが判断される。

条例制定後、世田谷区は、7 件の管理不全な状態およびそのおそ

れのある住居等に対応してきた
11

。このうち 4 件は、管理不全な状

11　以下、世田谷区環境総合対策室環境保全課「管理不全な状態にある住居等への
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態にあるか否かについて審査会に諮問され、実際に 3 件が管理不全

な状態にあると判断されている。2017 年度には、管理不全な状態

にあると判断された事案につき、居住者が入院したことから、やむ

をえない事情があるとして、10 条に基づく代行措置により、区が

隣接する私道部分を清掃し、解決に至ったものが 1 件ある
12

。その

ほか、居住者が施設に入所するため、当該住居が空き家状態になり、

条例の対象から外れたものが、1 件ある。その結果、2018 年 12 月

末時点で、管理不全な状態の住居等は 1 件、そのおそれのある住居

等は 2 件となっている。

ちなみに同区は、条例制定前の 2014 年から 2015 年にかけて、関

係部署等を対象に、「ごみ屋敷」に関する相談および苦情について

の実態調査を行い、52 件の事案を把握していた（表 8-2）。しかし、

物品の堆積や散乱が、建物内にとどまっている場合や集合住宅の室

内で生じている場合は、世田谷区条例の対象とならない。また、堆

積された物品が敷地内外にある事案について、居住者に片づけなど

を要請したところ、改善されたものが 20 件ほどあったという。条

例施行後は、敷地外に物品が堆積あるいは散乱している、またはそ

のおそれがある事案を中心に、区は対応しているが、そのほかのも

のについても引き続き見守りを行い、予防に努めている。

世田谷区では、「ごみ屋敷」の居住者が、認知症などの疾患を抱

えていたり、経済的に困窮したりする事案はほとんどない。当初は、

保健医療福祉サービスや生活保護制度の活用をきっかけとして、居

住者に清掃を促していく場合も想定していたが、実際には、多くの

居住者が自立した生活を営んでいる。健康な居住者が、複数のごみ

取組み状況について」（平成 29 年 3 月 1 日）、同区環境政策部環境保全課「平成 29
年度管理不全な状態にある住居等への取組み状況について」（平成 30 年 2 月 28 日）。

12　代行措置の実施にあたり、条文上は居住者等の同意を必ずしも要しないが、こ

の事案では居住者本人の同意を得ている。また、清掃作業は専門の業者に委託し

たが、その委託費用についても全額を回収している。
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集積所から物品を持ち込む事案もあるという
13

。

条例施行から 2 年が経ったものの、先に述べた 1 件で代行措置が

適用されたほかは、条例に基づく指導、勧告および緊急措置は実施

されていない。地域振興課などと共に環境保全課が、居住者に堆積

13　なお世田谷区は、清掃・リサイクル条例を 2004 年 12 月に改正し、集積所から

の古紙等の資源の持ち去りを禁止している（31 条の 2）。

表 8-2　世田谷区の取組み件数の推移

2014-15 年
実態調査
結果

2016 年度
現場調査
後判断

条例施行後

2016 年度
末時点

2017 年度
末時点

2018 年
12月末時点

「ごみ」が
敷地外まで
はみだして

いる

管理不全 2 3 2 1 1
おそれ 3 1 2 2 2
予防 2 1 0 0 0

解決済み
または非該当

0 2 0 1 0 ※ 1

「ごみ」が
敷地内に

おさまって
いる

管理不全 0 1 1 1 2 ※ 2

おそれ 5 2 2 1 1
予防 15 2 0 0 0

解決済み
または非該当

3 18 0 1 0 ※ 1

「ごみ」が
建物の中に
おさまって

いる

管理不全 0
おそれ 4
予防 13

解決済み
または非該当

2

共同住宅
共有部分まで
「ごみ」が
あふれている

管理不全 0
おそれ 1
予防 2

解決済み
または非該当

0

総計 52

注）2014-15 年実施の実態調査で把握した件数のうち、
管理不全： ごみに関する苦情があり、条例の「管理不全な状態」に該当すると思

われるもの
おそれ：ごみに関する苦情があるが、条例適用までではないと思われるもの
予防：ごみに関する苦情・相談はないが、予防すべきと思われるもの
解決済みまたは非該当：すでに解決済みまたは非該当と思われるもの

※ 1　2017 年度に解決済みのものは含まない
※ 2　2018 年度に新たに認識された 1 件を含む

出典：世田谷区提供資料をもとに筆者作成。
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物品の整理や撤去を働きかけ、ときには居住者と一緒に清掃を行い

ながら、管理不全な状態の解消を目指すというのが、世田谷区の基

本方針である。条例の制定により、事態が深刻化する前に居住者に

住居等の適正な管理をするよう働きかけられた事案もあり、ある程

度の抑止効果が見られている。

3　横浜市条例とその運用

「ごみ屋敷」が、横浜市内でも長年にわたって散見され、主に区

役所が対応してきたが、既存の法令の下での対応には限界があった。

そうしたなか、「平成 28 年度予算編成に向けた地域ニーズ反映シス

テム」
14

において、全 18 区中の 12 区が「ごみ屋敷への実効性のある

対策について」という共同提案を行った。この提案を受け、同市は

2015 年 9 月に、健康福祉局、資源循環局、および区役所を中心に

構成する全庁的な対策検討プロジェクトを立ち上げ、条例制定を含

む対応策について検討を進めてきた。検討の結果、「横浜市建築物

等における不良な生活環境の解消及び発生の防止を図るための支援

及び措置に関する条例」（以下、「横浜市条例」という。）が、2016 年 9 月

26 日に制定され、同年 12 月 1 日から施行されている。

（1）横浜市条例の概要

①条例の対象

横浜市条例の対象は、建築物等における「不良な生活環境」で

ある。ここでいう「不良な生活環境」は、「物の堆積等に起因する

14　地域ニーズ反映システムとは、区民に最も身近な行政機関である区役所が把握

した地域のニーズや課題などについて、区が現場の視点から解決策を検討し、市

全体での事業化および予算化を提案することにより、その解決を目指す仕組みで

ある。2017 年度予算編成からは制度拡充を行い、「区提案反映制度」として実施さ

れている。
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害虫、ねずみ又は悪臭の発生、火災の発生又は物の崩落のおそれ

その他これらに準ずる影響により、当該物の堆積等がされた建築

物等又はその近隣における生活環境が損なわれている状態」と定

義される（2 条 1 項 2 号）。また、「建築物等」には、建築物およびそ

の敷地に加えて、当該敷地に隣接し、物の堆積等が一体となって

なされている私道その他の土地も含まれる（同項 1 号）。対象となる

空間的範囲を拡張しているのは、次に述べる「支援」によって堆

積物の片づけを行う際に、敷地外に堆積等された物が、その対象

外となるのを防止し、より実効的な解決を図るためである
15

。

なお、横浜市では、居住その他の使用がなされないのが常態

である建築物については、原則、空き家法で対応する
16

。しかし、

横浜市条例は、当該建築物等に現に居住者がいるか否かは問うて

いない。「ごみ屋敷」のなかには、施設入所や長期入院などの事

情で居住者がいないなど、さまざまな状況が考えられるため、制

度の隙間を埋めるべく対応できる余地を残している。

②不良な生活環境の解消に向けた支援

横浜市条例は、建築物等における不良な生活環境の解消に取

り組むにあたり、命令や勧告といった措置よりも、支援を優先す

ることを基本方針として掲げる（3 条 4 号）。「ごみ屋敷」が発生す

る背景には、認知症や加齢による身体機能の低下、地域からの孤

立といった、生活上の諸課題がありうる以上、福祉的観点から当

事者に寄り添った支援が必要であるという市の考え方が反映され

ている。

条例には、4 種類の支援が規定されている（6 条）。1 つ目は、当

事者や地域住民等からの相談への対応、および関係機関が相談を

15　以下、横浜市条例の趣旨や解釈などについては、横浜市「逐条解説　横浜市建

築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止を図るための支援及び措置

に関する条例」（以下、「横浜市逐条解説」という。）を参照。

16　横浜市逐条解説・前掲註（15）4 頁。
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受けた場合の支援である（同条 1 項）。2 つ目は、当事者や地域住民

等に対する情報提供、助言その他の支援であり、生活保護法や介

護保険法などに関するものも含まれる（同条 2 項）。3 つ目は、一般

廃棄物に該当する堆積物の排出の支援であり
17

、堆積者の同意を

あらかじめ得て行われる（同条 3 ～ 4 項）
18

。4 つ目は、不良な生活環

境が解消された後に再発を防止するための地域住民等による見守

りなどの取組みに対する支援である（同条 6 項）。

情報提供、助言その他の支援の対象となる「当事者」は、「地域

社会における孤立等の生活上の諸課題を抱える者」を指し、必ず

しも物の堆積等を行っている者とは一致しない。これは、不良な

生活環境がまだ発生していない段階から支援を行い、未然防止を

図るためである。

③条例に基づく措置

市は、支援を基本として、不良な生活環境の解消に取り組むが、

近隣住民の生命、身体または財産に深刻な影響を及ぼすおそれが

あるにもかかわらず、堆積者が再三の働きかけにも応じないよう

な場合には、公共の福祉の観点から、措置の実施を検討する。横

浜市条例上の「不良な生活環境」には、当該建築物等の生活環境

のみが損なわれている状態と、当該建築物の近隣における生活環

境のみが損なわれている状態、もしくはその両方が損なわれてい

17　排出支援の対象となるのは、堆積等がされている建築物の近隣における生活環

境が損なわれている状態、またはそのおそれがある状態にあり、かつ堆積者自ら

が解消することが困難であると認められる場合に限られる。「堆積者自らが解消す

ることが困難であると認められる場合」に該当するかは、(1) 堆積物の量が自ら排

出できる限度を超えている、(2) 家族等の身近な人の協力を得ることが困難である、

(3) 清掃業者等に排出を依頼できる能力に乏しい状態にある、などを総合的に考慮

し、判断する（横浜市建築物等における不良な生活環境の解消のための排出の支援

に関する要綱 3 条）。

18　堆積者から排出支援の申請書兼同意書を得て、区長が支援の実施を決定する。

しかし、堆積者が片づけに前向きな姿勢を見せても、申請から排出支援の決定ま

で時間を要したり、同意書への署名に堆積者が拒否感を示したりするなど、運用

の面では難しさがあるという。
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る状態が含まれる。しかし、措置の実施は、当該建築物等の近隣

における生活環境が損なわれている場合に限定されている。

まず市長は、必要な指導をすることができる（7 条 1 項）。この指

導の相手方は、原則として、物の堆積等を行っている者本人であ

るが、堆積者を確知できない場合に限り、当該建築物等の所有者

を名宛人としうる。指導を行ったにもかかわらず、不良な生活環

境が解消されない場合は、期限を定めて、堆積物の適正な処分な

図 8-2　横浜市における対応フロー図

出典：横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生
の防止に関する審議会　第 1 回会議資料。

第Ⅱ部　条例に基づく「住居荒廃」対策の可能性

194
Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



どの解消措置を行うよう勧告する（同条 2 項）。これらの指導およ

び勧告は、あくまでも自主的な解消を促す行政指導であるが、そ

の次の命令は、名宛人に当該命令に従う法的義務を課すものであ

るため、近隣の生活環境が「著しく」損なわれている状態にある

場合、と要件を加重している（8 条）。具体的には、近隣住民の財

産のみならず、生命または身体にまで危害が及ぶおそれがある状

態が想定されている。そして、命令を受けた者が、当該命令に係

る解消措置を講じない場合には、行政代執行法を根拠に代執行を

行う旨が確認的に規定されている（9 条）
19

。

なお、横浜市条例は、世田谷区のような即時執行の規定を設け

ていない。制定時に検討は行ったものの、本人に寄り添った支援

により解消を目指すという基本方針にそぐわないとの考えから、

最終的には盛り込まれなかったという。

④建築物等および堆積者に関する情報の利用

不良な生活環境の解消を働きかける相手方や堆積者の抱える

生活上の諸課題を把握するために、市長は、建築物等の所有関係

や堆積者の親族関係、福祉保健に関する制度の利用状況などにつ

き、官公署からの報告を求められる（10条2項）。ここでいう「官公署」

には、横浜市も含まれ、同市が保有する個人情報を目的外に利用

する際の根拠となっている。

また、支援の実施に必要な範囲で、民生委員および社会福祉協

議会をはじめとする関係機関に対し、市長は収集した情報を提供

できる（11 条 1 項、同条例施行規則 2 条）。情報の提供を受けた者等には、

19　9 条の文言は、「命令を受けた者が、正当な理由がなくて同項の期限までに当該

命令に係る解消措置を講じない場合は、行政代執行法 ･･･ の規定により、市長は、

自ら当該解消措置をなし、又は第三者をして当該解消措置をなさしめ ･･･ ること

ができる。」となっており、行政代執行法 2 条にある補充性要件や公益性要件に明

文的には言及していない。しかしながら、「行政代執行法 ･･･ の規定により」との

文言を手掛かりに、代執行に係る手続だけでなく、その要件についても、同法を

適用しうると解しているようである（横浜市逐条解説・前掲註（15）25 ～ 26 頁）。
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守秘義務が課されている（条例 11 条 2 項）。横浜市条例は、守秘義

務に違反した場合の罰則を設けていないが、民生委員および各関

係機関には、それぞれに関する法制度のなかで、個人情報の保護

に関する義務が定められており、情報漏えいの危険性が少ないと

される
20

。

（2）取組み体制

横浜市条例を所管しているのは、健康福祉局福祉保健課と資源循

環局業務課である。ただし、個別の事案に対する支援は、区役所が

行っている。

各区役所では、横断的な取組みを可能とするために、区長をトッ

プに部課長級の職員で構成される、区対策連絡会議を設置し、区内

の情報の共有、「不良な生活環境」の判定、個別事案における対応

方針や支援体制の決定、進捗管理などを行っている。その対策連絡

会議で共有された情報をもとに、堆積者の属性に応じて関係各課が

連携して支援を実施している。

区対策連絡会議の事務局を担っているのは、各区の福祉保健課で

ある。同課は、地域ケアプラザや社会福祉協議会をはじめとする地

域の団体と、区域の地域福祉保健計画を推進しているほか、民生委

員および児童委員の委嘱なども行っている。そのため、同課が関係

部署間の調整役を担うことで、「ごみ屋敷」を、堆積者個人の問題

から地域福祉の課題として、区役所各課だけでなく、地域や関係機

関との連携につなげていきやすいというメリットがある。

他方、区役所、健康福祉局および資源循環局の各区局長、部長

級職員で構成される、局対策推進会議では、市全体としての「ごみ

20　情報提供の相手先は、個人情報の保護に関する義務を負っている関係機関に限

定されている。そのため、住民同士の自由な意思によって結成されている任意団

体である自治会・町内会は、守秘義務等について公的な規定が必ずしも存在しな

いため、情報提供の相手方から除外されている（横浜市逐条解説・前掲註（15）31 頁）。
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屋敷」対策の進捗管理な

どを行う。また、近隣へ

の影響が大きく、区役所

の働きかけだけでは解決

が困難な事案については、

区局の関係部署の課長、

係長級の職員で構成され

る、個別事案対策検討プ

ロジェクトが設置される。

このように、区役所が

不良な生活環境の解消お

よび発生の防止において

中心的な役割を果たし、

健康福祉局および資源循環局が区の取組みをバックアップする体制

となっている。特に 2017 年度は、横浜市条例が施行された直後と

いうこともあり、市職員あるいは関係機関の職員などを対象として、

「ごみ屋敷」問題の背景や、本人に寄り添った支援を基本とする市

の考え方、同条例の概要などについての説明および研修が、重点的

に行われた。また、健康福祉局は、区役所からの提案を受けて、実

際に現場で対応する区職員が参照できるような、マニュアルを整備

している。さらに、個別の事案への対応を進めるなかで直面してい

る課題や疑問点については、福祉・保健分野の学識者や専門家を派

遣したり、健康福祉局が相談内容を取りまとめ、弁護士相談を実施

したりしている（専門家コンサルテーション）。

（3）運用状況

前述のとおり、建築物等が「不良な生活環境」にあるか否かは、

区対策連絡会議において判定されるが、その判定基準は要綱により

図 8-3　横浜市の取組み体制

出典：横浜市建築物等における不良な生活環境の
解消及び発生の防止に関する審議会　第 1
回会議資料。
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統一的に定められている（図 8-4）
21

。横浜市の判定基準で特徴的なのは、

物の堆積等が屋内および屋外で大量になされている場合に、悪臭や

害虫等の発生状況などに関する個別評価項目のチェックを経ずに、

「近隣の生活環境が損なわれている状態の不良な生活環境」とみな

す点である。判定の結果は、横浜市条例に基づく支援および措置の

範囲と関連づけがなされている。

近隣に影響がある不良な生活環境が生じている建築物等として横

浜市が把握しているのは、条例制定前の 2016 年 6 月末時点で 60 件、

条例施行から約 1 年後の 2018 年 3 月末時点で 70 件である（表 8-3）。

この 2 つの数字からは大きな増減が見られないが、これは解消等が

された件数とほぼ同数が新たに把握されているためである。条例の

制定を受けて、「ごみ屋敷」やそのおそれがある事案について、地

域住民や関係機関、庁内から情報が寄せられるようになり、実態の

21　本書第Ⅲ部資料 2 収録の「横浜市建築物等における不良な生活環境に関する判定

基準要綱」を参照。

図 8-4　横浜市の判定基準と条例に基づく対応との関係

出典：横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止に関
する審議会　第 1 回会議資料。
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把握が進んだという成果が見られる。

6 条 3 項に基づく排出支援は、2018 年 3 月末までに延べ 46 回行

われた。堆積物の量や堆積者の状況によっては、同一の事案に対し、

複数回に分けて排出支援を行う場合もある。なお、排出支援によっ

て排出された一般廃棄物の収集、運搬および処分は、市の処理施設

に搬入された一時多量ごみ（一時に 100kg 以上）とみなされるため、堆

積者は、1kg 当たり 13 円の手数料を負担しなければならない（横浜

市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例 44 条、別表第 1）。しか

し、ほとんどの事例において、横浜市一般廃棄物処理手数料減免要

綱により、手数料が減免されているようである
22

。

横浜市は、条例施行から約 1 年間で、延べ 143 件の「ごみ屋敷」

を把握し、そのうち 73 件は解消等がされた。条例に基づく措置の

実績は、7 条に基づく指導が 1 件のみであり、本人に寄り添った支

援を基本とする対応で、一定の成果を上げられているといえるだろ

う。健康福祉局では、こうした解消事案の概要や解消のポイントな

22　横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止に関する審議会

　第 2 回および第 4 回会議資料を参照。

表 8-3　横浜市の取組み件数の推移

①近隣に影響がある不良な生活環境が生じている件数

4 月 1 日
時点の件数

新たに把握
した件数

解消等が
された件数

翌年 3 月末
時点の件数

2016 年度 60 ※ 33 26 67
2017 年度 67 50 47 70

②排出支援の実績

対象数 延べ回数 解消件数
本人拒否
により解消
せずに終了

支援継続中

2016 年度 11 件 12 回 8 件 0 件 3 件

2017 年度 26 件 34 回 20 件 1 件 5 件

※　2016 年 6 月末時点（条例施行前の予備的調査）

出典：横浜市提供資料をもとに筆者作成。
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どを詳細に調査し、ノウハウの蓄積に取り組んでいる。さらに、再

発の防止を図るため、地域住民や関係機関との連携をより強化して

いくことが、今後の課題となっている。

4　豊田市条例とその運用

以前から、「ごみ屋敷」や樹木の生い茂りに関する相談が豊田市

には寄せられており、市は地域と連携しながら、「見守り型」の問

題解決に取り組んできた
23

。特に 10 年以上にわたって大量のごみを

溜め込んでいた「ごみ屋敷」の事案では、市と地域住民が連携しな

がら清掃支援を行うなど、「見守り型」の解決を目指してきた。し

かしながら、2015 年 8 月に火災が発生し、その住宅が全焼、隣接

する 3 軒にも延焼した。これを受けて、豊田市は、半年間の検討を

経て、2016 年 3 月 30 日に、「豊田市不良な生活環境を解消するため

の条例」（以下、「豊田市条例」という。）を制定した（同年 4 月 1 日施行、7 月

1 日全面施行）。

（1）豊田市条例の概要

①条例の対象

豊田市条例は、「不良な生活環境」にある建築物等を対象とす

る。ここでいう「不良な生活環境」は、「建築物等又は空き地にお

ける物の堆積若しくは放置、多数の動物（規則
24

で定める動物に

限る。）の飼育、これらへの給餌若しくは給水又は樹木若しくは

23　瀧薫子「条例による実効性確保の実際：ごみ屋敷条例を手がかりとして」自治

実務セミナー 669 号（2018 年）16 頁以下、同「ごみ屋敷、樹木の生い茂り等への

対応」判例自治 405 号（2016 年）9 頁を参照。

24　同条例施行規則 2 条において、犬および猫と定められている。ただし、「動物の

愛護及び管理に関する法律」10 条に規定する第一種動物取扱業または同法 24 条の

2 に規定する第二種動物取扱業を営む者により飼育されているものは除かれる（同

条但書）。
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雑草の繁茂等により、当該建築物等若しくは空き地又はその周囲

の生活環境が衛生上、防災上又は防犯上支障が生じる程度に不良

な状態」を指す（2 条 4 号）。また、建築物等の定義からは、空き家

法上の「空家等」が除外されている（同条 1 号）。したがって、豊田

市条例の対象には、「ごみ屋敷」のほかに、多頭飼育・給餌と樹木・

雑草の繁茂も含まれるが、現に人が居住していない建築物等は含

まれない。

②不良な生活環境を解消するための物理的な支援

占有者等または住民組織等からの相談への対応や助言（8 条）に

加えて、市は、占有者等の意思に従いつつ、必要に応じて住民組

織等と協力して、不良な生活環境を解消するための支援を行う（9

条 1 項）。具体的には、堆積物の排出支援といった物理的な支援が

念頭に置かれているようである。不良な生活環境の解消は、建築

物等の占有者等が自ら行うことが、豊田市の基本方針であるため

（3 条 1 号）、原則として、当該支援に要した費用は、支援を受けた

者が負担する義務を負う（9 条 3 項）。ただし、不良な生活環境が生

じたことについて、支援を受けた者の責めに帰すべき事由がない

図 8-5　豊田市における対応フロー図

出典：豊田市提供資料。
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と市長が認める場合には、その者は費用負担の義務を負わない（同

条例施行規則 3 条）。例えば、心身の故障により、不良な生活環境が

生じたような事案が想定されている。

③条例に基づく措置

豊田市は、以上の支援を基本としながら、指導や命令などの措

置と適切に組み合わせ、不良な生活環境の解消に取り組む（条例

10 条）。まず市長は、不良な生活環境にある建築物等の占有者等

に対し、当該建築物等の不良な生活環境を解消するために必要な

措置を講ずるよう指導することができる（12 条 1 項）。なお不良な

生活環境が改善されない場合、市長は、相当の猶予期限を付けて、

必要な措置をとるよう勧告できるが、その際には、当該勧告をし

ようとする者に対し、適切な説明を行い、その理解を得るよう努

める必要がある（同条 2 ～ 3 項）。さらに、勧告を受けた者が正当な

理由がなくその勧告に係る措置をとらなかった場合において、特

に必要があると認めるときは、命令も可能である（13 条 1 項）。

命令が履行されなかった場合の措置としては、公表（13 条 3 項）、

代執行（14 条 1 項）、および 5 万円以下の過料（20 条）が規定されて

いる。1 つ目の公表をしようとするとき、市長は命令の名宛人に

対して、豊田市行政手続条例に基づく弁明の機会をあらかじめ付

与する必要がある（13 条 4 項）。これは、命令に違反した者の氏名

や違反した旨の公表が、その者に対して制裁的効果を有すること

に鑑み、手続的保障を図るためである。2 つ目の代執行に関する

規定は、条例に基づく命令が履行されなかった場合などに、市長

が代執行をできるという、行政代執行法の確認規定である
25

。

さらに、豊田市条例は、命令等の名宛人となるべき者を確知

25　豊田市条例も横浜市条例と同様に、行政代執行法 2 条にある補充性要件や公益

性要件に明文的には言及していない。しかしながら、「行政代執行法 ･･･ の定める

ところに従い」との文言を手掛かりに、手続および要件に関する同法の規定が適

用されると解しているようである。
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できない場合の代執行、いわゆる略式代執行も可能としている（14

条 2 項）。行政代執行法第 1 条が、「行政上の義務の履行確保に関し

ては、別に法律で定めるものを除いては、この法律の定めるとこ

ろによる。」と規定するのに対し、条例で略式代執行を創設でき

るかは議論の残るところである。豊田市は、同規定が法律以外で

代執行手続についてより具体的に定めることまでも排除していな

いとの認識に立ち、行政代執行法の実施条例として、代執行の略

式の手続である略式代執行を規定した
26

。

また、不良な生活環境に起因して、火災や堆積物の倒壊のお

それがある場合など、人の生命、身体または財産に危害が及ぶの

を避けるため緊急の必要があると認めるとき、市長は、必要最小

限の措置をとることができる（15 条 1 項）。いわゆる緊急安全措置

であり、講学上の即時執行に当たる。当該措置等に要した費用は、

9 条に基づく支援と同様に、本人の責めに帰すべき事由がないと

市長が認める場合を除いて、占有者等が負担しなければならない

とされる（15 条 4 項、同条例施行規則 3 条）。

④建築物等および占有者等に関する情報の収集

市長は、不良な生活環境にある建築物等の占有者の心身の状

態、親族関係、就労の状況、法令に基づく給付の受給の状況その

他その者に関する事項について、必要な調査をし、またはその

者に対し報告を求められる（条例 17 条 1 項）。また、豊田市条例は、

不良な生活環境にある、またはそのおそれがある建築物等への立

入調査権も規定している（18 条 1 項）。占有者等が立入調査を拒否

した場合、市長はその者の氏名などの公表（同条 4 項）、および 3

万円以下の過料処分（21 条）をすることができる。

26　瀧・前掲註 (23) 論文 19 頁。
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（2）取組み体制

豊田市条例を所管しているのは、環境部環境保全課であり、専任

の特別任用職員 2 名および兼任の正規職員 3 名が配属されている。

なお、条例案の作成・調整段階では、それまで主に「ごみ屋敷」問

題に対応していた、ごみ減量推進課が中心的な役割を担った。しか

し、ごみ減量推進課は市役所本庁舎から離れた渡刈クリーンセン

ター内に位置していることから、関係課との連携を図りやすくする

ため、条例施行のタイミングで環境保全課に所管が移されたという。

不良な生活環境にある建築物等の居住者の多くは、福祉的な問題

を抱えている。そのため、実際には福祉部、特に福祉総合相談課、

障がい福祉課、生活福祉課が中心となって、個別事案への対応およ

び支援を行っている。そして、生活再建の取組みのなかで一斉清掃

を行うことになれば、対応課と環境保全課が連携しながら、関係機

関や住民組織等からの応援を得て実施している。また、条例を所管

する環境保全課は、庁内の関係課からの情報集約
27

や状況確認、パ

トロール、声かけを行っている。

個別事案についての全体的な対応方針の決定は、要綱により設置

された、「豊田市不良な生活環境を解消するための対策会議」で行

われる（表 8-4）。2018 年度は、環境保全課、地域支援課、関係支所、

福祉総合相談課、地域保健課および消防本部予防課がコアメンバー

となっているほか、児童およびその保護者の養育相談を受ける子ど

も家庭課や動物愛護に関する保健衛生課（動物愛護センター）、住

民からの相談窓口となる市民相談課などが参画する。また、年に 2、

3 回開催される対策会議とは別に、個別事案ごとに関係する課のみ

で構成される個別ケース診断会議も設置されている。これにより、

27　各課に関係する事案を一覧化し、環境保全課に毎月報告すべきものと何らかの

進展があった場合に報告するものとを区別している（本書第Ⅲ部資料 2 を参照）。

こうした工夫により、各個別事案の動向や各課の対応状況に関する情報の一元的

な管理、およびそれを基にした全体的な調整が可能になっている。
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機動的な対応が可能になるとともに、当該事案に関係しない課にま

で情報を過度に共有することが回避されている。

また、不良な生活環境を解消するための支援および措置に関する

事項を審議するための附属機関として、「豊田市不良な生活環境を

解消するための審議会」が設置されている（16 条）。学識経験者 3 名、

弁護士 1 名、地域代表 1 名、社会福祉協議会代表者 1 名、および民

生委員代表者 1 名の計 7 名から組織される。審議会は、豊田市条

例にいう「不良な生活環境」の認定について市長に意見を述べられ

る（同条 2 項）ほか、市長が命令および代執行をしようとするときは、

審議会への意見聴取が義務づけられている（13 条 2 項、14 条 4 項）。

（3）運用状況

豊田市では、条例施行以前に 23件の「ごみ屋敷」を把握していた（表

8-5）。このうち、条例上の「不良な生活環境」に相当するものは、6

件である。条例施行後の 1 年間について見ても、住民や庁内関係課

などから情報が寄せられたものは 99 件あるが、うち 20 件は条例対

表 8-4　豊田市不良な生活環境を解消するための対策会議の構成

関係課 役割

環境保全課 事務局、総合窓口

地域支援課（各支所） 自治区、支所との連絡調整

福祉総合相談課 地域包括支援センター、民生委員　　　コアメンバー

地域保健課 65 歳未満の健康問題のある人を支援

消防本部予防課 火災予防の観点での指導

（その他の課） 次世代育成課（若者の自立支援）、子ども家庭課（児童及
び保護者への養育相談等）、生活福祉課（生活保護世帯へ
の支援）、介護保険課（要介護認定者への支援）、障がい
福祉課（障がい者への支援）、保健衛生課（動物愛護）、
感染症予防課（感染症、衛生害虫）、公園緑地管理課（保
全緑地）、土木管理課（市道、河川等の管理）、定住促進
課（空き家法）、ごみ減量推進課（ごみ持ち去り指導）、
清掃業務課（ごみ出し支援、雑草繁茂、ごみ処理等）、法
務課（法律相談）、市民相談課（相談窓口）

出典：豊田市提供資料。
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象外として、表 8-5 では「その他」に分類されている。豊田市条例

は、衛生上、防災上または防犯上の支障が生じている事案をその対

象とするが、「その他」に分類された事案の多くは、景観上の支障

が生じているようなものであるという。しかしながら、「ごみ屋敷」

などの不良な生活環境が生じてしまうと、その解消には、多大な時

間、労力およびお金が必要になる。そのため、豊田市では、条例の

対象に相当しない事案についても、未然防止の観点から関係課の連

携あるいは支援体制の強化を図っている。実際に個別事案へ対応す

る職員のために作成された業務マニュアルも、条例対象規模未満の

事案に対応するための改正が行われた。

条例施行から約 2 年間で、豊田市は延べ 209 件に対応し、124 件で

解決に至っている。59.3% という極めて高い解決率は、決して条例

に基づく命令や代執行によって実現されたものではない
28

。豊田市

は条例制定後も、従前の地域と行政の連携による「見守り型」での

28　2018 年 3 月 31 日時点で、市長が審議会に対して、不良な生活環境の認定を諮問

した件数は 0 件である。

表 8-5　豊田市の取組み件数の推移

条例施行前※ 2016 年度 2017 年度

件数 対応中 解決 件数 対応中 解決 件数 対応中 解決

対応件数 23 13 10
(3) 99 39 60

(5) 87 33 54
(10)

内
訳

物の
堆積等

23 13 10
(3) 30 18 12

(5) 24 13 11
(9)

動物の
多頭飼育

2 1 1 2 2 0 3 0 3
(3)

樹木の
繁茂

2 2 0 40 12 28
(1) 41 16 25

(1)
雑草の
繁茂

0 0 0 33 16 17
(1) 20 10 10

その他 0 0 0 20 6 14 12 2 10
注）（）内は、解決済の事案で、継続して支援が必要となるものの内数
注）1 件の相談で複数の項目の原因があり、合計は相談件数と一致しない
注）各年度の件数は、2018 年 3 月 31 日時点の件数
※　条例施行前は、「物の堆積等」のみ情報を収集

出典：豊田市提供資料をもとに筆者作成。
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対応という基本的な姿勢を維持している。条例制定の発端となった

事案においても、火災が発生するまでに地域主体で声かけやごみ出

しの協力、一斉清掃が行われ、「ごみ屋敷」の居住者も地域に心を

開き始めるなど、良いモデルケースになりつつあったという。この

ように浸透してきた「見守り型」の対応を継続するため、市は、区

長会
29

や民生委員・児童委員、地域包括支援センターに対し、福祉的・

社会的な支援を基本とした不良な生活環境の解消という条例の主旨

を説明し、協力を仰いできた
30

。一斉清掃により、解決に至った事

案が 15 件あるが、いずれも 9 条 1 項に基づく支援の一環で、地域

住民等の協力を得ながら実施している。また、不良な生活環境が解

消されたものの、再発防止などのために継続的な支援が必要な事案

は 18 件あり、日常的な見守りや声かけには地域住民や関係機関と

の連携が不可欠となっている。

5　大阪市条例とその運用

大阪市では、従来より住民から区役所に対して、「ごみ屋敷」に

関する相談が多く寄せられ、各区役所が個別事案ごとに問題解決に

取り組んできた
31

。そうしたなか、2012 年 8 月に市内の「ごみ屋敷」

が、マスコミで取り上げられたことを契機として、大阪市全体で区

役所および関係局が連携して、「ごみ屋敷」問題の解決に取り組む

ためのプロジェクトチームの設置が、区長会で提案された。この提

29　豊田市では、公益性を持った事業、活動を展開し、助け合いに満ちた住みよい

地域づくりを目指す自主的な任意団体を「自治区」と呼んでいる。

30　条例のなかでも、住民組織の責務（6 条）や市民および住民組織等との連携（7 条）

が規定されるなど、地域と行政の連携が重視されている。

31　金箱幸泰「大阪市住居における物品等の堆積による不良な状態の適正化に関す

る条例」自治体法務研究 44 号（2016 年）69 頁以下、提中富和「いわゆる『ごみ屋

敷』対策のための条例　大阪市の場合と京都市の場合：ごみの撤去か人への福祉

的支援か ( 上 )( 下 )」自治実務セミナー 646 号 42 頁以下、647 号 52 頁以下（2016 年）

を参照。
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案を受け、まず、5 区役所 8 関係局（計画調整局、市民局、福祉局、健康局、

環境局、建設局、消防局、市政改革室）から成る、「ごみ屋敷」課題に関す

る検討会が開催され、課題の抽出および整理が行われた。この検討

会での課題整理を踏まえ、3 区役所 4 関係局（福祉局、健康局、環境局、

市政改革室）で構成された、「ごみ屋敷」課題検討ワーキング会議にお

いて、「ごみ屋敷」問題への対応策について議論が重ねられてきた。

その後、市会での質疑や全区役所を対象としたアンケート調査など

が行われ、「大阪市住居における物品等の堆積による不良な状態の

適正化に関する条例」（以下、「大阪市条例」という。）が、2013 年 12 月 2

日に制定され、翌年 3 月 1 日から施行されるに至った。

（1）大阪市条例の概要

①条例の対象

大阪市条例の対象は「不良な状態」にある建物等である。ここ

でいう「不良な状態」は、「物品等の堆積によりごきぶり、はえそ

の他の害虫、ねずみ若しくは悪臭が発生すること又は火災発生の

おそれがあること等のため、当該物品等が堆積している場所の周

辺の生活環境が著しく損なわれている状態」を指す（2 条 1 項）。また、

共同住宅や集合住宅については、居住の用に供する各部分のほか

に、当該各部分の周辺の共用部分も、「建物等」に含まれている（同

条 4 項）。これは、物品等の堆積が、専有部分と空間的に連続して

いる廊下やバルコニーといった共用部分にまで及んでいる場合に、

当該共用部分についても併せて対応するのが、社会経済的に有効

かつ効率的であるとの意識から、共用部分も含めた対応が可能で

ある点につき、解釈上の疑義を生じさせないためである
32

。以上の

32　以下、大阪市条例の主旨や解釈などについては、「大阪市住居における物品等の

堆積による不良な状態の適正化に関する条例について」（以下、「大阪市逐条解説」

という。）（平成 26 年 3 月）を参照。
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ように、大阪市条例は、現に居住の用に供されているか否かにか

かわらず、「ごみ屋敷」を対象とする。

②条例に基づく措置

市長は、物品等を堆積することにより、不良な状態を発生さ

せている者（堆積者）
33

に対し、堆積物の適切な保管や処分などの

改善措置を行うよう指導できる（7 条 1 項）。指導をしたにもかかわ

らず、なお建物

等が不良な状態

にあると認めら

れるときは、勧

告ができ（同条 2

項）、勧告が不履

行かつ近隣住民

の生活環境が著

しく損なわれて

いると認められ

るときは、命令

ができる（8 条 1

項）。法的拘束力

を有しない指導

および勧告と異

なり、命令は不

利益処分である

ため、堆積者本

人の生活環境の

33　事案解決のために必要があると認めるときは、建物等の所有者または管理者に

対しても、指導を実施することができる（7 条 3 項）。ただし、勧告および命令に

ついては、所有者等はその名宛人となりえない。

図 8-6　大阪市における対応フローと

各組織の役割

出典：大阪市提供資料。
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みが損なわれている場合は、自己決定権（「愚行権」）を尊重する

立場から、命令の対象外とされている。代執行を規定する 9 条 1

項は、行政代執行法の確認規定となっている。

③不良な状態を解消するための経済的支援

建物等が不良な状態にあると認める場合であって、近隣住民の

生活環境が著しく損なわれており、かつ、堆積者が経済的理由に

より自ら不良な状態を解消することが困難であると認めるとき
34

、

市長は、当該堆積者の申出に基づき、当該堆積者に対して、必要

な経済的支援を行いうる（10 条 1 項）。この経済的支援制度は、堆

積者による自主的な改善をサポートするための仕組みである。そ

のため、正当な理由がない限り、8 条 1 項に基づく命令に従わな

い堆積者は、支援の対象から除外される（10 条 1 項但書）。

条例制定に先立って実施されたアンケート調査では、「ごみ屋

敷」状態が形成される、あるいは解決が困難な要因の一つに、粗

大ごみの処理手数料
35

を堆積者が負担できないことが挙げられた。

そこで、条例検討時に既に制定されていた足立区の条例を参考に、

経済的支援に関する規定が盛り込まれた。

支援の具体的な内容としては、堆積物の処分、悪臭の除去あ

るいは害虫の駆除といった役務の提供、またはこれらに要する費

用の直接支弁がある（同条例施行規則 5 条、要綱
36

4 条 1 ～ 2 項）。役務の

提供は、事業者への委託のほかに、市民活動団体
37

と協働して行

34　原則として、堆積者または当該堆積者の属する世帯に属する者が、(1) 直近の市

町村民税を課されておらず、(2) 土地や建物などの不動産を所有しておらず、(3) 保
有する現金、預貯金などの資産が一定額以下であり、かつ (4) 過去に支援を受けた

ことがない場合である（要綱 3 条 1 項）。

35　大阪市では、引っ越しや大掃除などで一時多量に出されるごみは、粗大ごみと

して収集され、1 袋当たり 200 円の処理手数料がかかる。

36　大阪市住居における物品等の堆積による不良な状態の適正化に係る経済的支援

の実施に関する要綱（本書第Ⅲ部資料 2 に収録）。

37　ここでいう「市民活動団体」とは、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する

ことを目的に、自主的な活動を行う、地域住民の組織、ボランティア団体、NPO
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うことも可能で、市民活動団体の作業従事者に対する謝礼金およ

びボランティア活動の保険料も支援の対象費用に含まれる（要綱 4

条 3 項、5 条 2 項）。最大 100 万円までの支援が可能である（要綱 6 条）。

④建物等および居住者に関する情報の利用

大阪市条例は、建物等が不良な状態にあり、またはそのおそ

れがあると認められる場合の調査権限を規定する（条例 6 条 1 項）。

この調査は、当該建物等の居住者の同意を得て行われる任意調査

であるが、正当な理由なく調査を拒否した場合、市長は調査対象

者の氏名を公表できる（同条 4 項）。公表をしようとするときには、

弁明機会の付与が義務づけられている（同条 5 項）。

さらに、条例に基づく指導および勧告、命令ならびに経済的

支援の実施に関し必要があるときは、官公署に対し、建物等の居

住者や所有者等の資産、親族関係、居住関係、保健福祉に関する

制度の利用状況ならびに当該建物等の所有関係に関する資料の閲

覧や提供を求められる（同条 6 項）。この規定により、大阪市が保

有する個人情報の目的外利用が、包括的に可能になっている。

（2）取組み体制

大阪市条例の担当は、環境局事業部事業管理課である。しかしな

がら、「ごみ屋敷」に関する相談や苦情の窓口は区役所に設置され、

堆積者などへの働きかけも各区役所が中心的な役割を果たしてい

る。相談窓口などをどの部署が担当するかは、各区役所に委ねられ

ており、保健福祉課あるいは市民課が担当しているところが多い。

区長は、区内の建物等の不良な状態の適正化のために必要があると

き、地域住民、関係機関の代表者その他関係者から多角的な意見を

聴くため、対策会議を開催できる（11 条 1 項）。対策会議の開催に関

する事項は、区長が定めるものとされ（同条 2 項）、個別事案に合わ

などの団体をいう（要綱 2 条 2 項、大阪市市民活動推進条例 2 条 1 ～ 2 項）。
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せて構成メンバーや開催頻度を柔軟に調整しながら、各区において

対策会議が開催されている。

このように、大阪市における「ごみ屋敷」への対応は、区役所が

大きなウェイトを占めている。そして、区役所における対策会議の

開催や、アドバイザー
38

あるいは精神科医の派遣などのバックアッ

プを福祉局で、現地調査における臭気測定等のバックアップを環境

局で行っている。さらに、「ごみ屋敷」問題に直接関連するもので

はないが、福祉局では後述の地域における要援護者の見守りネット

ワーク強化事業が、環境局ではごみの排出が困難な一人暮らしのお

年寄り等を対象とした持ち出しサービス（「ふれあい収集」）が行わ

れている。

なお、施策の客観性と公平性を担保するため、市長の附属機関と

して、「大阪市住居における物品等の堆積による不良な状態の適正

化に関する審議会」が設置されている（12 条 1 項）。審議会は、医療、

福祉および法律分野に関する学識者、ならびに民生委員協議会等の

地域関係団体から推薦された者から構成され、命令、代執行および

経済的支援の実施に関して意見を述べる。ただし、後述のように、

条例施行から約 4 年間で審議会に諮問すべき事案は出ていない。

（3）運用状況

条例の検討段階で実施したアンケート調査により、大阪市は 77

件の「ごみ屋敷」を把握していた（表 8-6）。そのうち、条例にいう「不

良な状態」に当たるものは、2014 年 8 月末時点で 32 件あったが、

以降減少傾向にある。他方、「不良な状態」にあるとはいえないも

のの、状況改善に向けた取組みが必要な事案の件数は増加傾向にあ

る。

条例施行から約 4 年が経過した現在までに、条例に基づく指導や

38　具体的には、弁護士や司法書士といった法律専門家が想定されている。
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経済的支援は行われていない。従前のように、区役所が堆積者本人

との対話などの働きかけを積み重ね、解決に向けて取り組んでおり、

条例に基づく対応が必要な事案は生じていないという。具体的には、

堆積者本人による同意のもと、親類縁者、地域住民、地域・行政関

係者が協力して片づけを行ったり、業者に堆積物の撤去を委託した

りして解決に至った事案があるほか、堆積者本人が転居あるいは施

設入所した後に、親族等が堆積物の撤去を行った事案もあるという。

現場職員としては、堆積者の同意を得られたら速やかに片づけを行

いたいため、市長への事前申請を要する経済的支援の仕組みを利用

するよりも、各区役所が事前に購入済みのごみ袋などの消耗備品な

どを活用しながら、堆積物の撤去を行っているようである。

（4）地域における要援護者の見守りネットワーク強化事業

大阪市では、誰もが安全安心に暮らせる地域社会の実現に向けて、

2015 年 4 月より「地域における要援護者の見守りネットワーク強化

事業」を実施している。具体的には、各区の社会福祉協議会に「見

守り相談室」が設置され、福祉専門職のワーカーが配置されている。

そして、行政と地域が保有する要援護者に関する情報を活用しなが

表 8-6　大阪市の取組み件数の推移

調査時点 ア．条例対象 イ．条例対象外 ア＋イ　合計

2013 年 3 月末時点 － － 77
2014 年 8 月末時点 32 63 95
2015 年 3 月末時点 18 74 92
2016 年 3 月末時点 14 70 84
2017 年 3 月末時点 12 79 91
2018 年 3 月末時点 12 132 144
2018 年 8 月末時点 10 118 128

ア．条例対象　：条例において「不良な状態」とされる状態
イ．条例対象外：条例における「不良な状態」ではないが、状況改善に向けた取

組みが必要な状態

出典：大阪市提供資料をもとに筆者作成。
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ら、主に、①「要援護者情報」の整備・管理、②孤立世帯等への専

門的対応、および③認知症高齢者等の行方不明時の早期発見に取り

組んでいる。

「ごみ屋敷」問題との関連では、②孤立世帯等への専門的対応が

重要である。堆積者のなかには、地域・社会から孤立していたり、

制度の狭間に陥るような課題を抱えていたりする者が少なくなく、

また、世帯単位では複合的な課題を抱えている場合がある。見守り

ネットワーク強化事業では、福祉専門職である「見守り支援ネット

ワーカー」が、粘り強くアウトリーチを行い、本人との間で信頼関

係を構築しながら、専門的な支援体制あるいは多職種連携での支

援体制づくりや地域での見守りにつなげていくことが目指されて

おり、「ごみ屋敷」の事案にも応用が可能である。実際に、高次脳

機能障害を抱えた

50 代男性で、自宅

にごみが集積して

いた事案では、病

院の医療ソーシャ

ルワーカーや地域

包括支援センター、

保健福祉センター、

ケアマネージャー

などと連携しなが

ら、生活環境の整

備と就労支援が行

われたという
39

。

39　詳細については、大阪市社会福祉協議会『地域とともに暮らしを支える「見守り

相談室」活動報告集』（平成 28 年 11 月）17 頁を参照。

図 8-7　孤立世帯等への専門的対応

出典：大阪市社会福祉協議会『地域とともに暮らしを
支える「見守り相談室」活動報告集』（平成 28
年 11 月）。
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6　神戸市条例とその運用

神戸市内には、20 年近くごみを大量に堆積している「ごみ屋敷」

の事案があり、新聞報道等もなされるなどマスコミからの注目が高

かった。そうしたなか、議会や住民からは市に対し、こうした事案

への対応について要望・意見が寄せられ、市長からも対応策の検討

が指示されたことを受け、2015 年 6 月に「ごみ屋敷対策庁内検討会」

が設置された。この検討会では、環境局環境政策部資源循環政策課

が事務局を務め、環境局、保健福祉局、市民参画推進局および消防

局が参画して
40

、「ごみ屋敷」対策条例や推進体制、具体的な支援策

について検討を重ねてきた。そこでの検討を踏まえて、「神戸市住

居等における廃棄物その他の物の堆積による地域の不良な生活環境

の改善に関する条例」（以下、「神戸市条例」という。）が、2016 年 6 月 29

日に制定され、同年 10 月 1 日から全面施行された。

（1）神戸市条例の概要

①条例の対象

神戸市条例は、「不良な状態」にある建物等を対象とする。こ

こでいう「不良な状態」とは、「廃棄物その他の物の堆積により、

次のいずれかの状態が生じているなど、地域の衛生又は生活環境

上支障が生じている状態」を指し、具体的な状態として、（ア） 悪

臭の発生、（イ） ねずみ、はえその他の衛生上有害な虫その他の動

物の発生、（ウ） 火災が発生するおそれがある状態、が挙げられて

いる
41

（2 条 1 号）。「建物等」の定義には、建物のほかに「その周辺

40　具体的には、環境局の総務課、資源循環政策課、業務課、事業系廃棄物対策部、

および地球環境課、保健福祉局の計画調整課および生活衛生課、市民参画推進局

の市民協働推進課、消防局の予防課、の 4 局 9 課が構成メンバーであった。

41　より詳細には、2 分類 6 類型に分けられる。1 つ目の分類は、「著しく衛生上有害

となるおそれのある状態」で、①有害危険物質が放置、②大量の廃棄物その他の

物の保管状況が不良、③衛生害虫が発生している、の 3 類型が含まれる。2 つ目の
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の土地」が含まれており、必ずしも当該建物の敷地には限定され

ていない。以上のように、神戸市条例の対象は、「ごみ屋敷」であり、

市民あるいは堆積者が居住するものである（3 条）
42

。

②条例に基づく措置

市長は、不良な状態にあると認められる建物等に係る堆積者に

対し、これを解消するために必要な助言または指導を行いうる（9

条 1 項）。助言または指導を行ったにもかかわらず、不良な状態が

解消されないときは、相当の期限を定めてその状態を解消するた

めに必要な措置をとるべきことを勧告し、勧告を受けた者が正当

な理由がなく当該措置をとらなかったときは、その者の氏名等の

公表ができる
43

（10 条 1、3 項）。勧告をしたにもかかわらず、不良な

状態が解消されず、当該建物等に係る近隣住民の生活環境が著し

く損なわれていると認めるときは、相当の期限を定めてその勧告

に係る措置をとるべきことを命じるとともに、命令を実施した旨

を公表できる（11 条 1、3 項）。命令違反に対しては、行政代執行法

に基づく代執行のほか、5 万円以下の過料を科しうる（12 条、16 条）。

また、建物等の所有者、占有者あるいは管理者との関係では、市

長は必要な範囲内で助言または指導を行え、さらに、当該所有者

等が不良な状態を解消するために必要な権原を有する場合は、勧

告および命令を行える（9 条 2 項、10 条 1 項、11 条 1 項）。

なお、建物等における不良な状態に起因して、市民の生命、身

体または財産に危害が及ぶことを防止するために緊急の必要があ

分類は、「周辺の生活環境保全のため放置することが不適切な状態」で、④悪臭が

発生している、⑤火災発生のおそれがある、⑥通路等に大量の廃棄物その他の物

が堆積していることによる通行等の障害、の 3 類型がある。

42　運用上、空き家状態のものについては、空き家法および「神戸市空家空地対策の

推進に関する条例」に基づいて、対応がなされる。

43　公表をしようとするとき、市長は、あらかじめ相手方にその理由を通知し、意

見を述べる機会を与えなければならない（10 条 4 項）。ここでいう「正当な理由」

としては、勧告を受けた者が心身の疾患等を有する場合が考えられる。
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ると認められるときは、市長は、これを避けるために必要最小限

の措置をとりうる（13条1項）。いわゆる応急的危険回避措置であり、

講学上の即時執行に当たるものである。措置に要した費用につい

ては、当該措置をとった建物等に係る堆積者または所有者等の負

担とすることができる（同条 3 項）。

神戸市条例のもとでは、他の自治体における審議会のような附

属機関は設置されていないが、助言または指導の実施にあたって

は任意で、勧告、命令および代執行の実施にあたっては義務的に、

あらかじめ学識経験者から意見聴取を行う（9 条 3 項、10 条 2 項、11

条 2 項、12 条）。具体的には、法律、公衆衛生、社会福祉、および

医療分野に関する学識経験者から成る有識者会議を開催し、意見

を聴くことが想定されている。審議会ではなく有識者会議という

形式をとるのは、各分野の学識経験者が異なる意見を有する場合

にも、合議体として一つの答申に集約する必要がなく、それぞれ

の意見を勘案しながら、市長が総合的に判断できるからである
44

。

③不良な状態の適正化に向けた経済的支援等

市長は、建物等の不良な状態の適正化のために、当該建物等が

存する地域の実情に応じ、必要な支援策または対策を実施するも

のとされ、具体的には、区長に対策会議を開催させることが挙げ

られる（14 条）。堆積者に対する直接的な支援制度としては、経済

的支援が規定されており、当該建物等の近隣住民の生活が損なわ

れており
45

、かつ堆積者が経済的理由により自ら不良な状態を解

消するのが困難であると認められるときに利用可能となる（15 条

1 項）。経済的支援の対象は、堆積物の処分、悪臭除去、および害

虫駆除に要する費用であり、最大 100 万円が支給される。条例に

44　神戸市会平成 28 年福祉環境委員会（2016 年 6 月 21 日）。

45　近隣住民の生活環境の悪化が経済的支援の要件とされたのは、私人所有の建物

等における不良な状態の解消に公金を投入する以上、公益的観点から対応が求め

られる必要があると考えられたためである。
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基づく措置と同様に、経済的支援の実施においても、市長にはあ

らかじめ学識経験者の意見を聴くことが義務づけられている（同

条 3 項）。

④建物等および堆積者に関する情報の利用

神戸市条例により、市長は、建物等における不良な状態の内容、

当該建物等の使用・管理状況、および当該建物等に係る堆積者の

居住状況、親族関係、就労の状況、心身の状態、保健福祉に関す

る制度の利用状況などにつき、堆積者本人に報告を求めたり、必

要な調査ができる（7 条 1 項）。その際には、市および実施機関
46

が

保有する情報の目的外利用が、包括的に許容されている（同条 3 ～

4 項）。他方、堆積者に対する支援などへの協力を求めるため、他

46　ここでいう「実施機関」とは、市長、議会の議長、公営企業管理者、消防長、教

育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、農業委員会および固定資産

評価審査委員会ならびに市が設立した地方独立行政法人を指す（神戸市個人情報保

護条例 2 条 4 号）。

図 8-8　神戸市における対応フローと関係主体

出典：神戸市提供資料より抜粋。
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の地方公共団体の長、警察その他の関係機関に情報を提供するこ

とも可能であり（8条2項）、目的外提供の制限に係る例外規定となっ

ている。なお、堆積者の資産等についても、経済的支援の実施に

あたって、必要な限りで調査を行いうるとの目的外利用の制限に

係る例外規定が設けられている（15 条 2 項）。

さらに、建物等が不良な状態にあり、またはそのおそれがあ

ると認められるときの立入調査権も規定されている（7 条 5 項）。調

査対象者が正当な理由なく立入調査等を拒否したときは、当該調

査対象者が堆積者であることが明らかであると認める場合、ある

いは当該建物等の所有者等である場合、市長はその者の氏名等を

公表できる（同条 9 項）。また、氏名公表のほかに、5 万円以下の過

料も規定されている（16 条）。

（2）取組み体制

神戸市条例を所管しているのは、環境局環境政策部資源循環政策

課であるが、住民からの相談窓口は、各区で広聴業務を担当する、

まちづくり（推進）課に置かれている。相談を受けた区役所は、現

地確認などの調査を実施するとともに、まちづくり（推進）課や健

康福祉課、生活支援課などの関係部署による各区連絡会議において、

関係部署間の情報共有および支援策などの検討が行われる
47

。それ

ぞれの関係部署による働きかけにもかかわらず、不良な状態が解消

されない場合は、関係部署に加えて、環境局事業所、衛生監視事務

所、建設事務所、消防署なども参画する各区対策会議が開かれ、効

果的なアプローチ方法の再検討、あるいは条例上の措置への移行の

必要性等を検討する。また、堆積者等への働きかけおよび支援を行

47　条例制定後に、資源循環政策課が『ごみ屋敷判定に関する手引き』を策定し、周

辺への影響の有無の基準、条例に基づく措置の基準、および応急的危険回避措置

の基準の目安を示している。
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う際に、その者が抱える課題に応じて、社会福祉協議会や障害者地

域生活支援センター、地域包括支援センター（「あんしんすこやか

センター」）などとの連携も図られている。

こうした区役所の福祉部門を中心とする働きかけにもかかわら

ず、改善に至らない場合には、本庁の資源循環政策課が中心となっ

て、条例に基づく措置を行っていく。いかなる措置を行うかは、当

該建物等における不良な状態の分類、およびその悪影響の程度と危

険の切迫性に応じて判断される
48

。さらに、関係部署による本庁措

置検討会の開催により、措置の適用について慎重な検討が行われて

いる。

（3）運用状況

神戸市は、区役所を通じた実態調査により、条例施行前の 2016

年 8 月時点で、105 件の「ごみ屋敷」を把握していた。その後、条

例施行から約 2 年が経つ 2018 年 9 月現在、その件数は 50 件まで半

減している。実際には、条例に基づく指導や支援などを通じて、不

良な状態が解消されたものが 65 件、居住者の死亡あるいは転居に

よって解消に至ったものが 41 件ある一方、新たに住民等から情報

を寄せられたものが 51 件あった。条例施行後も、粘り強くアプロー

チすることで、居住者と信頼関係を構築し、「ごみ屋敷」状態の解

48　本書第Ⅲ部資料 2 に収録の「『神戸市住居等における廃棄物その他の物の堆積に

よる地域の不良な生活環境の改善に関する条例』に基づく措置の判断基準」を参照。

表 8-7　神戸市の取組み件数の推移

把握件数
新たに把握
した件数

指導、支援に
よる解消件数

死亡、転居に
よる解消件数

2016 年 8 月 105 件

2017 年 9 月 56 件 24 件 42 件 31 件

2018 年 9 月 50 件 27 件 23 件 10 件

出典：神戸市提供資料をもとに筆者作成。
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消を図るとともに、福祉制度の活用や地域の見守りにつなげている

という。多くの事案では、市職員や親族
49

、近隣住民などが協力し

ながら、居住者本人による片づけが行われている。

一方、学識経験者への意見聴取を経て、神戸市条例が規定する経

済的支援制度が活用された事案は、1 件のみとなっている。なお、

条例に基づく措置としては、助言または指導が 3 件、勧告が 3 件、

命令が 2 件、代執行が 1 件実施されている。いずれも条例施行から

1 年以上経過してから行われており、堆積者等への働きかけが十分

に行われたにもかかわらず、不良な状態の解消に至らなかった事案

で適用されている。

神戸市は、条例施行を契機として、区役所の福祉部門を中心に、

これまでアプローチが困難であった居住者にも積極的に働きかけ、

個別の状況に応じて、福祉・医療的支援を中心とした「人への支援」

に取り組み、「ごみ屋敷」問題の解決を目指している。条例施行前

に把握したものの約 7 割は、居住者が生活上の課題を抱えていたこ

とを踏まえ、福祉部門が何らかの形で関わりを持ち、不良な状態の

解消や再発防止、さらには発生の防止にも寄与している。他方で、

居住者の生活が自立していて、生活上の課題が生じていない、ある

いは表面化していない場合などは、依然としてアプローチが難しい

といった課題があるようである。

7　条例制定の意義と課題

（1）「ごみ屋敷条例」の意義

以上のように、「ごみ屋敷条例」を制定した自治体では、居住者

49　神戸市条例では、配偶者および民法 877 条に定める扶養義務者について、堆積

者の状況を理解するとともに、不良な状態の発生の予防およびその解消のための

取組みに協力する努力義務を規定している（4 条 3 項、同条例施行規則 2 条）。
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等に対して、住宅の適正な維持管理を行政指導、さらに命令する法

的権限がありながら、積極的には行使されていないという実情があ

る。居住者等に堆積物の撤去などを命令し、命令が履行されない場

合には、行政が代執行すれば、一時的には問題が解決するかもしれ

ない。しかしながら、それは「ごみ屋敷」問題の根本的な解決には

ならず、再発する可能性も極めて高い。また、命令や代執行によっ

て、居住者等との関係性が悪化し、居住者等が抱えている生活上の

課題に行政がアプローチしづらくなることも懸念される。そうした

背景があり、「ごみ屋敷条例」を根拠に強制的な権限行使ができる

自治体においても、居住者等に寄り添い、信頼関係を構築するとと

もに、生活上の課題を解決するために福祉的な支援をしていくこと

が、最優先されている
50

。

「ごみ屋敷」問題を解決するために、強制的な権限行使よりも居

住者等への福祉的支援が優先されるべきことは、決して条例の必要

性を否定するものではない。ヒアリング調査のなかでは、条例制定

の意義として、「ごみ屋敷」問題に取り組んでいくという自治体の

姿勢が明確に打ち出された点を挙げる声が多く聞かれた。これには、

居住者等をはじめとする対外的な意識づけと、行政内部の関係部署

に向けた対内的な意識づけという 2 つの側面がある。前者について

は、「ごみ屋敷条例」で居住者等による住宅および敷地の適切な維

持管理が謳われた結果、行政が片づけなどをより働きかけやすくな

り、また、受け手側の居住者等の意識にも変化が見られ、自主的な

改善が図られやすくなったことが指摘できる。

後者の対内的な自治体職員への意識づけは、「ごみ屋敷」問題へ

50　多くの条例で規定されている、個人情報の目的外利用・提供および立入調査権

限も同様に、居住者等との信頼関係の構築という観点から、各自治体はその適用

に慎重な姿勢を示す。個人情報の収集や提供という点では、居住者等と接するな

かで、情報を得たり、目的外利用について同意を得られたりするため、特に不都

合は感じられていないようだった。
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の対応では、とりわけ大きな意義を持つ。「ごみ屋敷」問題は、関

係しうる部署が極めて多岐にわたり、かつ個別事案ごとに異なって

くる。そのため、従来から問題が認識されながらも、担当部署が不

明確であったり、関係部署間での連絡調整が不十分であったりする

など、対応が進まないといった課題があった。担当部署や取組み体

制を明確化し、関係部署間の連絡調整のあり方を検討するという点

では、条例の制定は重要な契機となりうるだろう。条例制定後も、

居住者等が抱えている生活上の課題や解決につながったアプローチ

などについて、情報交換およびノウハウの蓄積が行われ、「ごみ屋敷」

問題の解決がより一層進むことが期待される。

条例の制定とそれに伴う居住者等および自治体職員の意識の変化

によって、命令などの強制的な権限を行使せずとも、住宅の不適切

な維持管理に起因する生活環境の悪化や交通あるいは景観上の支障

などが、一定程度は解決されつつある。他方で、居住者等への福祉

的支援を通じた解決を目指し、行政が粘り強く働きかけているにも

かかわらず、進展が見られないような事案については、周辺住民の

生活環境を保全する必要性に鑑み、強制的な是正措置の実施を検討

すべき場合もあるだろう。こうした事案を想定して、居住者等に改

善を義務づける命令権限を行政に付与するという点でも、条例制定

の必要性がある。

（2）運用上の課題

「ごみ屋敷条例」を制定した自治体では、居住者等への福祉的支

援を通じた解決を目指しつつ、福祉的支援による解決が見込めず、

かつ周辺住民の生活環境を保全するための対応が急務である事案に

限り、強制的な権限行使も視野に入れるという運用がなされている。

ただ、条例に基づく命令および代執行が可能になったことを受けて、

周辺住民などから行政に、早急な権限行使を要望する声が寄せられ
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る場合も少なくない。そうした要望に対し、各自治体では、居住者

等が抱える生活上の課題や福祉的支援を通じた根本的な解決の重要

性について理解を求めていき、安易な権限行使を回避しようとして

いる。生活上の課題を抱える居住者等の福祉と周辺住民の生活環境

の保全とのバランスをどのようにとるかは、難しい課題である。し

かし、居住者等への福祉的支援を基本として、「ごみ屋敷」問題の

根本的な解決を図っていく上では、いかに周辺住民などの理解を得

られるかが重要な要素の一つになっていると考えられる。
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コラム：いわゆる「ごみ屋敷」に対する代執行と氏名の公表

日本都市センターが 2018 年 12 月末までに知りえた限りでは、

「ごみ屋敷条例」あるいは空き家法に基づき、神戸市（第 8 章第 6

節を参照）のほか、5 件の「ごみ屋敷」に対する代執行が行われ

ている（表を参照）
1)。このうち、郡山市と横須賀市の事案につい

ては、代執行の実施前に、命令への不服従を理由とした、氏名

および住所の公表もなされた。

横須賀市の事案では、屋外、ベランダ、共有地に堆積された

1.7t の廃棄物が撤去された。ただし、建物内の物品については、

居住者の所有物と廃棄物との区別が困難であるとして、強制撤

去の対象から除かれている。

一方、品川区の事案では、建物内および敷地内に堆積された

約 25t の廃棄物が撤去された。なお、当該建物の所有者は、公

園などで生活していたため、空き家法にいう「特定空家等」に

当たるとして、同法および空き家条例に基づく代執行の実施が

可能であった。

表　「ごみ屋敷」に対する代執行実施自治体の一覧

自治体名 実施年月 法的根拠

京都市 2015.11 京都市不良な生活環境を解消するための支援及び措
置に関する条例

郡山市 2016.3 郡山市建築物等における物品の堆積による不良な状
態の適正化に関する条例

品川区 2016.5 空家等対策の推進に関する特別措置法
品川区空き家等の適正管理等に関する条例

横須賀市 2018.8 横須賀市不良な生活環境の解消及び発生の防止を図
るための条例

中野区 2018.12 中野区物品の蓄積等による不良な生活環境の解消に
関する条例

1) このほか、道路法に基づいて代執行が行われた事案もある。
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都市自治体の「住居荒廃」問題に
関するアンケート　集計結果

日本都市センター研究室

資料１
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調査の概要

調査対象 814 市区（791 市、23 特別区）

調査期間 2018 年 1 月 9 日～ 1 月 31 日

調査方法
各都市自治体宛てに調査票を郵便にて送付

回答は、電子メール又は FAX にて回収

回収率 370 市区（45.5%）

調査における用語の定義

・「住居荒廃」

建築物（集合住宅における個別専有部分あるいはベランダ

や廊下等の共有部分を含む）又はその敷地が以下のいずれか

の状態にあることにより、当該建築物等の住民又はその周辺

住民の生活環境が損なわれていると認められる状態をいう。

①いわゆる「ごみ屋敷」　②樹木の繁茂　③多頭飼育・給餌

・いわゆる「ごみ屋敷」

建築物又はその敷地、あるいは集合住宅における個別専有

部分又はベランダや廊下等の共有部分に、物品が堆積又は放

置されることに起因して、病害虫、ネズミ若しくは悪臭の発生、

又は火災若しくは物の崩落のおそれがある建築物等をいう。

・「持込み型ごみ屋敷」

いわゆる「ごみ屋敷」のうち、資源・ごみ集積所等からの

収集や過剰な量の購入などによって得た物品を堆積又は放置

することにより形成されたものをいう。

・「溜め込み型ごみ屋敷」

いわゆる「ごみ屋敷」のうち、日常生活を営むなかで、物

品を整理できない又は排出できないことにより形成されたも

のをいう。
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回答自治体について

 

 

13

41

16

13

69

110

108

7

13

15

10

86

149

164

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政令指定都市

中核市

施行時特例市

特別区

一般市

（10万人以上）

一般市（5万人以上

10万人未満）

一般市

（5万人未満）

都市制度・規模

回答あり 回答なし

65

27

41

237

90

25

49

280

0% 20% 40% 60% 80% 100%

関東大都市圏

中京大都市圏

近畿大都市圏

その他

三大都市圏

回答あり 回答なし

注）三大都市圏の地域範囲は、平成 27 年国勢調査における定義に基づく。
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企画担当課, 
117

環境担当課, 
185

福祉担当課, 15

都市整備担当課・

住宅担当課, 
36

市民担当課・

地域振興担当課, 
11

防災担当課, 4

その他, 2

主たる回答課・取りまとめ課 (n=370)
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集計結果

1　「住居荒廃」の現状について

Q1.　「住居荒廃」の問題を主に取り扱っている部署（例えば、「住
居荒廃」に関する住民等からの相談窓口の設置、関係部署のと
りまとめを担っている部署）はどこですか。次のうちから、該
当するものをすべて選択してください。　〔複数選択〕

 

 

61.6%, 228

23.5%, 87

8.4%, 31

14.3%, 53

14.9%, 55

5.9%, 22

6.5%, 24

2.4%, 9

3.5%, 13

6.5%, 24

34.6%, 128

0 50 100 150 200 250

環境部局

福祉部局

防災部局

（消防を含む）

住宅部局

建築部局

道路管理部局

健康部局

（保健所・保健センターを含む）

地域振興部局

区役所・支所

その他

特に定めていない

（n=370） 

【「その他」の主な内容】

　・市民部局  ・都市計画部局  ・企画部局

　・観光部局  ・教育部局  ・空き家担当部局

　・個別事案の内容により異なる

233

資料 1　都市自治体の「住居荒廃」問題に関するアンケート　集計結果

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



Q2.　貴市区が把握している「住居荒廃」の範囲に含まれると考
えられるものとして、該当するものをすべて選択してください。
〔複数選択〕 

 

74.3%, 275

56.8%, 210

53.2%, 197

41.9%, 155

11.6%, 43

6.2%, 23

0 100 200 300

居住その他の使用がなされている、

いわゆる「ごみ屋敷」

空き家状態にある、

いわゆる「ごみ屋敷」

樹木の繁茂

多頭飼育・給餌

その他

無回答

（n=370） 

【「その他」の主な内容】

　・家屋崩壊

　・公道への私物あるいは有価物の放置

　・セルフネグレクトを伴う状態にある場合

　・空き家状態にある家屋の倒壊又は破損

　・空き家状態にある建築物の敷地内の樹木の繁茂、多頭飼育・給餌

　・状況に応じて判断（特に定めていない）

　・「住居荒廃」がない

 ・特に把握していない
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※Q2で選択したものを念頭に以降の設問についてご回答ください。

Q3.　平成 29 年 4 月 1 日現在、貴市区で把握している「住居荒廃」
は何件ありますか。　〔記述〕
※ 複数の担当部署が共通して把握している案件、複数の「住居荒廃」の
種類を併せ持つ案件については、重複して計上いただいて結構です。

※ Q2 で選択しなかった種類については、空欄のままご回答ください。

回答数
合計
（件）

最大値
（件）

平均値
（件）

中央値
（件）

 把握・対応中 297 8,257 1,442 27.8 6

いわゆる「ごみ屋敷」 250 1,920 77 7.7 3

樹木の繁茂 155 3,273 577 21.1 3

多頭飼育・給餌 118 449 90 3.8 2

 過去 3 年間に解決済み
 （見守り継続を含む）

260 4,493 393 17.3 3

いわゆる「ごみ屋敷」 211 1,135 120 5.4 1

樹木の繁茂 125 2,300 369 18.4 3

多頭飼育・給餌 104 287 26 2.8 1
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35
31

29

15

10

19

12
14

11 10
13

31

13

18

3

18
15

54

40

29

16

8 8 7
5 5

3 4

30

14

7 7

13
10

0

10

20

30

40

50

60

回
答
自
治
体
数

件数

「住居荒廃」全体

把握・対応中 過去3年間に解決済み

34

48

31

17 16
12

17

10
6

3
6

25

12

5
1

7

0

50

57

28

14 13

7
4 4 5

3
1

10
8

2 1
3

1

0

10

20

30

40

50

60

回
答
自
治
体
数

件数

いわゆる「ごみ屋敷」

把握・対応中 過去3年間に解決済み

第Ⅲ部　資料

236
Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



 

 

32
31

12
14

6
8

4
3 3

4

1

9
7

3
5

7
6

34

21

7
9

4

1
2 2

0
2

3

12

7

4

7
6

4

0

5

10

15

20

25

30

35

回
答
自
治
体
数

件数

樹木の繁茂

把握・対応中 過去3年間に解決済み

18

33

22

13
11

7

4

0 1 0 1

5

2 1

36

24

14

6 7

2 2 2
0 1 2

7

1 0
0

5

10

15

20

25

30

35

40

回
答
自
治
体
数

件数

多頭飼育・給餌

把握・対応中 過去3年間に解決済み
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Q4.　把握・対応している「住居荒廃」の件数（既に解決済み・
見守り継続中のものは含まない）は、この 3 年間でどのように
推移していますか。　〔単一選択〕
※ 本調査にいう「大幅に」は、およそ 20% 以上の増減を指すものとしま
す。

 

 

大幅に増加した, 
14

やや増加した, 
58

ほとんど

変化はない, 
121

やや減少した, 6

大幅に減少した, 7

分からない, 
144

無回答, 
20

(n=370)

Q5.　過去 5 年間に、「住居荒廃」の発生状況に関する実態調査を
実施しましたか。　〔単一選択〕

 

 

実施した, 
22

特定の種類の

「住居荒廃」

あるいは地域

のみを対象に

実施した, 
15

実施していない,
325

無回答, 8
(n=370)
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Q6.　貴市区が把握している「住居荒廃」の種類や主にその状態
を生じさせている住人（以下、「本人」という）などについて、
下表に記入してください。（特に、重大な生活環境の悪化を生じ
させている事例、あるいは対応・支援が困難な事例について最
大 5件まで）　〔複数選択・記述〕

267 自治体から 757 件の事例について回答があった。

 

 

いわゆる「ごみ屋敷」, 
510いわゆる「ごみ屋敷」

＋樹木の繁茂, 
46

いわゆる

「ごみ屋敷」

＋多頭飼育

・給餌, 
27

いわゆる

「ごみ屋敷」＋

樹木の繁茂＋

多頭飼育・給餌, 
11

樹木の繁茂, 82

樹木の繁茂＋

多頭飼育・給餌, 
1

多頭飼育

・給餌, 
80

「住居荒廃」の種類 (n=757)
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いわゆる「ごみ屋敷」の種類・レベル

レベル 1 レベル 2 レベル 3 無回答 合計

「持込み型」
67

(11.3%)
26

(4.4%)
35

(5.9%)
10

(1.7%)
138

(23.2%)

「持込み型」＋
「溜め込み型」

5
(0.8%)

11
(1.9%)

11
(1.9%)

0
(0.0%)

27
(4.5%)

「溜め込み型」
195

(32.8%)
96

(16.2%)
92

(15.5%)
22

(3.7%)
405

(68.2%)

無回答
10

(1.7%)
4

(0.7%)
3

(0.5%)
7

(1.2%)
24

(4.0%)

合計
277

(46.6%)
137

(23.1%)
141

(23.7%)
39

(6.6%)
594

(100.0%)

※本アンケート調査における、いわゆる「ごみ屋敷」の 3 段階

状態

レベル 1

・散かりによって、出入口や主要な部屋の使用に支障が生じている

・衛生状態が維持されておらず、汚物や残飯が堆積している

・病害虫やネズミ等の存在がうかがわれる

レベル 2

・散かりによって、出入口や多くの部屋の使用に支障が生じている

・食べ物が腐敗している、カビが目視できる

・病害虫やネズミ等が容易に目視できる

レベル 3

・散かりによって、出入口やすべての部屋の使用に支障が生じている

・食べ物が腐敗している、カビが蔓延している

・病害虫やネズミ等が蔓延している
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44.4%, 336

51.9%, 393

31.7%, 240

18.6%, 141

28.0%, 212

40.8%, 309

35.3%, 267

5.8%, 44

4.0%, 30

45.8%, 347

17.0%, 129

8.1%, 61

1.6%, 12

0 100 200 300 400

病害虫やネズミ等の発生

悪臭

往来の支障

防犯上の支障

物品の崩落（おそれを含む）

火災発生（おそれを含む）

当該家屋の劣化・倒壊

近隣家屋の劣化・倒壊

騒音の発生

景観の悪化

不法投棄の誘発

その他

無回答

発生している影響

（n=757） 

【「その他」の主な内容】

　・本人の健康状態、生活環境の悪化

　・子どもや高齢者等の同居家族の健康状態、養育環境の悪化

　・避難経路遮断  ・近隣への飛散

　・近隣住宅や共有部分への物品の堆積

　・電線への影響  ・樹木の越境、竹の繁殖、倒木

　・近隣敷地への猫の侵入、野良猫問題、犬の放し飼い

　・糞尿被害   ・人的被害（咬傷事案）
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5年未満, 455
5年以上～10年未満, 

163

10年以上～

20年未満, 
57

20年以上, 
14 不明, 

43

無回答, 25

把握している期間 (n=757)

住まいの種類・所有関係

持ち家 賃貸 不明 無回答 合計

一戸建て
325

(42.9%)
35

(4.6%)
86

(11.4%)
137

(18.1%)
583

(77.0%)

共同住宅
8

(1.1%)
67

(8.9%)
2

(0.3%)
19

(2.5%)
96

(12.7%)

長屋
2

(0.3%)
18

(2.4%)
3

(0.4%)
6

(0.8%)
29

(3.8%)

無回答
5

(0.7%)
25

(3.3%)
10

(1.3%)
9

(1.2%)
49

(6.5%)

合計
340

(44.9%)
145

(19.2%)
101

(13.3%)
171

(22.6%)
757

(100.0%)
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本人の性別・年齢

～ 30 代
40 代～
64 歳

65 歳
以上

不明 無回答 合計

男
13

(1.7%)
153

(20.2%)
212

(28.0%)
52

(6.9%)
8

(1.1%)
438

(57.9%)

女
19

(2.5%)
93

(12.3%)
135

(17.8%)
18

(2.4%)
2

(0.3%)
267

(35.3%)

無回答
0

(0.0%)
2

(0.3%)
8

(1.1%)
29

(3.8%)
13

(1.7%)
52

(6.9%)

合計
32

(4.2%)
248

(32.8%)
355

(46.9%)
99

(13.1%)
23

(3.0%)
757

(100.0%)

 
 

いない, 404
いる, 
210,

不明, 
108

無回答, 35

同居人の有無 (n=757)
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6.3%, 48

6.5%, 49

62.4%, 472

11.0%, 83

11.5%, 87

1.7%, 13

11.5%, 87

1.1%, 8

0 100 200 300 400 500

本人からの相談

家族・親族からの相談

地域住民や自治会、民生委員

からの情報提供

庁内の関係部署（消防・保健所を

含む）からの情報提供

福祉・医療に関する外部機関（例／

医療機関、社協）からの情報提供

その他の外部機関（例／消費者

センター）からの情報提供

その他

無回答

把握したきっかけ

（n=757） 

【「その他」の主な内容】

　・生活保護申請や母子保健等における訪問調査、家庭相談員による訪問

　・不動産会社、大家からの相談、情報提供

　・市営住宅管理対応に際して把握

　・県動物愛護センターからの情報提供

　・高齢者総合相談センター、介護支援専門員からの情報提供
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20.2%, 153

21.8%, 165

24.6%, 186

8.5%, 64

8.7%, 66

4.0%, 30

12.9%, 98

24.0%, 182

0.4%, 3

4.0%, 30

19.4%, 147

25.4%, 192

19.4%, 147

3.6%, 27

16.9%, 128

17.0%, 129

13.1%, 99

4.9%, 37

4.4%, 33

5.4%, 41

22.9%, 173

0.9%, 7

2.4%, 18

35.9%, 272

10.4%, 79

28.3%, 214

0 100 200 300

身体能力の低下、

身体障害、身体疾患

判断力の低下、認知症

統合失調症やうつ病などの

精神障害、精神疾患

知的障害

発達障害

身体的・心理的虐待、

ネグレクト

ライフイベント

（例／家族の死亡、失業）

経済的困窮

消費者被害・経済的虐待

アルコール関連問題

本人の気兼ね、プライド

家族や地域からの孤立

その他

無回答

考えられる発生要因・併発している課題

考えられる発生要因 併発している課題

(n=757)
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【考えられる発生要因の「その他」の主な内容】

　・不明    ・本人の成育環境

　・本人の性格、思想、被害妄想、習慣（収集癖）

　・問題意識がない、対応する意思が無い

　・再生利用業や廃品回収業を営むが、管理・整理能力がない

　・有価物として収集、外部からの持込みを許容

　・施設への入所、長期入院

　・同居人の判断能力の低下、障害、疾患

　・孤独、隣人との不仲  ・家族の死亡、離婚問題、失恋

　・日中の活動の場の不足  ・ごみ収集所の問題

　・繰返しの繁殖、動物飼養に対する知識・意識の不足、極度の動物愛護

【併発している課題の「その他」の主な内容】

　・不明    ・改善意識の欠如

　・子どもたちの養育環境の悪化 ・高齢者虐待の疑い

　・家族不和、親族からの孤立  ・介護サービスが入れない

　・同居家族の高齢化、認知症、精神疾患

　・金銭管理ができず、支払いの滞納

　・路上生活    ・引きこもり問題

　・ セルフネグレクト（必要な保健福祉施策の拒否、ライフラインが止

まっていても「自然な生活」と言い聞かせる）

　・猫の更なる分娩による多頭飼育の加速
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受けている, 
281

受けていない, 
206

不明, 242

無回答, 28
保健・医療・福祉サービスの受給状況 (n=757)

31.7%, 89

21.4%, 60

50.2%, 141

8.9%, 25

6.0%, 17

5.0%, 14

0 50 100 150

介護・高齢者福祉サービス

障害福祉サービス

生活保護制度・

生活困窮者自立支援制度

健康診断や保健相談の実施

その他

無回答

受給している保健・医療・福祉サービスの種類

（n=281） 

【「その他」の主な内容】

　・保健師の関わり  ・子育て支援

　・権利擁護事業  ・食糧支援

　・医療保護入院、施設入所、精神科への定期受診、病院のデイケア

　・住替えについての相談、支援
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19.4%, 40

51.5%, 106

5.3%, 11

14.1%, 29

19.9%, 41

0 20 40 60 80 100 120

適用しうる保健・医療・

福祉サービスがない

本人が保健・医療・福祉サービス

を受けることを望まない

保健・医療・福祉サービス

に対する申請が困難

その他

無回答

保健・医療・福祉サービスを受給していない理由

（n=206） 

【「その他」の主な内容】

　・不明   　・現時点では必要がない

　・本人は普通だと思っている 　・本人あるいは同居家族が拒否

　・本人あるいは家族と連絡が取れない

　・過去に保健・医療・福祉サービスを受給

 
 

入院歴あり, 
23

入通院歴あり, 
31

通院歴あり, 76

なし, 186不明, 409

無回答, 
32

精神科医療機関への入通院歴 （n=757） 
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50.1%, 379

21.4%, 162

5.2%, 39

6.1%, 46

6.3%, 48

14.0%, 106

4.8%, 36

28.8%, 218

5.8%, 44

0 100 200 300 400

定期的な訪問見守りの実施

社会福祉協議会や地域包括支援セン

ターなど外部の関係機関による支援

法律に基づく対応

（勧告・命令・代執行）

条例・要綱に基づく対応

（勧告・命令・代執行）

経済的支援や一斉清掃などの

独自の支援制度の適用

家族・親族による対応・支援の促進

成年後見制度の活用

（検討中を含む）

その他

無回答

現在の対応状況

（n=757） 

【「その他」の主な内容】

　・近隣からの苦情があった場合に現場確認、随時対応

　・清掃部署や地域住民、知人によるごみ出しの手伝い、一斉清掃

　・保健・医療・福祉サービスの受給

　・定期的あるいは不定期的な巡回

　・施設入所、入院  ・公営住宅への転居、家族との同居

　・保健所や警察による指導 ・文書による適正管理依頼

　・飼育動物の譲渡  ・猫の不妊去勢手術

　・本人が拒否し、対応不可 ・対応終了

249

資料 1　都市自治体の「住居荒廃」問題に関するアンケート　集計結果

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



 
 

23.1%, 9

12.8%, 5

15.4%, 6

2.6%, 1

0.0%, 0

2.6%, 1

2.6%, 1

2.6%, 1

20.5%, 8

5.1%, 2

7.7%, 3

10.3%, 4

10.3%, 4

0 2 4 6 8 10

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律

道路交通法

道路法

消防法

景観法

建築基準法

その他／生活保護法

その他／公営住宅法

その他／空家等対策の推進に

関する特別措置法

その他／精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律

その他／狂犬病予防法

その他／動物の愛護及び

管理に関する法律

無回答

対応するに当たって根拠となった法律

（n=39） 
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23.8%, 180

47.0%, 356

18.0%, 136

3.8%, 29

1.2%, 9

18.6%, 141

11.1%, 84

0 100 200 300 400

本人との接触・交渉ができない

本人が解消を望んでいない

解消するための制度がない

行政側の取組み体制が整わない

解消方法について、住民や行政

内部での合意形成が整わない

その他

無回答

解消が困難な理由

（n=757） 

【「その他」の主な内容】

　・本人に改善する意志がない、応答がない

　・本人は解消を望んでいるが、行政等の支援を拒否する

　・本人は解消を望み、対応しているが、解消までに時間がかかる

　・一斉清掃等の支援を行っても、再び元の状態に戻る

　・解消のための金銭的余裕がない

　・本人の体力的・精神的な動機付けが乏しい

　・本人あるいは同居家族が多問題を抱えており、総合的な支援が必要

　・同居人や親族と接触・交渉ができない、協力が得られない

　・キーパーソンとなり得る家族・親族がいない

　・介入のきっかけがない、アプローチ方法を探っている

　・解消するための手段が分からない

　・対応する根拠法令がない、本人の希望に即した支援制度がない

　・解消済み、改善の方向に向かっている
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2　「住居荒廃」への対応について

Q7.　貴市区の「住居荒廃」の問題への取組み状況として、該当
するものを選択してください。　〔単一選択〕

 
 

重要な政策課題の

一つとして捉え、

積極的に対応・支援

を行っている, 
24

重要な政策課題の

一つとして捉え、

対応・支援のあり方

を検討している, 
69

政策課題として

認識しているが、

特に対応・支援は

行っていない, 
110

特に政策課題として

認識しておらず、

対応・支援は

行っていない, 
71

その他, 83

無回答, 13
(n=370)

【「その他」の主な内容】

　・政策課題として認識し、対応・支援を行っている

　・特に政策課題として認識していないが、対応・支援は行っている

　・必要に応じて個別に対応・支援を行っている

　・空家等対策として対応・支援のあり方を検討している

　・ 別の政策課題の対応・支援が、結果として「住居荒廃」問題の対応・

支援となっている

　・ 多頭飼育については、重要な政策課題の一つとして捉え、対応・支

援のあり方を検討している

　・「住居荒廃」が発生していない、件数が少ない
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Q8.　貴市区は「住居荒廃」の問題への対応・支援制度をどのよ
うに整備してきましたか。次のうちから、該当するものをすべ
て選択してください。　〔複数選択〕

 
 

18.9%, 70

4.6%, 17

8.1%, 30

1.6%, 6

20.3%, 75

56.2%, 208

4.1%, 15

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220

条例・要綱の制定・改正

解決に資する物品等の貸出・

支給や経済的な支援制度の整備

その他の支援制度の整備

医師、精神保健福祉士などの

アウトリーチ事業の整備

その他

特に対応・支援制度は

整備していない

無回答

（n=370） 

【「その他」の主な内容】

　・庁内における関係局部課の情報共有、連携体制の整備

　・個々のケースに応じて、関係部署が対応・支援

　・既存の行政サービスを活用した対応・支援

　・定期的な訪問の実施、解消のための助言指導を行う

　・家族・親族への情報共有と対応・支援の依頼による解決を原則とする

　・無料法律相談や廃棄物処理業者についての情報提供

　・検討中

Q8-SQ1.　（「条例・要綱の制定・改正」と回答した場合）制定し
た又は改正した条例・要綱の名称、及びその制定・改正の年月
を記入してください。　〔記述〕

（省略）
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Q8-SQ2.　（「特に対応・支援制度は整備していない」と回答した
場合）対応・支援制度を整備していない理由として、次のうち
から該当すると考えられるものをすべて選択してください。　

〔複数選択〕

 
 

11.5%, 24

15.9%, 33

37.5%, 78

37.5%, 78

1.9%, 4

0 20 40 60 80

現在は対応・支援制度が整備されて

いないが、整備することを検討中

市区内において、対応・支援すべき

「住居荒廃」が発生していない

「住居荒廃」は発生しているが、対応

・支援制度は特に必要としていない

その他

無回答

（n=208） 

【「その他」の主な内容】

　・個々のケースごとに関係する部署が対応・支援しているため

　・現行の制度内で対応・支援を行っているため

　・ 「住居荒廃」を把握していない、あるいは件数が少なく、特段の対応・

支援制度は必要としていない

　・対応・支援制度の整備が必要であるかも含めて検討中

　・効果的な対応・支援方法が分からない

　・担当部署が決まっていないため

　・対応職員・財源の不足、専門的知見の不足

　・単独での整備が困難なため、国の動向や指針待ち

　・当事者同士の民事問題であり、行政不介入
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Q9.　「住居荒廃」の問題に取り組むうえで、どのような課題が
あると考えますか。次の各観点について、それぞれ該当する項
目をすべて選択してください。　〔複数選択・記述〕

 
 

25.1%, 93

57.0%, 211

18.4%, 68

32.4%, 120

36.8%, 136

3.8%, 14

48.6%, 180

8.4%, 31

9.2%, 34

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220

適用しうる保健・医療

・福祉サービスがない

本人が支援を受ける

ことを望まない

支援するために必要な

個人情報の収集が困難

継続的な支援体制

の構築が困難

家族・親族の協力

を得られない

支援について住民や議会

の理解が得られない

行政が支援する

ことの是非

その他

無回答

（ア）居住者に対する支援について

（n=370） 

【「その他」の主な内容】

　・居住者へ税金投入して支援する根拠が不明確

　・居住者との接触が図れない

　・状況により支援する内容が異なるため対応が難しい

　・分別の難しさや特定の日時にごみを出すルール等の資源政策上の課題

　・民地の中に収まっているうちは表面化せず行政等も気付けない
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【具体的な内容】

　・ 65 歳未満で「身体障害」「精神障害」「生活保護」に該当しない健常者

や行政からの支援を拒否している者に対して、福祉的支援が難しい

　・住環境の整備等の制度がない

　・ 基本的人権に配慮する必要があるため、本人の意思を尊重せざるを

えない

　・支援について本人の理解・同意を得るまでに時間を要する

　・本人が支援を拒否する場合には、行政が積極的に介入しづらい

　・居住者の入院などアクシデントが発生しないとケースが動かない

　・本人の支援拒否から、必要な個人情報を収集することが困難である

　・市民税や固定資産税の課税情報が収集できない

　・継続して支援しないと再発のおそれがある

　・複数の問題が関連して存在するため、ゴールの設定が難しい

　・どこまで、いつまで支援すれば良いかが不明

　・ 家族や親族がいない、あるいは遠方に住んでいるなど関係が疎遠で

あるため、協力を得ることが難しい

　・ 親族と絶縁状態のため、転居・施設入所の保証人が不在で対応に苦

慮した

　・安易に自治体が支援するとモラルハザードが発生するおそれがある

　・特定の個人を支援することが他の市民の理解を得られるかが不明

　・ 住民への継続的な支援を専門職だけでなく、地域全体で支え合う社

会をつくっていくことが必要

　・ 地域の問題として取り組むべき課題であると考えるが、居住者と近

隣住民が良好な関係を築けていない場合が多い
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46.8%, 173

15.1%, 56

31.4%, 116

14.1%, 52

6.2%, 23

13.8%, 51

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

対応するための

法的根拠がない

法的根拠はあるが、

適用することが困難

法的な対応は根本的な

解決につながらない

対応するために必要な

個人情報の収集が困難

その他

無回答

（イ）解決に向けた法的な対応について

（n=370） 

【「その他」の主な内容】

　・経済的困窮により、片付けや転居の費用が支払えない

　・解決するように指導をしても、本人が行動を起こさない

　・個別案件により関連する法令等が違うため対応が難しい

　・具体的に市の対応が法で定められないと困難

　・ 法整備がなされた場合であっても、具体的な基準等について地域差

が生じると考えられる

　・ 動物の引取り時に所有権放棄の同意や手数料の支払いが必要になる

が、本人にその能力がない
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【具体的な内容】

　・既存の法律や条例により対応可能なものはあるが、強制力がない

　・「住居荒廃」問題に対応するための条例が制定されていない

　・ いわゆる「ごみ屋敷」に至る理由や環境、想定される解決方法は各ケー

スにより千差万別であり、特定の法令などにより対応することが困

難と感じられる

　・ 支援策を含めた法整備がなされれば、自治体における対応にも変化

があると考えられる

　・ 本人が廃棄物ではない（有価物である）と主張する場合には、廃棄

物処理法に基づく対応が難しい

　・ 生活の拠点・基盤である個人の住居に対する法的対応を行うに当たっ

ては、居住権・財産権の観点から行使する公権力の範囲について熟

慮が必要である

　・ 「廃棄物」としての該当性判断や「火災リスク」などの認定の難しさ、

代執行時の費用回収の困難さ等により、法的対応を躊躇する

　・ 法的根拠ができたとしても、本人の資力や行政の予算上、実施が困

難である

　・ 法に基づいて強制的に対処を行っても、本人の意識が変わらない限

り、問題が再発するおそれがある

　・ いわゆる「ごみ屋敷」は生活上の課題に起因するケースが多く、再

発防止の観点からも居住者への支援により解決することが望ましい

　・ 精神疾患の疑いのある人に対しては、画一的な対応が難しい、ある

いは法的な対応だけでは解決が困難

　・ 法整備による積極的な行政の介入よりも、個人の自立や家族・親戚・

血縁者の協力・扶助に力点を置いた政策・制度が必要

　・ 税情報を照会する法律がないため、経済状況の把握や支援が困難と

なっている

第Ⅲ部　資料

258
Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



 
 

49.7%, 184

25.9%, 96

28.1%, 104

14.6%, 54

36.8%, 136

23.2%, 86

6.8%, 25

13.5%, 50

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

担当部署が不明確

関係部署との

連携が不十分

職員の専門的

知見の不足

外部の関係機関との

連携が不十分

職員の不足

財源の不足

その他

無回答

（ウ）取組み体制について

（n=370） 

【「その他」の主な内容】

　・ 排出の支援により物を撤去した後も、周囲からの見守りや声掛けが

なく再発してしまった事例があり、再発防止が課題となっている。

そのため、地域や関係機関とより連携して支援していく必要がある

　・個々のケースにより対応できるものとできないものがある

　・民事事案であるため、行政が介入すべきでない

　・ 複数の問題が関連、それぞれの支援者がまったく違う視点を持って

いるので、連携だけでなく、俯瞰的な視点とリフレイム、目標やゴー

ルの共通化が必要
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【具体的な内容】

　・対応部署や中心となって関係部署との連携を図る部署が不明確

　・強制力のある条例や予算を持っている部署がない

　・ それぞれのケース・事情によって、対応すべき部署があいまいにな

りがちである

　・基本的にどの課も当該課の問題として捉えたがらない傾向がある

　・セルフネグレクトに対応する部署が福祉部局にない

　・ 個人情報保護の観点から、担当部署を定めて対応することが困難で

あると考える

　・状況に応じて様々な部署が対応するため、関係部署の情報共有が重要

　・ 継続的な関わりが必要であり、一度介入すれば良い問題ではなく、

関係機関と連携した支援が必要

　・ 居住者が、法令制度等を理解できない場合、法的な対応と併せて障

害福祉サービスなどを利用するよう促す体制が整っていない

　・連携は可能だが、それぞれの役割分担と関与できる範囲に限界がある

　・ 福祉サービスに対する専門的所見・情報が不足しているため、連携

を図るのに時間を要する

　・保健・医療・福祉セクションに十分な知見等がない

　・個人情報保護の観点から、連携できる外部機関が限られてしまう

　・問題に取り組むだけの人員がいない

　・ 福祉部局とともにいわゆる「ごみ屋敷」の問題に取り組んでいるが、

福祉部局側の職員数が不足している

　・対応する職員の時間的余裕がなく、また人員を確保できる財源もない

　・本人が清掃費用を支払えない場合などに財源問題が発生する

　・公的補助を行うだけの財源がない

　・ 堆積物の撤去などを代執行した場合には、多額の費用が必要となる。

職員を動員した場合であっても、表向きの支出はないものの人件費

は必要となる
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Q10.　「住居荒廃」の問題に関連して、審議会や審査会などの第
三者機関を設置していますか。　〔単一選択〕

 
 

設置している, 
37

設置していない, 
317

無回答, 16 (n=370)
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Q10-SQ.　（「設置している」と回答した場合）第三者機関の委員
には、どのような人が委嘱されていますか。次のうちから、該
当するものをすべて選択してください。　〔複数選択〕

 

 

45.9%, 17

27.0%, 10

54.1%, 20

37.8%, 14

29.7%, 11

0.0%, 0

21.6%, 8

83.8%, 31

59.5%, 22

59.5%, 22

0 5 10 15 20 25 30 35

法律に関する学識経験者

保健医療福祉に関する

学識経験者

その他の分野の

学識経験者

社会福祉協議会

民生委員・児童委員

地域包括支援センター

医師・精神保健福祉士

弁護士・司法書士

・行政書士

町内会・自治会

その他

（n=37） 

【「その他」の主な内容】

　・警察  ・消防職員、消防団 ・建築士会

　・宅建協会  ・土地家屋調査士会 ・商工会

　・獣医  ・議員   ・公募市民

　・シルバー人材派遣センター
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Q11.　「住居荒廃」の問題に取り組むうえで、庁内の関係部署は
どのように連携を図っていますか。情報交換や協議を行う場を
設置している場合には、会議等の名称を記入し、参画している
部署をすべて選択してください。　〔記述・複数選択〕

 

 

28

68

57

42
36 38

34
39

29 29 31

7.6 

5.8 5.7 

7.1 6.9 6.8 
7.3 

7.0 7.0 

6.3 

7.7 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0

10

20

30

40

50

60

70

会
議
数

当該部署が参画している会議数

当該部署が参画している会議等の構成部署数の平均

【「その他」の主な内容】

　・区役所  ・市民部局 ・法務局

　・水道部局  ・消防  ・教育部局

　・商工観光部局 ・広報課
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Q12.　「住居荒廃」の問題に取り組むうえで、外部の関係機関と
の連携をどのように図っていますか。それぞれの関係機関につ
いて、該当するものを選択してください。　〔複数選択〕

 
 

40

44

40

18

27

21

43

4

7

17

31

8

5

2

3

1

1

1

1
6

6

1

2

3

1

1

49

62

56

19

31

30

58

12

11

15

35

9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

社会福祉協議会

地域包括支援センター

民生委員・児童委員

医療機関・医師会

介護事業者

相談支援事業者

町内会・自治会

電気・ガス・水道

・郵便事業者

NPO法人・民間事業者

弁護士会・司法書士会

・行政書士会

警察

消費者センター

情報交換や協議を行う場を設置 支援・見守り等に関する協定の締結

支援・見守り等に係る助成金等の交付 その他の連携

【連携しているその他の外部機関の主な内容】

　・保健所  ・児童相談所  ・消防

　・教育機関  ・都道府県の機関  ・動物愛護センター

　・シルバー人材センター
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【「その他の連携」の主な内容】

　・個々のケースに応じて協議や連携した対応を実施

　・情報交換及び必要な範囲内での情報提供

　・現場への訪問時に同行を依頼

　・既存の仕組みやネットワークの活用

　・自主的な清掃の実施に対する支援、あるいは協力の依頼

　・ 多頭飼育・給餌に該当する事例がある場合に、情報提供あるいは助

言や支援を仰ぐ

　・精神科医の派遣依頼

　・枝葉伐採の協力依頼

　・審議会への参加
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」
）
違

反
と

し
て
、

5
年

以

下
の
懲
役
、
ま
た
は

1,
00

0
万
円
以
下
の
罰
金

（
25

条
1
項

14
号
）

火
災
の
お
そ
れ

【
消
防
法
】

•　
 危

険
物

や
み

だ
り

に
存

置
さ

れ
た

燃
焼

の
お

そ
れ

の
あ

る
物

件
の

除
去

そ
の

他
の

処

理
、
あ
る
い
は
み
だ
り
に
存
置
さ
れ
た
物
件
の
整
理
ま
た
は
除
去
を
す
る
よ
う
命
令
（

3
条

1
項

3,
 4

号
）
　
※
命
令
権
者
は
、
消
防
長
、
消
防
署
長
そ
の
他
の
消
防
吏
員

道
路
上
に
物
品
が
放
置
さ
れ
、

交
通
上
の
支
障
が
発
生

【
道
路
法
】

•　
 物

件
の

除
却

や
道

路
の

原
状

回
復

を
す

る
よ

う
命

令
（

71
条

1
項

1
号

）
　

※
命

令
権

者
は
、
道
路
管
理
者

•　
 43

条
2
号

（
「

み
だ

り
に

道
路

に
土

石
、

竹
木

等
の

物
件

を
た

い
積

し
、

そ
の

他
･
･
･
交

通
に

支
障

を
及

ぼ
す

虞
の

あ
る

行
為

を
す

る
こ

と
。
」
）
違

反
と

し
て
、

1
年

以
下

の
懲

役
ま

た

は
50

万
円
以
下
の
罰
金

（
10

2
条

3
号
）

【
道
路
交
通
法
】

•　
 交
通
の
妨
害
を
排
除
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
と
る
よ
う
命
令

（
81

条
1
項

2
号
）
 

※
命
令
権
者
は
、
警
察
署
長

•　
 76

条
3
項

（
「

何
人

も
、

交
通

の
妨

害
と

な
る

よ
う

な
方

法
で

物
件

を
み

だ
り

に
道

路
に

置
い

て
は
な
ら
な
い
。
」
）
違
反
と
し
て
、
3
月
以
下
の
懲
役
、
ま
た
は

5
万
円
以
下
の
罰
金
（

11
9

条
1
項

12
号
の

4）
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適
用
し
う
る
場
面

関
連
す
る
法
制
度

住 居 荒 廃 へ の ア プ ロ ー チ

廃
棄
物
の
不
適
切
な
管
理

【
廃
棄
物
処
理
法
】

•　
 5
条

（
「

土
地

又
は
建

物
の

占
有
者

･
･
･
は
、
そ

の
占
有

し
、

又
は

管
理
す

る
土

地
又
は

建
物
の

清
潔
を
保
つ
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」
）
を
根
拠
と
す
る
行
政
指
導

•　
 16

条
（
「

何
人

も
、

み
だ

り
に

廃
棄

物
を

捨
て

て
は

な
ら

な
い
。
」
）
違

反
と

し
て
、

5
年

以

下
の
懲
役
、
ま
た
は

1,
00

0
万
円
以
下
の
罰
金

（
25

条
1
項

14
号
）

火
災
の
お
そ
れ

【
消
防
法
】

•　
 危

険
物

や
み

だ
り

に
存

置
さ

れ
た

燃
焼

の
お

そ
れ

の
あ

る
物

件
の

除
去

そ
の

他
の

処

理
、
あ
る
い
は
み
だ
り
に
存
置
さ
れ
た
物
件
の
整
理
ま
た
は
除
去
を
す
る
よ
う
命
令
（

3
条

1
項

3,
 4

号
）
　
※
命
令
権
者
は
、
消
防
長
、
消
防
署
長
そ
の
他
の
消
防
吏
員

道
路
上
に
物
品
が
放
置
さ
れ
、

交
通
上
の
支
障
が
発
生

【
道
路
法
】

•　
 物

件
の

除
却

や
道

路
の

原
状

回
復

を
す

る
よ

う
命

令
（

71
条

1
項

1
号

）
　

※
命

令
権

者
は
、
道
路
管
理
者

•　
 43

条
2
号

（
「

み
だ

り
に

道
路

に
土

石
、

竹
木

等
の

物
件

を
た

い
積

し
、

そ
の

他
･
･
･
交

通
に

支
障

を
及

ぼ
す

虞
の

あ
る

行
為

を
す

る
こ

と
。
」
）
違

反
と

し
て
、

1
年

以
下

の
懲

役
ま

た

は
50

万
円
以
下
の
罰
金

（
10

2
条

3
号
）

【
道
路
交
通
法
】

•　
 交
通
の
妨
害
を
排
除
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
と
る
よ
う
命
令

（
81

条
1
項

2
号
）
 

※
命
令
権
者
は
、
警
察
署
長

•　
 76

条
3
項

（
「

何
人

も
、

交
通

の
妨

害
と

な
る

よ
う

な
方

法
で

物
件

を
み

だ
り

に
道

路
に

置
い

て
は
な
ら
な
い
。
」
）
違
反
と
し
て
、
3
月
以
下
の
懲
役
、
ま
た
は

5
万
円
以
下
の
罰
金
（

11
9

条
1
項

12
号
の

4）

適
用
し
う
る
場
面

関
連
す
る
法
制
度

住 居 荒 廃 へ の ア プ ロ ー チ

伸
び
た
樹
木
の
枝
に
よ
り
、

交
通
上
の
支
障
が
発
生

【
道
路
法
】

・
　

 樹
木

の
剪

定
・

伐
採

等
や

道
路

の
原

状
回

復
を

す
る

よ
う

命
令

（
71

条
1
項

1
号

）

※
命
令
権
者
は
、
道
路
管
理
者

・
　

 43
条

2
号

違
反

と
し

て
、

1
年

以
下

の
懲

役
ま

た
は

50
万

円
以

下
の

罰
金
（

10
2

条
3
号
）

【
道

路
交
通
法
】

•　
 道

路
に

お
け

る
交

通
の

危
険

を
防

止
し
、

ま
た

は
交

通
の

円
滑

を
図

る
た

め
に

必
要

な
措
置
を
と
る
よ
う
命
令

（
82

条
1
項
）
　
※
命
令
権
者
は
、
警
察
署
長

•　
 著

し
く

道
路

に
お

け
る

交
通

の
危

険
を

生
じ

さ
せ
、

ま
た

は
交

通
の

妨
害

と
な

る
お

そ
れ

が
あ

り
、

か
つ

急
を

要
す

る
と

認
め

る
と

き
は
、

道
路

に
お

け
る

交
通

の
危

険

を
防

止
し
、

ま
た

は
交

通
の

妨
害

を
排

除
す

る
た

め
必

要
な

限
度

に
お

い
て
、

除
去

な
ど
の
応
急
措
置
を
実
施

（
83

条
1
項
）
　
※
実
施
主
体
は
、
警
察
官

住
居
の
不
適
切
な
維
持
管
理

【
建
築
基
準
法
】

•　
 住

居
の

修
繕
、

模
様

替
、

使
用

中
止
、

使
用

制
限

そ
の

他
保

安
上

ま
た

は
衛

生
上

必

要
な

措
置

を
と

る
よ

う
勧

告
、

命
令

（
10

条
）
　

※
勧

告
・

命
令

権
者

は
、

特
定

行
政

庁

【
空

家
特
措
法
】

•　
 除

却
、

修
繕
、

立
木

竹
の

伐
採

そ
の

他
周

辺
の

生
活

環
境

の
保

全
を

図
る

た
め

に
必

要
な
措
置
を
と
る
よ
う
助
言
ま
た
は
指
導
、
勧
告
、
命
令

（
14

条
1
～

3
項
）

【
公
営
住
宅
法
】

※
法

48
条
に
基
づ
く
条
例
も
参
照
の
こ
と
。

•　
 27

条
1
項
（
「
公
営
住
宅
の
入
居
者
は
、
当
該
公
営
住
宅
又
は
共
同
施
設
に
つ

い
て
必
要
な
注

意
を
払
い
、
こ
れ
ら
を
正
常
な
状
態
に
お
い
て
維
持
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」
）
違
反
と
し
て
、

明
渡
し
を
請
求

（
32

条
1
項

4
号
）
　
※
請
求
権
者
は
、
事
業
主
体
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適
用
し
う
る
場
面

関
連
す
る
法
制
度

住 居 荒 廃 へ の ア プ ロ ー チ

犬
や
猫
な
ど
の
不
適
切
な
飼
養
に
よ
る

生
活
環
境
の
悪
化

【
動

物
愛
護
法
】

•　
 周

辺
の

生
活

環
境

を
保

全
す

る
た

め
に

必
要

な
措

置
を

と
る

べ
き

こ
と

を
勧

告
、

命

令
（

25
条

1,
 2

項
）
　
※
勧
告
・
命
令
権
者
は
、
都
道
府
県
知
事
、
指
定
都
市
の
長

•　
 37

条
（
「

犬
又

は
猫

の
所

有
者

は
、

こ
れ

ら
の

動
物

が
み

だ
り

に
繁

殖
し

て
こ

れ
に

適
正

な
飼

養
を

受
け

る
機

会
を

与
え

る
こ

と
が

困
難

と
な

る
よ

う
な

お
そ

れ
が

あ
る

と
認

め
る

場
合

に
は
、

そ
の

繁
殖

を
防

止
す

る
た

め
、

生
殖

を
不

能
に

す
る

手
術

そ
の

他
の

措
置

を
す

る
よ

う
に

努
め

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」
）
を
根
拠
と
し
て
、
行
政
指
導

•　
虐
待
に
当
た
る
と
し
て
、

10
0
万
円
以
下
の
罰
金

（
44

条
2
項
）

【
悪
臭
防
止
法
】

•　
 14

条
（
「

何
人

も
、

住
居

が
集

合
し

て
い

る
地

域
に

お
い

て
は
、

飲
食

物
の

調
理
、

愛
が

ん
す

る
動

物
の

飼
養

そ
の

他
そ

の
日

常
生

活
に

お
け

る
行

為
に

伴
い

悪
臭

が
発

生
し
、

周
辺

地
域

に

お
け

る
住

民
の

生
活

環
境

が
損

な
わ

れ
る

こ
と

の
な

い
よ

う
に

努
め

る
･
･
･
」
）
を

根
拠

と
し

て
、
行
政
指
導

【
狂

犬
病
予
防
法
】

•　
 登

録
ま

た
は

狂
犬

病
の

予
防

注
射

を
受

け
て

い
な

い
犬

を
抑

留
（

6
条

1
項

）
　

※
実

施
主

体
は

、
狂

犬
病

予
防

員
（

都
道

府
県
、

指
定

都
市
、

中
核

市
、

保
健

所
設

置
市

ま
た

は

特
別
区
の
職
員
で
獣
医
師
で
あ
る
も
の
）

•　
 4
条

（
「

犬
の

所
有

者
は
、

犬
を

取
得

し
た

日
･
･
･
か

ら
30

日
以

内
に
、
･
･
･
そ

の
犬

の
所

在

地
を

管
轄

す
る

市
町

村
長
（

特
別

区
に

あ
つ

て
は
、

区
長
。
･
･
･
）

に
犬

の
登

録
を

申
請

し
な

け

ば
な

ら
な

い
。
」
）
ま

た
は

5
条

（
「

犬
の

所
有

者
･
･
･
は
、

そ
の

犬
に

つ
い

て
、
･
･
･
狂

犬
病

の
予

防
注

射
を

毎
年

1
回

受
け

さ
せ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い
。
」
）
違

反
と

し
て
、

20
万

円
以

下
の
罰
金

（
27

条
1,

 2
号
）
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足立区生活環境の保全に関する条例

（目的）

第 1 条　この条例は、区内における土地・建築物の適切な利用や管理に関し、

必要な事項を定めることにより、良好な生活環境を保全し、区民の健康

で安全な生活を確保することを目的とする。

（定義）

第 2 条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。

（1） 所有者等　区内において土地又は建築物を所有し、占有し、又は管

理する者をいう。

（2） 廃棄物　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137
号）第 2 条第 1 項に規定する廃棄物をいう。

（3） 不良な状態　適正な管理がされていない廃棄物、繁茂した雑草又は樹木

により、土地又は建築物の周辺住民の健康を害し、生活環境に著しい障

害を及ぼし、又はそのおそれがある状態をいう。

（区の責務）

第 3 条　区は、この条例の目的を達成するため、必要な施策を推進すると

ともに、所有者等が行う、生活環境を保全し不良な状態を改善するため

の活動の支援に努めなければならない。

（所有者等の責務）

第 4 条　所有者等は、自己が所有し、占有し、若しくは管理する土地又は

建築物（以下「土地等」という。）を不良な状態にしてはならない。

2　所有者等は、相互に協力して、良好な生活環境を保全するための活動

に自主的に取り組むよう努めなければならない。

3　所有者等は、この条例の目的を達成するため、区及び関係行政機関が

実施する施策に協力するよう努めなければならない。

（調査）

第 5 条　区長は、土地等が不良な状態にあると認めるときは、職員をして

土地等に立ち入らせ、必要な調査をさせ、又は関係人に質問をさせるこ

とができる。

2　前項の規定に基づく立入調査を行う職員は、その身分を証明する証明

書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければなら
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ない。

3　区長は、必要があると認める場合は、所有者等について、この条例の

施行に必要な調査を行うことができる。

（指導又は勧告）

第 6 条　区長は、第 4 条第 1 項の規定に違反し、土地等が不良な状態にあ

ると認めるときは、所有者等に対して、不良な状態を解消するための指

導をすることができる。

2　区長は、前項の指導をしたにもかかわらず、第 4 条第 1 項の規定に違

反し、土地等が不良な状態にあると認めるときは、所有者等に対して、

不良な状態を解消するための措置をとるべきことを期限を定めて勧告す

ることができる。

（命令）

第 7 条　区長は、前条第 2 項の規定による勧告をしたにもかかわらず、土

地等が不良な状態にあると認めるときは、期限を定めて不良な状態を解

消するための措置を命ずることができる。

2　区長は、前項の規定により命令を行うときは、事前に第 12 条に規定す

る審議会の意見を聴かなければならない。

（公表）

第 8 条　区長は、前条第 1 項に規定する命令を受けた者（以下「義務者」

という。）が、正当な理由なくその命令に従わないときは、規則で定め

る事項を公表することができる。

（代執行）

第 9 条　区長は、義務者が正当な理由なくその命令に従わない場合におい

て、他の手段によってその履行を確保することが困難であり、かつ、そ

の不履行を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、行

政代執行法（昭和 23 年法律第 43 号）の規定により、自ら義務者のなす

べき行為をなし、又は第三者にこれを行わせ、その費用を義務者から徴

収することができる。

2　区長は、前項の規定により代執行を行うときは、事前に第 12 条に規定

する審議会の意見を聴かなければならない。

（委託）

第 10 条　所有者等は、不良な状態の解消を区長に委託することができる。

（支援）
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第 11 条　区長は、所有者等が自ら不良な状態を解消することが困難であ

ると認めるときは、支援を行うことができる。

2　区長は、前項の規定により支援を行うときは、事前に次条に規定する

審議会の意見を聴かなければならない。

（審議会）

第 12 条　土地等の状態及び対応方針について審議するため、区長の附属

機関として足立区生活環境保全審議会（以下「審議会」という。）を設

置する。

2　審議会は、区長の諮問に応じて、不良な状態の判断及びその解消につ

いて、区長に意見を述べることができる。

（審議会の組織）

第 13 条　審議会は、優れた識見を有する者のうちから、区長が委嘱又は

任命する委員 13 人以内をもって組織する。

（審議会の会長の選任及び権限）

第 14 条　審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。

2　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

3　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理

する。

4　委員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じたとき

の後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（審議会の運営）

第 15 条　審議会は、会長が招集する。

2　審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができ

ない。

3　審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、

会長の決するところによる。

4　審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の会議への出席

を求め、必要な資料を提出させ、意見を聴き、又は説明を求めることが

できる。

5　審議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

（守秘義務）

第 16 条　審議会の委員又は委員であった者は、職務上知り得た情報を他

に漏らしてはならない。
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（準用）

第 17 条　第 2 条第 3 号に定める不良な状態に当たらない場合であっても、

土地又は建築物の周辺住民の健康を害し、生活環境に著しい障害を及ぼ

し、又はそのおそれがあるときは、区長が別に定めるところにより第 2
条第 3 号に準じてこの条例の規定を適用する。

（委任）

第 18 条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

　　　付　則

　（施行期日）

1　この条例は、平成 25 年 1 月 1 日から施行する。

（略）
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京都市不良な生活環境を解消するための

支援及び措置に関する条例

第 1 章　総則

（目的）

第 1 条　この条例は、不良な生活環境を解消するための支援及び措置に関

し必要な事項を定めることにより、その状態の解消を推進し、もって要

支援者が抱える生活上の諸課題の解決、市民の安心かつ安全で快適な生

活環境の確保及び市民が相互に支え合う地域社会の構築に寄与すること

を目的とする。

（定義）

第 2 条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。

（1） 建築物等　建築基準法第 2 条第 1 号に規定する建築物及びその敷地

をいう。

（2） 不良な生活環境　建築物等における物の堆積又は放置、多数の動物

の飼育、これらへの給餌又は給水、雑草の繁茂等により、当該建築

物等における生活環境又はその周囲の生活環境が衛生上、防災上又

は防犯上支障が生じる程度に不良な状態をいう。

（3） 要支援者　疾病、障害その他の理由により不良な生活環境の解消を

自ら行うことができない市民であって、その状態を解消するための

支援を要するものをいう。

（4） 自治組織　自治会、町内会その他の地域住民の組織する団体をいう。

（基本方針）

第 3 条　不良な生活環境の解消は、次に掲げる基本方針に基づき、推進さ

れるものとする。

（1）できる限り不良な生活環境を生じさせた者が行うこと。

（2） 不良な生活環境を生じさせた者のみによっては不可能であると認め

られるときは、本市、自治組織及び関係する行政機関その他の関係

者が協力して行うこと。

（3）生活環境の悪化を防止するため、できる限り早期に行うこと。

（4） 要支援者が不良な生活環境を生じさせた背景に地域社会における要

支援者の孤立その他の生活上の諸課題があることを踏まえ、これら
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の解決に資するように行うこと。

（5） 市民の安心かつ安全で快適な生活環境の確保及び市民が相互に支え

合う地域社会の構築に寄与するように行うこと。

（本市の責務）

第 4 条　本市は、基本方針にのっとり、不良な生活環境の解消を推進しな

ければならない。

（市民の責務）

第 5 条　市民は、不良な生活環境の発生の予防に努めなければならない。

2　市民は、不良な生活環境を生じさせたときは、速やかにその状態の解

消に努めなければならない。

（自治組織の責務）

第 6 条　自治組織は、基本方針にのっとり、不良な生活環境を解消するた

めの取組に協力するとともに、市民の安心かつ安全で快適な生活環境の

確保に向けて主体的かつ積極的に取り組むことにより、市民が相互に支

え合う地域社会の構築に寄与するよう努めなければならない。

（相互の協力）

第 7 条　本市、市民及び自治組織は、この条例の目的を達成するため、相

互に、その果たす役割を理解し、協力するものとする。

第 2 章　不良な生活環境を解消するための支援

（相談及び情報の提供等）

第 8 条　本市は、不良な生活環境を解消するための取組について、要支援

者又は自治組織からの相談に応じ、これらのものに対し、必要な情報の

提供及び助言を行わなければならない。

2　前項の規定は、要支援者が抱える生活上の諸課題を解決するための取

組について準用する。

（支援の方法）

第 9 条　本市は、要支援者の意思に従いつつ、必要に応じて自治組織及び

関係する行政機関その他の関係者と協力して、不良な生活環境を解消す

るための支援を行わなければならない。

2　前項の支援を行う場合において堆積している物があるときは、その物

の性状、排出の状況、通常の取扱いの形態、取引価値の有無、要支援者

の意思その他の事情を総合的に勘案し、廃棄物の処理及び清掃に関する
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法律第 2 条第 1 項に規定する廃棄物とその他の物とを分別するものとす

る。

3　第 1 項の支援を受けた者は、別に定める場合を除き、当該支援に要し

た費用を負担しなければならない。

4　前項の費用の額は、別に定める算定基準に従い、市長が算定して通知

する額とする。

（支援の際の留意事項）

第 10 条　要支援者の不良な生活環境を解消するための取組は、この章の

規定による支援を基本とし、これと次章の規定による措置とを適切に組

み合わせて行われなければならない。

第 3 章　不良な生活環境を解消するための措置

（指導及び勧告）

第 11 条　市長は、不良な生活環境を生じさせた者（その者を確知するこ

とができない場合にあっては、その状態にある建築物等の所有者）に対

し、これを解消するために必要な指導を行うことができる。

2　市長は、前項の指導を行ったにもかかわらず、なお不良な生活環境が

解消しないときは、前項に規定する者に対し、その状態を解消するため

に必要な措置を採ることを勧告することができる。

3　市長は、前項の規定による勧告をしようとするときは、第 1 項に規定

する者に対し、適切な説明を行い、その理解を得るよう努めなければな

らない。

（命令、公表等）

第 12 条　市長は、前条第 2 項の規定による勧告を受けた者がその勧告に

係る措置を採らなかったときは、その者に対し、相当の期限を定めて、

その勧告に係る措置を採ることを命じることができる。

2　市長は、著しく不良な生活環境が生じているときは、その状態を生じ

させた者（その者を確知することができない場合にあっては、その状態

にある建築物等の所有者）に対し、相当の期限を定めて、その状態を解

消するために必要な措置を採ることを命じることができる。

3　市長は、前 2 項の規定による命令をしようとする場合において、必要

があると認めるときは、学識経験のある者その他市長が適当と認める者

の意見を聴くものとする。
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4　市長は、第 1 項又は第 2 項の規定による命令を受けた者がその命令に

従わないときは、次に掲げる事項を公表するとともに、当該事項（第 2
号に掲げる事項を除く。）を記載した標識を不良な生活環境にある建築

物等に設置することができる。この場合においては、当該命令を受けた

者は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。

（1） 命令を受けた者の氏名及び住所（その者が不良な生活環境にある建

築物等の所有者である場合にあっては、その者の氏名及び住所（法

人にあっては、名称及び代表者名並びに主たる事務所の所在地）並

びにその者が当該所有者である旨）

（2）不良な生活環境にある建築物等の所在地

（3）不良な生活環境の内容

（4）命令の内容

（5）その他市長が必要と認める事項

5　第 9 条第 2 項の規定は、前項に規定する者が同項の命令に従わないた

め行政代執行法（次項において「法」という。）第 2 条の規定による代執

行を行う場合について準用する。

6　前項の代執行を受けた者は、別に定める場合を除き、法第 5 条に規定

する代執行に要した費用のほか、当該代執行後に要した費用を負担しな

ければならない。

7　第 9 条第 4 項の規定は、第 5 項の代執行を受けた者が負担する前項の

当該代執行後に要した費用について準用する。

（緊急安全措置）

第 13 条　市長は、不良な生活環境に起因して、人の生命、身体又は財産

に危害が及ぶことを避けるため緊急の必要があると認めるときは、これ

を避けるために必要最小限の措置を自ら行い、又はその命じた者若しく

は委任した者に行わせることができる。

2　市長は、前項の措置を講じたときは、当該措置の内容を不良な生活環

境を生じさせた者（その者を確知することができない場合にあっては、

その状態にある建築物等の所有者）に通知しなければならない。

3　第 1 項の措置を行おうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

4　第 9 条第 2 項の規定は、第 1 項の措置を行う場合について準用する。

5　第 2 項に規定する者は、別に定める場合を除き、第 1 項の措置に要し
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た費用を負担しなければならない。

6　第 9 条第 4 項の規定は、第 2 項に規定する者が負担する第 1 項の措置

に要した費用について準用する。

（軽微な措置）

第 14 条　前条の規定は、市長が不良な生活環境にある建築物等について、

堆積している物の撤去、動物の収容、草刈りその他の別に定める軽微な

措置を採ることによりその状態を解消し、又は改善することができると

認めるときについて準用する。

第 4 章　雑則

（調査、報告の徴収等）

第 15 条　市長は、この条例の施行に必要な限度において、不良な生活環

境の内容及びその状態を生じさせた者の心身の状態、親族関係、就労の

状況、法令に基づく給付の受給の状況その他その者に関する事項につい

て、必要な調査をし、又はその者に対して報告を求めることができる。

2　市長は、不良な生活環境を生じさせた者を確知することができないと

きは、その状態にある建築物等の所有者又はその連絡先を確知するため

に必要な調査をすることができる。

3　市長は、不良な生活環境にある建築物等の所有者又はその連絡先を確

知することができない場合において必要があると認めるときは、固定資

産税の課税その他のこの条例に基づく事務以外の事務のために利用する

目的で保有する情報で当該建築物等の所有者又はその連絡先を確知する

ために有用なものについては、この条例の施行に必要な限度において、

自ら利用し、又は提供することができる。

4　市長は、この条例の施行に必要な限度において、不良な生活環境にあ

る建築物等の所有者に対し、当該建築物等の使用及び管理の状況につい

て報告を求めることができる。

（立入調査等）

第 16 条　市長は、この条例の施行に必要な限度において、市長が指定す

る職員に、不良な生活環境にある建築物等に立ち入り、その状態を調査

させ、又は関係者に質問させることができる。

2　前項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければな
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らない。

3　第 1 項の規定による立入調査又は質問の権限は、犯罪捜査のために認

められたものと解釈してはならない。

4　市長は、不良な生活環境を生じさせた者又はその状態にある建築物等

の所有者が第 1 項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は質問に対して陳述せず、若しくは虚偽の陳述をしたときは、次に掲

げる事項を公表することができる。

（1） 不良な生活環境を生じさせた者又はその状態にある建築物等の所有

者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者名並びに主た

る事務所の所在地）

（2）不良な生活環境にある建築物等の所在地

（3）不良な生活環境の内容

（4）その他市長が必要と認める事項

5　市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ同

項に規定する者にその理由を通知し、弁明及び有利な証拠の提出の機会

を与えなければならない。

（調査結果等の提供等）

第 17 条　市長は、第 15 条第 1 項の規定による調査若しくは報告、同条第

2 項の規定による調査、同条第 4 項の規定による報告又は前条第 1 項の

規定による立入調査若しくは質問の結果を自治組織及び関係する行政機

関その他の関係者に提供し、不良な生活環境を解消するために必要な協

力を要請することができる。

2　前項の結果の提供を受けた者は、正当な理由がないのに、当該結果に

係る者に関して知り得た事項であってその者を特定させるものを漏らし

てはならない。

（委任）

第 18 条　この条例において別に定めることとされている事項及びこの条

例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

第 5 章　罰則

（過料）

第 19 条　正当な理由がなくて第 12 条第 1 項又は第 2 項の規定による命令

に違反した者は、50、000 円以下の過料に処する。
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第 20 条　正当な理由がなくて第 16 条第 1 項の規定による立入調査を拒み、

妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述せず、若しくは虚偽の陳

述をした者は、30、000 円以下の過料に処する。

第 21 条　第 17 条第 2 項の規定に違反した者は、50、000 円以下の過料に

処する。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 13 条第 5 項及び第 6 項（こ

れらの規定を第 14 条において準用する場合を含む。）並びに第 5 章の規

定は、平成 27 年 1 月 1 日から施行する。
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活
環
境
に

著
し
い
悪
影
響
を
及
ぼ
し
て

い
る

―
（
※

2）
―
（
※

2）

措
置
の
範
囲

助
言
又
は
指
導
相
当

勧
告
相
当

命
令
相
当

代
執
行
相
当

（
※

1）
不
良
な
状
態
に
あ
る
建
物
等
の
分
類
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

１
．
著
し
く
衛
生
上
有
害
と
な
る
お
そ
れ
の
あ
る
状
態

①
有
害
危
険
物
質
が
放
置

②
大
量
の
廃
棄
物
そ
の
他
の
物
の
保
管
状
況
が
不
良

③
衛
生
害
虫
が
発
生
し
て
い
る
（
感
染
症
を
媒
介
す
る
ね
ず
み
、
は
え
、
ゴ
キ
ブ
リ
等
）

２
．
周
辺
の
生
活
環
境
保
全
の
た
め
放
置
す
る
こ
と
が
不
適
切
な
状
態

①
悪
臭
が
発
生
し
て
い
る

②
火
災
発
生
の
お
そ
れ
が
あ
る

③
通
路
等
に
大
量
の
廃
棄
物
そ
の
他
の
物
が
堆
積
し
て
い
る
こ
と
に
よ
る
通
行
等
の
障
害

（
※

2）
通
常
は
実
施
し
な
い
が
、
市
長
が
必
要
と
認
め
る
場
合
は
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
、
例
え
ば
、
以
下
の
よ
う
な
場
合
が
考
え
ら
れ

 
ま
す
。

・
 著
し
く
大
量
の
可
燃
物
が
堆
積
し
て
い
て
、
出
火
の
可
能
性
及
び
火
元
と
な
る
可
能
性
、
周
辺
へ
の
延
焼
の
可
能
性
か
ら
、
火
災
発
生
の
お
そ
れ

 
が
極
め
て
高
い
場
合

・
道
路
に
著
し
く
大
量
に
堆
積
し
、
日
常
の
通
行
の
ほ
か
、
災
害
時
に
お
け
る
緊
急
避
難
経
路
と
し
て
支
障
あ
る
場
合
　
　
　
　
　
　
　
　
な
ど
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横浜市建築物等における

不良な生活環境に関する判定基準要綱

（趣旨）

第 1 条　本要綱は、横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発

生の防止を図るための支援及び措置に関する条例（平成 28 年 9 月横浜

市条例第 45 条）に基づき、建築物等における不良な生活環境の解消に

向けた支援を要する状態を判定するとともに、支援の範囲を決定するた

めの基準（以下「判定基準」という。）を定める。

（判定基準）

第 2 条　判定基準は、堆積物の状態の項目と物の堆積等により発生する個

別評価項目とし、別表のとおりとする。

　　　附　則

（施行期日）

1　この要綱は、平成 28 年 12 月 1 日から施行する。

（旧要綱の廃止）

2　周辺に影響がある不良な生活環境の判定基準要綱（平成 28 年 7 月健福

第 310 号）を廃止する。
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世田谷区住居等の適正な管理による

良好な生活環境の保全に関する支援要綱

（趣旨）

第 1 条　この要綱は、世田谷区住居等の適正な管理による良好な生活環境

の保全に関する条例（平成 28 年 3 月世田谷区条例第 8 号。以下「条例」

という。）第 12 条の規定により区が行う居住者等及び地域住民に対する

支援について、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第 2 条　この要綱において使用する用語の意義は、条例において使用する

用語の例による。

（支援の要件）

第 3 条　条例第 12 条第 1 項の規定による支援（以下「第 1 項支援」という。）

は、管理不全な状態にあり、又はそのおそれがある住居等の居住者等が

自ら、堆積し、又は散乱した物品を撤去し、又は整理整頓しようとする

ときに行うものとする。

2　条例第 12 条第 2 項の規定による支援（以下「第 2 項支援」という。）は、

管理不全な状態にある住居等に関して、堆積し、又は散乱した物品の撤

去又は整理整頓がなされたこと等によって、当該住居等からごきぶり、

はえ、ねずみその他これらに類する動物が当該住居等の隣地等にある住

居等に侵入したとき又はそのおそれがあるときに行うものとする。

（支援の内容及び対象者）

第 4 条　第 1 項支援においては、堆積し、又は散乱した物品の撤去、整理

整頓その他の必要な措置を講じるために必要な清掃用具等を支給するも

のとする。

2　第 1 項支援の対象は、前条第 1 項の居住者等とする。ただし、地域活

動団体等が当該居住者等と協働して前項の措置を講じる場合は、当該地

域活動団体等を第 1 項支援の対象とすることができる。

3　第 2 項支援においては、ごきぶり、はえ、ねずみその他これらに類す

る動物を駆除するための用具等を支給し、又は敷地境界に薬剤等を散布

するものとする。

4　前項の規定による薬剤等の散布は、事業者に委託して行うことができ

る。
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5　第 2 項支援の対象は、前条第 2 項の隣地等の居住者等とする。

（申請）

第 5 条　区長は、第 1 項支援を受けようとする者があるときは、生活環境

保全申請書（居住者等用）（第 1 号様式）を、第 2 項支援を受けようと

する者があるときは、生活環境保全申請書（地域住民用）（第 2 号様式）

をそれぞれ提出させるものとする。

（ボランティア保険）

第 6 条　区長は、第 4 条第 2 項ただし書により地域活動団体等に対して第

1 項支援を行う場合は、必要に応じて当該地域活動団体等又はその構成

員をボランティア保険に加入させるものとする。

（委任）

第 7 条　この要綱の施行について必要な事項は、環境政策部長が別に定め

る。

　　　附　則

　この要綱は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。

　　　附　則（平成 29 年 3 月 21 日 28 世環保第 276 号）

　この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。
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大阪市住居における物品等の堆積による不良な状態

の適正化に係る経済的支援の実施に関する要綱

（趣旨）

第 1 条　この要綱は、大阪市住居における物品等の堆積による不良な状態

の適正化に関する条例（平成 25 年大阪市条例第 133 号。以下「条例」

という。）第 10 条第 1 項及び大阪市住居における物品等の堆積による不

良な状態の適正化に関する施行規則第 5 条（平成 26 年大阪市規則第 9 号。

以下「規則」という。）の規定経済的支援（以下「支援」という。）の実

施に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第 2 条　この要綱における用語の意義は、条例及び規則の例による。

2　この要綱において「市民活動団体」とは、大阪市市民活動推進条例（平

成 18年大阪市条例第 19号）第 2条第 2号に規定する市民活動団体をいう。

（支援の要件）

第 3 条　支援は、堆積者又は当該堆積者の属する世帯に属する者（以下「堆

積者等」という。）が次の各号のいずれにも該当する場合に、当該堆積

者に対して行う。

（1） 第 7 条の規定による申請をしようとする日（以下「申請日」という。）

の属する年度（申請日が 4 月 1 日から 5 月 31 日までの場合にあっ

ては、申請日の属する年度の前年度）の市町村民税が課されていな

いこと

（2） 申請日において土地、建物その他の不動産を所有していないこと。

ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、この限りでない。

（3） 前号に定めるもののほか、保有する現金（預貯金を含む。）その他

の資産（ただし、現に最低限度の生活維持のために活用されている

資産その他市長が必要と認めるものを除く。以下「資産」という。）

の処分価値の総額が 150 万円（堆積者のほかに当該堆積者の属する

世帯に属する者がある場合にあっては、当該堆積者及び当該堆積者

の属する世帯に属する者が保有する資産の総額が 200 万円）以下で

あること

（4） 過去に支援を受けたことがないこと。ただし、市長が特別の事情が

あると認めるときは、この限りでない。
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2　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、支援

を受けることができない。

（1） 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法若しくはその下に成

立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体、暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77
号）第 2 条第 2 号に規定する暴力団若しくは無差別大量殺人行為（無

差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法

律第 147 号）第 4 条第 1 項に規定する無差別大量殺人行為をいう。）

を行った団体に属する者又はこれらの団体の支配若しくは影響の下

に活動しているものと認められる者

（2）過去に第 12 条に規定する支援の取消しを受けた者

（3） 前 2 号に定める者のほか、支援を行うことが不適当と市長が認める

者

3　第 1 項の規定にかかわらず、市長は、当該不良な状態にある建物等の

所在地の校区等地域（おおむね小学校区の範囲を基本とする地域をい

う。）において形成された地域活動協議会（地域活動協議会に対する補

助金の交付の基準に関する要綱第 2 条第 1 項に規定する地域活動協議会

をいう。）に参画する市民活動団体の代表者その他これに準ずると市長

が認める者から、市長に対して不良な状態の解消を求める要望がない場

合は支援を行わない。

（支援の内容及び方法）

第 4 条　支援の内容は、次に掲げるものとする。

（1）堆積物の処分

（2）悪臭の除去

（3）害虫の駆除

（4）その他市長が必要と認めるもの

2　支援は、市長が前項各号に掲げる支援に係る役務を提供し、又はこれ

らに要する費用を直接支弁することにより行うものとする。

3　市長は、第 1 項各号に掲げる支援に係る役務の提供を行うときは、当

該業務について、事業者へ委託し、又は市民活動団体と協働して行うこ

とができる。ただし、市長は前条第 2 項第 1 号に該当する者が属する事

業者又は市民活動団体は、役務の提供に従事させないものとする。

（支援の対象費用）
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第 5 条　支援の対象となる費用は、前条第 1 項各号に掲げる支援に要する

費用であって、次の各号に掲げるものとする。

（1） 堆積物の撤去、運搬若しくは処理、悪臭の除去又は害虫の駆除その

他の業務（以下「撤去業務等」という。）を事業者に委託した場合

の当該委託料

（2） 撤去業務等に要する備品、薬品、消耗品その他の物品の購入又は借

入れに要する費用

（3）廃棄物処理手数料

2　前項に定めるもののほか、前条第 3 項の規定により市民活動団体と協

働して撤去業務等を行う場合は、次の各号に掲げる費用を支援の対象費

用として支出することができる。

（1）撤去業務等の作業を行った市民活動団体に対する謝礼金

　　 なお、謝礼金の交付額は、撤去業務等を行った市民活動団体の作業

従事者（以下「作業従事者」という。）1 人につき 1 時間当たり 500
円とし、1 の市民活動団体に対する交付額は 50、000 円を限度とする。

（2） 撤去業務等を行った作業従事者に対するボランティア活動保険（ボ

ランティア活動を対象とした保険であって、賠償責任補償及び傷害

補償を目的としているものをいう。）の保険料

（支援の限度）

第 6 条　支援は、100 万円を限度として行う。

（申請）

第 7 条　支援を受けようとする堆積者は、経済的支援申請・同意書（様式

第 1 号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならな

い。

（1）資産・収入に関する申告書（様式第 2 号）

（2）親族に関する申告書（様式第 3 号）

（3）支援を行うに当たり必要な調査に関する同意書（様式第 4 号）

（4）その他市長が必要と認める書類

（撤去業務等の内容に関する同意）

第 8 条　前条の規定による申請があったときは、市長は、その職員をして、

当該申請に係る建物等の所在地において、申請を行った者（以下「申請者」

という。）に撤去業務等の実施の方法及び範囲その他撤去業務等の内容

を説明させ、申請者の同意をえるものとする。
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2　申請者は、前項の同意をしたときは、作業同意書（様式第 5 号）を市

長に提出しなければならない。

（支援の決定）

第 9 条　市長は、第 7 条の規定による申請があったときは、同条各号に掲

げる書類を審査し、大阪市住居における物品等の堆積による不良な状態

の適正化に関する審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴いたうえで、

支援をすることが適当であると認めたときは、支援を行うことを決定し、

経済的支援決定・却下通知書（様式第 6 号）により申請者に通知するも

のとする。

2　市長は、前項の審査及び審議会の意見を聴いた結果、支援をすること

が不適当であると認めたときは、支援を行わないことを決定し、その理

由を付して経済的支援決定・却下通知書（様式第 6 号）により申請者に

通知するものとする。

3　市長は、第 1 項の支援の決定にあたり、必要に応じて支援を行う際の

条件を付すことができる。

（申請の取下げ）

第 10 条　申請者は、前条第 1 項の規定による通知を受領した場合において、

当該通知に係る支援の決定の内容又はこれに付された条件に不服がある

ときは、経済的支援申請取下書（様式第 7 号）により、申請の取下げを

することができる。

2　市長は、申請者が前条第 1 項の規定による通知を受領した後に、前項

の規定による申請の取下げがあったときは、当該取下げをした者に対し

て、当該取下げをするまでの間に生じた支援の実施に関する費用の全額

について、期限を定めてその賠償を求めるものとする。

（支援の変更）

第 11 条　市長は、第 9 条第 1 項の規定により決定した支援の決定内容を

変更することを必要と認めるときは、審議会の意見を聴いたうえで、支

援の決定内容の変更を決定し、経済的支援変更決定通知書（様式第 8 号）

により支援の決定を受けた者（以下「被支援者」という。）に通知する

ものとする。

2　前項の規定にかかわらず、支援の決定内容の変更が次の各号に掲げる

事項に係る軽微なものである場合は、前項の規定にかかわらず、市長は

審議会の意見を聴くことなく支援の変更を決定することができる。
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（1）支援の実施日程

（2）支援の内容（追加する場合に限る。）

（3）市民活動団体による撤去業務等の内容

（4）支援の金額（2 割以内の変更に限る。）

（決定の取消し）

第 12 条　市長は、被支援者が次のいずれかに該当するときは、当該支援

の決定を取り消すことができる。

（1）虚偽の申告その他不正の手段により支援の決定を受けたとき

（2）被支援者が、第 3 条第 2 項の規定に該当するとき

（3）条例、規則又はこの要綱の規定に違反したとき

（4） 第 10 条第 3 項による支援の決定にあたり付した条件が充足されな

いとき

（5）その他支援を行うことが不適当と市長が認めるとき

2　市長は、前項の規定により支援の決定を取り消したときは、経済的支

援決定取消通知書（様式第 9 号）により、被支援者に通知するものとする。

3　市長は、前項の規定により支援の決定を取り消したときは、被支援者

に対して、支援の決定を取り消すまでの間に生じた支援の実施に関する

費用の全額について、期限を定めてその賠償を求めるものとする。

（延滞損害金）

第 13 条　市長は、第 10 条第 2 項又は前条第 3 項の規定により賠償を求め

た者が、これを納期限までに納付しなかったときは、大阪市財産条例（昭

和 39 年大阪市条例第 8 号）第 23 条において準用する同条例第 11 条の

規定により算出した延滞損害金の納付を求めるものとする。

（支援の完了）

第 14 条　市長は、撤去業務等が完了したときは、撤去業務等の実施内容

とそれに要した対象費用の額を確定し、被支援者に対し、経済的支援完

了報告書（様式第 10 号）により通知するものとする。

　　　　附　則

　この要綱は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。
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豊田市における対応フロー・取組み体制

◆「豊田市不良な生活環境を解消するための条例」による対応フロー

◆「豊田市不良な生活環境を解消するための対策会議」の構成

関係課 役割

環境保全課 事務局、総合窓口

地域支援課（各支所） 自治区、支所との連絡調整

福祉総合相談課 地域包括支援センター、民生委員　　　コアメンバー

地域保健課 65 歳未満の健康問題のある人を支援

消防本部予防課 火災予防の観点での指導

（その他の課） 次世代育成課（若者の自立支援）、子ども家庭課（児童及
び保護者への養育相談等）、生活福祉課（生活保護世帯へ
の支援）、介護保険課（要介護認定者への支援）、障がい
福祉課（障がい者への支援）、保健衛生課（動物愛護）、
感染症予防課（感染症、衛生害虫）、公園緑地管理課（保
全緑地）、土木管理課（市道、河川等の管理）、定住促進
課（空き家法）、ごみ減量推進課（ごみ持ち去り指導）、
清掃業務課（ごみ出し支援、雑草繁茂、ごみ処理等）、法
務課（法律相談）、市民相談課（相談窓口）

｝
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◆ 「豊田市不良な生活環境を解消するための対策会議」における、
個別事案に関する情報共有の工夫（定期報告対象案件表）

所属名
毎月報告が必要な案件
（進展がない場合も

報告が必要）

情報があれば
報告する案件

（情報がなけれ
ば報告不要）

地域振興部

地域支援課 c, d, e, f, l, o
上郷支所 b, g, j
猿投支所 a, m
高岡支所 h, k
高橋支所 i, n

子ども部 子ども家庭課 e, n
市民部 市民相談課

福祉部

福祉総合相談課 a, c, d, e, f, i, j, n, o
生活福祉課 e, k, l, n i
介護保険課 d, g, j
障がい福祉課 n

保健部

保健衛生課
（動物愛護センター）

l

地域保健課 b, n

都市整備部
定住促進課 e n

公園緑地管理課 c
建設部 土木管理課 b m

消防本部 予防課

※ 個別事案の特定を避けるため、日本都市センターが匿名化（実際の表には、個別
事案に割り振られた管理番号と当該建築物等の所在地が記載）
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都
市
自
治
体
に
お
け
る
い
わ
ゆ
る
「
ご
み
屋
敷
条
例
」
一
覧

制
定
・
改
正

年
月

対
象

情
報

支
援

措
置

審 議 会

罰 則
公 表

物
の

堆
積

樹
木
の

繁
茂

多
頭

飼
育

・
給
餌

目
的
外

利
用

※
1

外
部

提
供

※
2

情
報

提
供

・
助
言

物
理
的

支
援

※
3

経
済
的

支
援

※
4

助
言
・

指
導
・

勧
告

命
令

代
執
行

緊
急

安
全

措
置

軽
微
な

措
置

秋
田

市
住

宅
等

の
適

切
な

管
理

に
よ

る
生

活
環
境
の
保
全
に
関
す
る
条
例

20
16

.9
○

○
○

○
○

○
○

○
○

郡
山

市
建

築
物

等
に

お
け

る
物

品
の

堆
積

に
よ

る
不

良
な

状
態

の
適

正
化

に
関

す
る

条
例

20
15

.1
0

○
○

○
○

○
○

○

草
加

市
家

屋
及

び
土

地
の

適
正

管
理

に
関

す
る
条
例

20
16

.9
○

○
○

○
○

○
○

八
潮

市
ま

ち
の

景
観

と
空

家
等

の
対

策
の

推
進
に
関
す
る
条
例

20
16

.6
○ ※

5
○ ※

5
○ ※

5
○

○
○

○
○

○
○

新
宿

区
空

き
家

等
の

適
正

管
理

に
関

す
る

条
例

20
13

.6
○

○
○

○
○

○

品
川

区
空

き
家

等
の

適
正

管
理

等
に

関
す

る
条
例

20
14

.1
1

○
○

○
○

○
○

○
○

世
田

谷
区

住
居

等
の

適
正

な
管

理
に

よ
る

良
好
な
生
活
環
境
の
保
全
に
関
す
る
条
例

20
16

.3
○

○
○

○
○

○
○ ※

6
○

中
野

区
物

品
の

蓄
積

等
に

よ
る

不
良

な
生

活
環
境
の
解
消
に
関
す
る
条
例

20
17

.6
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

豊
島

区
建

物
等

の
適

正
な

維
持

管
理

を
推

進
す
る
条
例

20
17

.1
2

○
○

○
○

○
○

○
○

○

荒
川

区
良

好
な

生
活

環
境

の
確

保
に

関
す

る
条
例

20
08

.1
2

○
○

○
○

○
○

○
○

○

練
馬

区
空

家
等

お
よ

び
不

良
居

住
建

築
物

等
の
適
正
管
理
に
関
す
る
条
例

20
17

.7
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

足
立
区
生
活
環
境
の
保
全
に
関
す
る
条
例

20
12

.1
0

○
○

○
○

○
○

○
○
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制
定
・
改
正

年
月

対
象

情
報

支
援

措
置

審 議 会

罰 則
公 表

物
の

堆
積

樹
木
の

繁
茂

多
頭

飼
育

・
給
餌

目
的
外

利
用

※
1

外
部

提
供

※
2

情
報

提
供

・
助
言

物
理
的

支
援

※
3

経
済
的

支
援

※
4

助
言
・

指
導
・

勧
告

命
令

代
執
行

緊
急

安
全

措
置

軽
微
な

措
置

横
浜

市
建

築
物

等
に

お
け

る
不

良
な

生
活

環
境

の
解

消
及

び
発

生
の

防
止

を
図

る
た

め
の
支
援
及
び
措
置
に
関
す
る
条
例

20
16

.9
○

○
○

○
○

○
○

○
○

横
須

賀
市

不
良

な
生

活
環

境
の

解
消

及
び

発
生
の
防
止
を
図
る
た
め
の
条
例

20
17

.1
2

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

鎌
倉

市
住

居
に

お
け

る
物

品
等

の
堆

積
に

よ
る

不
良

な
状

態
の

解
消

及
び

発
生

防
止

の
た
め
の
支
援
及
び
措
置
に
関
す
る
条
例

20
18

.3
○

○
○

○
○

○
○

○
○

袋
井

市
建

築
物

等
に

お
け

る
物

品
の

堆
積

に
よ

る
不

良
な

状
態

の
適

正
化

に
関

す
る

条
例

20
17

.3
○

○
○

○
○

○

名
古

屋
市

住
居

の
堆

積
物

に
よ

る
不

良
な

状
態
の
解
消
に
関
す
る
条
例

20
17

.1
2

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

豊
田

市
不

良
な

生
活

環
境

を
解

消
す

る
た

め
の
条
例

20
16

.3
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

蒲
郡

市
住

居
等

の
不

良
な

生
活

環
境

を
解

消
す
る
た
め
の
条
例

20
18

.3
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

京
都

市
不

良
な

生
活

環
境

を
解

消
す

る
た

め
の
支
援
及
び
措
置
に
関
す
る
条
例

20
14

.1
1

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

△ ※
7

○
○

大
阪

市
住

居
に

お
け

る
物

品
等

の
堆

積
に

よ
る

不
良

な
状

態
の

適
正

化
に

関
す

る
条

例

20
13

.1
2

○
○

○
○

○
○

○
○

神
戸

市
住

居
等

に
お

け
る

廃
棄

物
そ

の
他

の
物

の
堆

積
に

よ
る

地
域

の
不

良
な

生
活

環
境
の
改
善
に
関
す
る
条
例

20
16

.6
○

○
○

○
○

○
○

○
○

△ ※
7

○
○

※
1 　

他
の
事
務
の
た
め
に
利
用
す
る
目
的
で
保
有
す
る
情
報
を
、
条
例
施
行
の
た
め
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
当
該
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
利
用
し

う
る
こ
と
。
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※
2 　

条
例
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
収
集
し
、
ま
た
は
保
有
す
る
情
報
を
、
条
例
施
行
の
た
め
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
外
部
の
関
係
機
関
等
に
提
供

し
う
る
こ
と
。

※
3　

堆
積
物
の
排
出
支
援
を
行
っ
た
り
、
居
住
者
や
周
辺
住
民
等
に
対
し
て
、
必
要
な
清
掃
用
具
等
な
ど
を
支
給
し
た
り
す
る
も
の
。

※
4　

居
住
者
に
対
し
て
、
堆
積
物
の
処
分
な
ど
に
要
す
る
費
用
を
支
給
す
る
も
の
。

※
5 　

八
潮
市
条
例
の
対
象
と
な
る
「
管
理
不
全
状
態
」
は
、
①
そ
の
ま
ま
放
置
す
れ
ば
倒
壊
等
著
し
く
保
安
上
危
険
と
な
る
お
そ
れ
の
あ
る
状
態
、
②
そ
の

ま
ま
放
置
す
れ
ば
著
し
く
衛
生
上
有
害
と
な
る
お
そ
れ
の
あ
る
状
態
、
③
適
切
な
管
理
が
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
よ
り
著
し
く
景
観
を
損
な
っ
て
い
る

状
態
、
④
そ
の
他
周
辺
の
生
活
環
境
の
保
全
を
図
る
た
め
に
放
置
す
る
こ
と
が
不
適
切
で
あ
る
状
態
、
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
定
義
さ
れ
、
い

か
な
る
行
為
に
よ
っ
て
そ
の
状
態
が
生
じ
て
い
る
か
は
問
わ
れ
な
い
。

※
6 　

こ
の
ほ
か
、
世
田
谷
区
条
例
で
は
、
勧
告
を
受
け
た
居
住
者
等
が
相
当
の
期
間
内
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
い
と
き
、
ま
た
は
居
住
者
等
に
や
む
を
得

な
い
事
情
が
あ
る
と
き
、
区
長
が
そ
の
者
に
代
わ
っ
て
、
適
切
な
範
囲
内
で
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
、「

必
要
な
措
置
」
（

10
条
）
を
規
定
し
て
い
る
。

※
7　

審
議
会
は
設
置
さ
れ
て
い
な
い
が
、
一
定
の
措
置
を
と
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
学
識
経
験
者
等
の
意
見
を
聴
く
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
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住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの
対応策に関する研究会　資料

資料3
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「住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会」

構成員名簿

【座　長】

北村　喜宣 上智大学法学部教授

【委　員】

菊池　馨実 早稲田大学法学学術院教授

岸　恵美子 東邦大学大学院看護学研究科教授

菅　富美枝 法政大学大学院経済学研究科教授

菅原　誠 東京都立中部総合精神保健福祉センター副所長

祖傳　和美 足立区環境部生活環境保全課長

木本　悟  京都市保健福祉局保健福祉部保健福祉総務課　

担当係長　（2018 年 4 月～）

中濵　正晃  京都市保健福祉局保健福祉部保健福祉総務課　

担当課長補佐　（～ 2018 年 3 月）

【事務局】

石川　義憲 日本都市センター理事・研究室長

池田　泰久 日本都市センター研究室副室長

髙野　裕作 日本都市センター研究員

早坂　健一 日本都市センター研究員

瀧澤里佳子 日本都市センター研究員

釼持　麻衣 日本都市センター研究員

（順不同）
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「住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会」

研究会・現地調査　日程概要

【研究会】

第 1 回研究会 日　時：2017 年 7 月 27 日　18：00 ～ 20：00

 場　所：日本都市センター研究室内会議室

第 2 回研究会 日　時：2017 年 8 月 29 日　18：00 ～ 20：00

 場　所：日本都市センター研究室内会議室

第 3 回研究会 日　時：2017 年 12 月 7 日　18：00 ～ 20：00

 場　所：日本都市センター研究室内会議室

第 4 回研究会 日　時：2018 年 2 月 14 日　18：00 ～ 20：00

 場　所：日本都市センター研究室内会議室

第 5 回研究会 日　時：2018 年 5 月 29 日　18：00 ～ 20：00

 場　所：日本都市センター研究室内会議室

第 6 回研究会 日　時：2018 年 6 月 18 日　15：00 ～ 17：00

 場　所：日本都市センター研究室内会議室

第 7 回研究会 日　時：2018 年 11 月 19 日　18：00 ～ 20：00

 場　所：日本都市センター研究室内会議室

第 8 回研究会 日　時：2018 年 12 月 17 日　18：00 ～ 20：00

 場　所：日本都市センター研究室内会議室
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【現地調査】

世田谷区 日　時：2017 年 10 月 17 日　14：00 ～ 16：00

  調査者：中濵委員、事務局

  調査先：環境政策部環境保全課

横浜市 日　時：2017 年 10 月 18 日　15：00 ～ 17：00

  調査者：北村座長、中濵委員、事務局

  調査先：健康福祉局地域福祉保健部福祉保健課

豊田市 日　時：2017 年 11 月 1 日　10：30 ～ 12：00

  調査者：北村座長、事務局

  調査先：環境部環境保全課

大阪市 日　時：2017 年 11 月 17 日　10：00 ～ 12：00

  調査者：菅委員、祖傳委員、事務局

  調査先：環境局事業部事業管理課

  　　　　福祉局生活福祉部地域福祉課

豊中市社会福祉協議会

  日　時：2017 年 11 月 17 日　15：00 ～ 17：00

  調査者：菅委員、祖傳委員、事務局

  調査先：福祉推進室長　勝部 麗子　様

野洲市 日　時：2018 年 3 月 19 日　13：30 ～ 15：30

  調査者：菊池委員、事務局

  調査先：市民部市民生活相談課
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法テラス東京法律事務所

  日　時：2018 年 7 月 20 日　16：00 ～ 17：00

  調査者：菅委員、事務局

  調査先：所属弁護士　太田 晃弘　様

練馬区 日　時：2018 年 8 月 1 日　15：00 ～ 17：00

  調査者：菅原委員、事務局

  調査先：健康部石神井保健相談所地域保健係

神戸市 日　時：2018 年 8 月 3 日　13：00 ～ 15：00

  調査者：岸委員、木本委員、事務局

  調査先：環境局環境政策部資源循環政策課
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第 1 回 住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会

議事概要

日　時：2017 年 7 月 27 日（木）　18：00 ～ 20：00
場　所：日本都市センター研究室内会議室

出席者： 北村喜宣座長（上智大学）、菅富美枝委員（法政大学）、菅原誠委員（東

京都立中部総合精神保健福祉センター）、祖傳和美委員（足立区）、

中濵正晃委員（京都市）

（事務局：日本都市センター）石川研究室長、池田副室長、釼持

研究員、髙野研究員、早坂研究員、瀧澤研究員

議事要旨

• 座長、委員及び事務局の紹介

• 研究会の進め方に関する検討

• 調査研究に関する議論

1. 研究会の進め方に関する検討

・ 次回（第 2 回）研究会を 8 月 29 日（火）に開催し、自治体委員より足

立区と京都市の取組みについてご報告いただく。その後、論点や調査項

目、現地調査地等についての議論を行う。

・ 2 年間の研究会設置期間中、計 8 回の研究会、6 か所程度の現地調査、

及びアンケート調査を実施することを予定している。2019 年 3 月には

当研究会の報告書を刊行する。

2. 調査研究に関する議論

（1）論点メモについて

・ いわゆる「ごみ屋敷」の住人のうち、メンタルヘルスの問題を抱えてい

る人がどのくらいおり、自治体が精神保健福祉的サービスを提供するこ

とができているのか、といった実態を明らかにすると有益な基礎データ

になるのではないか。

・ 「ごみ屋敷」の問題に対して、アウトリーチ型の精神保健福祉サービス

を提供している実例があるのかという点について関心がある。

・ 自治体内で、環境部局や保健福祉部局といった関係部局をどのようにリ

ンクさせるかは工夫が必要である。

・ 個人情報の収集目的外利用についても、部局間で情報共有を行うことが

難しいという課題がある。条例をつくるときに、情報収集や調査権に関

する規定を置くことで対処している。

・ 「ごみ屋敷」の住人の多くは、セルフネグレクトの方や行政の支援を受

けていない方が多いため、保健福祉部局からも情報を得られない。逆に、
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「ごみ屋敷」への対策という切り口から行政の支援につなげることを目

標としている。

・ 「ごみ屋敷」に対応する部署が明確でない場合には、高い確率で障害福

祉の部局か保健所が最初に情報を得ているのではないか。

・ 福祉部を中心とした支援策が意識されつつあるが、衛生部や保健所、保

健師の役割も重要である。

・ 昔は強制入院という措置があったが、今は医者が出向いていくアウト

リーチの時代である。

・ ハード面から対策に入ったとき、どのような医療サービスにつなげたら

よいかが分からず、また、つなげた後の改善のプロセスがなかなか見え

てこないと感じる。

・ 「ごみ屋敷」問題への解決において、医療は、薬を処方するという解決

策ではなく、次の一手を打つための方策を見出す役割を果たしている。

・ アウトリーチを担う医者のリソースは必ずしも十分ではない。

・ 消費者問題という視点も入れるべきである。イギリスでは、消費者問題

と成年後見問題、医療・福祉の問題、警察のネットワークが構築されて

いる。

・ 18 歳から 64 歳までの年齢層で精神的疾患を抱えていない人（障害手帳

を持たない人）への支援が、現在の社会では欠けている。

（2）アンケート調査項目について

・ 様々な部署が関わってくるため、企画部局に送付し、回付・照会しても

らう方が良いのではないか。

・ 住人が精神障害を抱えている可能性が高い事例とそのうち何らかの医療

福祉・行政サービスを受けていない事例の件数が分かるような設問を入

れたら良い。

・ 「住居荒廃」の種類ごとに調査をすることは、担当部署も変わってくる

ため、ハードルが高い。「ごみ屋敷」に限定するべきではないか。また、

案では「物品の堆積・放置」とあるが、家の中がごみであふれていて悪

臭のみが外部に漏れているケースもあり、特に集合住宅で多い。

・ 支障内容についての設問は、多くの事例を把握しているほど、すべての

選択肢に「該当する」と回答することになってしまうのではないか。こ

の設問自体が要らない可能性がある。

・ 私法の立場からは、支障が生じているから行政が介入することができる

と即座に結びつけることには違和感があり、あくまでも本人支援のきっ

かけとして住居荒廃の問題を捉えている。イギリスでは、樹木の繁茂を

きっかけに本人の支援につながることが多い。

・ 「ごみ屋敷」以外にも、樹木の繁茂について多くの苦情が寄せられてい

るという実態がある。

・ 住人本人が適切な環境で生活を続けられるようにすることが最も重要で
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あると考えるが、アンケート調査項目ではそのあたりが見えてこない。

・ 対応に関する設問への回答方法は、「対応している」・「対応していない」

の 2 択ではなく、把握している何例中何例に対応している、という形に

するべきである。

・ 戸建てだけではなく、共同住宅の居室も「ごみ屋敷」の対象に含まれる

ことが分かるようにした方が良い。

・ 単に成年後見等の申立件数を聞くのではなく、成年後見制度を活用する

ことによって、「ごみ屋敷」の問題を解決した事例があるかという聞き

方をするべき。

・ 行政の役割として、民民関係がうまくいくようにするだけにとどまるの

か、発生している外部性を取り除くところまでやるのかというスタンス

の問題がある。

・ 問題を解決するためのツールとして、成年後見制度を政策的に利用する

ということは必ずしも望ましくなく、あくまでも本人支援のための制度

というところが前面に出なければいけないと思う。

・ 「ごみ屋敷」問題を解決するための連携先として、家族や親戚もある。

ただし、家族への協力の要請と本人の尊厳のバランスが微妙である。ま

た、家族が本人を保護する責任・義務を法的に負っているとは断言しが

たいが、それでも頼らざるを得ないという実態がある。

・ いわゆる「ごみ屋敷条例」には空き家条例や生活環境関連の条例も含ま

れてくるので、そうしたケースも把握できるような設問があると良い。

（3）現地調査先について

・ 認知症疾患医療センターがアウトリーチチームを持っているという自治

体は多くある。平成 30 年度までに整備することとなっている。

・ 豊中市がはじめたコミュニティソーシャルワーカーは、そのほかの自治

体でも導入されており、「ごみ屋敷」の問題に正面から取り組んでいる

ので、参考になる話が聞けるのではないか。

・ 豊中市のほかにも、池田市や宝塚市、大阪市が候補として挙げられるか

もしれない。

・ いわゆる「ごみ屋敷条例」を持っている自治体でも、2016 年や 2017 年

に制定したところは、取組み件数・解決件数が少ないのではないか。そ

の点では、横浜市や大阪市が良いかもしれない。

（文責：事務局）
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第 2 回 住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会

議事概要

日　時：2017 年 8 月 29 日（火）　18：00 ～ 20：00
場　所：日本都市センター研究室内会議室

出席者： 北村喜宣座長（上智大学）、菊池馨実委員（早稲田大学）、岸恵美

子委員（東邦大学）、菅原誠委員（東京都立中部総合精神保健福

祉センター）、祖傳和美委員（足立区）、中濵正晃委員（京都市）

（事務局：日本都市センター）石川研究室長、釼持研究員、髙野

研究員、早坂研究員、瀧澤研究員

議事要旨

• 足立区・京都市の取組み報告

• 調査研究に関する議論

• その他

1. 足立区・京都市の取組み報告

（1）足立区の取組みについて

・ 足立区は犯罪が多いまちと言われていたことから、2010（平成 22）年

度より、まちを美しくする「ビューティフルウィンドウズ運動」を始める。

その中でまちの課題の一つとして、「ごみ屋敷」及び樹木等の繁茂が挙

げられていた。

・ 条例は 2012（平成 24）年 10 月に制定され、2013（平成 25）年 1 月 1
日より施行している。足立区の特徴としては、命令や代執行などの通常

の条例の規定内容に加えて、支援制度と委託制度を設けている点が挙げ

られる。

・ 条例の成果として、まず調査権の規定がある。「ごみ屋敷」に関する情

報を入手した際に、所得や家族構成、戸籍などの調査をすることができ

ることにより、正確な情報をスピーディーに把握することが可能になっ

た。また、命令・代執行といった強制的な措置も規定されているが、現

在までに運用実績はない。

・ 支援の具体的な内容としては、庁内連携による生活再建の支援を各部署

で行うことと、町会・自治会等のボランティアがごみの撤去や分別の作

業をする場合の謝礼の支払いや物品の貸与などがある。

・ 弁護士、医師及び学識経験者などの 13 名から構成される第三者の審議

会を設置している。公平・公正な支出をしたり、命令・代執行等の強制

的な権限を発動したりする際に、審議会に意見を求めることとなってい

る。

・ 庁内の関係部署間の連携を図ることを目的として、生活環境適正化対策
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会議を設置している。このほか、個別ケースについて連絡調整を図る会

議も置いており、環境部生活環境保全課ごみ屋敷対策係が事務局を担当

している。

・ これまでに 674 件の相談を受けた。このうち、「ごみ屋敷」について 129
件、樹木の繁茂について 278 件、その他について 131 件を解決しており、

解決率は約 80% である。

・ 足立区では、再発防止に重点を置いており、条例にもその考え方を反映

させている。例えば解決事例では、保健部局、福祉部局及び地域包括支

援センターなどと連携しながら、介護施設への入所支援や土地等の売却・

建物の解体、生活保護の申請などを行ってきた。

（2）京都市の取組みについて

・ 条例制定以前から区役所を中心に「ごみ屋敷」への対策を講じてきたが、

ノウハウの蓄積や担当部署の不明確さといった課題があり、条例化する

こととなった。約 1 年をかけて検討を重ね、2014（平成 26）年 9 月に制定、

同年 11 月に施行した。

・ 「ごみ屋敷」状態を生じさせている人を単なる原因者として捉えるので

はなく、支援が必要な人であるとの前提に立ち、取組みを進めるという

のが基本的な考え方である。そのため、保健福祉局が所管課となってい

る。

・ 取組みの体制としては、区役所・支所に対策事務局を設置し、その中心

メンバーとして地域力推進室、健康長寿推進課、障害保健福祉課、及び

消防署が参画し、その他にごみ取集部門や保護部門、衛生部門、土木事

務所などの関係機関が加わった対策会議を開催している。

・ 保健福祉総務課は、「不良な生活環境」の判定を行ったり、区ごとに対

応のばらつきがないように助言・指導を行ったりしている。また、重大

な案件については、精神科医・弁護士・福祉を専門とする学識者に意見

を聴く。

・ 市民からの通報・相談等によって把握すると、「不良な生活環境」にあ

るかどうかを判定し、該当すると判断された場合には、必要な支援など

を行い、解消につなげていく。具体的な支援としては、家庭訪問や声掛け、

見守り、生活相談を行い、必要な保健福祉施策を適用する。また、防火

の安全指導も行っている。「不良な生活環境」が解消された後も、継続

的な見守り及び清掃を行うこととなっている。

・ 「不良な生活環境」の定義には、いわゆる「ごみ屋敷」のほかに多頭飼

育や雑草・樹木の繁茂も含まれており、それぞれチェックシートがある。

・ 清掃を行う際の金銭的な補助はなく、職員や地域の方、地域包括支援セ

ンター、ケアマネによる清掃が行われている。産廃の処理が関わるケー

スでは、職員自らが清掃することは困難なため、外部委託した。職員等

が清掃を行うことに対しては、安全衛生上の不安がある。
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・ 条例によって、立入調査権と調査権は付与されており、住民票や戸籍、

保健・福祉施策の適用状況についての調査は行っている。一方で立入調

査権は、その後の支援に支障が生じるおそれがあるため、利用実績はな

い。

・ これまでに代執行は 1 件実施しているが、緊急安全措置・軽微な措置は

実施していない。

・ 2016（平成 28）年度末までに、263 世帯について相談等があり、このう

ち「ごみ屋敷」と判定したものが 185 世帯である。この中で清掃の実施

につながったものが 158 世帯（清掃は 365 回）であり、「不良な生活環境」

を解消したものが 130 世帯ある。

（3）質疑応答

・ 「ごみ屋敷」の住人には高齢者が多いように見受けられるが、実際には

勤労年齢に属する人もいる。足立区では、母子家庭の「住居荒廃」を問

題視して、児童相談所や子育て支援センター、学校などとの連携を強化

している。京都市では、65 歳以下、65 ～ 75 歳、75 歳以上がそれぞれ 3
分の 1 という年齢構成となっている。

・ 高齢による身体能力の低下が原因で「ごみ屋敷」状態が発生している場

合には、支援があるとすぐに解決するが、精神疾患などが疑われるケー

スでは、支援が拒否され、なかなか解決に至らないことが少なくない。

・ 足立区では所得税や年金に関する情報は持っているが、固定資産税に関

する情報は都税事務所のみが把握しており、空家特措法あるいは「ごみ

屋敷」条例を活用して協議しているのが現状である。支援を行うために

審議会に意見聴取を行うと、税金を使うということもあり、所得や財産

の状況について詳しく聞かれるため、調査も慎重に行う必要がある。

・ 京都市でも、住民票や戸籍、福祉サービスの受給状況に関する情報に比

べて、税情報は入手が難しい。条例で固定資産税に関する情報を入手で

きるようにしているが、代替手段がない場合、かつ連絡先を把握すると

いう目的に限定している。また、所得情報についても照会をかけるが、

いずれも却下されている。

・ 地域福祉との関係では、生活保護や介護保険、障害者支援などとの連携

を強化することで、再発防止を図っている。また、「ごみ屋敷」の住人

は複合的な課題を抱えていることが多いが、「ごみ屋敷」への対策を切

り口に、関係者が一堂に会し、支援のネットワークが構築されることが

ある。

・ 個人情報の目的外利用について、足立区と京都市は、条例中に調査権を

規定し、関係部署と連携するなかで、収集目的外利用・提供を実務上可

能としている。また、課税者の連絡先であれば、「秘密」に当てはまら

ないと解釈することで、地方税法 22 条の罰則規定が及ばないと考えて

いる。
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・ 京都市では、空き家条例の下で緊急安全措置・軽微な措置を積極的に活

用しているが、「ごみ屋敷」条例では活用実績がない。代執行・緊急安

全措置・軽微な措置を行う際には市会に報告することとなっている。

・ 根本的な解決には本人との信頼関係が重要であるため、強制的な措置の

実施には慎重な検討が必要だと考える。

2. 調査研究に関する議論

（1）論点メモについて

・ 論点 3 につき、荒廃した住居の住人が抱える課題に対する都市自治体の

認識と個人情報の収集目的外利用・提供の 2 項目を追加したほか、都市

自治体によるアウトリーチの取組み状況と課題、地域包括ケアシステム

を活用した取組みのあり方を補足した。

・ 論点4については、根本的な問題解決のための方策と「住居荒廃」のパター

ンに応じた対処法のあり方、個人情報の収集目的外利用・提供のあり方

を追加している。

・ 足立区では、都税事務所や警察、消防署との連携は重要と考えており、

特に警察については通報制度の範囲で情報提供を行っている。一方、京

都市では、条例の中で外部機関への情報提供を規定しているが、情報の

種類に応じて提供の可否を判断する。

（2）アンケート調査について

・ 「住居荒廃」の状態をいくつかのレベルに分け、どの段階から行政が介

入し、どのように対応しているかを質問したら良いのではないか。アメ

リカの国立機関が、2003 年に報告書を取りまとめているが、その中で 5
段階に分けたものが参考になるのではないか。

・ 条例を持っている自治体は、大きな問題になっていないケースでも熱心

に取り組もうとするが、条例を持っていない自治体はできる限り介入を

避けようとするのではないか。「住居荒廃」への取組みには、自治体間

で温度差がある。

・ 住人の年齢構成比には、もしかしたら地域差があるかもしれない。

・ 年齢層や単身・独居、性別、家族構成についての設問を入れたらどうか。

把握していない自治体も多いと思うが、聞くだけ聞いてみるのも一つ。

・ 「住居荒廃」の発生（認知）状況の推移は、10 年前との比較ではなく、

5 年前との比較にした方が良い。

・ アンケート調査票を企画部局にまず送付するが、そこから回覧・意見照

会をしてほしい部局をこちらから指定すると良いのではないか。

・ 現時点で把握している「住居荒廃」について、回答をいただくという形

にすると、自治体側は答えやすいと思う。

・ 住人が抱えている課題について、精神疾患・障害という選択肢は、診断

がついていなければ、該当していると回答しづらい。どういった課題を
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抱えているかを大まかに把握できれば良いので、「疑い」か「認知・判断

力の低下」という書き方で十分である。

3. その他

・ 次回（第 3 回）研究会を 12 月 7 日（木）に開催し、10 月・11 月に実施

する現地調査の報告とアンケート調査の素案についての検討を行う。ま

た、1 月から 3 月にかけて実施する現地調査の候補地の絞り込みも行う。

（文責：事務局）
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第 3 回 住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会

議事概要

日　時：2017 年 12 月 7 日（木）　18：00 ～ 20：00
場　所：日本都市センター研究室内会議室

出席者： 北村喜宣座長（上智大学）、岸恵美子委員（東邦大学）、菅富美枝

委員（法政大学）、菅原誠委員（東京都立中部総合精神保健福祉

センター）、祖傳和美委員（足立区）、中濵正晃委員（京都市）

（事務局：日本都市センター）石川研究室長、池田副室長、釼持

研究員、髙野研究員、早坂研究員、瀧澤研究員

議事要旨

• 現地調査報告

• 調査研究に関する議論

• その他

1. 現地調査報告

（1）世田谷区の取組みについて

・ 2016 年 3 月に「世田谷区住居等の適正な管理による良好な生活環境の保

全に関する条例」を制定する。

・ 対象は「管理不全な状態にある住居等」であり、いわゆる「ごみ屋敷」

のみを指す。

・ 世田谷区条例の特徴として、命令及び代執行の規定がない点が挙げられ

る。その背景には、いわゆる「ごみ屋敷」の住人の多くが何らかの病気

やセルフネグレクトなどの課題を抱える、いわゆる「ごみ屋敷」の住人

に対する福祉的支援が根本的な解決のために重要であるとの考え方があ

る。

・ 条例の所管課は環境保全課であるが、区内 5 か所の総合支所に置かれて

いる地域振興課が窓口となる。また、保健福祉課・健康づくり課・生活

支援課の保健福祉 3 課とも連携して、本人への支援を進める。

・ 庁内の連絡調整のための工夫として、生活環境保全対策会議、進捗管理

会議、事例検討会などがある。関係部署の理解は得られ、連携が図られ

ているが、個別事案ごとのコーディネートの仕方が課題となっている。

・ 2017 年 4 月 1 日時点で、管理不全な状態にある住居等が 3 件、それに

準ずる状態のものが 2 件ある。そのほか、2 件について現在調査を進め

ている。

（2）横浜市の取組みについて

・ 2016 年 9 月に「横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生

の防止を図るための支援及び措置に関する条例」を制定する。
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・ 対象は「不良な生活環境にある建築物等」であり、いわゆる「ごみ屋敷」

のみを指す。

・ 健康福祉課と資源循環局が条例を所管しているが、主に対応するのは区

である。周辺住民とのコミュニケーションを図るという点で、より地域

に近い存在である区が対応することの意義は大きい。

・ 条例では命令や代執行も規定しているが、当事者に寄り添った支援を基

本方針とするなど、福祉的支援を中心に対応を進めることとなっている。

・ 条例を制定したことで、いわゆる「ごみ屋敷」対策が市の業務として明

確に位置付けられ、関係課の連携を促進することに役立っている。

・ 2017 年 9 月末時点で、不良な生活環境にある建築物等が 77 件あり、条

例に基づく排出支援は 19 件実施している。条例制定により、潜在的な

事例の掘り起こしにつながった。

（3）豊田市の取組みについて

・ 2016年3月に「豊田市不良な生活環境を解消するための条例」を制定する。

・ 対象は「不良な生活環境にある建築物等」であり、いわゆる「ごみ屋敷」

のほかに多頭飼育・給餌と樹木の繁茂も含まれる。

・ 環境保全課が条例を所管するが、環境保全課・地域支援課・福祉課・消

防をコアメンバーとする対策会議が置かれ、関係部署間の連携が図られ

ている。

・ 条例では命令や代執行、緊急安全措置などが規定されているが、「福祉

と環境のベストミックス」を対応方針として掲げ、福祉的・社会的支援

の実施を優先する。

・ 条例制定によって、相談窓口の一本化が図られるとともに、いわゆる「ご

み屋敷」問題に市が取り組むことについての内外への意思表示という効

果があった。

・ 不良な生活環境にある建築物等に相当するケースが 6 件ある。2016 年

度は 122 件対応し、そのうち 58 件（48%）が解決した。

・ 課題としては、行政の支援を拒否する住人に対してどのように対応する

かなどが挙げられる。

（4）大阪市の取組みについて

・ 2013 年 12 月に「大阪市住居における物品等の堆積による不良な状態の

適正化に関する条例」を制定する。

・ 対象は「不良な状態にある建物等」であり、いわゆる「ごみ屋敷」のみ

を指す。

・ 環境局と福祉局が条例を所管するが、個別事案への対応においては区役

所が大きなウェートを占める。市全体での関係部局間の連携・調整を図

る会議体は設置していない。

・ 福祉的支援の取組みとして、2015 年 4 月より「地域における要援護者の

見守りネットワーク強化事業」を実施している。各区社会福祉協議会に、

315

資料 3　住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会　資料

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



福祉専門職のワーカーなどを配置した「見守り相談室」を設置する。

・ 見守りネットワーク強化事業では、①「要援護者情報」の整備・管理、

②孤立世帯等への専門的対応、③認知症高齢者等の行方不明時の早期発

見、という 3 つの機能が期待される。このうち、①と②の機能は、いわ

ゆる「ごみ屋敷」への対応策にも関連する。

・ 見守りネットワーク強化事業による福祉的解決が図られている一方、対

応の法的根拠づけという点で条例制定の効果があると感じられる。

（5）豊中市社会福祉協議会の取組みについて

・ 阪神淡路大震災を契機として、1996 年より小学校区単位で見守り、声

かけ活動などを実施する小地域福祉ネットワーク活動がスタートする。

・ その後、2004 年策定の豊中市地域福祉計画において豊中市ライフセー

フティネットが形成された。小地域福祉ネットワーク活動やコミュニ

ティソーシャルワーカーが地域課題の発見機能を果たす一方、市関連部

局や社会福祉協議会、地域包括支援センターなどから構成される会議体

（ライフセーフティネット総合調整会議・地域福祉ネットワーク会議）

において、組織的な課題共有・解決が図られているという特徴がある。

・ いわゆる「ごみ屋敷」については個別事案ごとの対応、行政との調整を

行ってきたが、多量ゴミの処理に関する統一的なルール化を図るため、

2005 年に「ゴミ処理リセットプロジェクト会議」を設置する。

・ 清掃支援においては、社協や行政が取り組むだけではなく、地域住民な

どのボランティアを巻き込むことで、地域の絆を取り戻し、継続的・根

本的な解決につながる。

・ そのためには、地域のリーダーを包摂・支援の担い手とすることが重要

であり、ワークショップやケースメソッドの実施、個別事案への対応を

通じて担い手が育成される。

（6）意見交換

・ 対策を進める上で条例制定などの仕組みづくりも必要であるが、その仕

組みをどのように運用していくのかが重要であり、そこで自治体間のば

らつきがある。

・ 行政ではなく社協が積極的に取り組める要因として、相談支援が事業に

なりうる点が考えられる。また、社協の方がより密接な人間関係の構築

が可能である。

・ 問題解決の目標設定が異なる。ごみを片づければ解決と捉える自治体も

あれば、豊中市は支援を必要としていた人をボランティア等で誰かを支

援する側に変えるという最高レベルの目標設定をしている。

・ 福祉との連携が図られても、保健師や医師につなぐ役割を果たす健康部

局との連携が不十分である。

・ いわゆる「ごみ屋敷」への対策では、関係部署が連携して対応に当たる

体制を構築できるかが重要である。そこが役所の一番苦手な部分でもあ
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るため、先進自治体ではどのように連携体制を構築したかを示せると他

の自治体にとって参考になるのではないか。

2. 調査研究に関する議論

（1）論点メモについて

・ いわゆる「ごみ屋敷」の住人には、ごみの排出ができない「溜め込み型」

とごみ集積所等から集めてくる「持込み型」があり、タイプによって対

応が異なってくる。

・ 「住居荒廃」状態を解消しない、行政等による支援を拒否する人にも、

こだわりが強いタイプやそもそも課題として認識していないタイプな

ど、様々なケースがある。住人が抱える課題や認識などに応じた類型化

をし、それぞれへの対処法を検討することが必要である。

・ これまでは行政の指導命令に応えるような人間像を念頭に置いて制度設

計をしてきたが、「住居荒廃」問題については特に、事理弁識能力を欠く、

あるいは対応・支援を拒否する住人といった多様な人間像を念頭に置い

て制度設計をする必要がある。

（2）アンケート調査について

・ メンタルヘルスを原因とした「住居荒廃」問題の発生割合と、医療福祉

的アプローチによる解決件数を知りたい。

・ 「住居荒廃」問題に対する対応をする上での課題は選択式だけの回答で

はなく、大まかな分野ごとに自由記述でも回答してもらった方がよい。

・ 市全体の対応状況を聞くよりも、個別事案への対応状況を深く聞く方が、

回答しやすく、また傾向の把握に役立つ。

・ 個票は任意の事例よりも、重大な影響が生じている事例や対応・支援が

困難な事例を回答するという形がよい。

・ 住人が抱える課題として、知的障害、発達障害、アルコール関連問題、

消費者被害・経済的虐待、ライフイベントなども考えられる。

・ 住人が抱える課題については、「住居荒廃」の発生につながった要因と

併発している課題を区別する必要がある。

・ 把握したきっかけとして、消費者センターも考えられる。

・ 行政が把握している期間についても個票で聞く。

・ 集計や分析の際には、既に取り組んでいる自治体とその他の自治体とで

分けると、何らかの示唆が得られるのではないか。

3. その他

・ 次回（第 4 回）研究会を 2 月 14 日（水）に開催し、1 月に実施するアンケー

ト調査結果の中間報告をする。また、来年度に実施する現地調査の候補

地の絞り込みも行う。

（文責：事務局）
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第 4 回 住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会

議事概要

日　時：2018 年 2 月 14 日（水）　18：00 ～ 20：00
場　所：日本都市センター研究室内会議室

出席者： 北村喜宣座長（上智大学）、菅原誠委員（東京都立中部総合精神

保健福祉センター）、中濵正晃委員（京都市）

（事務局：日本都市センター）石川研究室長、池田副室長、釼持

研究員、髙野研究員、早坂研究員、瀧澤研究員

議事要旨

• アンケート調査結果中間報告

• 調査研究に関する議論

• その他

1. アンケート調査結果中間報告

・ 全国 814 市区を対象とする、「都市自治体の『住居荒廃』問題に関するア

ンケート」を 2018 年 1 月に実施した。

・ 2 月 6 日時点での回収件数は 347 件、回収率は 42.6% である。

　（アンケート調査結果については集計中のため省略）

2. 調査研究に関する議論

（1）論点メモについて

・ 今回の「住居荒廃」の定義には、いわゆる「ごみ屋敷」のほかに、樹木

の繁茂が含まれているが、海外の研究では溜め込み症のなかに樹木の繁

茂は含まれておらず、やや性質が異なる。

・ 樹木の繁茂は所有者のこだわりや愛着よりも、切る手段あるいは金銭的

余裕がないことを原因として生じていることが多い。そのため、行政の

支援策があれば、所有者は状態の改善に応じやすい。

・ 樹木の繁茂をきっかけとして、いわゆる「ごみ屋敷」状態に陥っている

ことや住人が福祉的支援を必要としていることが判明する。多頭飼育・

給餌についても同様である。

・ 前回、いわゆる「ごみ屋敷」については持込み型と溜め込み型とに細分

化したが、多頭飼育・給餌についても更なる細分化が可能ではないか。

・ 対処法のあり方を検討する上では、本人が抱えている課題に加えて、本

人の性格・特性も類型化することが考えられる。例えば、物へのこだわ

り、プライド、課題無認識といったことが挙げられる。

・ アンケート調査で選択肢として挙げていた住人が抱える課題を身体的要

因、社会環境要因、心理的要因の 3 つに大きく分類したが、個体要因と
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社会環境要因の 2 分類の方が一般的である。

・ いわゆる「ごみ屋敷」等への対応策を検討することが、事理弁識能力を

欠く住人及び対応・支援を拒否する住人を念頭に置いた制度設計のあり

方についての問題提起にもつながる。

・ 論点 2 として対策条例の制定経緯も加えることで、今後取り組むことを

検討中の都市自治体の参考になるかもしれない。

・ いわゆる「ごみ屋敷」状態が“解消した”と判断する基準、そしてどの

ように見守り期間を設定するかが既に取り組んでいる都市自治体でも課

題になっている可能性がある。

・ いわゆる「ごみ屋敷」が発生すると、特に集合住宅は全体の資産価値が

下がることにもつながるため、管理組合が民事訴訟を提起し、改善を促

す、更には民事執行で片づけるといったケースがある。

・ 対策条例の制定は関東を中心に増えている。

（2）報告書について

・ 読者として、現場の第一線で「住居荒廃」問題に取り組んでいる都市自

治体職員を念頭に置き、対応のあり方に関する論考や先進自治体の取組

み内容の紹介を示すほか、モデルになりうる条例等を資料として掲載し

たい。

・ 来年度前半に予定している第 6 回、第 7 回研究会において、各委員より

報告書の執筆内容についてご報告いただき、意見交換等をする。その上

で、執筆分担等を整理し、後半で読み合わせ、全体調整を行う。

（3）現地調査について

・ アンケート調査結果を踏まえて、精神科医によるアウトリーチ事業に取

り組んでいる市区へのヒアリング調査を行うことを検討する。

・ アンケートに回答いただいた都市自治体で、解決件数が多いところがあ

れば、ヒアリング調査を行いたい。

3. その他

・ 第 5 回以降の研究会や現地調査については、後日メールにて日程調整を

行うものとする。

（文責：事務局）
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第 5 回 住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会

議事概要

日　時：2018 年 5 月 29 日（火）　18：00 ～ 20：00
場　所：日本都市センター研究室内会議室

出席者： 北村喜宣座長（上智大学）、岸恵美子委員（東邦大学）、菅富美枝

委員（法政大学）、菅原誠委員（東京都立中部総合精神保健福祉

センター）、祖傳和美委員（足立区）、木本悟委員（京都市）

（事務局：日本都市センター）石川研究室長、池田副室長、釼持

研究員、瀧澤研究員

議事要旨

• アンケート調査結果・現地調査報告

• 岸委員・菅原委員からの話題提供

• その他

1. アンケート調査結果・現地調査報告

（1）アンケート調査結果について

・ 全国 814 市区を対象とする、「都市自治体の『住居荒廃』問題に関する

アンケート」を 2018 年 1 月に実施した。回収件数は 370 件、回収率は

45.5% である。

・ 具体事例については、271 自治体から 764 件の回答があり、いわゆる「ご

み屋敷」に関する事例は 587 件であった。「ごみ屋敷」の種類及びレベ

ルでは、「溜め込み型」が 7 割程度と最も多く、「レベル 1」が約半数を

占めた。

・ 「住居荒廃」状態を生じさせている本人の年齢では、「65 歳以上」が

46.5％である一方、「40代～ 64歳」も 32.5％であることが明らかになった。

・ 解消が困難な理由として、「本人が解消を望んでいない」が 46.6％と最

も多く、次いで「本人との接触・交渉ができない」、「解消するための制

度がない」が挙げられる。

（2）野洲市の取組みについて

・ 「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」として、市民生活相談

課に相談支援包括化推進員を配置している。こうした体制の構築により、

市民に対するセーフティネットという効果に加えて、市役所内でのセー

フティネットとしての効果が期待される。

・ 2016 年に制定された野洲市くらし支えあい条例は、経済的に困窮して

いる市民のみならず、「地域社会からの孤立その他の生活上の諸課題を

抱える市民」を「生活困窮者等」と定義付け、支援の対象とする。同条

例は、生活困窮者支援や支援調整会議、見守りネットワークの構築といっ
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た従来の取組みを制度化したものである。

・ 見守りネットワークでは、市が見守りに協力する事業者や団体と協定を

結ぶこととなっており、現在 25 事業者 6 団体と協定を締結している。

・ 見守り活動の強化に関する取組みとして、消費者安全法に基づく消費者

安全確保地域協議会を設立し、全国で初めて、消費者庁から悪質な訪問

販売の被害にあった市民の情報提供を受けた。このように収集した情報

を地域における見守り活動に活かすことで、より重点的かつ的確な見守

りが可能になっている。

・ 野洲市では、多重債務者支援を拡充する形で取組みが進められてきたと

いう経緯から、市民生活相談課が中心となっている。

・ 人口 5.1 万人と比較的小規模な市ということもあり、地域との日常的な

交流の中で、協力して生活困窮者等の支援・問題解決に当たることが可

能になっている。

・ 納税推進課と連携して支援を行っているという特徴がある。債権回収よ

りも本人の生活再建を優先することは、単なる温情施策ではなく、将来

的に担税能力を有する市民を増やすことが長期的には市のためであると

いう市長の考え方があり、市民の理解が得られている。

（3）質疑応答・意見交換

・ 消費者被害や税金の滞納をきっかけとして、生活困窮者を発見し、支援

していくというアプローチは珍しく、野洲市の特徴である。一般的に役

所は縦割りで、徴税と本人支援が連携することは難しいが、市長の考え

方によって連携が図られている。

・ 野洲市は、自治会加入率が 98.7％と比較的コミュニティ機能が維持され

ているという素地があり、地域と協力した支援が可能になっている。

・ 地方税法 22 条の壁があり、税情報の共有が難しいことが課題である。

何が「秘密」に当たるかという解釈の問題であるが、税担当課は厳格に

解釈し、情報共有が図られていない。

・ 空き家の場合には、所有者の氏名や住所であったため、「秘密」に当た

らないとの解釈が比較的容易であった。しかし、「ごみ屋敷」の場合には、

本人の収入や税金、保険料の滞納状況といった情報が重要であり、共有

が難しい。

・ 税の担当部署と福祉の担当部署では、本人に対するスタンスや個人情報

の守秘義務に関する意識が大きく異なるように思われる。

・ 地方税法 22 条や地方公務員法 34 条の守秘義務について、役所内部での

職員に対する漏えいと役所外部の民間人に対する漏えいを同一視すべき

かは疑問がある。

・ アンケート調査で「住居荒廃」の発生要因として、「身体能力の低下、身

体障害、身体疾患」が最も多いと予想していたが、実際には「判断力の

低下、認知症」や「精神障害、精神疾患」が多い。「ごみ屋敷」の種類
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や本人の年齢・性別、発生要因・併発課題をクロス集計し、分析するこ

とで、より具体的な対応策が立てやすくなるのではないか。

・ 精神障害を含む地域包括ケアシステムの構築が現在推し進められている

が、高齢者が念頭に置かれている。しかし、64 歳以下の年代でも精神

障害を要因として、「ごみ屋敷」問題などが発生していることが明らか

になれば、高齢者以外も視野に入れた地域包括ケアが必要ということに

なる。

・ 対応を重ねることにより、自治体職員にノウハウが蓄積されるが、そ

のノウハウを活かすためには 5、6 年あるいは 8、10 年と同じ部署にい

ることが望ましい。しかし、役所の人事異動は 3、4 年で行われるため、

職員の能力不足が課題になっている。

・ 排出支援や代執行は費用を抑えるために職員が行うことが多いが、規模

が小さい自治体ではその人員が確保できず、消極的な対応にとどまって

しまうのではないか。

2. 岸委員・菅原委員からの話題提供

（1）岸委員からの話題提供

・ セルフ・ネグレクトの一類型として、「ごみ屋敷」という現象があると

捉えている。セルフ・ネグレクトを「健康、生命および社会生活の維持

に必要な、個人衛生、住環境の衛生もしくは整備又は健康行動を放任・

放棄していること」と定義している。

・ セルフ・ネグレクトのリスク要因で最も大きいのは、精神・心理的な問

題であり、他にはライフ・イベントや他者からの虐待、社会的孤立など

が挙げられる。

・ 高齢によって、心身機能が低下するとともに、人に頼れなくなるといっ

たことがあるため、高齢者のセルフ・ネグレクトの研究は海外でも進ん

でいる。一方、日本で現在問題になっている、精神領域・発達障害のあ

る人や母子家庭など、高齢ではない人のセルフ・ネグレクトに関する研

究はあまり進んでいない。

・ 「ごみ屋敷」のタイプとして、「ごみは宝物タイプ」、「片づけられないタ

イプ」、混合タイプがあると考えている。現場の方の話を聞いていると、

「片づけられないタイプ」よりも「ごみは宝物タイプ」の方が、解決が

難しい。

・ 事例への対応のプロセスでは、「把握・見守り期」、「初動期」、「展開期」

の 3 段階に分けられる。本人の困りごとに寄り添い支援をしていきなが

ら信頼関係をつくり、解消していくというのが一般的である。

・ 「ごみ屋敷」のセルフ・ネグレクトのタイプとそうではないセルフ・ネ

グレクトのタイプの人を比較すると、後者の方が孤立死するリスクが高

いという調査結果が出ている。在宅医界の先生方にも、セルフ・ネグレ
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クトは死亡リスクが高いことを認識してもらうことで、アウトリーチの

取組みへの理解協力が得られつつある。

・ イギリスでは、アセスメントの手法やその後の対応方針などをまとめ

た、「Hoarding and Self Neglect Toolkit」が出されている。職員の能力不足、

専門的知識の不足といった課題が指摘されているが、こうしたガイドラ

インがあれば、研修を行いやすくなり、対応も進むのではないか。

・ 今回のアンケート調査で、「ごみ屋敷」の住人には高齢者のみならず、

精神障害などを抱えた人がいることが明らかになったことから、保健衛

生の問題として医師や保健師、医療職が認識し、携わっていく必要性が

訴えられるだろう。

（2）菅原委員からの話題提供

・ 発生要因として考えられる病気として、まず認知症が挙げられる。その

ほかには、統合失調症、うつ病、発達障害などが考えられる。疾病別に

ある程度類型化できるのではないか。

・ 保健師は精神保健福祉法 47 条に基づいて、本人の求めがない場合でも

訪問することができるが、自閉症スペクトラム障害の方は応じてもらえ

ないケースが多い。

・ マンパワーの不足や専門知識の不足が課題として挙げられており、アウ

トリーチを行っていると回答した自治体は 6 のみである。しかし、PSW
を含む精神科医がアウトリーチを行っている自治体は他にもあるはずで

あり、「ごみ屋敷」問題に取り組んでいる自治体でも、そうした制度が

あることを知らないところも少なくないと考えられる。このあたりの庁

舎内ディスコミュニケーションについて、連携へのきっかけにしたい。

・ 精神科医の多くは、「ごみ屋敷」問題を自身の専門領域と捉えてこなかっ

たため、今回のアンケート調査結果から精神疾患を抱えた住人が決して

少なくないことが分かったのは成果である。

・ 現在、問題になっている「ごみ屋敷」の多くは、イギリスの Toolkit でい

うところの「High/Critical」に相当すると考えられる。ただ、小・中学校、

思春期年代頃から片付けが苦手といった兆候が見られるケースがあり、

そのまま放置すると将来的に「ごみ屋敷」に至るという意識が日本では

あまりない。早い時期からの気づき体制や教育が必要である。

（3）質疑応答・意見交換

・ イギリスの Toolkit は参考になるが、土足の文化や家の広さが違うため、

直輸入は難しい。

・ 特殊清掃業者に依頼があるのは、若い人の「ごみ屋敷」のケースが多い。

逆に、若くて収入があり、業者に清掃を依頼することができる人は、行

政には相談していない。

・ 「ごみ屋敷」を知っている精神科医があまりいないため、協力を仰ぐこ

とが難しい。
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・ 3 か月という短い入院期間であっても、本人や地域住民との話し合いの

時間に充てることができる。特に、入院によって本人との接触が容易に

なるため、問題解決に役立つ。

・ 東京都では精神保健センターが中核となってアウトリーチを行っている

が、他の精神保健センターでは人手不足のため、同様の取組みは難しい。

・ 最近は、自治体が PSW や保健師を雇用したり、増員したりしている。

・ イギリスの Toolkit では、最後に本人の能力に関するアセスメントを行

うこととなっているが、成年後見法の観点からはまずそのアセスメント

を行い、the Mental Capacity Act of 2005 を適用できるかを判断する。そ

の意味では、この Toolkit が法的に有効であると言えるのか疑問が残る。

3. その他

・ 次回（第 6 回）研究会を 6 月 18 日（月）に開催し、北村座長、菊池委

員及び菅委員から話題提供をいただく。また、報告書の全体方針につい

て意見交換を行う。

（文責：事務局）
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第 6 回 住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会

議事概要

日　時：2018 年 6 月 18 日（月）　15：00 ～ 17：00
場　所：日本都市センター研究室内会議室

出席者： 北村喜宣座長（上智大学）、菊池馨実委員（早稲田大学）、菅富美

枝委員（法政大学）、菅原誠委員（東京都立中部総合精神保健福

祉センター）、祖傳和美委員（足立区）

（事務局：日本都市センター）石川研究室長、池田副室長、釼持

研究員、早坂研究員、瀧澤研究員

議事要旨

• 北村座長・菊池委員・菅委員からの話題提供

• 調査研究に関する議論

1. 北村座長・菊池委員・菅委員からの話題提供

（1）北村座長からの話題提供

・ 空き家問題に関しては、空き家条例が先行して拡がった後に空家特措法

が制定され、現在は条例と法律の併用状態にある。一方、いわゆる「ご

み屋敷」問題については、条例だけが先行している状態である。

・ アンケート調査において、原因者の 54.9% に認知症や精神疾患の疑いが

あり、また、「40 代～ 64 歳」が 32.5% もいることが明らかになっている。

「物」への対応以上に「者」への対応が重要であり、空き家対策と様相

を相当に異にすると言える。

・ 足立区が 2012 年に「ごみ屋敷条例」を制定してから、既に 6 年が経過

しているが、現在までに同種の条例を制定している自治体は 18 にとど

まる。空き家対策については、火付け役となった所沢市が条例を制定し

てから特措法が制定されるまでの 3 年間で、300 以上の空き家条例が制

定されたのとは、大きな違いが見受けられる。

・ ごみ屋敷条例の基本的な構造として、目的、対象、対象者の位置づけ、

対象者と義務づけ、状況改善のための方法、附属機関の関与が挙げられ

る。

・ 基本的にごみ屋敷問題はストック型の問題であるが、未然防止や予防と

いった文言を目的規定に入れている条例も散見されるところである。

・ ごみ屋敷条例では、空家特措法における「空家等」のように、「ごみ屋敷」

に関する定義は置かれておらず、建物・敷地、原因、状態の 3 点を総合

的に考慮することによって、判断している。

・ 中心となる状況改善の方法については、支援と措置の 2 つの方向性があ

り、これらのベストミックスを基本的な方針とするものが多い。具体的
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に支援とは、「ある程度片づける」「費用を直接間接に補助する」ことを

意味する。措置に関しては、助言・指導、勧告、命令といった段階があ

り、どこまで規定するかは条例によって考え方の違いがある。

・ 今後検討していきたい論点としては、支援から措置への重点移行の「見

極め」のタイミング、庁内連携の制度化、対象者に関する情報の把握、

費用負担といったことを考えている。

（2）菊池委員からの話題提供

・ 現在、日本の社会保障分野における中心的な課題として、困窮者に対す

る相談支援が挙げられる。

・ 環境問題の観点から論じられ始めた「持続可能性」という概念が、最近

では社会保障でも用いられるようになっている。具体的には、財政的基

盤、人口的基盤、社会的基盤、市民的基盤の観点から見た持続可能性が

考えられ、特に重要なのは社会的基盤と市民的基盤である。

・ もともとは家族が有する扶養機能の代替として、社会保障が位置付けら

れていた。しかし、単身世帯や高齢者のみ世帯が増加する中で、福祉の

対応の必要性は拡大傾向にあり、この傾向は不可逆的なものである。地

域（社会）は、福祉・医療・介護といったサービス給付との関係で、社

会保障制度の代替的な役割を果たしてきたが、サービスを支える人材の

枯渇、及び生活支え合いのための人的資源の枯渇という 2 つの意味で、

地域（社会）が脆弱していることは否定できない。

・ 今後大きく家族に依存した社会保障制度を構築していくことは難しい局

面になっていくが、地域については、法制化を通じた地域の再生による

市民的基盤の再構築が期待できる。

・ 社会保障の歴史的な経緯を踏まえつつ、今日的に何が求められているか

を考えると、地域における所得再分配型ではない、新しい相談支援とい

う手法を通じた社会保障の再構築というものが浮き彫りになる。所得再

分配型の社会保障の捉え方では、物質的ニーズの充足では対応しきれな

い「社会的排除」に対処する必要性や、それに対する「社会的包摂」策

の重要性を十分に説明することができない。

・ ソーシャルワークなど事業の形式で行われてきた相談支援を法的にどの

ように捉えていくかが重要な問題である。その制度化に向けた方向とし

て、個別の支援に当たっての支援計画づくり、生活上生じうる特定の困

難に際しての、個別ニーズに配慮した支援の仕組み、様々な生活上の困

難を抱えた生活困窮者に対する相談支援がある。

・ 相談支援に重きを置き、それを地域で行うという方向性、「地域共生社会」

の構想に向けた政策的取組みが現在進められており、障害者制度改革、

地域包括ケアシステムの構築に向けた法改正、包括的な地域の基盤づく

りに向けた地域力強化に向けての検討などがある。

・ 先日成立した生活困窮者自立支援法の改正では、「生活困窮者」の定義
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の拡大と基本理念の明確化が図られた。これにより、同法に基づいて今

後、予防的な施策と地域づくりが行われていくことが期待される。

（3）菅委員からの話題提供

・ イギリスの成年後見法は、日本のような代行決定型ではなく、判断能力

の不十分な人々の法主体性をいかに回復させるかという自己決定支援型

の仕組みである。契約能力を制限しないことから、消費者被害が懸念さ

れるが、地域の発見力や本人に対する支援力によって、被害が防止され

ている。また、実際に現場に同行してみて、消費者被害の問題と住居荒

廃の問題は密接な関係性があると感じた。

・ イギリスの社会を 20 年近く見てきた中での実感として、自己主張をあ

まりしない文化であると感じており、日本と共通する部分がある。

・ 被害の予防・防止をしようとするネットワーク、早期発見ができるマン

パワー、被害の拡大を阻止するというシステム、そして、被害が起きた

場合に早期の回復を図るメカニズムが意識的に地域の中に根づいている

ことが、イギリスの特徴として指摘できる。

・ 「脆弱性」は、孤独感、社会的疎外とも関連している。脆弱な人々の社

会的包摂を試み、「認知症になっても住み続けやすい共同体」の構築が

重要と考えられ、システムとマンパワーと法制度が整備されてきた。

・ 例えば、住人が消費者被害に遭っていることを契機として、最初に自宅

訪問した消費者犯罪を専門とする行政官が、家のメンテナンスが十分に

なされていないことなどに気づくと、福祉の分野と連携を図りながら、

かつ本人の了解を得つつ支援の糸口を探っていく。その際に、まずソー

シャルワーカーが本人に判断能力があるかないかをチェックしている。

さらに、自己決定を尊重しながらも支援を粘り強く行うなど、自己責任

か代行決定という二者択一ではない。

・ 自己決定権を法的に保障することは重要であり、問題解決のために成年

後見制度や事務管理論を流用することには賛成できない。私法的な介入

はできないため、行政法や社会保障制度といった公法の観点から介入し

ようとするアプローチは重要であると考える。

・ 住居荒廃問題を解決するために、狭義の成年後見を流用するべきではな

いが、イギリスの成年後見法を参考に、自己決定支援は徹底して行う必

要がある。

（4）質疑応答・意見交換

・ イギリスでは、判断能力が低下している人に対して自己決定支援を行う

が、もし判断能力がないと判断された場合には、裁判所の決定を経て後

見人が立てられる。後見人は、あくまでも本人のベストインタレストと

いう最善の意思を追求するものとされ、そういったものがない場合に

限って、客観的で合理的な代行決定をすることとなる。

・ 判断能力があることを大前提とし、後見人による代行決定に至るには判
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断能力がないことを立証する必要がある。そのため、わざわざ判断能力

の有無を立証するよりも、自己決定支援を続けていくようになり、その

過程で「ごみ屋敷」状態なども解消する。

・ 市町村が地域包括ケアとして、介護、介護予防、医療、住まいといった

様々な政策課題に一体として取り組んでいるが、さらに障害を持つ人も

子供も子育てする家族も生活困窮者も丸ごと地域で受け止めていく、「我

が事・丸ごと」で取り組むというところから「地域共生社会」というこ

とが標榜されるようになった。

・ 地域共生社会における「地域」の単位としては、例えば地域包括ケアで

の中学校区のような、お互いの顔が見えるコミュニティが想定されてい

ると考えられる。

・ 地域包括ケアは高齢者のためのシステムに近いという印象を抱いてお

り、障害者総合支援法の改正によって、精神障害にも広げられようとし

ているが、実際にはほとんど広がっていないと感じる。

・ 生活保護受給者は既に行政と接点があるが、生活保護に至らない生活困

窮者、生活保護を拒否する人とどのように関わっていくかが難しい。

・ アメリカでは裁判によって清掃や立退きを強制することができると聞い

た。条例等に基づき行政が介入して解決を図るのと、裁判所が介入して

解決を図るのと、どちらが日本に適した手法であるかは議論の余地があ

る。

・ 日本では精神科医の診断書を根拠として、後見や保佐といったことが決

定されるが、書きようによってほとんど後見相当となる。その辺りは問

題があるとも感じる。

・ 「ごみ屋敷」問題を解決するために成年後見制度を活用したという事例

は聞かないが、入院時に同意者が見つからないために活用することはあ

る。

・ 民事的制度としては、財産管理人制度の活用も考えられるが、実際の活

用例が少なく、また予納金の予算化などが難しい。

・ まず本人に状況を把握してもらい、改善する必要性について理解を得て

いくことで、「ごみ屋敷」問題は自然に解決すると考えられ、判断能力

の有無の判断に時間とコストをかける必要はない。豊中市のコミュニ

ティーソーシャルワーカーは既に実践している。マンパワーが重要に

なってくるが、イギリスではチャリティー団体の存在が大きい。

・ 行政が「ごみ屋敷」問題に取り組みづらい背景には、こうした地域課題

の解決に直接携わったり、支援が必要な人にアウトリーチしたりするこ

とをあまりやってこなかった点が挙げられる。解決まで時間がかかり、

かつ経験を必要とすることもあり、なかなか取組みが拡がっていないと

感じる。

・ 足立区への行政視察は多くあり、現場職員に問題意識がないとは言えな
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いが、実際に条例化まで至っているのは決して多くない。

2. 調査研究に関する議論

・ 報告書では参考資料として、先進自治体の「ごみ屋敷条例」や対応マニュ

アル等を掲載するとともに、関連施策の一覧化や対応モデルを示すこと

を検討している。具体的な内容等については、次回以降の研究会で議論

いただく。

・ 地域共生社会という概念が今回出てくるなど、住居荒廃問題の解決に当

たっては、地域・コミュニティとの連携も重要であると考えられるが、

具体的にどのような担い手、連携の形があるかも示していきたい。

（文責：事務局）
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第 7 回 住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会

議事概要

日　時：2018 年 11 月 19 日（月）　18：00 ～ 20：00
場　所：日本都市センター研究室内会議室

出席者： 菅富美枝委員（法政大学）、菅原誠委員（東京都立中部総合精神

保健福祉センター）、木本悟委員（京都市）

（事務局：日本都市センター）石川研究室長、釼持研究員、早坂

研究員、瀧澤研究員

議事要旨

• 現地調査報告

• 報告書に関する議論

• その他

1. 現地調査報告

（1）法テラス東京法律事務所の取組みについて

・ 司法ソーシャルワークの取組みについて、法テラス東京法律事務所のス

タッフ弁護士である太田晃弘弁護士にヒアリングを行った。

・ 司法ソーシャルワークとは、「高齢者、障碍者、生活困窮者、外国人、

DV やストーカーの被害者、虐待されている児童など、自ら、あるいは

自発的に弁護士等にアクセスすることができない人々に対して、福祉・

医療関係者・関係機関、その他の支援者との連携を弁護士等が強化して、

あるいは新たに構築して、全体として、総合的な生活支援を継続的に行っ

ていく手法」である。

・ 従来、少年事件分野において、家庭裁判所調査官や法務教官などによる

ソーシャルワークを指す概念として用いられてきた。近年では、特に高

齢者などの生活再建及び自立という観点から、福祉関係者とともに総合

的な課題解決に取り組む考え方として提唱されている。

・ 当事者が自発的に弁護士等にアクセスすることができない以上、弁護士

等からのアウトリーチが重要な要素である。ひとつの手法としては、福

祉関係者が既に携わっている事案のなかから、法的課題がありそうなも

のを抽出することが考えられる。

・ 法テラス東京法律事務所では、2014 年 1 月に新宿区と協定を締結し、

スタッフ弁護士が地域包括支援センター（「高齢者総合相談センター」）

に月 1 回出張している。センター職員との日常的な交流や同行訪問など

を通じて、法的課題を早期に発見し、当事者の生活再建に寄与すること

が期待されている。
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（2）練馬区の取組みについて

・ 精神疾患のおそれがある住民の診立てや支援方法の確認、さらには受診

の説得を推進するため、2011 年よりアウトリーチ事業を開始する。

・ 東京都立中部総合精神保健福祉センターのアウトリーチ支援事業の活用

に加えて、区独自で精神科医予算を確保している。2015 年からは、精

神保健福祉士を非常勤職員として任用し、アウトリーチ事業の更なる拡

充を図っている。

・ 精神科未受診者や受診拒否者、精神疾患による入退院を繰り返すなど病

状が不安定な者などが把握されると、所内でアウトリーチ会議が開催さ

れ、地域精神保健相談員と保健師、精神科医が訪問診療を行う。その後、

半年ごとのモニタリング会議で、アウトリーチの効果の確認や支援方針

の見直しが行われる。

・ アウトリーチ事業の成果としては、多職種での対応が可能になった、相

談から対応までの期間が短くなった、保健師にとって心強い、といった

点が挙げられる。

・ 当初は、保健師の間でアウトリーチ事業に対する理解が進んでおらず、

あまり活用されていないという課題があったが、訪問及び所内面接・電

話相談の件数は年々増加傾向にある。

・ いわゆる「ごみ屋敷」問題については、アウトリーチ事業を行っている

健康部だけでは解決が困難なため、庁内の他部署や外部の関係機関と連

携を図っていくことが重要である。

（3）神戸市の取組みについて

・ 2015 年 6 月に「神戸市住居等における廃棄物その他の物の堆積による地

域の不良な生活環境の改善に関する条例」を制定する。

・ 対象は「不良な状態にある建物等」であり、いわゆる「ごみ屋敷」のみ

を指す。

・ 経済的な支援が条例で規定されており、堆積物の処分、悪臭除去、害虫

駆除に要する費用が最大 100 万円支給される。

・ 資源循環政策課が条例を所管しているが、住民からの相談窓口は、各区

で広聴業務を担当する、まちづくり課に置かれている。個別事案への対

応についても、区役所の福祉部門が中心となって、堆積者本人に改善を

促していく。

・ 審議会は設置されておらず、助言又は指導の実施にあたっては任意で、

勧告、命令及び代執行の実施にあたっては義務的に、あらかじめ学識経

験者から意見聴取を行うこととなっている。

・ 施行から約 1 年で、いわゆる「ごみ屋敷」の件数が半減した。条例施行

を契機として、これまでアプローチが困難であった居住者にも積極的に

働きかけ、福祉・医療的支援を中心とした「人への支援」に取り組むこ

とで、いわゆる「ごみ屋敷」問題の解決を目指している。
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（4）質疑応答・意見交換

・ いわゆる「ごみ屋敷」条例を制定している自治体のほとんどが審議会を

設置する一方、神戸市は学識経験者への意見聴取という形をとっている

のは興味深い。

・ 京都市も審議会を設置しておらず、市長は、命令などをしようとする場

合、必要に応じて学識経験者の意見を聴くものとしている。

・ 神戸市条例では、命令を受けた者を経済的支援の対象から除外してはい

ないが、他自治体の条例では除外しているものも見受けられる。

・ 世田谷区ではいわゆる「ごみ屋敷」問題への対応の一環として、精神科

医のアウトリーチ事業を開始したが、練馬区のようにアウトリーチ事業

をいわゆる「ごみ屋敷」問題にも応用しているというのが一般的だろう。

・ 都内では、練馬区がアウトリーチ事業を早い段階から導入し、件数も最

大である。今年度から品川区が、来年度から杉並区と世田谷区がアウト

リーチ事業を立ち上げるようである。

・ 長期的な視点で福祉サービスを導入することが効果的だが、本人が疾患

や障害があることを認めない場合には、福祉サービスを入れることが難

しく、現場では課題となっている。

・ アウトリーチは、精神科医のほかに精神保健福祉士や臨床心理士が加わ

る例もあり、多職種でのアウトリーチが意識されつつある。

・ 国が策定した第 5 期障害福祉計画のなかで、精神障害を含む地域包括ケ

アという考え方が打ち出された。さらに、推進事業のひとつにアウトリー

チが入ったことで、国から補助金が出るようになったため、アウトリー

チ事業を開始する自治体がこれからも増えていくことが期待される。

・ 豊中市社会福祉協議会へのヒアリング調査でも、福祉的支援を必要とす

る人が消費者問題や経済的虐待といった法的問題も抱えている事案があ

ると伺った。福祉と司法の連携の必要性をあらためて認識した。

・ 最近では、ギャンブル依存問題、ギャンブル嗜癖問題が注目されている。

多くの場合、金銭面で問題となり、消費者生活センターや法テラスなど

に相談がいく。

2. 報告書に関する議論

・ 生活困窮者自立支援法の平成 30 年改正については、野洲市と豊中市社

会福祉協議会へのヒアリング調査に関する原稿のなかで、言及すること

とする。

・ 各委員の原稿の締切りは 1 月中旬を予定している。

・ 次回の研究会で、各委員から原稿の暫定稿あるいは骨子案を提出いただ

き、内容の調整を行う。

・ 第 1 章では、1 月に実施したアンケート調査などを踏まえて、いわゆる「ご

み屋敷」問題の全体像や傾向などについて言及する。
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・ 報告書の柱として、条例などに関する法的論点と福祉的な支援の 2 つが

あるため、そのことを意識した全体構成にすると良い。次回研究会や各

委員の原稿が出揃い次第、座長とも相談しながら、全体構成を最終決定

する。

・ 本研究会の委員として参加いただいている足立区と京都市、ヒアリング

調査にご協力いただいた各自治体の条例などを参考資料として付すこと

で、これからいわゆる「ごみ屋敷」問題に取り組む自治体に参考になる

報告書とする。

・ 新たに事務局で作成した参考資料の素案としては、「荒廃住居対策及び

居住者支援に関する法制度」と「『住居荒廃』問題に関する条例一覧」

がある。こちらについても、委員の方々からご意見を頂戴しながら、加

筆修正していきたい。

・ 条例一覧は、自治体にとって、相違点を比較し、検討する上で参考にな

るだろう。

・ 審議会あるいは有識者会議の有無に関する項目を条例一覧に追加する。

・ 法制度の一覧は、個別事案によって状況が多岐にわたるため、決定版を

出すのは困難である。ただ、何らかの対応を検討するための取っ掛かり

にはなる。

・ 空き家法や景観法、児童福祉法なども関連する場合がある。

・ 京都市条例には、緊急安全措置に加えて、軽微な措置もあるが、他の条

例で同様に軽微な措置を設けているところはあるか。もしないようであ

れば、あえて条例一覧での比較項目として挙げる必要はないかもしれな

い。

3. その他

・ 次回（第 8 回）研究会を 12 月 17 日（月）に開催し、報告書の原稿内容

を調整するとともに、全体構成及びタイトルなどについて意見交換を行

う。

（文責：事務局）
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第 8 回 住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会

議事概要

日　時：2018 年 12 月 17 日（月）　18：00 ～ 20：00
場　所：日本都市センター研究室内会議室

出席者： 北村喜宣座長（上智大学）、岸恵美子委員（東邦大学）、祖傳和美

委員（足立区）、木本悟委員（京都市）

（事務局：日本都市センター）石川研究室長、釼持研究員、早坂

研究員、瀧澤研究員

議事要旨

• 報告書に関する議論

• その他

1. 報告書に関する議論

（1）参考資料について

・ 今後いわゆる「ごみ屋敷」問題に取り組んでいく自治体にとって、参考

になる報告書とするため、委員としてご参画いただいている足立区及び

京都市の条例を全文掲載するほか、ヒアリング調査にご協力いただいた

都市自治体に関する資料も掲載する。

・ また、「居住者支援及び『住居荒廃』対策に関する法制度」と「いわゆる『ご

み屋敷条例』の一覧」を表にまとめ、情報提供を図る。

（2）各執筆者の原稿及び全体構成について

・ 座長及び委員にあらかじめ提出いただいた原稿案をもとに、各執筆者か

ら執筆内容を説明いただき、全体で確認・調整を行った。

・ ヒアリング調査を実施した都市自治体等の取組みについては、2 章に分

け、事務局で取りまとめている。

・ 章立てを再検討し、3 部 12 章の構成とすることとした。

（3）報告書のタイトルについて

・ 事務局案をもとに検討を行い、「自治体による『ごみ屋敷』対策－福祉と

法務からのアプローチ－」とすることとした。

2. その他

・ 研究会での議論・調整を踏まえ、原稿の加筆・修正を行い、1 月中旬を

目途に事務局に提出する。その後、2 回の執筆者校正を経て、3 月末の

刊行を目指す。

・ 出典表記や用語については報告書全体での統一はせず、章ごとに統一を

図るものとする。

（文責：事務局）
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334
Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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課程前期課程修了、カリフォルニア大学バークレイ校大学院修士課

程修了。横浜国立大学経済学部助教授、上智大学法科大学院長など

を経て、現職。専門は、行政法学、環境法学、政策法務論。主要単

著書として、『環境法〔第 4 版〕』（弘文堂、2017 年）、『自治体環境

行政法〔第 8 版〕』（第一法規、2018 年）、主要編著書として、『自治

体政策法務』（有斐閣、2011 年）がある。

岸　恵美子

東邦大学大学院看護学研究科教授

博士（看護学）。日本赤十字看護大学博士後期課程修了。同大学准
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主要編著書として、『セルフ・ネグレクトの人への支援：ゴミ屋敷・

サービス拒否・孤立事例への対応と予防』（中央法規、2015 年）が

ある。

菅　富美枝

法政大学大学院経済学研究科教授

博士（法学）（大阪大学大学院法学研究科）。オックスフォード大学

大学院法学研究科博士前期課程修了。神戸大学大学院法学研究科市

場社会の法動態学センター COE 研究員、武蔵野大学現代社会学部

専任講師、法政大学経済学部准教授を経て、2013 年より現職。専
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門は、民法、消費者法、成年後見法。主要単著書として、『イギリ

ス成年後見制度にみる自律支援の法理：ベスト・インタレストを追

求する社会へ』（ミネルヴァ書房、2010 年）、『新消費者法研究：脆

弱な消費者を包摂する法制度と執行体制』（成文堂、2018 年）、主

要編著書として、『成年後見制度の新たなグランド・デザイン』（法

政大学出版局、2013 年）がある。

菅原　誠

東京都立中部総合精神保健福祉センター副所長

（公財）東京都医学総合研究所客員研究員

博士（医学）。筑波大学医学専門学群卒業、同大学院医学研究科精

神医学専攻修了。東京都立松沢病院、国立精神・神経センター武蔵

病院などの勤務を経て、東京都立中部総合精神保健福祉センター

にて生活訓練科長、広報援助課長として勤務し、2017 年より現職。

精神保健指定医。労働衛生コンサルタント。日本精神神経学会専門

医・指導医。社会精神医学系専門医・指導医。専門は、精神科リハ

ビリテーション、産業精神医学、精神薬理学、災害精神医学、社会

精神医学。主要単著書として、『災害列島に生きる「こころのケア活

動」からの学び』（平凡社、2011 年）、主要共著書として、『医療従

事者のための産業精神保健』（新興医学出版社、2011 年）、『精神医

学キーワード事典』（中山書店、2011 年）、『精神疾患の治療と看護』

（南江堂、2003 年）、『精神疾患の理解と精神科作業療法』（中央法規、

2012 年）がある。
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祖傳　和美

足立区環境部生活環境保全課長

1978 年入庁。道路管理課、環境衛生担当課、道路監察担当課を経て、

2016 年より現職。現在、ごみ屋敷対策、不法投棄対策、落書き対策、

公害規制、土壌汚染対策を行っている。

木本　悟

京都市保健福祉局保健福祉部保健福祉総務課担当係長

1999 年入庁。生活保護ケースワーカー、文化市民局人権文化推進課、

環境政策局まち美化推進課、保健福祉局地域福祉課を経て、2018

年より現職。

釼持　麻衣

日本都市センター研究員

上智大学大学院法学研究科博士前期課程修了、ペース大学ロース

クール修士課程、上智大学大学院法学研究科博士後期課程在学中。

専攻は、環境法、行政法。主要単著論文として、「アメリカにおけ

る立法権委任法理の変遷と新たな展開 (1)(2・完 )」自治研究 90 巻 7

号・8 号（2014 年）、「いわゆる『ごみ屋敷』への法的対応の可能性：
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